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はじめに  
  

信用状(Letter of Credit)は、国際間の貿易取引における決済手段、支払手段として重

要な役割を果たし幅広く利用されている。一方において、信用状の中身、またはそれを

支える信用状統一規則の解釈を巡る争いなども発生している。いくつかの世界規模の調

査によると、信用状に基づき呈示された書類の約 70％がディスクレパンシーのために、

支払を拒絶され、決済手段または支払手段としての効果に否定的な側面を持たれたとき

もあったようである1。このような事態を改善するため、決済手段および支払手段とし

ての信用状の役割が十分果たせるように、2006 年 10 月、国際商業会議所(International 
Chamber of Commerce;ICC)年会で、「ICC 荷為替信用状に関する統一規則および慣例」

(Uniform Customs and Practice for Documentary Credits 2007 Revision2)が改訂され、

2007 年 7 月 1 日から施行された。さらに、国際貿易間の信用状取引の指導準則として

使われている。しかし、信用状の独立性などの特徴は、国際貿易に対して、相当的便利

と発展をもたらしたとしても、貿易取引において、独立性を固執すれば、信義誠実原則

に違反するおそれがある。もっとも、信用状は異なる国間の貿易取引の中に詐欺を免れ

るために作られたものである。けれども、支払手段としての信用状は国際貿易における

詐欺の発生を避けることはできないのみならず、信用状制度の書類取引原則と独立性原

則をもって、その他の要素を考量しない特徴があるので、信用状詐欺を引き起こし続け

ている。 
信用状詐欺は、信用状をめぐる紛争において、頻繁に法律の適用に関する論争を引き

起こし、物品売買、手形、運送、保険などの法律関係まで及んでいる事件類型の一つで

ある。さらに、正常な国際貿易の秩序を混乱させ、世界各国の対外貿易に重大な損害を

もたらした。したがって、詐欺による信用状独立性の例外を設ける必要に迫られてきた。

信用状独立性の例外は、理論上のみならず、国際貿易の実務においても、信用状法律制

度の基本原則になるべきである。 
世界先進国においては、信用状詐欺による独立性の例外に対する研究が発達している。

アメリカでは、ただ信用状独立性の例外原則を確立したのみならず、その指導的判例で

                                                   
1 国際商業会議所の調査によったものである。 
2 信用状統一規則が改訂され、「ICC 荷為替信用状に関する統一規則及び慣例」(UCP600、2007 年改訂版

として、2007 年 7 月 1 日から施行されている。)は、国際商業会議所によって、1933 年に制定され、今回

で第 6 回の改訂となる。国際商業会議所は、1920 年、パリに創設された民間企業の世界ビジネス機構。国

際貿易と投資の促進、自由で公正な市場経済の発展、世界経済を取り巻く諸問題への取組を目的とし、国

際機関や各国政府に対して民間の立場から政策提言、信用状統一規則・インコタームズ(Incoterms:貿易取

引における CIF、FOB などの 13 種類の取引条件の統一解釈である)など国際取引慣習に関する共通ルール

の作りが行っている。会員は 130 国、約 7400 社（ICC ホームページから要約）がある。UCP は、75 年

の歴史をもち、世界中に広く普及している国際規則であるが、ICC という私的な国際組織が制定した任意

規則である。したがって、インコタームズと同様に、この規則を適用するときは、「契約自由の原則」に基

づき、基本的に関係当事者の合意が前提となっている。 
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ある Sztejn 判例3も各国の信用状詐欺事件の審理依拠となった。明文規定のないイギリ

スでは、判例法として形成され、絶え間なしに整備してきた。英米法における信用状独

立性の例外の研究を通じて、両国において、信用状独立性を尊重しつつ、独立性の例外

を厳格に適用している。すなわち、この信用状独立性の例外の適用要件、善意の第三者

の保護、信用状独立性の例外の否定などをもって、独立性の例外原則を制限している。

例外の援用について、イギリスはアメリカより厳格である。 
中国においては、信用状独立性の例外をめぐる研究について、発展の過程がある。20

世紀 90 年代から信用状詐欺問題に関する研究が始まった。この時期において、主に信

用状詐欺と信用状独立性の紹介および信用状詐欺の防犯対策に関する研究が行われて

いた。近年、民法および国際取引法の領域にも信用状について、盛んに議論されてきた。

学者が信用状詐欺による独立性の例外を体系的に検討したうえで、詐欺の認定基準、救

済手段および信用状詐欺と原因取引における詐欺の当事者関係などの問題との結びつ

き、司法実務の典型的な判例に焦点をあてて研究してきた。 
信用状を用いた取引は、その基礎となった原因である取引とは別個であり、独立して

いる旨の独立性、および書類に関する表示の審査による書類取引という独特の準則によ

って行われる。信用状の実務では、これらの準則に逆手をとって、受益者が、偽造の船

荷証券や偽造検査証明書を呈示し、または契約の本旨に適合していない物品を船積した

にもかかわらず、契約に基づく貨物を積み出したような外観を装った書類（船荷証券）

を呈示することにより、発行銀行から不法に支払を受ける事例が散見される一方、他方

において発行依頼人が受益者の違法行為があることを理由に、裁判所から信用状の支払

禁止命令(Injunction)を得て対抗することになる。このように、信用状取引については、

信用状の発行銀行による支払の確実性と、受益者による偽造・詐欺からの発行依頼人の

保護をどのように調和させていくかという問題は、極めて困難かつ深刻な問題である。

この問題の解決は、国際商業会議所の制定した UCP600 によることはできず、もっぱ

ら準拠法となる国内法に委ねられる。 
 信用状詐欺事件はその専門性が強いため、多くの法律、社会問題を引き起こした。金

融パニックの複雑な内外環境の下で、信用状詐欺事件を妥当に処置することが、理論と

実務に対する挑戦だと言える。その上、経済の発展に伴い、新しい犯罪手段、形式も絶

えなく現れる。本論文は、信用状詐欺の事例から着手し、頻繁に発生する問題と典型的

な判例を検討し、「理論と実務とをバックフィットしながら、実務から生まれる正しい

認識が理論を促進する。」という客観的法則に従い、信用状詐欺の現状と特徴などに対

する精細な研究を行い、信用状詐欺犯罪に関する防犯政策を考察し、国際貿易秩序およ

び司法実務に有力かつ確実な理論根拠を提供することを目的にする。 
 
第 1 章 信用状概述 
                                                   
3 Sztejn v. J. Henry Schroder Banking Crop., 177 Misc.719,31 N.Y.S.2d 631(1941).  
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グローバル社会において、貿易取引の売買双方の合意による売買契約を締結すること

になっても、外国に所在する買主の支払能力、誠実さなどの信用状態を把握することは

難しく、取引の相手方の信用状態に起因する取引上のリスクが、依然として存在する。

双方の取引リスクを軽減することが図れるため、その信用を補完するものとしての信用

状が発達してきた。           
信用状は、それを発行する銀行(発行銀行)が売主などの信用状の受益者に対して、信

用状の条件を充足することを条件として、一定の金額の支払を約束するものである。こ

れによってドキュメンタリー取立の利点に銀行の信用が加わり、貿易取引がいっそう円

滑に行われるようになった。貿易代金の決済手段として使われる信用状は、商業書類を

支払のための要件として要求しているドキュメンタリー信用状である。このようなドキ

ュメンタリー信用状のうち、商業送り状、運送書類など、物品の船積みを証する書類を

要求している信用状、すなわち、本論文の主体である貿易代金決済のための荷為替信用

状4と呼ぶ。 
売買契約において代金決済を信用状によることと決めた場合に、買主である発行依頼

人が銀行に依頼して信用状を発行してもらうことになる。商業送り状、船荷証券、保険

証券および包装明細書を要求しているので、受益者は船積を行ったあと、それらの書類

を整えって、信用状が指定している銀行(指定銀行)に呈示して買取(Negotiation)を依頼

する。指定銀行は書類を点検して、信用状条件に合致している場合には買取を行って、

受益者に代金を支払、書類を発行銀行へ送付して、補償を請求するという手順で信用状

の取引が進行する。 
このような荷為替信用状は、長年の歴史をたて貿易代金の重要な決済手段として世界

中に認知され、多くの貿易取引において使用されているが、発行依頼人および受益者に

とって、長所と短所の両面をもつものである5。 
発行依頼人にとっての長所と短所は、発行依頼人である買主が、銀行の信用を借りて

売主に安心感を与えることによって、売買契約を有利に締結でき、代金は書類到着後に

支払えばよいのであるが、銀行の債務負担費用である信用状発行手数料を要する。 
受益者にとっての長所と短所は、受益者である売主が、信用状が要求しているとおり

の書類を呈示すれば、たとえその時点までに買主が倒産していたとしても、銀行から支

払が受けられるという安全性が享受でき、その支払も受益者所在地の銀行による買取と

いう方法による便益も受けられる。しかし、発行依頼人の場合と同様に、「信用状の特

徴」に関係する危険性も存在する。 
 
                                                   
4 「荷為替信用状」という用語は、後述する信用状統一規則の英和対訳版では、ドキュメンタリー信用状

の訳語として使用されているが、これでは信用状の種類や性質を考える場合に不都合が生じるので、ドキ

ュメンタリー信用状の訳語としてではなく、信用状の使用目的によって区分された信用状を意味する語と

して使用することとしている。 
5 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著『貿易と信用状（UCP600 に基づく解説と実務）』

9 頁（中央経済社、2009 年）。 



4 
 

1.1 節 信用状の概念 
信用状は国際貿易において、よく使われる決済手段と支払手段である。信用状を発行

する銀行(発行銀行)が売主などの信用状の受益者に対して、信用状の条件を充足するこ

とを条件として、一定の金額の支払を約束することによって、銀行の信用を加え、貿易

取引がいっそう円滑に行われるようになった6。 
1.1.1 理論解釈 
信用状の種類が多いであるが、ここで、信用状に対して以下のように理解できる。 
1、信用状は発行銀行が買主の申請に応じて、売主が信用状の受益者として、一定条

件の下で支払を約束する証明である。 
2、支払条件は売主(受益者)が、銀行に信用状に明記される必要な書類を呈示するこ

とである。 
3、以上の条件を満たす場合、銀行が売主に貿易代金を支払う。または売主が呈示し

た為替手形に基づき、貿易代金を支払引き受けおよび支払う。 
4、支払人は発行銀行であり、発行銀行が指定した銀行である。受取人は受益者およ

び受益者が指定した人。 
1.1.2 国際慣例 
国際貿易における最も広範な決算方式として使用される信用状は、各国の商人と銀行

家に注目され、実務から生まれた産物である。すなわち信用状制度の形成が、商慣習の

指導および制約の影響を受けたといえる。最初に当事者間の権利および義務を明確にす

る統一的規範を設けなかったので、信用状をめぐる紛争を起こした。充分に信用状の機

能を発揮させるため、国際商業会議所はアメリカ代表の提案に基づいて、フランス代表

が執筆して編纂した「荷為替信用状統一慣例」(1929 年に公表された 74 号ノート)を発

表した。しかし、この慣例は主としてフランス人の観点であるので、実際に採用したの

はフランスとベルギーの国家銀行である。1931 年の国際商業会議所はこの慣例に対す

る改訂を着手して、1933 年に第 82 号正式版を出した。フランス、ベルギー、オランダ、

スイス、イタリア、ルーマニア、ドイツなどのヨーロッパ大陸国家の銀行が採用した。

アメリカ銀行界も 1938 年に条件付きで採用した。ただ当時の国際金融センターとして

のイギリスの国家銀行が、国際商業会議所の規則はロンドンにおける実務との差異の存

在を理由として、その慣例を受け入れることができなかった。国際貿易の発展に伴い、

新しい輸送方式の出現、その広範な運用などの原因で、国際商業会議所がこの慣例を何

度も改訂してきた。 
国際商業会議所における信用状に関する規定は、発行銀行が発行依頼人の要求と指示

に基づき、受益者に向けて開設し、一定期限内に信用状条項と一致する書類にもたれ、

直ちにあるいは確定する将来に一定の金額を支払うことを承諾する書面である。 
20 世紀 80 年代の初めに、国際貿易領域で複合運送が広範に使用され、海運申告書の

                                                   
6 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）8 頁。 
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出現および使用やコンピュータの普及などの変化は銀行界における業務の電子化とネ

ットワーク化に進化させる発展を与えた。最初に信用状に対する比較的解釈を定めたの

が、UCP400 第 2 条規定、「条文に基づいて、文章に使用される「荷為替信用状」と「ク

リーン信用状」は、一つの約束であり、その名称にもかかわらず、およそ発行銀行が発

行依頼人の要求と指示に基づき、信用状条項に一致している条件に該当し、規定された

書類にもたれる。a、受益者またその指定した人に支払、あるいは支払を承諾する。b、
別の銀行に支払権限を与え、あるいは、支払の承諾を協議する。 
 UCP400 は初めてクリーン信用状を信用状の範囲に収め入れ、全面的に信用状の機能

を明らかに示した。アメリカで生まれてともに広範に使用されたクリーン信用状が、第

二次世界大戦後にアメリカ経済の猛烈な発展に伴い、アメリカ関連した国際貿易の中で

よく使われた。UCP500 は UCP400 を基礎として改訂したものである。まず、信用状

の開設範囲を拡大した。UCP400 の規定によって、銀行がお客様の要求と指示に基づき

信用状を開設することに対し、UCP500 が銀行の自身の行動を許容し、銀行の融資機能

を拡張し、慣例にクリーン信用状の使用を収め入れた。次は、銀行の独立性を強調した。

UCP500 の規定に基づき、異なる国家にある銀行の支店を別の銀行と見なす。支店は法

人主体でさえあれば、その支店の権利と義務が相対的に独立すると判断する。この慣例

を使うたびに、実務上の業務問題を解決するため、1974 年から、国際商業会議所が毎

回改訂版発行後に各国銀行、輸送、保険、法律などの各界の人々と学者、専門家の批判

と意見を聴取し、再び国際商業会議所の銀行技術委員会会議を開いて検討した上で

UCP500 を作り直した。 
2006 年 10 月 25 日、パリにある BNPParibas の銀行で行われる「ICC の銀行技術と

慣例の委員会 2006 年の秋例会」に、71 個国家と地区の ICC 委員会の賛成を通して、

2007 年 7 月１から効力が生ずる「ICC 荷為替信用状に関する統一規則および慣例」(以
下 UCP600 と略称する)が発表された。UCP600 第 2 条に基づき、信用状とは、いかな

る名称が付されまたは表示がなされているかを問わず、取消不能(撤回不能 Irrevocable)
であって、充足した呈示を引受(Honor)することの発行銀行の確約となる取決め

(Arrangement)と定義している7。 
また、UCP600 第 3 条に基づき、「信用状はたとえその趣旨の表示がない場合であっ

ても、取消不能である。」と定めて、UCP600 に基づく信用状はすべて「取消不能信用

状」となっている。これは UCP500 との顕著な区別である。 
 
1.1.3 国内立法 
アメリカが世界金融センターとして、その経済的規模と貿易総額が始終に世界の先頭

に立っている。「アメリカ統一商法典」(以下 UCC という)がアメリカの模範法として、

各国に注目される。 
                                                   
7 王瑛『信用状詐欺例外原則研究』3 頁（中央民族大学出版社、2011 年）。 
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19 世紀からアメリカにおける銀行が信用状の開設を始まったといっても、ずっと第

一次世界大戦前後になって、やっと実質的影響のある商業行為となった。信用状取引が

商事行為として、主に商事慣例に規範され、決して成文法規則ではない。UCC の創立

者が判例法に基づいて、特にニューヨーク州裁判所の判例を引用して、信用状が法典の

一部に編入された8。 
 改訂前の UCC 第 5-103 条に信用状に関する定義は、「信用状あるいは信用証書は、

本編の範囲以内におき、発行依頼人の要求に基づき、銀行の承諾であり、すなわち発行

銀行が信用状の条件と合致した為替手形に対して、支払を承諾することである。信用状

は取消でも、取消不能でも、どちらでも可能である。承諾は支払の協議であり、発行銀

行の支払が授権された声明である」9。 
この定義の内容においては、まず、発行依頼人の要求を強調した。すなわち、銀行の

支払承諾が、発行依頼人の要求に応じたことである。次、適用範囲を強調した。すなわ

ち信用状の発行は、銀行あるいは民間銀行に開設されることができるが、他の金融機関

も同じ業務を展開することができて、ただ伝統上の信用状に一致することを否認するこ

とができない。その後、承諾の方式を明確した。すなわち承諾が支払を引き受ける方式

と支払の授権方式となる。最後、明確に承諾の取消と取消不能という両種類の可能があ

ると指摘した。 
 1962 年 UCC が公布されてから、アメリカにおける信用状に関する制定法として、

存在してきた。いくらでも創立者たちが極力に貿易の現実を反映し、貿易のニーズに適

応することを図るとしても、成文法自身不可避の欠陥によって、法典の受け入れは依然

として論争することが存在した。専門家チームの調査報告を基礎として、1991 年に法

典の改訂を始動し、1995 年に完成した。改訂後の UCC の第 5-102 条10において、信用

状に対する定義を定めた。信用状は発行人(発行銀行)が発行依頼人の請求に応じて、受

益者に対して、第 5-104 条11の規定に満たすことによって、支払あるいは相応の価値の

方式を給付する承諾である。 
この定義には、発行人に対する特別規定を制定した。発行人が信用状を発行する銀行

あるいは他人である(個人、家庭の使用を目的とした承諾を除く）。消費者を発行人から

排除することは、消費者交易中に債権者が消費者を発行人とする信用状を使用し、債権

者を受益者にすることを防止するためである。同時に、「現金に引き換えること」に対

する特別な規定を作り出した。信用状に基づく最終に発行人の義務がほとんど金銭の方

                                                   
8 王江雨訳『美国統一商法典（信用状編）』71 頁（中国法制出版社、1998 年）。 
9 田島裕訳『UCC2001－アメリカ統一商法典の全訳－(アメリカ法律協会統一州法委員会全国会議）』277
頁（商事法務、2002 年）。 
10 劉雲龍＝戴科＝高聖平訳『アメリカ統一商法典及正式評述』257 頁（中国人民大学出版社、2005 年）。 
11 田島裕訳・前出注（9）278 頁。「アメリカ統一商法典」第 5-104 条形式要求、信用状、引受手形、通

知、譲渡、改訂或いは取消など書類は必ず本編の指定する形式で発送する。その真実性は、以下の方式で

認定する。(1）記名、(2）当事者の協議に記載される方式に合致し、あるいは第 5-108 条（e）に基準慣例

の方式に符合する。 
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式で履行するとなる。 
 UCC に信用状に対する定義の規定から、改訂者の趣旨を見つけることができる。こ

の法典の中の規則がよく使われる国際慣例と一致することを維持している。特に

UCP600 との一致性を維持している。具体的に、1、信用状の「承諾」を確定すること

である。2、金融機関のみが自分にまた自分の利益のために信用状を発行することを許

す。3、発行人、発行依頼人、呈示人などの定義に変更がある。4、適用範囲において条

項を増やすことを禁じているのみならず、一切免責条項の効力を否定し、信用状取引で

生じる権利と義務の適用を強調する。信用状の機能から見ると、信用状は発行人が発行

依頼人の申請に応じて、条件を添える支払の承諾であり、受益者の提出した書類が信用

状の規定条項と厳格に一致すれば、発行人が支払の承諾を履行しなければならない。 
  1.1.4 信用状の機能 
 信用状は国際取引における支払手段として発展してきたものであるが、独立性原則は、

迅速・確実な支払にとどまらない付加的な機能を信用状取引にもたらすと考えられる。

信用状が、取引上の支払や債務不履行に対する保証契約とは異なること、また当事者が

その相違を認識した上で信用状を選択してしかるべきことを強調する。信用状の総合的

な機能を把握せず、独立性を軽視する対応は、信用状を選択した当事者間の合意をゆが

めるおそれがある。そして、信用状の商業目的の分析が、取引において生じた論争の解

決に不可欠である12。 
 1、代金の回収 
 国際取引の売主にとって、代金が事前に支払われない売買契約における長期の運送期

間中の資金繰りは、非常に大きな問題である。荷為替手形がこれを一定程度解決してい

るが、手形の支払人である買主の信用状態が銀行にとって不明であることから、手形の

割引が容易でないことが指摘される。商業信用状は買主の代わりに発行銀行が、売主に

対する支払条件の充足を前提として、支払確約することにより、この問題を解決した。

売主は商品の船積直後に、その過程で作成された運送書類などを銀行に呈示し、代金を

回収できることになる。また発行銀行の信用が確実であるかぎり、手形の割引も迅速か

つ容易に行われる。 
 同様にスタンドバイ信用状は、受益者に対する迅速な流動資産の提供を可能にする。

すなわち受益者は発行依頼人の債務不履行に際して、自らが一方的それを宣言したにす

ぎない書面を呈示することにより、損害賠償金を取得することができる。そもそも損害

賠償金は、その確定までに時間を要求する様々な証明が必要である。スタンドバイ信用

状を利用することにより、複雑な手続を経ることなく、受益者は約定された金額を迅速

に受領することができる。したがって、スタンドバイ信用状に基づく支払につき紛争が

生じている場合に、発行依頼人が支払差止を請求し、発行銀行が資金を第三者に寄託す

                                                   
12 コーエンズ久美子「信用状の独立性に関する法的考察（一）英米判例を中心として」法政論集 180 号

385 頁（1999 年）。 
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るということは、当事者の事前合意に反することになる。 
 2、信用の移転 
 発行銀行が債務を負うことに鑑みれば、発行依頼人の無資力のリスクは、発行銀行に

よって負担されることになる。また信用状の発行が、発行銀行の発行依頼人に対する与

信行為と考慮することから、銀行は、発行依頼人の取引銀行としてその財政状態を常に

把握しているはずである。発行銀行は、発行依頼人に資力があり確実な補償を得られる

と判断するからこそ、信用状の発行依頼に応じる。受益者は発行銀行が信用のある金融

機関であることのみを確認し、その支払能力に依拠すればよいのであり、取引相手であ

る発行依頼人の信用評価を行う必要がない13。 
 3、コストの削減 
 信用状発行手数料は、同様の目的を達するために利用されるほかの手段に比べて低コ

ストである。これは発行銀行の支払に関連する業務が、簡便であることに起因する。原

因取引の債務不履行に対する保証を例にとると、一般的な二次的債務保証や保険などの

場合は、当事者の不履行を確認し、かつ損害額を確定する必要がある。この複雑な業務

が高コストにつながるのである。これに対しスタンドバイ信用状においては、発行銀行

は単に呈示された書類が信用状条件に一致しているか否かを点検すればいいである。原

因取引当事者の事実上の履行状況について、調査する権利も義務もない。また呈示され

た書類の文面上に表れていない事項に関して、発行銀行は免責される。呈示書類の形式

的点検義務さえ履行すれば、発行銀行は発行依頼人に対する求償権を取得するのであり、

このような業務の単純さが手数料の低廉化を可能とする14。 
 4、訴訟コストの移転 
 原因取引当事者は、その契約条件において訴訟のリスク、経済的負担を負うかについ

て取り決めることができる。これは明示の条項が存在しなくても、原因取引条件から判

断される。すなわち売買契約において買主が前払いをするのであれば、訴訟費用は買主

の負担であり、反対に売主が信用取引を行うのであれば、売主が負担することに合意し

たといえる。他方信用状による支払は、原因取引の完全な履行を確認することなく、単

に呈示書類の信用状条件一致に対してなされる。したがって、信用状を利用する原因取

引当事者は、停止条件付きで、発行銀行の支払がなされることを承知していることにな

る。原因取引の当事者は、呈示書類の信用状条件一致を前提条件として、発行依頼人に

よる訴訟コストの負担を黙示的に合意していると考えられる15。 
 5、法廷地の移転 
 4 に付随し、受益者の支払金を受領することにより損失を被ったと主張する発行依頼

人が、受益者の所在地において訴訟を提起することも、原因取引の当事者によって黙示

                                                   
13 コーエンズ久美子・前出注（12）386 頁。 
14 コーエンズ久美子・前出注（12）387 頁。 
15 コーエンズ久美子・前出注（12）388 頁。 
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的に合意されたことになる16。 
1.1.5 信用状の意義に関する判例 

１、信用状の意義を説明した重要判例として引用される判例は Equitable Trust Co. of 
New York v. Dawson Partners, Ltd.事件 ([1927] 27 L1. L. Rep. 49)である。 

この事件では、バタジア国のロッジ社がロンドン(イギリス)のドウソン・パートナー

ズにジャワ・バニラ豆を売りつけようとした。買主ドウソン・パートナーズは、その豆

が最高級の品質のものであることの保証を得たいと考え、銀行の信用状の発行を取引の

条件とし、その決済の条件として「宗主国オランダ政府の政府による特級品の品質証明

書」の提供を要求した。本件の上訴人 Equitable Trust は、被上訴人の決済銀行であり、

その通りの取り決めを行った。上訴人が決済したが、被上訴人は信用状の扱いに間違い

があったことを理由として、支払を拒絶した。バタジア国には品質証明の制度はなく、

当事者間で交渉の末、豆の取引の専門による検査を義務づけてその報告書を作成させ、

商業会議所がそれに裏書きを裏付けすることによってその証明に代えることになった。

この交渉の最終結果を打電するにあたり、香港上海銀行が介在した。銀行の通信では、

単数と複数の区別がなされないことから、ロッジ社には報告書は一通で足りると理解さ

れてしまった。その報告書はロッジ氏の友人によって作成され、バタジア国の商業会議

所により裏書された、しかし、ロッジ氏は元々詐欺師であり、本件原告銀行は、騙され

て決済してしまった。この取引は信用状によることになっており、複数の報告書の提出

が決済の条件になっていたはずである。一通の報告書の提出だけで上訴人銀行が決済し

てしまったが、イギリス控訴院はこれを有効な決済であると判決した。 
しかし、貴族院(最高裁判所)は、信用状の取引の場合には、条件が厳密に守られなけ

ればならないと判決し、控訴院判決を破棄した。銀行決済にあたり、取引の原因関係が

決済に影響を与えることはないが、書面の形式が厳格に守られていることが信用状取引

の本質的に重要なことであると判示した。そして、この判決が、信用状取引に関する指

導的な先例として、これまで尊重されてきた。 
2、信用状の制度を説明するためのモデルとしての Alaska Textile Co. Inc. v. Chase 

Manhattan 事件 (982 F.2d 813 (2d Cir.1992))においては、日本の洋品店との取引を取

上げている。そのモデル事例を図式化すると次のようになる。 
 

 
 

 
日本の洋品店がニューヨークで繊維製品を買い付ける注文をしたが、ニューヨークの

繊維店は、その日本の洋品店とは初めての取引であり、代金決済について不安があった。

そこで、支払を確実なものにするため信用状の発行を求めた。この売買契約の信用状条

                                                   
16 コーエンズ久美子・前出注（12）388 頁。 

売主(N.Y.)[商品発送]   ➝  買主(東京) 
↑             [支払] 

[決済]             ↓ 
S 銀行     ←    [支払]B 銀行 

(売主取引銀行:取立銀行)  (買主取引銀行:信用状発行銀行) 
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項を次のような内容のものとするよう要求した。 
「買主は、本契約の後_日以内に、売主を受益者に指名した、購入代金の額の取消不

可信用状を、買主の取引銀行に開設しなければならない。その信用状の条件は、200_
年_月_日に、またはそれ以前に、以下の書面を買主の取引銀行に提示することである。 
1、信用状(L/C, Manhattan FOB) 
2、本契約により売却される物品を適切に記載した船荷証券 
3、領事 Invoice 
4、__によって発行された検査証 
5、本契約に記述された物品の保険証書 

B 銀行が信用状を発行すれば、買主を支払人とする為替手形を売主が振り出し、この

信用状とともに、そこに指定された書類を揃えて取引銀行に取立を依頼すれば、売主は

その時点で現金決済を得ることができる。 
船荷証券は物品を海上運送業者に渡したときに、それと交換に渡される証書である。

この証書は流通できる(但し、航空貨物証書は流通禁止)。領事 Invoice は、関係物品が

行政規制などに服するものである場合、その検査に合格したことを示す証明書である。

4 の検査証は、商品の高い品質を確保するために指定する者による検査を買主が要求す

る証書である。海上運送のリスクなど、予測できない問題が起こり得るので、あらかじ

め保険を不保し、そのリスクを保険で回避することになっている。 
 

1.2 節 信用状の発展歴史 
国際貿易の支払方式は、一つの演変の過程である。バーター(物々交換)から代金引き

替え払いなどの過渡的な形態を経由してきた。信用状は歴史悠久の決算工具として、国

際貿易発展の産物である。聞くところによると現代の信用状は最初にイギリス人が発明

したものであり、イギリス人の自慢する「商業天才の創造」というものである。しかし、

最初の信用状が一体どこで発行されたのが、考証する必要がある。 
 1.2.1 萌芽時代 
 信用状は商人の実践から生まれた産物であり、それに対する確実な記載はないので、

その起源に関するいろいろな学説がある。最初の記載に基づいて、イギリスの King 
John は 1201 年に一種の支払証書を署名して発行した。一般説によりこの支払証書が

信用状の原始形態だと考える。早期信用状の使用においては、現金の携帯が不便なので、

証書の形式で、目的地に到着した後、署名した領収書あるいは手形に基づき、指定した

商家に約束を果たすことである。この信用状の目的は、主に決算の不便を解決するため、

発行人が支払人に対して、立替え払い金の支払の承諾を保証することである。現代の信

用状との格差があるので、早期の為替手形であると見なされる。 
1.2.2 発展時期 
前記の支払証書は、13 世紀にロンドンのユダヤ商人に利用され、その機能がやっと
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発展することができた。特に 17 世紀にあって、ロンドンの商人はヨーロッパへ物品を

調達することに付きあるいは公務を取り扱うときにおいては、当地の取引商人に対する

支払証書を発行して、使用人に携帯させて、証書には一定の金額内に、その所持人が領

収書あるいは為替手形にもたれさせて現金に換えることを許可すると明記される。同時

にその支払った金額は、往来帳簿内で決算するあるいは別途で返還するを約束した。こ

れは近代的信用状と類似するが、その特徴は、1、受益者は特定である。2、最高金額が

制限される。3、発行人が支払人に対する補償することを明示する。このことからこの

証書がすでに現代信用状の条件が整っている、いわゆる旅行信用状である17。 
 旅行信用状は銀行が海外旅行の顧客に便宜を図ることをし、いつでも必要な資金を取

得するため開設した信用状である。国際貿易における債権債務を弁済する貿易支払方式

ではない。一方、旅行信用状に発行人と約定事項を記載され、交付された証票が記載事

項と合致すれば、支払人或いは支払引受人がこの信用状を受け入れなければならない。

その経済的機能と使用方法が現代信用状との共通点がある。 
 1.2.3 現代の信用状 
 信用状は国際貿易の生命線として、国際貿易の発展に伴ってきた。時間と空間の差異

によって、売買双方が相手の信用を把握するのが困難な状況のもとで、切実に自分の権

利を保証することを求めている。特に資本主義産業革命に応じて、航海と通信技術の発

展によって、国際市場の形成をさせることができた。国際貿易の発達に応じる支払方式

に対して、新たな要求が提出された。 
 19 世紀後、イギリスの産業革命の成功によって、急速に発展していた経済のおかげ

で、国際的商業活動も非常に活発するとなった。この情勢下に、上述の為替手形と似て

いる旅行信用状が、日増しに複雑な貿易の要求に適切な対応ができなくなってきた。そ

の後、60、70 年代に、欧米で資産階級産業革命の改革の波が現れたので、国際貿易が

急速に発展することができて、特に運送業、保険業、銀行業の発達が信用状の活用に充

足な条件を提供した。その時、信用状の使用は大体の規模ができていた。第一次世界大

戦は国際貿易の構成に巨大な変化をもたらして、同時に信用状の発展に契機を提供した。 
現代信用状の産生は国際貿易支払方式の変遷による必然的な結果であり、19 世紀に

発生した国際貿易支払方式の革命でもある。この支払方式は初めて納品現場いない売買

双方が契約を履行するときに同等な地位に置かれ、一定の程度上に再び「一方では金を

渡し一方では商品を渡す」という現場取引の持つ安全感を取り戻され、売買双方に信頼

感をもたらした。 
第一次世界大戦前に、国際貿易の大半は互いに信頼ができる貿易仲間のみで取引を行

っていた。しかし、この固定された関係が戦争で中断された。市場を開拓するために、

よく知らない商人と貿易を行うことがさざるを得ない。互いに信頼のない売買双方が、

売主も先に代金を支払たくないし、買主も先に貨物或いは貨物を代表する証明書を渡し

                                                   
17 張耀東『信用状法律問題』196 頁～199 頁（台湾学生書局、1973 年）。 
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たくないとなっていた。これについて、双方の信用危機を解決するため、充分に双方の

利益を保護することができ、双方の権利を実現することができる仲介人が必要となった。 
そのときに、ちょうどおりよく国際貿易間に「本船渡し条件」という FOB18(Free on 

Board)貿易条件が現れた。すなわち、買主は、商品の海上運送のために契約上の引渡期

間に船積み港に到着するような船を手配する。売主は、船積期間内に買主から指定され

た船に商品を船積する。売主は、船積が完了すると船長からメーツ・レシートあるいは

船積完了の記載のある船荷証券(Bill of Lading)を取得し、またはコンテナー利用の場合

はコンテナーヤードやコンテナー・フレート・ステーションでドックレシートを受領し

これを船積船荷証券に替えて、これを買主に提示して代金の支払を受ける。もう一つ「運

賃保険料込条件」という CIF19(Cost Insurance Freight)貿易条件が、商品の売主が、

売買契約で指定された荷揚げ港までの海上運送を手配し、売買契約に規定する条件の海

上保険を手配し、船積港で船積をするという条件である。CIF 貿易条件の目的物は、貨

物ではなく、貨物を代表する証明書であるため、商慣習上手形売買契約ともいう。この

ような契約は実際の貨物を渡さなくても、ただ船荷証券を提示するだけで貨物の引き渡

し責任を果たすことができる。商人が巧妙に自分の信用と手形売買契約を結合し、国際

貿易の支払方式に運用した。売主が貨物を代表する船荷証券を仲介人に渡すことで、貨

物代金の回収を担保され、買主が仲介人から貨物の担保を得て、融資を獲得することが

できる。この時の信用状は単に決済工具であるだけでなく、融資の効能も果たしている

ので、現代信用状の誕生となった。 
1.2.4 信用状の発展に関する判例 
本来の銀行業務による収益だけでは成り立たなくなっており、付随業務銀行を支える

状況が生まれている。信用状の発行もそのような付随業務の一つである(銀行は相当の

手数料を得ている)。信用状は、もともとは、売買契約の代金決済を安全に、かつ、確

実に行わせるために使われるようになったのであるが、最近では、著しく進化し、その

他の様々な目的のためにも使われている。信用状に関する法理の起源が、ローマ法では

なく、マンスフイールド裁判官が形成した商慣習法にあると主張した。 
信用状は合理的な期間内に処理されなければならないと判示した判決は、Alaska 

Textile Co. Inc. v.Chase Manhattan Bank 事件(N.A., 982F.2d813 (2ndCir.1992))であ

る。 
 原告は被告銀行に二通の信用状の発行を依頼し、これを使って支払を求めたが、支払

を拒絶した。第一に、商品の発送後 21 日経過していた。第二に、商品の記述などに若

干の抵触があった。第三に、通知すべき相手の欄に氏名の記載がなかった。しかし、原

告は、改めて書類を整えることが煩雑であり、現場承認方式(On an Approval Basis)で
それを受理するよう要求した。そこで、被告銀行は、Lloyd に不適合に対する権利の放

                                                   
18 北川俊光＝柏木昇『国際取引法（第 2 版）』62 頁（有斐閣、2008 年）。 
19 北川俊光＝柏木昇・前出注（18）65 頁。 
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棄を求めたが、Lloyd は直ちに返事をすることはしなかった。そこで Alaska と Lloyd
の間で 2 週間交渉が続けられた。まだ交渉が行われている間に、被告銀行は 1988 年 5
月 9 日(8 営業日後)に不渡りを決定した。 

原告は違法な不渡りを主張する訴訟を起こし、第一審連邦地方裁判所は、原告敗訴の

判決を下した。信用状を「合理的な期間(UCC では三営業日)」内に処理しない場合、

決済を認めたものと推定されることになっているが、本件では、原告が処理を延期させ

る原因を作っており、禁反言の原則によりその権利を行使できないという判旨を述べて

いる。上訴裁判所は、この判決を肯定したが、信用状の制度を正しいものに成長させる

ため、その制度の意義を詳細に説明し、そのためには、連邦地方裁判所の判旨は間違っ

ているという。本件の事実によれば、被告銀行は合理的な期間内に処理しており、信用

状による決済を不渡りにする正当な理由があると判決した。 
 

1.3 節 信用状の当事者および当事者間の法律関係 
今までの説明どおり、荷為替信用状には多くの者が関与している。ここで、そのよう

な関係当事者の法律的立場、権利・義務などについて、三菱 UFJ サーチ&コンサルテ

ィングの実務家の解釈によって、説明する。 
1.3.1 発行依頼人(Applicant) 
UCP600 第 2 条に基づき、「発行依頼人とは、その者の依頼に基づき信用状が発行

される当事者をいう20。」すなわち、発行依頼人は、原因取引との関係では、通常の場

合、買主の立場にあり、売主と売買契約を締結し、その中で代金決済を信用状によるこ

とを取り決めた場合には、定められた種類の、定められた内容の、売主を受益者とする

信用状を、定められた期日までに売主に提供する義務を負担する。買主はこの義務を履

行するために、信用状の発行依頼人となって取引銀行に信用状の発行を依頼する。 
発行依頼人は、信用状発行依頼に先立って、約定書を銀行に差し入れ、必要とされる

場合には担保を提供して、信用状発行に関する約定を締結する。そのあと、信用状の発

行依頼に際しては、信用状の内容を記載した発行依頼書を銀行に提出して発行を依頼す

る。 
信用状取引約定書では、発行依頼人が発行銀行に信用状の発行・通知、受益者または

指定銀行への支払の事務を委任すること、ならびにそれに伴う費用および損害を発行依

頼人が負担することを定めている。発行依頼人と発行銀行の関係を明確にするために、

ほとんどの国に、上記約書が用いられているはずであるが、UCP600 も第 37 条で発行

依頼人の危険負担、費用負担について定めている。なお、信用状取引は原因取引と別個

の取引であるので、信用状との関係においては買主としての権利を主張できないことに

注意する必要がある。 

                                                   
20 飯田勝人訳『ICC 荷為替信用状に関する統一規則及び慣例』(UCP600、2007 年改訂版、国際商業会議

所日本委員会英和対訳版）18 頁。 
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1.3.2 受益者(Beneficiary) 
UCP600 第 2 条の規定に基づき、「受益者とは、その者の利益のために信用状が発

行される当事者をいう21。」すなわち、受益者は、信用状による給付を受ける権利があ

る者として信用状が指名している者である。原因取引との関係では多くの場合、売主で

あるが、信用状取引の特質により、売主としての権利と受益者としての権利とはまった

く関係がなく、受益者としての権利を享受できるのは、契約どおりの船積みを行うこと

によってではなく、信用状に合致した書類を呈示することによって、注意を払う必要が

ある。たとえば、受益者が契約どおりの物品を船積みしたが、信用状条件に合致する書

類を呈示しなかったために信用状に基づく支払を受けられず、訴訟で解決を図る場合に

は、信用状発行銀行を相手としてではなく、買主を相手に売買契約上の問題として争う

ことになる。 
受益者は、発行銀行または確認銀行に対しては、相手を信用状における支払義務者と

して一覧払、後日払約束、引受または買取を要求する権利があり、発行銀行または確認

銀行は、信用状条件に合致した書類の呈示があれば、一覧払、後日払約束、引受または

買取を拒絶することできない。しかし、書類呈示先が信用状を確認していない指定銀行

の場合には、受益者は、発行銀行から委任されている一覧払、後日払約束、引受または

買取を行うことを指定銀行に要求することになるが、確認銀行でない指定銀行は受益者

に対して一覧払、後日払約束、引受または買取を行う義務を負担していないので、それ

を行うか否かは指定銀行の任意である。指定銀行によりー覧払、後日払約束、引受また

は買取が拒絶された場合には、受益者は本人である発行銀行に直接、一覧払、後日払約

束または引受等を請求することになる。 
1.3.3 発行銀行(Issuing Bank) 
UCP600 第 2 条に基づき、「発行銀行とは、発行依頼人の依頼により、または自行

自身のために、信用状を発行する銀行をいう22。」すなわち、発行銀行は、発行依頼人

から信用状の発行およびそれに続く一連の事務の委任を受け、それを履行した場合には、

それに伴う手数料および費用、ならびに損害が発生した場合にはそれに相当する金銭を

発行依頼人に請求する権利をもつ。他方、受益者に対しては、信用状の発行により、信

用状条件に合致した書類が呈示されることを条件に、一覧払、後日払約束、引受または

買取という方法により、信用状による給付を行う義務を負担する(UCP600第7条a項23)。 
発行銀行は、発行依頼人から委任された事務を行うために、その事務をさらに別の銀

行(同一銀行の海外店を含む)に委任するのが普通である。発行銀行から信用状に関する

事務の委任を受ける銀行は数多くあるが、そのうちの主なものは、通知銀行、指定銀行、

確認銀行、補償銀行、譲渡銀行である。これらの銀行が発行銀行からどのようなことを

                                                   
21 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。 
22 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。 
23 飯田勝人訳・前出注（20）23 頁。 
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委任されるのかについては、このあと順次説明する。 
UCP600 第 37 条 a 項は、発行依頼人の指図を実行するために別の銀行のサービスを

利用する銀行は、発行依頼人の計算と危険においてこれを行うと定め、さらに第 37 条

c 項で別の銀行にサービスの履行を指図した銀行は、自行の指図に関連してその銀行に

よって負担された報酬、訴訟費用、代理費用、または手数料に責任を負うと定めている。

別の銀行にサービスの履行を指図する銀行は、その指図に関連して指図を受ける銀行に

発生する費用について責任を負うが、そのような費用が指図する銀行以外の者の負担で

あることを信用状が定めていても、その費用の取立ができない場合には、その費用の支

払について指図する銀行が最終的な責任を負うことになる。したがって、信用状の通知

手数料、確認手数料などが信用状により受益者負担と定められている場合でも、それが

受益者により支払われないときには、発行銀行は、まず通知銀行などへそれを支払った

うえで、同行に事務を委任してきた発行依頼人に請求することになる24。 
1.3.4 通知銀行(Advising Bank)と第二通知銀行(Second Advising Bank) 
UCP600 第 2 条の規定にもとづき、「通知銀行とは、発行銀行の依頼により信用状

を通知する銀行をいう25。」発行銀行から委任を受けて信用状の通知事務を行う通知銀

行および通知銀行から信用状通知の復委任を受けた第二通知銀行は、報酬として通知手

数料を発行銀行、または場合によっては受益者から入手する。 
UCP600 では、第 9 条26で、信用状が外見上真正なものであるとみられるか否かの点

検義務と受領した信用状または条件変更を正確に反映した通知を行うことを骨子とす

る通知銀行と第二通知銀行の義務を定めている。通知銀行が、受益者の取引銀行などを

経由して信用状の通知を行うとき、経由する銀行のことを第二通知銀行と呼び、第二通

知銀行は、通知銀行と同様の責任を負う。UCP600 では第二通知銀行としての経由銀行

の責任が明確化されている。 
通知銀行は、発行銀行から信用状の通知を委任されると同時に、一覧払、後日払約束、

引受または買取を行う指定銀行とされているのが普通であるが、信用状を受益者に通知

しただけでは、後日、受益者から一覧払、後日払約束、引受または買取を依頼されても、

それに応じる義務はない。しかし、通知銀行が発行銀行から信用状に確認を加えて通知

することを依頼され、それに応じた場合には、確認銀行としての義務を負担することに

なる。 
1.3.5 確認銀行(Confirming Bank) 
UCP600 第 2 条の規定に基づき、「確認とは、充足した呈示を引受することまたは

買い取ることの確認銀行の確約であって、発行銀行の確約に付加されたものをいう。確

認銀行とは、発行銀行の授権または依頼に基づき自行の確認を付加する銀行をいう27。」 
                                                   
24 飯田勝人訳・前出注（20）52 頁。 
25 飯田勝人訳・前出注（20）18 頁。 
26 飯田勝人訳・前出注（20）25 頁。 
27 飯田勝人訳・前出注（20）18 頁。 
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信用状の確認は、発行銀行から信用状を確認することを委任された銀行、通常の場合

は通知銀行によって行われる。確認銀行が、信用状通知書などに「We Confirm This 
Credit.」というような文言を記載して信用状に確認を加えた時点で UCP600 第 8 条 a
項に定められたオナー(一覧払、後日払約束、もしくは引受)すべき、または買い取るべ

き撤回不能の義務を負担することになる。 
確認銀行は、発行銀行と同等の義務28を受益者に対して負担することになり、その義

務は、発行銀行の倒産または発行銀行にとっての不可抗力によって発行銀行が信用状上

の債務を履行できなくなった場合にも履行しなければならないので、危険負担料にあた

る確認手数料を発行銀行、または場合によっては受益者に請求する。 
1.3.6 指定銀行(Nominated Bank) 
UCP600 第 2 条の規定に基づき、「指定銀行とは、信用状がそこで利用可能な銀行

をいい、任意の銀行で利用可能な信用状の場合には、任意の銀行をいう29。」すなわち、

指定銀行は、発行銀行から一覧払、後日払約束、引受または買取を行うことを授権され

た銀行であり、任意の銀行で利用可能な信用状の場合には、不特定のいずれの銀行も指

定銀行であるとされている。 
UCP は、発行銀行が指定銀行の指定、任意の銀行で利用可能な信用状の発行、また

は確認の授権を行うことにより、指定銀行または確認銀行に一覧払、後日払約束、引受

または買取を行う権限を与えたことになり、同時に、その銀行が行うことになる一覧払、

後日払約束、引受または買取についての補償を確約したことになる。なお、指定銀行以

外の銀行は、一覧払、後日払約束、引受または買取を発行銀行から授権されていないの

で、一覧払、後日払約束、引受または買取を行っても、信用状に基づく権利を得られず、

また UCP の規定による保護も受けられない。 
1.3.7 補償銀行(Reimbursing Bank) 
補償銀行は UCP600 における信用状の関係当事者ではないが、荷為替信用状取引で

は重要な役割を果たすので、関係当事者に該当する者として説明する。信用状の決済が

補償請求方式によるとき、補償銀行は、発行銀行から補償授権書により委任を受けて、

一覧払、後日払約束、引受または買取を行った銀行からの補償請求に応じて、発行銀行

に代わって補償を行う。 
補償授権書には、信用状番号、通貨と金額、補償請求銀行、補償にかかわる費用の負

担者などが記載される。補償のための資金としては、二つのものが考えられる。一つは、

補償銀行にある発行銀行の勘定であり、これを資金とする場合には、補償の委任の中に

は、発行銀行の勘定の引落指図が含まれることになる。もう一つは、補償銀行による資

金の立替えである。これは、補償銀行の発行銀行に対する貸付金であると考えてよく、

                                                   
28 発行銀行の約束の中に買取は含まれていない。発行銀行の義務と確認銀行の義務とでは、厳密にはこの

点で違いがある。 
29 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。 
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貸付期間には長期のものもあれば、数日という短期のものもある。 
補償銀行を利用する補償請求に関して、UCP600 第 13 条は、「ICC 荷為替信用状に

基づく銀行間補償に関する統一規則」 (ICC Uniform Rules for Bank to Bank 
Reimbursements under Documentary Credits ; URR725)に従うか否かを記載しなけ

ればならないと規定している。この規則に従わない場合は、UCP600 第 13 条 b 項の規

定になるが、ほとんどの場合はこの規則に従っている。URR725 は、UCP600 に準拠

して発行された信用状の銀行間補償について UCP600 第 13 条(銀行間補償の取決め)を
補足するものであり、補償の手続における関係当事者の責任を明確化して補償銀行の負

担を軽減する目的にし、URR725 に準拠する旨が補償授権書に記載されることにより

銀行間補償に適用される30。 
 

1.4 節 信用状の種類 
この分類は UCP における関係当事者の権利・義務を理解するため、信用状の基本的

な性質を理解するのに必要な観点からなされたものである。本論文の分類は、銀行の実

務家の視点から、実務に応じる分類方法に従うものである。 
1.4.1 要求書類の有無による分類 
信用状が給付のための要件として、商業送り状、運送書類、受益者作成の声明書のよ

うな書類を要求しているか否かによって、すべての信用状はドキュメンタリー信用状ま

たはクリーン信用状のいずれかに分類される。 
1、ドキュメンタリー信用状(Documentary Credit) 
UCP600 第 2 条31の規定に基づいて、「信用状(Credit)とは、いかなる名称が付され

または表示がなされているかを問わず、取消不能であって、充足した呈示を引受するこ

との発行銀行の確約となる取決め(Arrangement)をいう。」と定義し、さらに「呈示

(Presentation)32とは、発行銀行または指定銀行へ信用状に基づく書類を引き渡すこと、

またはそのように引き渡された書類をいう。」と定義している。この書類とは、商業送

り状、運送書類、受益者作成の声明書のような書類、「商業書類」に該当し、手形や、

金銭の受取書のような「金融書類」は含まれない。 
UCPの正式名称はUniform Customs and Practice for Documentary Creditであり、

UCP の日本語版では「Documentary Credit」が「荷為替信用状」と訳されている。こ

れは、 Documentary という語の意味を的確に表現する日本語ではない。原語とはまっ

たく異なる「荷為替信用状」という訳語をもってきたものである33。 
 このようにドキュメンタリー信用状は給付の要件として必ず商業書類に該当する書

類を要求しているが、それに加えて手形を要求しているものと、それを要求していない

                                                   
30 飯田勝人訳・前出注（20）28 頁。 
31 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。 
32 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁~20 頁。 
33 飯田勝人訳・前出注（20）18 頁。 
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ものとがある34。信用状が手形の振出を要求していたとしても、それは給付のための要

件ではなく、一覧払、引受または買取という給付を行うための手段、または場合によっ

ては、給付を行ったことの証拠であると考えられる。すなわち、ドキユメンタリー信用

状の下で発行銀行に支払義務が発生するのは、手形が呈示されることによってではなく、

信用状条件に合致した書類が呈示されることによって行われる35。 
2、クリーン信用状(Clean Credit) 
クリーン信用状とは、金融書類に相当する手形または金銭受領書のような書類のみを

要求し、商業書類に相当する書類を要求していない信用状である。したがって、このよ

うな信用状には、ドキユメンタリー信用状のための規則である UCP は適用されない。 
本来は、船荷証券の原本を要求している信用状はドキユメンタリー信用状であり、船

荷証券の写しを要求している信用状はセミ・ドキユメンタリー信用状またはクリーン信

用状であるというような解説もあるが、現行の UCP の下では、金融書類以外の書類の

一枚だけを要求し、その呈示を給付のための要件としていればドキユメンタリー信用状

であって、UCP の適用が受けられることになるので、船荷証券の原本の有無での分類

は現行 UCP には適合しない。 
スタンドバイ信用状の多くは、受益者が作成した債務不履行を申し立てる声明書のよ

うな書類の呈示を給付の要件としているので、スタンドバイ信用状の多くはドキユメン

タリー信用状であるとみられる。そして、ドキュメンタリー信用状であるスタンドバイ

信用状には UCP が適用される36。 
1.4.2 発行銀行の責任による分類 
UCP600 第 2 条で「信用状とは、いかなる名称が付されまたは表記がなされている

かを問わず、取消不能であって、充足した呈示を引受することの発行銀行の確約となる

取決め(Arrangement)」と定義され、さらに第 3 条において、「信用状はたとえその趣

旨の表示がない場合であっても、取消不能である。」と定められた。信用状の分類のう

ち、その信用状が取消可能(Revocable)なものか、取消不能なものであるかによる分類

は、UCP600 に準拠する信用状はすべて取消不能信用状となった。 
以下においては、取消可能信用状と取消不能信用状の順に説明を加えるが、取消可能

信用状については、UCP600 には規定が存在しないので、参考までに旧規定である

UCP500 に準拠する取消可能信用状について簡単に説明する。 

                                                   
34 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）47 頁。ドキュメンタリー信用状

が要求する手形は受益者振出の為替手形であり、支払人はその信用状の使用方法によって異なる。①一覧

払信用状(Sight Payment Credit)の場合手形を要求してもよいし、しなくてもよいのであるが、要求する

場合には、指定銀行を支払人とする一覧払手形が要求される。発行銀行において一覧払、により利用可能

な信用状の場合には手形支払人は発行銀行となる。②後日払信用状(Deferred Payment Credit)の場合 手

形を要求しない。③引受信用状(Acceptance Credit)場合 手形を引き受けることが予定されている指定銀

行または発行銀行を支払人とする期限付手形が要求される。発行銀行において引受により利用可能な信用

状の場合には手形支払人は発行銀行となる。 
35 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）46 頁。 
36 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）48 頁。 
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1、取消可能信用状(Revocable Credit) 
上記のとおり UCP600 では取消可能信用状の規定がなくなったが、これは旧規則の

UCP500 の下でも取消可能信用状が利用されることはなかったという実務を踏まえて

改訂が行われたものである。したがつて、現在では使われることのない取消可能信用状

を解説する必要性はあまりないが、もし万一、必要となった場合は、UCP500 の第 6
条と第 8 条に定められていた取消可能信用状に関する条件を信用状に規定するか、ある

いは UCP500 に準拠した信用状を発行することにより取消可能信用状を発行すること

は可能である。 
取消可能信用状は、受益者に対して事前に通知することなく、いつの時点においても

発行銀行が条件変更を行い、または取り消すことができる信用状である(UCP500 第 8
条 a 項)。 

しかし、取消可能信用状であっても、多くの場合、他行に一覧払、後日払約束、引受

または買取を行うことを授権しているので、そのような授権を受けた銀行が授権された

ことを行った場合には、その銀行に損害を与えることは妥当ではない。そこで 1993 年

版(UCP500)はこのような信用状に基づいて一覧払、後日払約束、引受または買取を行

った指定銀行のための救済措置的規定を設けている。すなわち、取消可能信用状が使用

できるようになっている銀行が、条件変更または取消の通知を受ける前に信用状条件と

文面上一致しているとみられる書類と引換えに一覧払、後日払約束、引受または買収

(Negotiation)を行った場合には、発行銀行は当該銀行に補償する義務を負う旨を定めて

いる(UCP500 第 8 条 b 項)。 
ここで注意しなければならないことは、発行銀行が負担する義務は、一覧払、後日払

い約束、引受または買収を行った銀行に対する補償義務であって、受益者に対する義務

ではない。また、その銀行は、信用状の通知銀行でなければならないと考えられること

にも注意を払う必要がある。このことは条文には明記されていないが、その銀行が「条

件変更または取消の通知を受ける前に」という文言が条文にあることからも推測できる。

したがって、任意の銀行で買取可能な信用状であっても37、通知銀行以外の銀行がその

信用状に基づいて買取を行ったのでは、その銀行は上記規定による保護を受けることは

できないと解すべきである。 
通知銀行を経由して接受した取消可能信用状であれば、条件変更または取消の通知が

来る前に通知銀行へ書類を呈示することにより、受益者は UCP500 第 8 条 b 項の規定

によって、間接的に保護される。しかし、受益者が発行銀行から直接に受けた取消可能

信用状の場合には、受益者に対する UCP 上の保護はまったくないことに注意しなけれ

ばならない38。 
2、取消不能信用状(Irrevocable Credit) 

                                                   
37 UCP500 の下では任意の銀行で利用可能な信用状は買取信用状に限られていた。 
38 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）50 頁。 
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信用状には非常に多くの種類がある。売買契約などで決済手段として信用状を使用す

る場合には、第一に取消不能信用状であるが、UCP600 に準拠した信用状ではすべての

信用状が取消不能であると定められるので、信用状に、UCP600 準拠文言が記載されて

いることを確認することが大切である。以下では UCP600 に基づく信用状について説

明する。 
(1)取消不能信用状の定義 
取消不能信用状は、発行銀行、受益者およびその信用状に確認が加えられる場合には、

確認銀行の同意がなければ条件変更も取消もできない信用状であり(第 10 条 a 項39)、信
用状条件が充足されることを条件として信用状による給付を行うことについての発行

銀行の受益者に対する約束である(第 7 条 a 項40)。発行銀行は信用状の発行または条件

の変更を行うとその時点で撤回不能な義務を負うことになる。 
(2)発行銀行の約束の内容 
取消不能信用状において、発行銀行の約束の内容は、受益者に対する約束と指定銀行

に対する約束に分けられる。 
① 受益者に対する約束 
受益者に対する約束は、一覧払、後日払約束と支払期日の支払、または引受と支払期

日の支払を行うということになるが、UCP600 は第 7 条 a 項で、信用状の使用方法の

種類別に、発行銀行の約束について下記のことを定めている。 
Ⅰ、信用状が一覧払(Sight Payment)を定めている場合 
一覧での支払を行うことを発行銀行の約束として定めている。これは、書類が信用状

条件を充足していることを条件に、書類を一覧し、または書類を伴う一覧払手形を一覧

した時点で支払うことを意味する。信用状が発行銀行での一覧払を定めているとき支払

うほかに、信用状が指定銀行での一覧払を定めているにもかかわらず、指定銀行が支払

わなかった場合には発行銀行が支払うことも含まれる。 
Ⅱ、信用状が後日払(Deferred Payment)を定めている場合 
船積後何日、書類呈示後何日というような、信用状の定めに従って決定される期日に

支払うという後日払信用状について、次の発行銀行の約束を定めている。 
(ⅰ)信用状が発行銀行における後日払を定めているとき、発行銀行は後日払約束を行

い支払期日に支払う。 
(ⅱ)信用状が指定銀行における後日払を定めているとき、指定銀行が後日払約束をし

ない場合には、発行銀行は後日払約束を行い支払期日に支払う。 
(ⅲ)信用状が指定銀行における後日払を定めているとき、指定銀行は後日払約束をし

たが支払期日に支払わない場合には、発行銀行が支払う。 
Ⅲ、信用状が引受(Acceptance)を定めている場合 

                                                   
39 飯田勝人訳・前出注（20）26 頁。 
40 飯田勝人訳・前出注（20）23 頁。 
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引受とは期限付為替手形の引受を意味する。発行銀行自身が引き受けることになって

いる場合と、他の銀行が引き受けることになっている場合があり、次に発行銀行の約束

を定めている。 
(ⅰ)信用状が発行銀行による引受を定めているとき、発行銀行は引受を行い支払期日

に支払う。 
(ⅱ)信用状が指定銀行における引受を定めているとき、指定銀行が自行を支払人とし

て振り出された為替手形を引き受けない場合には、発行銀行は自行を支払人とする為替

手形を振り出させこれを引き受けるか、または為替手形の再振出を省略して支払期日に

おける支払を約束することにより支払期日に支払う。 
(ⅲ)信用状が指定銀行による引受を定めているとき、指定銀行は自行を支払人として

振り出された為替手形を引き受けたが支払期日に支払わない場合には、発行銀行が支払

う。 
Ⅳ、信用状が買取を定めている場合 
指定銀行が買取を行わないとき、発行銀行は、一覧払の場合は一覧での支払を行う義

務を、その他の場合は後日払約束または引受を行い支払期日に支払う義務を負う。 
② 指定銀行に対する約束 
発行銀行は、信用状条件を充足した書類の呈示を受け、一覧払、後日払約束、引受、

または買取を行う書類が発行銀行へ送付した指定銀行に補償することを約束している。 
(3)発行銀行の確約文言 
信用状には、発行銀行がその信用状によってどのようなことを約束しているかを定め

た、いわゆる確約文言が記載されることがある。しかし、信用状にその信用状が UCP
に準拠するものである旨の記載があれば、確約文言がなくても発行銀行は UCP600 第 7
条 a 項に従って責任を負うことになるので、確約文言は記載される必要はないといえる。 

(4)条件変さらについての同意 
UCP は、条件変更または取消について同意を必要とする当事者として、発行銀行、

受益者および確認銀行をあげているが、発行依頼人をあげていない。これは、発行依頼

人の同意なしに信用状の条件変更または取消を行うことを認めるためではなく、発行依

頼人との関係は同人と発行銀行との間の信用状発行契約に譲り、受益者が条件変更また

は取消の通知を受け取り、それに同意した場合には、受益者が発行依頼人の同意の有無

を確かめることなく、条件変更または取消が成立したものと解することができるように

した。 
なお、受益者による同意に関しては、昔からそれが明示の同意でなければならないの

か、沈黙は同意とみなされるかというような問題があった。 
UCP600 第 10 条 d 項は、通知銀行は、発行銀行など条件変更を送ってきた銀行に対

して、条件変更の承諾または拒絶の通報をすべきであると明示の同意を定めているが、
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これは義務規定ではなく、実務上は現実的な対応が可能であるとされる41。 
1.4.3 使用方法(信用状による給付の方法)による分類 
UCP600 第 6 条 b 項は、「信用状は、それが一覧払(Sight Payment)、後日払(Deferred 

Payment)、引受(Acceptance)または買取のいずれにより利用可能であるかを記載しな

ければならない。」と規定している。すなわち、UCP は受益者が信用状の給付を受け

るための方法として、「一覧払」、「後日払」、「引受」および「買取」の 4 種類の方

法がある。本項では、このような信用状の使用方法の種類に従って分類された信用状に

ついて説明する。 
1、一覧払信用状(Sight Payment Credit) 
支払銀行として指定された銀行が書類と引換えに支払うことを定めた信用状であり、

支払銀行は発行銀行自身のこともあるが、通常は他行であり、特定の銀行あるいは任意

の銀行で一覧払により利用可能な信用状の場合には任意の銀行が指定銀行として指定

される42。 
2、後日払信用状(Deferred Payment Credit) 
期限付手形の振出を要求せず、書類の呈示のみを要求し、支払は、たとえば「運送書

類の発行後 180 日」というような、信用状条件に従って決定される期日に行われるこ

とを定めている信用状である。 
UPC600 第 7 条では、後日払信用状における発行銀行の約束について次のような趣

旨を述べている。 
(1)信用状が発行銀行による後日払約束を定めているとき、発行銀行は後日払約束を

行い、支払期日に支払う。 
(2)信用状が指定銀行による後日払約束を定めているが、指定銀行が後日払約束を行

わなかったとき、発行銀行が後日払約束を行い、支払期日に支払う。 
(3)指定銀行は後日払約束を行ったが支払期日に支払わなかったとき、発行銀行が支

払期日に支払う。 
信用状に指定された銀行へ書類が呈示され、後日払約束が行われると、期日にその銀

行を通じて支払が行われることになる。なお、指定銀行以外には後日払約束を行う権限

は付与されていない。 

                                                   
41 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）54 頁。UCP600 第 10 条 d 項の

条文からは、すべての条件変更について受益者が承諾したのか拒絶したのかを通報する義務が規定された

ようにみえるが、「本規定は、受益者が通知銀行または第二通知銀行に条件変更の諾否を通知してきた場

合に、これらの銀行はその条件変更を送付してきた銀行に対して、諾否を通報すべきであるという趣旨で

ある。すべての条件変更を逐一通報することを意図していない。」と解釈されている。通常、受益者は通

知銀行に条件変更の受諾を知らせてくることはなく、拒絶する場合にだけ拒絶の意思を通知銀行または第

二通知銀行に知らせ、条件変更を送付してきた発行銀行などに通報するよう依頼してくるにすぎない。要

すれば、UCP500 の下での取扱いと何ら変わりはなく、発行銀行から特に要求のない限り通知銀行または

第二通知銀行は受益者の反応を待って行動すればよいということである。通知銀行または第二通知銀行が、

逐一受益者に諾否を確認する必要はない。 
42 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）56 頁。 
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発行銀行および確認銀行が、後日払信用状に基づき書類を受理した場合には、

UCP600 第 7 条と第 8 条の規定により自動的に後日払約束をしたことになるが、指定

銀行の場合は、後日払約束をすることを発行銀行から授権または依頼されても、書類を

受理しただけでは自動的に後日払約束をしたことにならない。この点について、

UCP600 第 12 条 c 項は、「確認銀行ではない指定銀行による書類の受領または点検は、

その指定銀行に引受すべき責任または買い取るべき責任を負わせるものではなく、その

ことは、引受にはならず、また買取ともならない。」と規定している。 
このように発行銀行から後日払の指定を受けた銀行には、後日払約束に応じた義務は

ないが、その銀行が後日払約束を行わないまま買取など指定外の行為を行い発行銀行で

書類の偽造が発見されて、拒絶を受けた場合には、その銀行は指定銀行としての行動を

していないので、たとえ書類が信用状条件を充足しいても発行銀行に対抗することはで

きなくなる。 
ところで、UCP600 第 12 条 b 項は、発行銀行は指定銀行が後日払約束を行った書類

を、さらに買い入れることを授権するという新規定を設けている。これは信用状条件を

充足した呈示に対して、後日払約束を行った指定銀行が、さらに書類を買い入れた場合

であっても、支払期日に発行銀行から補償を受ける権利を有するという信用状の原則を

明文化したにすぎない。したがって、指定銀行が後日払約束と買入れを行う信用状条件

を充足した書類を発行銀行に送付したあと、発行銀行で書類が偽造であることを判明し

た場合には、発行銀行は書類を受理しなければならず、支払期日に指定銀行への補償を

拒絶することはできない43。 
3、引受信用状(Acceptance Credit) 
引受信用状は、信用状に指定される特定の支払人(指定銀行)あての期限付為替手形の

引受を定めている信用状であり、特定の支払人である指定銀行によって為替手形が引き

受けられることを定めていた。UCP600 は、任意の銀行で利用可能な引受信用状を認め

ており、任意の銀行にあてて為替手形を振り出し、引受を受けることができるとしてい

る。引受は発行銀行に対する与信という観点から実際にこのような信用状が発行される

ことは少ないが、当該任意の銀行による発行銀行に対する与信が可能な場合には同行は

引受に応じることがある。 
UCP600 第 7 条 a 項では、引受信用状における発行銀行の約束について次のような

趣旨のことを述べている。 
(1)信用状が発行銀行による引受を定めているとき、受益者によって振り出された発

行銀行を支払人とする為替手形を引受、かつ支払期日に支払う。 
(2)指定銀行が自行を支払人とする為替手形を引き受けなかったとき、発行銀行は、

受益者が発行銀行を支払人として新たに振り出した為替手形を引受支払期日に支払う

                                                   
43 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）59 頁。 
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44。 
(3)指定銀行が引き受けた為替手形を支払期日に支払わなかつたとき、発行銀行が支

払う。 
指定銀行が引受信用状により支払人として指定されている場合には、その銀行が信用

状を確認していない限り、信用状条件に合致する書類とともに自行を支払人とする為替

手形が呈示されても、同行にはその手形を引き受ける義務はない。指定銀行による為替

手形の引受は、後日払約束と同様に、発行銀行に対する与信として債務を負担する行為

であるから、引受を行うことを選択して引受を行った場合には、債務負担料としての引

受手数料を依頼者である発行銀行へ請求するか、または手数料を受益者負担とする旨の

特別の指図がある場合には受益者に請求することになる。発行銀行は、指定銀行へ支払

った引受手数料をまた自身が引受を行った場合には自行の引受手数料を信用状発行依

頼人に請求することになる。 
4、買取信用状(Negotiation Credit) 
UCP は長い歴史の間、一貫して譲渡手段である為替手形を譲渡することを買取とし

て捉えてきた。買取銀行の立場から見ると、自行以外の者、たとえば発行銀行、決済勘

定保有銀行などを支払人とする為替手形を有償で入手すること、さらにそれを他に裏書

譲渡することを意味している。 
しかし、UCP500 以降、買取の概念は大きく変更された。UCP500 では、第 10 条 b

項(ⅱ)号に、「買取とは、買取を授権される銀行が手形および書類の対価として代り金

を支払うことをいう。対価として代り金を支払わない書類の単なる点検は、買取とはな

らない」と規定され、さらに UCP600 では、第 2 条で「買取とは、指定銀行による充

足した呈示に基づく為替手形、または書類の買入れであって、その指定銀行に対する補

償の弁済期である銀行営業日またはそれ以前に、受益者に資金を前払いする方法による

もの、または、前払いすることを合意する方法によるものをいう。」と買取の定義が変

更されている。 
すなわち、買取には、手形の買入れだけでなく書類の買入れも含まれ、また買取代金

の受益者への支払は即時支払だけではなく、支払期日までに行われる支払の合意も含ま

れ、買取には、二つの形態があることになる。一つは、書類の呈示を受けたときに支払

うことである。二つは、期日支払条件の場合に、呈示から支払期日の間の支払に合意す

ることである。指定銀行が、発行銀行から補償を受け取ることを条件に、補償を受け取

った時点で受益者に支払を行うという合意は、買取の定義上、買取には該当しない。 
買取信用状には、特定の一つの銀行を指定銀行としているものと、不特定の銀行を指

定銀行としているものとがある。後者は買取により任意の銀行で利用可能な信用状とし

                                                   
44 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）60 頁。指定銀行が自行を支払人

とする為替手形を引き受けなかったとき、受益者が発行銀行を支払人とする為替手形を振り出すことなく、

発行銀行が支払期日の支払を約束し、支払期日に支払うことでもよいとされている。 
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て、どの銀行も指定銀行としての権利が与えられることになる45。 
(1)買取信用状に基づく補償請求 
一覧払の買取にかかわる補償に関して、ICC はコメンタリーの中で買取信用状にかか

わる補償は、回金方式または発行銀行において指定銀行の勘定に人金する方式によるべ

きであり、補償銀行に補償請求する方式、あるいは指定銀行における発行銀行の勘定を

引き落とす方式によるべきでないという趣旨を述べている。これは、補償請求方式など

の方式は一覧払信用状のためである。ただし、一覧払の買取で補償請求方式や発行銀行

の勘定を引き落とす方式が禁止されるわけではない。実際には、買取の場合の補償請求

においても、補償請求方式や発行銀行の勘定を引き落とす方式が広く利用される。補償

銀行を支払人とする期限付手形を要求する買取信用状については、URR725 第 6 条も

そのような期限付手形の振出を認めているから補償請求方式となる。 
(2)遡及権について 
指定銀行が一覧払信用状による支払、後日払信用状による後日払約束、引受信用状に

よる引受を行った場合には受益者に対する遡及権はない。一覧払、後日払約束あるいは

引受を約束している発行銀行の委任を受けた指定銀行がその委任に基づき行った一覧

払、後日払約束、引受という受任者の行為は取消不能であり、受益者に対して遡及でき

ないことは当然のことといえる。一方、買取は、発行銀行の約束に含まれていないこと

から推測されるように、発行銀行は履行補助者である指定銀行に対して撤回不能な約束

をすることを授権しているわけではない。また、確認銀行の場合と違って、指定銀行の

場合には、UCP600 の条文に買取が撤回不能かどうかについて規定を置いていないこと

も、買取は撤回可能すなわち受益者に対して遡及可能である根拠となる。 
1.4.4  第三者による信用補強の有無による分類 
信用状は、発行銀行以外の銀行によって「確認(Confirmation)」を加えることによっ

て、その信頼性が高められる。このような確認を加える信用状を「確認信用状」、それ

が加えられていない信用状を「無確認信用状」と呼ぶ。 
1、無確認信用状(Unconfirmed Credit) 
発行銀行以外の銀行による確認が加えられていない信用状を無確認信用状と呼ぶ。

「Unconfirmed 」という表示をしている信用状もあるが、これはどちらかといえば例

外的なものであり、信用状自体、または信用状の通知書に、当該信用状を確認した旨の

確認銀行による表示がない信用状が無確認信用状である。 
無確認信用状であっても、発行銀行の信用に不安がなく、かつ発行地にカントリー・

リスク46がない場合には、受益者にとっての取引の安全性上問題はないが、そうでない

場合には、確認信用状が要求されることになる。 
                                                   
45 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）62 頁。UCP600 第 7 条に基づき、

発行銀行の約束に買取は含まれおらず、発行銀行には買取の義務はない。 
46 『広辞苑』によると、カントリー・リスクとは、貿易や海外投融資で、相手国の政情不安・財政悪化な

どのために資金の回収が不能となる危険の度合という。 
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2、確認信用状(Confirmed Credit) 
発行銀行以外の銀行が、他行発行の取消不能信用状について、その信用状に基づく一

覧払、後日払約束、引受または買取を約束する47ことを確認といい、そのような約束が

加えられた信用状を確認信用状と呼ぶ。 
(1)信用状確認の目的 
信用状の受益者が売買契約またはその他の契約において決済手段として信用状を選

択するのは、発行銀行の信用によって決済を確実にしようとする意図であるが、発行銀

行の信用について不安がある場合、または発行銀行所在地に政情、財政、戦争などにつ

いての不安、すなわちカントリー・リスクがある場合には、受益者は信用状による発行

銀行の約束のみを頼りとして取引を行うことには不安がある。そこで、発行銀行以外の

銀行の信用力を借りて信用状による決済を確実にするために生まれたのが信用状の確

認(Confirmation)である。 
発行銀行は海外に所在する同行の本支店または子会社に信用状の確認を求めること

があるが、これは発行銀行の信用リスクではなく、カントリー・リスクの担保を目的に

して行われるものである。 
(2)確認の意思表示の方法 
1993 年 ICC 制定の「信用状通知銀行用の信用状通知書の基準様式」によれば、通知

銀行が信用状の確認を行った旨を受益者に通知するための文言として、「As requested 
by the Issuing Bank, we hereby add our confirmation to the Credit in accordance 
with the stipulation under UCP XXX Article XX.」というような内容が記載される。

従来の確認信用状には、確認銀行が信用状を確認した旨の文言のほかに、確認銀行によ

る約束の内容が記載されるのが一般的だった。しかし、UCP が、1974 年改訂に際して

発行銀行および確認銀行による約束の内容を信用状の種類別に詳細に規定し、それが

UCP600 にも受け継がれるので、確認する信用状が UCP に準拠するものであれば、そ

の信用状を確認するという意思表示さえなされていれば確認銀行の責任は UCP600 第

8 条 a 項の規定によって決定されることになるという考えから、 ICC は上記のように

簡潔な文言を採用している。 
(3)確認銀行と発行銀行との関係 
UCP600 第 8 条 d 項は、「銀行が信用状に確認を加えることを発行銀行より授権さ

れ、または依頼されたが、それをする用意のない場合は、その銀行は、発行銀行に遅滞

なく通報しなければならない、確認を加えることなく信用状を通知することができる。」

と定めている。 
この条文中に、「発行銀行より授権され、または依頼されたが」とあるが、発行銀行

                                                   
47 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）64 頁。確認銀行において買取に

より利用可能なときに確認銀行は充足した呈示に対して遡及義務を免除して買い取らなければならないこ

とは当然であるが、指定銀行において買取により利用可能なとき指定銀行が充足した呈示を買い取らなか

った場合には、確認銀行はオナー(支払期日の支払)を約束するにとどまり買取の義務はない。 
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による通知銀行への確認の指図には、信用状を受益者に通知したあとで受益者から請求

があれば確認を加えるようにという指図と、確認を加えた上で信用状を受益者に通知す

るようにという指図とがある。「授権」とは前者の指図を、「依頼」とは後者の指図を

想定したものである。しかし、法律的にはいずれも発行銀行の通知銀行に対する委任と

して捉えている。 
この委任を受けた銀行は、発行銀行に対する与信として受益者に対して債務を負うこ

とに伴う危険性を検討し、確認することを決定した場合には、危険負担料として確認手

数料を徴収して確認を行うことになる。 
なお、確認銀行による受益者に対する約束は、発行銀行の約束に加えたものであるこ

とに注意を払わなければならない。発行銀行の約束に加えた約束とは、発行銀行の約束

とは別個に、確認銀行が信用状に付加した約束であることを意味する。確認銀行による

約束は、発行銀行の債務を保証する行為ではなく、受益者に対して発行銀行とは別個に

債務を負担する行為である。 
このような債務を確認銀行に負担させた発行銀行が、その報酬を支払うべきこと、お

よび確認銀行が行った一覧払、後日払約束、引受または買取による支出について補償す

べきことは当然である。発行銀行の確認銀行に対する補償義務は UCP600 第 7 条 c 項

に定められている発行銀行による指定銀行に対する補償の約束の中に含まれる。 
(4)確認銀行の約束の内容 
UCP600 第 8 条 a 項は、信用状を確認することによって確認銀行が具体的にどのよ

うなことを約束したことになるかについて、確認する信用状の使用方法の種類別に規定

している。 
約束の内容は、UCP600 第 8 条 a 項五号の確認銀行の買取に関する規定を除けば、

条文上は主体が確認銀行に変わるだけで、第 7 条 a 項に定められた発行銀行の約束の内

容とまったく同じであるが、確認銀行の立場から特に注意すべき事項もあるので、以下

に述べることは、第 8 条 a 項に定められている内容であり、信用状条件を充足した書類

の呈示が前提となる。 
① 信用状が一覧払を定めている場合 
一覧での支払を行うことを約束の内容としている(第 8 条 a 項(ⅰ)号 a および b)。自

行が指定銀行となっている信用状を確認した銀行がこの規定によって支払の義務を負

担するのは当然であるが、他行が指定銀行となっている一覧払信用状を確認した銀行は、

その指定銀行が支払を行わなかつたために受益者から支払の請求を受けたときには、そ

の請求に応じなければならない。 
② 信用状が後日払を定めている場合 
第 8 条 a 項(ⅰ)号 c は、後日払信用状を確認した銀行の約束の内容を下記のように定

めている。 
Ⅰ、信用状が確認銀行による後日払を定めている場合、後日払約束を行い、かつ支払
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期日に支払う。 
Ⅱ、信用状が確認銀行以外の指定銀行による後日払を定めている場合、次の二つの状

況に応じて約束の内容を定めている。 
(ⅰ)指定銀行が後日払約束を行わないとき、確認銀行が指定銀行に代わって後日払約

束を行い、かつ支払期日に支払う。 
(ⅱ)指定銀行が、後日払約束をしたが支払期日に支払わなかつたとき、指定銀行に代

わって確認銀行が支払う。 
このように、後日払信用状を確認した確認銀行は、信用状条件に合致した書類の呈示

を受けたときには、後日払約束をするという意思表示をしなくても、自動的に後日払約

束をしたことになる。 
③ 信用状が引受を定めている場合 
第 8 条 a 項(ⅰ)号 d は、引受信用状を確認した銀行の約束を次のように定めている。 
Ⅰ、信用状が確認銀行による引受を定めている場合、受益者によって振り出された確

認銀行を支払人とする為替手形を引受、かつ支払期日に支払う。 
Ⅱ、信用状が確認銀行以外の指定銀行による引受を定めている場合、次の二つの状況

に応じて約束の内容を定めている。 
(ⅰ)指定銀行が為替手形を引き受けないとき、受益者が確認銀行を支払人として新た

に振り出した為替手形を確認銀行が引受支払期日に支払う。 
(ⅱ)指定銀行が、引き受けた為替手形を支払期日に支払わなかったとき、確認銀行は

指定銀行に代わって支払われなかった為替手形を支払う。 
④ 信用状が買取を定めている場合 
Ⅰ、信用状が確認銀行を買取の指定銀行と定めている場合遡及義務を免除して買取を

行うことを約束の内容としている(第 8 条 a 項(ⅱ)号)。 
Ⅱ、信用状が確認銀行以外の指定銀行による買取を定めている場合 

買取信用状を確認した銀行は、その指定銀行が買取を行わなかったために受益者から買

取の請求を受けたときには、買取に応じる義務はないが、受け取る義務を負う(第 8 条 a 
項(ⅰ)号 c、同(ⅱ)号)。 

1.4.5 信用状の種々の区分 
すべての信用状は、基本的な性質に従って、分類方法による分類の対象になるが、こ

のような信用状のうちあるものは、付加された特殊な性質や、使用目的から他の信用状

と区分されることがある。ここでは、一般に認められており、且つ実務上必要であると

考えられるものを取り上げて説明する。 
１、付加された性質または特殊条件による区分 
(1)譲渡可能信用状(Transferable Credit) 
信用状の最初の受益者(第一受益者 First Beneficiary)が、第三者(第二受益者 Second 

Beneficiary)に信用状の全部または一部を使用する権利を譲渡することを認めている信
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用状を譲渡可能信用状という。UCP は、発行銀行によって「Transferable」であると

明らかに指定されている信用状のみを譲渡可能信用状としている(第 38 条 b 項48)。この

ような信用状の譲渡を受けた第二受益者は、譲渡された信用状に基づいて自己の名義で

船積し、自己の名義で信用状による給付を請求する権利を取得することになる。 
信用状の譲渡は、以前においては、第一受益者が信用状にその信用状を譲渡する旨を

記載した証書を添付して、直接第一受益者へ引き渡す方法がとられることもあったが、

UCP は、第二受益者に対する譲渡通知が当該信用状による一覧払、後日払約束、引受

または買取を行う資格のある銀行を通じて行われることを前提として信用状の譲渡に

ついての規定を設けているので、現在は必ず指定銀行(譲渡銀行)を通じて譲渡通知が行

われている。 
譲渡可能信用状は、第一受益者から第二受益者に譲渡することができるが、第二受益

者からさらに後続の受益者に譲渡することはできない。第二受益者からさらに後続の第

三者に譲渡することになると買主(信用状発行依頼人)は、第一受益者とさえ取引関係の

ない第三者から商品を受け取るリスクを負うことになるので、UCP は信用状の譲渡を

第二受益者までに限定している。 
譲渡可能信用状は次のような場合に利用される。 
① 第一受益者が、買主である信用状発行依頼人の代理商である場合は、第一受益者

が買主のために取引の相手方を探し、契約ができたときに信用状を相手方に譲渡する。 
② 第二受益者が第一受益者の輸出すべき物品の仕入先である場合において、通常の

取引であれば、売主は仕入先から物品を引き取り、自身で船積し、信用状の給付も自身

が請求することになるが、仕人先に信用状を譲渡して、第二受益者に船積を行わせ、信

用状による給付を受けさせることもある49。 
(2)回転信用状(Revolving Credit) 
売主と買主との間で同一種類の物品の取引を長期間継続的に行おうとするような場

合に、各船積もしくは各決済のそれぞれについて信用状を発行する手数を省き、また場

合によっては、信用状発行手数料や担保を節減するために発行される信用状であり、信

用状の最終有効期限までの間は、使用した信用状金額が復活して繰り返し使用できるよ

うになっている信用状である。 
復活の方法としては、一定期間ごとに、たとえば１ｶ月ごとに金額が復活するものと、

使用されるたびに、使用された金額が自動的に、または発行銀行からの書類受領通知も

しくは決済通知後に復活するものとが代表的なものだろう。一定期間ごとに復活する条

件の回転信用状には、前の期間の未使用金額が次の期間に繰り越される累積型と、繰り

越されない非累積型とがある。 
UCP は、回転信用状については何の規定も設けていないので、個々の信用状に回転

                                                   
48 飯田勝人訳・前出注（20）53 頁。 
49 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）71 頁。 
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方法について誤解の生じないような明確な条項がうたわれたいることが必要である50。 
(3)レッドクローズ付信用状(Red Clause Credit) 
レッドクローズ付信用状とは、発行銀行が一覧払、後日払約束、引受または買取を行

う銀行として指定した銀行に対して、その指定銀行が受益者へ輸出前貸を行う権限を授

権する旨の条項が組み込まれる荷為替信用状である。この信用状がレッドクローズ付信

用状と呼ばれるのは、かつて書状による信用状の前貸授権の条項が赤字で記載されてい

たことに由来する。また、Packing Credit と呼ばれることもある。 
このような信用状については UCP に規定はなく、また、レッドクローズの定型的な

文言として一般に認められる文言も存在しないが、次のような内容を織り込んだもので

あるべきだと考えられる51。 
(4)エスクロウ信用状(Escrow Credit) 
二国間の求償貿易(Compensation Trade)、すなわち、二国間の輸出入額を均衡させ

るために、相互に輸出した額だけ輸入する取決めに従った貿易の決済方法の一つとして

用いる荷為替信用状であり、その信用状により支払が行われる場合には、支払われる金

銭を受益者名義のエスクロウ勘定に入金することを定めているものである。 
エスクロウ勘定とは、一定の条件が満たされる場合にのみ支払われることを定める勘

定であり、エスクロウ信用状の受益者を中心にして輸出・輸入の用語を用いて説明する

とすれば、エスクロゥ信用状(輸出信用状)と対になる輸入信用状をエスクロウ信用状の

受益者が発行し、同人が信用状条件に合致する書類を受理したときに同勘定からの払出

しが認められ、払い出された金銭により輸入信用状の決済が行われることになる。 
エスクロウ信用状にはこのような決済方法についての条項が含まれるが、その他の信

用状条件は一般の荷為替信用状と異なるものではない52。 
2、背後にある特殊事情による区分 
(1)見返り信用状(Back―to Back Credit) 
ある信用状を見返りとして発行される信用状であり、バック・ツー・バック信用状と

も呼ばれる。 
第一の信用状の受益者が、その信用状の通知銀行に依頼して発行してもらう。第二の

信用状を見返り信用状、自己の取引銀行に依頼して発行してもらう。第一の信用状をカ

ウンター信用状(Counter credit)とする分類もあるようであるが、第一の信用状の受益

者と取引関係のない通知銀行が第二の信用状の発行依頼に応じることはまれであり、一

般にはこのような分類とは関係なく、第二の信用状を見返り信用状と呼ぶ。 
第一の信用状の受益者が伸介貿易の仲介人である場合や、売主である第一の信用状の

受益者が、信用状が要求している物品を自身で調達し、船積することができない場合な

                                                   
50 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）72 頁。 
51 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）73 頁。 
52 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）74 頁。 
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どに利用される。したがつて、第一の信用状も、見返り信用状も通常の場合、物品売買

代金決済のためのドキユメンタリー信用状、すなわち、荷為替信用状である。 
(2)国内信用状(Domestic Credit,Local Credit) 
信用状の発行依頼人と受益者の両者が同一国内にいる場合に、その信用状を国内信用

状と呼ぶことがある。前項(1)の見返り信用状の受益者が原信用状の受益者と同一国内

にいる場合には、その見返り信用状は、原信用状の受益者が輸出品調達のために銀行に

発行してもらう国内信用状であるといえる53。 
3、使用目的による区分 
信用状は、その使用目的によってほかの信用状と区分され、その使用目的を表す名称

が付されることもある。 
ここでは、その代表的なものを三つ取り上げて説明する。 
(1)荷為替信用状(Documentary Letter of Credit) 
物品の売買代金決済の手段として発行されるドキュメンタリー信用状である。 
前述のとおり Documentary Credit を信用状の基本的な性質に関係のある分類の中

で捉えて「ドキュメンタリー信用状」と呼び、「荷為替信用状」は、信用状の使用目的

を表す語として捉えることとした。 
これに似たものとして商業信用状(Commercial Letter of Credit)という区分の仕方

があり、ヨーロッパにおいては商業信用状とドキュメンタリー信用状では発行銀行の責

任が異なるとする意見がある。しかし、信用状の大半が UCP に準拠するものとして発

行される現在においては、商業信用状という区分も信用状の性質を表すものではなく、

使用目的を表すにすぎず、荷為替信用状と同じ区分と解すべきである。 
なお、UCP に基づく信用状は前述のとおり売買契約などとは別個の取引であるが、

給付の請求は、荷為替信用状の場合は、売買契約などが履行されたことを示す書類を呈

示することによってなされるのに対して、次に述べるスタンドバイ信用状の場合は、売

買契約などの不履行を証する書類を呈示することによってなされる。 
(2)スタンドバイ信用状(Standby Letter of Credit) 
スタンドバイ信用状は、債務の保証と同じ目的のために、それに代わるものとして発

行される信用状であり、支払のための要件として、商業書類に該当する何らかの書類の

呈示を求めているドキュメンタリー信用状としてのものと、そのような書類を要求して

いないクリーン信用状としてのものがあるが、その多くは、ドキュメンタリー信用状と

してのものである。ここでは、UCP に基づくドキュメンタリー信用状であるスタンド

バイ信用状について説明する。 
使用目的は保証と同じであるが、その性質は保証とは基本的に異なる。保証の場合は、

保証人である銀行は、主たる債務者が債務を履行しない場合に、債務者に代わって債務

を履行するのであり、債務者による債務不履行の事実が保証債務履行の要件とされてい

                                                   
53 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）75 頁。 
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る。これに対して、UCP に基づくドキュメンタリー信用状であるスタンドバイ信用状

の場合には、信用状に定められたとおりの書類、たとえばその信用状の発行依頼人が売

買契約に定められた期限までに船積履行しなかった場合、債務者の債務不履行を宣言す

るなど、信用状に定められたとおりの書類を呈示すれば、債務不履行の事実の有無に関

係なく銀行はその書類と引換えに支払を行い、発行依頼人は銀行に対して補償しなけれ

ばならない。 
なお、保証の場合は、主たる債務者の債務不履行の事実が銀行の保証債務履行のため

の要件となると説明したが、最近発行されている国際取引についての銀行の保証状の多

くは、債務不履行における事実の有無の立証を要せず、保証状に定められたとおりの書

類と引換えに保証債務の履行を要求できる請求払保証(Demand Guarantee)という、ス

タンドバイ信用状と同様の性質のものである。ICC は、このような保証状のための規則

である「請求払保証に関する統一規則(Uniform Rules for Demand Guarantees, 
Publication No.458)」を 1992 年に制定している。 

スタンドバイ信用状に関する重要な判例は、Pastor v. National Republic Bank of 
Chicago 事件(76 I11.2d 139,390 N.E.2d894 (1979))である。倒産手続において信用状の

権利により為替手形への支払を求められた場合、発行銀行はこれを拒絶することはでき

ない。 
原告 Pastor は、ニューヨーク・サミット保険会社のために、被告銀行に取消不能の

信用状を発行してもいった。原告は、アソシエーテイッド・シュアティ代理店の関連会

社で、その資格において、サミット保険を代理する権限を付与されていた。問題の信用

状には、「サミットとアソシエーティッドとの間に存在する不足金の回復のため、総額

2 万 5 千ドルを限度として、一覧式為替手形によって被告銀行から引き出す手形をサミ

ットが振り出す権限を付与する」と記載されていた。1975 年 5 月 25 日にサミットは倒

産を裁判所によって命じられ、保険監督官の管理の下に置かれた。この保険監督官が先

の代理店の名義による 25 万ドルの為替手形を発行し、被告銀行に対しその支払を求め

た。原告 Pastor は、その支払の禁止命令をイリノイ州 Cook County 裁判所に求め、同

裁判所は、原告の求める禁止命令を出した。同州上訴裁判所は、その判決を破棄・差戻

した。 
イリノイ州最高裁判所は、上訴裁判所からの上訴を受け、その判決を肯定したが、長

い判決を書き、本件において UCC 第 5 編を適用すべきでないか否かを検討している。

その問題と関連して、「明瞭に移転または譲渡と許している場合でなければ、信用状は

移転または譲渡することはできない」(イリノイ州 UCC 第 5-116 条(1)とする規定の解

釈を検討し、清算人は受益者の受益金を承継するものであり、同条にいう譲受人ではな

いと判示した。次に、適用範囲の議論については、名目のいかんにかかわらず、同州第

5-114 条(1)は、信用状の発行人が支払を拒絶する権利を与えていないと判示した。これ

らの結論は、イリノイ州最高裁判所の、信用状に対する考えに支えられている。 
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イリノイ州最高裁判所は、つぎのように述べている。「信用状を規律する法律は、『そ

の工夫物が主として物品売買契約への財政的付属物として使われた時』に発展した。今

日では、信用状は、複雑で、かつ、発展しつづける経済の要求するものと同等に広い一

連の契約の財政的付属物として使われている。[中略]最近では、信用状の明確に異なる

使い方が現れ、履行保証債券、代金保証契約(Escrow)、様々な形式の保証取決め

(Guaranty Arrangements)など、その工夫物の利用によって明白に獲得できる結果を達

成している。この機能をもつ信用状の使用は、『保証』または『スタンドバイ信用状』

と呼ばれている。」 
このような信用状の発展を肯定する考えに基づいて上述の判決が下された。 
(3)旅行信用状(Traveler's Credit) 
旅行者が旅行先で旅費を調達するために銀行から発行してもらうクリーン信用状で

ある。この信用状は通常の場合、発行依頼人自身が信用状の受益者であり、発行銀行に

信用状金額に見合う金銭を預託して信用状を発行してもらい、外国にある発行銀行の支

店または取引銀行で受取書と引換えに支払を受けるか、またはその信用状に基づくもの

として振り出した為替手形を買い取ってもらうことにより旅費を調達する。なお、受益

者であることを立証するために、信用状とは別の書状となっている受益者の署名鑑が受

益者に交付される。 
現在では、関係当事者にとって手続が簡単な旅行小切手やクレジットカードが普及し

ているので、旅行信用状が利用されることはない54。 
 

1.5 節 信用状の特徴 
UCP に準拠する信用状は、原因取引との関係における独立性(以下「独立性」と略称

する)と呼ばれる性質と、信用状が要求している書類に関係ある物品や役務などから切

り離された書類取引性という性質をもっている。この二つは、信用状の関係当事者が十

分に承知しておかなければならない非常に重要な特徴である。 
1.5.1 信用状の独立性 
信用状独立性は主に世界司法判例を通じて確立した。UCP600第4条(信用状と契約)a

項は、「信用状は、その性質上、信用状の基礎となることのできる売買契約その他の契

約とは別個の取引である。たとえ契約へのなんらかの言及が信用状に含まれる場合であ

っても、銀行は、このような契約とは無関係であり、またこのような契約によりなんら

拘束されない…。55」と定めている。 
1、信用状独立性の経済効能 
信用状が支払手段として国際貿易間で広範に受け入れることにおいて、最も重要な原

因は、信用状の原因取引から独立している性質である。これによって、貨物の売主すな

                                                   
54 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）78 頁。 
55 飯田勝人訳・前出注（20）21 頁。 
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わち信用状の受益者はたとえ原因取引の下で、なんらかの紛争が起こっても、貨物代金

の回収が確保できる56。 
信用状の独立性は、手形法の無因性と本質的区別がある57。その存在意義は、受益者、

参与銀行を保護し、信用状取引のメカニズムを守ることである。まず、受益者の権益を

確保するため、信用状の独立性が発行銀行の絶対的に支払を承諾することを確立した。

信用状の主要な効能は、売買双方の取引中で、発行銀行の支払承諾を追加し、受益者の

代金請求権を確保し、取引の危険を取り除き、双方の利益を守ることにある。とりわけ

原因取引から生じた問題を理由とする支払拒否を防ぎ、信用状の本質を混乱させること

を避けるためである。次、信用状の記載事項は原因取引の履行に関する条件である。信

用状が一旦発行され、原因取引の継続と見なし、売主が原因取引に違反することを理由

として、銀行の支払義務と抗弁することが、銀行を窮境に落ち困られるおそれがある。

信用状独立性に基づき、信用状の原因取引と分離される性質が、潜在的商業危険を銀行

と隔離し、原因取引の紛争に巻き込まれることを免れ、銀行の見込み利益と相当する責

任、危険を負担させる。信用状の取引において、銀行が貿易の役割を演じることではな

く、金融の役割を果たしている。国際貿易の中で売買双方の清算仲介人と資金融資者と

して、それらの契約履行保証人と紛争仲裁人ではない、受益者の信用に対する責任も負

わない、さらにその呈示された書類などの実質的有効性にも責任を取らない58。銀行に

相対的独立の地位を賦与することによって、信用状業務に参与する危険を最低限に抑え

て、銀行の積極性を引き出して、これによって、信用状取引の進行を順調に済ませるこ

とが保障できる。 
同時に、支払銀行、引受銀行、指定銀行にとっては、信用状独立性の存在が最も重要

である。銀行がただ資金管理の専門家だけなので、逐一に一つごとの取引に対する審査

を行うことができる能力を有しない。その他に 信用状取引に関する把握について、そ

れらの銀行が発行銀行には及ばない。したがって、信用状独立性が信用状取引の責任と

危険を有効的に分配し、参与銀行の責任に等しい報酬を得ることを保証する効能を有す

る。 
また、信用状独立性が信用状に流通性を賦与し、簡便、柔軟な支払手段をなさしめた。

銀行が信用状それ自体だけに関心を持って、信用状条項をよりどころとし、受益者の履

行状況を判断する。これによって、信用状の流通時間が節約できるとともに、銀行が基

準的な一貫作業方式で信用状業務を処理することができる。 
2、法律と規則に基づく信用状独立性の確立 

                                                   
56 国際商会中国国家委員会編訳『荷為替信用状操作指南』2 頁（中国対外経済貿易出版社、1977 年）。 
57 董安生『手形法（第 3 版）』28 頁~29 頁（中国人民大学出版社、2009 年）。手形の無因性とは、手形の

因果関係が成立されるとなると、原因取引と別々で各自独立して、各自の法律制度に規範される。手形は

支払手段、信用手段、決済手段及び融資手段の効能をもち、もし原因取引の効力に影響されたら、その効

能の発揮も妨げられる。したがって、信用経済の発展を促進するため、手形行為は必ず原因取引と分離す

る。 
58 李維那「信用状詐欺例外原則探析」25 頁（中国政法大学、2005 年国際法専攻修士課程論文）。 
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(1)UCP600 における信用状独立性の確立 
信用状が、買主と売主との間で売買契約が締結され、その契約の中で対価の支払を行

うために発行される。すなわち、信用状とその原因となる契約との間には密接な関係が

ある。しかし、信用状は売買契約などの当事者でない銀行が発行するものであるから、

呈示された書類の受理に関する可否の判断を信用状条件だけでばない。売買契約に定め

られた条件との一致を求めることや、契約どおり履行された事実を支払うための条件と

することや、支払が行われた後に契約どおりに履行されていなかったことを理由として

銀行が支払った金銭の取戻しを求めることなどがあって、信用状取引を円滑に行うこと

はできない。 
UCP600 の上記の規定が、信用状取引において、信用状に定められた書類の呈示は、

発行銀行の受益者に対する給付および発行依頼人の発行銀行に対する補償の要件であ

る。それを前提として、売買契約などの契約上の問題を信用状取引に持ち込むことを排

除するためである。信用状には、その信用状が発行される原因となった売買契約などの

番号、日付などを記載しているものもあるが、上記規定は、信用状にそのような記載が

あっても、銀行はそれにより何の拘束も受けないことを強調している。これを信用状の

独立性原則をいう。 
第 4 条 a 項の第二文においては、上記のような信用状の特徴を理由として、一覧払、

後日払約束、引受または買取や、指定銀行に対する補償など、信用状に基づく銀行の約

束(発行銀行および確認銀行の約束)は、発行依頼人と発行銀行または受益者との関係か

ら生じる発行依頼人の権利または抗弁の影響を受けないという趣旨を定めている。信用

状の独立性原則からすれば、発行依頼人は受益者の売買契約上の違反や、詐欺的行為、

そのほか、信用状条件とは関係のない事柄を理由にし、銀行が信用状条件に合致した書

類と引換えに一覧払、後日払約束、引受もしくは買取を行うこと、または発行銀行が指

定銀行に対して補償を行うことをやめさせることができないと解すべきである。もしそ

のようなことが認められると、発行銀行や善意無過失の指定銀行が損害を被るおそれが

ある。しかし、発行依頼人が上記のような理由により発行銀行の支払を差し止めるため

に裁判所に禁止命令(Injunction)の申請を行い、裁判所がそれを認めた事例が外国で発

生しているので、発行依頼人による差止の要求を抑止するため、第 4 条 a 項の規定が設

けられたのである。 
(2)UCC 第 5 編における信用状独立性の確立 
UCC 第 5-103 条 d 項59は、信用状による受益者または指定人に対する発行人の権利

義務は、発行人と申請人の間の、また、発行人と受益者との間の、契約もしくは取決め

も含め、信用状が生まれた、またはその基礎となる、契約もしくは取決めの存在、履行、

または不履行とは無関係である。 

                                                   
59 田島裕訳・前出注（9）278 頁。 
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UCC 第 5-108 条 f 項60は、発行人は、次のことに責任を負わない。Ⅰ、基礎となる契

約、取決め、または取引の履行もしくは不履行、Ⅱ、他人の作為または不作為、または、

Ⅲ、e 項に定める基準慣行以外の特定の取引に関する慣例の遵守または知識。 
(3)中国司法解釈における信用状独立性の確立 
2005 年 11 月 14 日公布した「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題

の規定」の司法解釈第 5 条「文面上の一致と支払義務」の規定により、発行銀行が支払、

引受または信用状に定めるその他の義務の履行を承諾するときは、書類と信用状条件、

書類と書類が文面上一致する限り、信用状に定める期限に支払の義務を履行しなければ

ならない。人民裁判所は、第 8 条の場合を除き、当事者が発行依頼人と受益者間の原因

関係に基づいて提起する抗弁を認めない61。 
3、世界各国判例における信用状独立性の確立 
(1)英米法系国家における信用状独立性の確立 

 アメリカの裁判所が最初に信用状の独立性原則を確立した。1920 年 American Steel 
Co.v. Irving National Bank 事件 ((1920) 266 Fed. 41)に、買主がアメリカから一種の

鋼材を輸入し、銀行に撤回不能信用状の発行を申請した。売主が貨物を発送した後、発

行銀行に書類を呈示し支払を請求した。しかし、発行銀行に支払を拒否された。その理

由はアメリカにおいて、本事件の売買対象である鋼材の輸入が禁止されていることであ

る。したがって、売主は原因取引による貨物の交付を履行することができないと判断さ

れた。最後、裁判所が信用状の独立性原則に基づき、発行銀行の支払義務を負う判決を

下した。そして、Herbert Mennen, et al. v. J. P. Morgan & Co. Inc. Morgan Guaranty 
Trust Company of New York 事件 (97 N. Y. Int. 0210)に、裁判官の指摘により、信用

状の独立性原則が信用状に関する法律の重要な特徴であるので、それを遵守しないと商

業における支払手段としての信用状の簡便性を破壊することになるおそれがある。 
 イギリスにおいて、Urquhart Lindsay & Co. v. Eastern Bank 事件 ([1922] 1 K.B. 
318)はよく引用される判例である。この事件の原因取引により、機械の価格が給料およ

び原料の上がりに応じる増加ができる。しかし、信用状のそれ自体に価格を引き上げる

条件を記載していない。受益者が原因取引に基づき、最初の二口の機械を提供し、相応

の代金も発行銀行から受け取った。第三口の貨物の金額が信用状の限界を超えていない

のに、支払が拒否された。その理由は、買主が為替手形に増加された費用を認可しない

ことである。受益者が裁判所に支払を求める提訴し、裁判所の支持を得た。 
(2)大陸法系国家における信用状独立性の確立 
1996 年 6 月 3 日に、ドイツのミュンヘン高等裁判所の判決により、「民法典 780 条

                                                   
60 田島裕訳・前出注（9）281 頁。UCC 第 5-108 条 e 項発行人は、常時信用状を発行している金融機関

の基準慣行を守らなければならない。当該発行人がその基準慣行を遵守したことの決定は、裁判所の解釈

の問題である。その裁判所は、両当事者に基準慣行の証拠を提出する合理的な機会を与えなければならな

い。 
61 清河雅孝「中国民商法の理論と実務(1)中国信用状紛争の審理に関する司法解釈とその説明(上)(下）」JCA
ジャーナル 54 巻 8 号 2 頁～13 頁、同 9 号 32 頁～41 頁（2007 年）。 
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の規定に基づき、信用状が独立の支払承諾である」と解された。1996 年 11 月 18 日に、

ハンブルグ地方裁判所の判決により、「信用状が独立の債務関係であるので、合理的に

操作しないと危険を引き起こすおそれがある。」と解説した。たとえ極端な状況におい

ても、発行銀行が原因取引における買主の異議のあることを理由として、受益者に対す

る抗弁できない62。 
1976 年、オランダ最高裁判所が Buck Oil v. Mac Oil の事件63で信用状独立性を明確

した。売主の Mac Oil 会社は買主の Bulk Oil 会社に 25 万トン原油を売却し、11 回分

割する運送を約束した。買主が発行銀行に一年間有効の循環信用状の発行を依頼した。

しかし、売主が契約の規定した期日どおりに原油を交付してなかったにもかかわらず、

発行銀行に書類を呈示し、支払を請求した。買主が支払禁止命令を申請したのに、裁判

所が信用状の独立性原則を根拠として、支払禁止命令を棄却した。 
(3)中国における信用状独立性に関する判例 
中国における信用状独立性に関する有名な判例は、スイス New Co Commodities Ag

有限会社訴中国建設銀行吉林省珲春市支行事件64である。本事件においては、申請人が

吉林省対外貿易輸入出会社Aが発行銀行としての中国建設銀行吉林省珲春市支行Yに、

スイス New Co Commodities Ag 有限会社 X を受益者として、信用状の発行を依頼し

た。その後、スイス X 会社が信用状に基づく貨物を発送した。そして、確認銀行を経

由して発行銀行 Y に書類を呈示した。しかし、呈示された書類に信用状の規定と不一

致のところが七つがあるので、発行銀行 Y に支払を拒否された。その間に、到着した

貨物が A 会社の代理会社 B に引き出された。スイス X 会社が発行銀行 Y に対し、訴訟

を提起した。その理由は、発行銀行 Y と B 会社が共同して、原因取引による貨物を騙

り取ったという主張である。最高人民裁判所の判決に基づき、信用状取引においては、

信用状の独立性を持つため、発行銀行の発行した信用状が、受益者に受け取った時点を

もって、発行銀行の支払義務を生じたことが判明できた。しかし、スイス X 会社の呈

示した書類には重大な不一致があるので、発行銀行に支払を拒否されたことが正当だと

判定すべきである。そして、スイス X 社の貨物が第三者 B 会社に引き出されたのに、

貨物の代金を回収することができないことは、発行銀行と無関係である。ほかの手段を

通じて解決すべきである。したがって、最高人民裁判所がスイス X 会社の上訴請求を

却下した。 
1.5.2 信用状の書類取引性 
UCP600 第 5 条65は、「銀行は、書類を取り扱うのであり、その書類が関係すること

のできる物品(Goods)、サービス(Services)または履行(Performance)を扱うのではない。」

                                                   
62 金賽波＝李健『信用状法律』180 頁(法律出版社、2004 年)。 
63 Frans P. de Rooy, Documentary Credits, Netherland, Kluwer Law and Taxation Publishers, 1984, 
p.103. 
64 最高人民裁判所民事審判第四廷編『信用状紛争典型案例』3 頁～7 頁（中国民主法制出版社、2006 年）。 
65 飯田勝人訳・前出注（20）21 頁。 
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と定めている。この規定は、信用状条件に合致する書類の呈示のみが信用状による給付

のための要件であり、その書類に表示されている物品や技術指導のようなサービスなど

は信用状には関係がないと解すべきである。これを信用状の書類取引性という。 
この第 5 条の規定は、前述の信用状の独立性を定めた第 4 条の規定と不可分の関係に

ある。第 4 条は原因取引に焦点をあてて規定し、そのような契約は信用状と関係がない

ものとしており、第 5 条はそのような契約に従って提供される物品、サービスなどに焦

点をあてて規定し、そのような物品、サービスなどは信用状とは関係がないとしている。

すなわち、両者とも、原因取引が履行されたか否か、原因取引どおりの物品、サービス

などの提供が行われたか否かは信用状には関係がないとしているので、第 4 条が定めて

いる独立性と、第 5 条が定めている書類取引性を合わせて信用状の独立性と考えてもよ

いだろう。 
また、物品については、第 34 条は、書類に記載されている物品の記述、数量、重量、

品質、状況、包装、引渡、価値もしくは存在について銀行は義務も責任も負わないと定

めている。これは上記の第 5 条の規定を具体化した銀行の免責規定である。 
１、国際慣例と成文法における書類取引性の表現 
(1)書類取引性に関する UCP600 の規定 
UCP600 第 14 条(書類点検の基準)66の a 項により、指定に基づき行為する指定銀行、

もしあれば確認銀行および発行銀行は、書類が外見上充足した呈示となっているとみら

れるか否かを、書類のみに基づき決定するために、呈示を点検しなければならない。b
項、指定に基づき行為する指定銀行、もしあれば確認銀行および発行銀行は、呈示が充

足しているか否かを決定するために、それぞれ、呈示日の翌日から起算して最長 5 銀行

営業日が与えられるものとする。この期間は、呈示日にまたはその後に到来する有効期

限または最終呈示日によって短縮されることも、特段の影響を受けることもない…。 
 UCP600 第 16 条(ディスクレパンシーのある書類、権利放棄および通告)67の as 項に

より、指定に基づき行為する指定銀行、もしあれば確認銀行、また発行銀行が、呈示は

充足していないと決定した場合には、その銀行は、受け取ること(to Honor)または買い

取ることを拒絶することができる。 
 以上の規定により、呈示された書類が信用状契約の規定と一致すること、すなわち、

書類間の相違があれば、外見上の不一致と見なす。まさに、信用状書類取引原則の本旨

である。 
(2)書類取引性に関する「荷為替信用状に基づく書類点検に関する国際基準銀行実務」

(ISBP と略称する)の規定 
UCP600 における書類点検についての規定があまり抽象しすぎるので、国際貿易業界

と司法界においては、それに対する理解のずれがよくある。信用状紛争を引き起こした

                                                   
66 飯田勝人訳・前出注（20）29 頁。 
67 飯田勝人訳・前出注（20）31 頁。 
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原因も見られる。UCP の欠点を補足するため、ICC が、2003 年 1 月に「荷為替信用状

に基づく書類点検に関する国際基準銀行実務」を出版した。ISBP の第 24 条「送り状

の種類」68の規定により、信用状が送り状(Invoice)を要求している場合、商業送り状

(Commercial Invoice)、税関送り状(Customs Invoice)、領事送り状(Consular Invoice)
など、どのような種類の送り状でも条件は充足される。ただし、provisional や pro-forma
などの表示がある場合は、信用状が特に認めない限り、条件充足したものとは見なされ

ない。provisional や pro-forma は、「暫定的な」「見積りの」といった意味があるた

め、その内容が信用状で求めているものと異なる可能性があると考えられる。 
ISBP の第 28 条「運送書類」69の規定により、信用状に「Freight Forwarder's Bill of 

Lading is Acceptable」と書かれていたり、これと同様の文言が使われている場合には、

船荷証券には、フレイト・フォワーダーがフレイト・フォワーダーの資格で署名しても

よく、自分を運送人と書いたり、または記載された運送人の代理人であると表示する必

要はない。この場合、運送人の名称を表示する必要はない。したがって、「Freight 
Forwarder's Bill of Lading is Acceptable」となっている場合には、上記の ISBP の規

定が適用され、フレイト・フォワーダーが運送人の代理人として署名したことを示して

いなくてもディスクレにはならない。 
以上の二点からみると、ISBP が信用状の書類取引原則を守りながら、微細な差異を

許可し、柔軟性と安定性の結合だと思われる。 
(3)書類取引性に関する UCC 第 5 編の規定 

 UCC 第 5-108 条「発行人の権利および義務」の a 項により、第 109 条に別段のこと

が規定される場合を除き、発行人は、e項に定める基準慣行によって決められるように、

その文言上、信用状の諸条件を厳守しているようにみえる呈示に対し、支払をしなけれ

ばならない。第 113 条に別段のことが規定される場合を除き、また、申請人と別段の

合意がなされない限り、発行人は、そのように遵守しているとはみえない呈示を不払に

しなければならない70。 
e 項により、発行人は、常時信用状を発行している金融機関の基準慣行を守らなけれ

ばならない。当該発行人がその基準慣行を遵守したことの決定は、裁判所の解釈の問題

である。その裁判所は、両当事者に基準慣行の証拠を提出する合理的な機会を与えなけ

ればならない。 
f 項により、発行人は、次の責任を負わない。Ⅰ、なる契約、取決め、または取引の

履行もしくは不履行。Ⅱ、他人の作為または不作為、またはⅢ、e 項に定める基準慣行

以外の特定の取引の慣例の遵守。 
g 項により、もし第 102 条 a 項により信用状となる約束が、文書以外の条件を含んで

                                                   
68 後藤守孝＝吉野弘人『信用状統一規則の実務 Q&A 』287 頁（中央経済社、2008 年）。  
69 後藤守孝＝吉野弘人・前出注（68）291 頁。 
70 田島裕訳・前出注（9）280 頁。 
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いる場合、発行人は文書以外の条件を無視し、あたかもそれらが記載されていないかの

ように、それらを扱うものとする71。 
2、信用状書類取引性の種類 

 信用状の書類取引性に関する実践において、絶対的厳格一致基準、実質的一致基準お

よび二重基準が三つに分けている。 
(1)絶対的厳格一致基準―鏡像基準72(Mirror Image) 

 鏡像基準とは、呈示された書類の記載が信用状の定めた条件と完全に一致することを

指し、微細な相異の存在も許せないルール(No Application of the de Minims Rule)であ

る。この基準により、銀行が機械的方式で書類に対する一字一句に照合することを行う。

その代表する文字に対し、一切解釈を行わない。ただ記載された文字あるいはアルファ

ベットの一致することを求める限りで、書類を受け取る。 
 1954 年イギリスの Moralize(London) Ltd v. E D and F Man 事件([1954] 2 Lloyd's 
Rep 526)に、書類に記載された物品の重量が信用状の規定より 0.06%少ない。この極め

て微細な相異であるのに、裁判所が銀行の支払責任を負わない判決を下した。当然、も

し現在でこの事件が起これば、UCP600 第 30 条「信用状金額、数量および単価の許容

範囲」73b 項により、物品の重量の相異が 5%以内に押さえれば、許容範囲と見なす。 
 1985 年アメリカ第二巡回裁判所上訴裁判所が審理した Been 事件(762 F. 2d 4, 6-7 
(2d Cir. 1985))に、信用状の規定により、船荷証券に「Mohammed Sofan」を記入すべ

きなのに、呈示された船荷証券に「Mohammed Soran」を記載していた。「Sofan」と

「Soran」のただ一つのアルファベットだけが違いといっても、やはり書類が合致して

いないので、銀行の支払拒否権を有すると裁判所が判決を下した。 
 ところで、この絶対的厳格一致鏡像基準を守るか否かに対する論争が多い。賛成の学

説では、まず、信用状取引の過程に、銀行がただ信用を提供するだけで、原因取引に参

入していない。したがって、申請人と受益者間の原因取引の条項も知るわけでないので、

書類の内容に対する判断ができないと断定する。つぎ、銀行が金融サービスを提供する

ものであって、その専門は金融領域であるので、貿易取引の実務を把握することができ

ない。したがって、鏡像基準の存在が銀行の悩みを解決し、信用状取引に利便性を提供

することをもたらしたと主張する。逆に、反対の学説では、この鏡像基準が形式上簡単

すぎるので、発行銀行の悪意による支払の拒否という権利濫用を避けられないおそれが

ある。したがって、もし発行銀行が発行申請人の依頼あるいは発行申請人の財務の不況

などがあれば、自身の利益を保護するため、書類の相異を捜し求め、支払を拒絶する理

由をつくる可能性も排除できないと考えられる。また、この基準が受益者に対して過酷

                                                   
71 田島裕訳・前出注（9）281 頁。 
72 鏡像という意味である。左右対称の像、対称的なことを指す。 
73 飯田勝人訳・前出注（20）49 頁。UCP 第 30 条「信用状金額、数量および単価の許容範囲」b 項、信

用状が、包装単位の数または個々の品目の数を定めることによって数量を記載していないこと、かつ使用

金額の合計が、信用状金額を超えないことを条件として、物品数量の 5％を超えない過不足の許容範囲(to 
lerance not to exceed 5% more or 5% less than･････)が容認される。 
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かつ不公平という点も考量すべきである。 
(2)実質的一致基準―-鏡像基準の衡平 
1989 年、アメリカのテキサス州上訴裁判所が New refuels Nat'l Bank v. Ofiorne 事

件(780 S. W. 2d 313,314-315(Tex. App-Austin 1989))に関する再審を行った。この事件

において、信用状の規定により、船荷証券に記載すべきな信用状番号が、

「Number86-122-S」であるのに、受益者が呈示した船荷証券に記載された信用状番号

は「Number.86-122-5」でした。銀行が書類の不一致を理由で支払を拒絶した。裁判所

が「厳格一致原則は圧迫の完全無欠を意味することではない」と述べた。受益者の呈示

した書類を審査した上で、裁判所の結論は、上記の符合しなかった点はただの打ち錯誤

だとみられ、簡単に銀行の審査で発見されると考えられる。したがって、銀行の支払拒

絶の理由が成立しないと解説した。この基準がある程度で鏡像基準の形式化という傾向

を軽減し、銀行の悪意支払拒否による受益者の損失を防ぐことができる。 
(3)新審査基準―-理性の書類審査員 

 国際取引の発展に伴い、その有効運行を図るため、信用状の独立性を損害しないとと

もに、無意義の錯誤と本当の不一致を分別することが確認し、最大限に信用状の確定性

を促進する審査基準の必要性が出てきた。この状況においては、信用状領域における権

威のある学者である Boris Kozolchyk 教授が、理性の書類審査員という基準理論を提議

した。すなわち、裁判所が事件を審理する時に、書類の正確性について、一名の銀行基

準実務に関する経験と知識のある審査員に依頼し、客観的に正確な判断を出すことを求

める。信用状の審査基準が百年間の発展を経て、UCP600 の完全になるとともに、ISP98、
ISFA、ISBP などの国際銀行実務に関する基準の補助もあって、どの基準に適用するか

ということを審査員に任せる。 
2002 年、アメリカテキサス州南区裁判所が Vest-Alpine 事件74を審理した。この事件

においては、銀行が信用状番号、目的港などを含めて合計六つの不一致のところを見つ

けた。その中、最も顕著な相異は会社の正しい名称が「Vest-Alpine USA Trading Corp」
であるのに、書類に「Vest-Alpine Trading USA Corp」を記載した。裁判所の指摘に

より、UCP500 に書類の不一致による銀行の支払拒否に関する規定が少ないので、実務

上適用の基準を把握するのが難しい面がある。したがって、常識の判断を基礎にして、

個別に微小なミスを許す解決する策略を採用すべきだと考えられる。最終的に、理性の

書類審査員の基準に基づき、裁判所が相異のある書類を全体的に考量し、会社の名称だ

けでなく、所在地も記入しているので、単純に名称の不一致で全体の書類を否定するこ

とがありえないと解説した。同時に、裁判所が実務上の基準も使って、銀行のほかの主

張を却下した。この判決が耳目を一新することだと評価された。 
一方、理性の審査員基準を批判する学説もある。過ちをしない人間がいないため、実

                                                   
74 Voest-Alpine Trading USA Corp. v. Bank of China, 167 F. Supp.2d (S. D. Tex.2000), aff ’d, 288 F.3d 
262 (5th Cir. 2002). 
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務上経験や知識などのレベルが違う審査員が絶対的に理性的な判断ができないと主張

した。しかし、審査員が十分な育成訓練を受けて、資格が取れないと正式的な審査員に

なれないので、必ず経験を積んで、専門の資格を取ってから、審査をやらせることであ

る。そして、判例からみると、裁判所や信用状の使用者がもっともな審査員基準を求め

ている。 
3、中国実務における信用状書類取引性の確立 

 最高人民裁判所が公布した「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の

規定」(以下「規定」と略称する)の司法解釈の第 6 条「文面上の一致の認定の基準」の

規定により、(1)人民裁判所は、書類の点検に関連する信用状紛争の事件を審理すると

きは、当事者がその適用を約した国際慣例またはその他の規定に基づいて行わなければ

ならない。当事者に約束がないときは、国際商業会議所制定の「荷為替信用状に関する

統一規則および慣例」および関連基準に基づいて、書類と信用状条件、書類と書類が文

面上一致するか否かを認定する。(2)信用状に定める書類と信用状条件、書類と書類が

文面上、完全に一致していないときは、これによって相互間に異義や曖昧さが生じない

限り、不一致があることを認定してはならない。 
 この規定を起草した最高人民裁判所民事裁判第四廷の裁判官が、「第 6 条により、信

用状書類取引の原則を認可すると同時に、鏡像基準を認めない」と指摘した。この観点

は世界各国の裁判実践経験を吸収し、国際慣例と国際基準銀行実務を遵守し、裁判所の

実務経験を要約した基礎に確立した理論である75。 
 その後に、最高人民裁判所が上記の「規定」に対する解釈の「説明」を公布した。そ

の第三点により、「規定」第 6 条第一項に、信用状における書類審査の基準を明確した。

すなわち、UCP600 の表面上一致を援用した。第二項に、「規定」の厳格一致が、鏡像

基準ではなく、異なる理解を引き起こさない細微な「不完全一致」を許可する。 
 この統一した審査基準が司法実務において、見事によい役割を果たした。しかし、こ

の基準によって、国際慣例と国内法の効力の衝突が生じて、基準の適用を混乱させるこ

ともしばしば存在する。 
４、信用状書類取引性に関する判例 
(1)Tosco Corp. v. Federal Deposit Insurance Corp.事件  (723 F.2d 1242(6th 

Cir.1983)) 
この事件において、ニューョーク州の「厳格遵守」の原則はテネシー州では採用しな

いと判決した。 
テネシー州ではニューヨーク州の「厳格遵守」の原則は採用されていない。この事件

では United Southern Bank of Clarksville(ﾃﾈｼｰ州)が行った信用状の不渡り処理の違

法性が争われている。原告 Tosca はネヴァダ州の石油製品販売店であるが、Lankford
石油はサービス・ステーションの小売店であり、1971 年以来、原告から継続的に商品

                                                   
75 高暁力「信用状厳格一致原則」渉外商事海事裁判指導１輯 152 頁（2006 年）。 
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を購入していた。1976 年に Tosco の委託販売店の形で商売をするようになった。1978
年になると、Lankford の支払小切手がしばしば「資金不足」で不渡りになるようにな

り、Tosco は現金小切手と交換に販売するようになった。Lankford にとっては不便で

あり、交渉の末、9 万 5 手ドルの信用状を Tosco のために作成し、元の形で取引が続け

る合意が結ばれた。この合意に従って United Southern Bank of Clarksville が信用状

を発行した。その信用状には、「irrevocable letter of credit Number 105」と表記され、

1979 年 9 月 25 日に日付が付されていた。この書面は「Bank of Clarksville by /s/Ken 
Atkins, Vice President and Cashier」と署名されていた。有効期間については、[1980
年 6 月 1 日に停止する。」と記載されていた。 

元の形の取引に戻ってから、Lankford は 1979 年 10 月から 1981 年 5 月までの間に

大量の取引が行われた(毎月 10 万ドル以内)。1980 年 5 月に、Tosco は、この取引を継

続するために 15 万ドルの信用状を作成することを要求した。これに応じて Lankford
は同じ銀行に発行を依頼し、二通目の信用状が発行され、この信用状は「1981 年 5 月

14 日に停止する」ものとされた、これにより取引が続けられたが、1981 年 1 月になっ

てから、Lankford が過振りの小切手を切るようになり、発行銀行が Tosco に「back up」
を要求した。その頃、Lankford の負債額は 10 万ドルを超えていた[1981 年 5 月 6 日に

Tosco は債権の取立に失敗し、先の信用状を使って 109,175.67 ドルの為替手形の買収

を発行銀行に求めた。この請求が 1981 年 5 月 8 日に発行銀行に届いていたが、同銀行

は支払を拒絶した。 
連邦地方裁判所は、当事者が陪審審理を放棄し詳細な書証を提出したので、主に書面

審理によって原告勝訴の判決を下した。上訴審審理に当たった第六巡回区上訴裁判所も、

この判決を肯定した。その判決には技術的な論点が含まれていることもあり、かなり長

いものになっている。第一に、被告 Federal Deposit Insurance Corporation の被告適

格性について説明している。この点については、第一審判決後、この上訴審審理が開始

される前に、被告銀行が倒産し、Federal Deposit Insurance Corporation が破産管財

人となった。テネシー州法は、州法の閉鎖銀行の「すべての義務、権限および権利」を

承継すると規定する。 
第二に、倒産銀行が不渡りにしたことが違法であったかどうかについて、判決は、「テ

ネシー州は、不法な不渡りについて発行人に対し受益者によって提起された訴訟におい

て要求される遵守基準の争点には、直接答えていない。「厳格遵守」抗弁は本件の事実

のもとで拘束力をもつものでないと判決した地方裁判所には、間違いはない。」と判示

した。このように、ニューヨーク州の「厳格遵守」抗弁はテネシー州では認められてい

ないことを説明し、テネシー州では、信用状が要求する書類と現実に提出された書類の

間に相違があっても、表見的に正当なものであると思われる場合には、信用状により支

払義務があると判決した。 
第三に、本件では、被告銀行は Atkins に信用状発行の権限を与えていないと主張し
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ているので、上訴裁判所は、これについても詳細な検討をしている。これについては、

一般的なコモン・ローの問題として、apparent or ostensible authority があれば本人

は代理人の責任を負うと説明し、Atkins は銀行の副頭取りであったのであり、その記

述がなされているので、被告銀行は責任を免れることはできないと判決した。 
最後に、被告銀行が支払うべき損害額に対する利息の計算について被告銀行の申立に

ついて検討し、この点については、被告銀行の主張を認めた。連邦地方裁判所は、1981
年 5 月 8 日に不渡りが起こったと認定したのであるが、これは 5 月 11 日の間違いであ

るというのである。この限度で、原審判決を修正した。 
 (2)American Coleman Co. v. Intrawest Bank 事件 (F.2d 1382 (10th Cir.1989)) 

「厳格遵守」の原則が適用される判例は、American Coleman Co. v. Intrawest Bank
事件 (F.2d 1382 (10th Cir.1989))である。 

たった一日の違いであっても、信用状の条件は、厳密に守られなければならない。

1984 年に原告アメリカン・コールマンは、コロラド州の不動産を JamesE.Gammon
とサウス・サンタフェ・パートナーシツプに売却した。その不動産に第一位の担保権を

設定して約束手形によって支払がなされた。手形の日付は 1984 年 11 月 16 日であり、

登録は 11 月 21 日になされた。 
さらに、Gammon の返済を保証するために、被告銀行が無条件の取消不能信用状を

発行した。その日付は、1985 年 2 月 15 日である。原告は、1985 年 12 月 31 日および

1986 年 5 月 16 日に、それぞれ 7 万 5 千ドルの支払を信用状により請求した。さらに、

1986 年 11 月 13 日に、10 万ドルの支払を求めて一覧式為替手形が被告銀行に呈示され

た。被告銀行は 11 月 17 日に正式に支払を拒絶した。その理由は、11 月 15 日に信用状

の期限が渡過したが、11 月 16 日まで、Gammon には債務不履行はないということで

ある。 
原告も被告も略式判決を求め、連邦地方裁判所は、被告勝訴の判決をくだした。判決

理由は、原告が 11 月 13 日に支払を求めたときに信用状の条件を満たしていなかった

ということである。これに対し、原告は、被告銀行が支払を拒否する理由を説明してい

れば、信用状の有効期間内に対処できたはずであり、本件の事情のもとで被告銀行は支

払を拒絶するのは不公正であると主張した。また、条件が満たされていないといっても、

Gammon は返済能力を失っており、実質的には満たされていると主張した。上訴裁判

所は、信用状については「厳格遵守」の原則が守られるべきであるから、原審判決には

間違いがないと判示して、その判決を肯定した。 
 (3)Curtails of North America Inc. v. North Carolina National Bank事件 (628 F.2d 
802(4th Cir.1975)) 
この事件においては、連邦地方裁判所が「厳格遵守」の原則を緩めて適用したが、

第四巡回区上訴裁判所は「厳格遵守」の原則の重要性を説明し、原審判決を破棄・差

戻した。 
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信用状による支払のときに提出される書類等は、文字通り指定された通りのものでな

ければならないが、それらは実質的に一致していれば要件はみたされている。 
被告銀行はその取引先である Adastra Knitting Mills, Inc.の依頼を受けて、原告を受

益者とする 1973 年 3 月 21 日日付の信用状を発行した。その信用状の条件は、為替手

形の合計限度額を 135,000 ドルであり、Adastra がアクリル糸を購入した日から 60 日

以内に呈示されること、1973 年 8 月 15 日までを有効期限とすることであった。原告は

必要とされる書類を提出して、被告銀行に 67,346.77 ドルの支払を為替手形の形で請求

した。被告銀行は、その支払を拒絶した。その主たる理由は、信用状の条件として「商

業上の送り状三通を作成し、100%アクリル糸」と記載することが要求されていたが、

実際には、「輸入アクリル糸」と記載されていたということである。 
連邦地方裁判所は、提出書類を精査してみると 100%アクリル糸であることは送り状

以外の書面から明瞭であり、被告銀行は支払義務があると判決した。しかし、第四巡回

区上訴裁判所は、信用状の制度の意義を詳しく説明し、信用状と関連書類等が厳格に一

致していることが重要であると判示した。しかし、貨物証券などの関連書類については、

第二者によって作成されるものであるから、文言の記載に間違いが起こり得る。そこで、

国際商業会議所が作成した UCP に従い、内容が実質的に一致していれば、信用状の条

件は満たされているというべきであると判決した。 
1.5.3 独立性・書類取引性の長所と短所 
信用状の発行銀行や指定銀行が、一覧払、後日払約束、引受、買取や補償を行うこと

に原因取引が完全に履行されているか、スタンドバイ信用状の場合には原因取引につい

ての不履行があったか、物品は契約どおりのものか、安全に運送されているかというこ

とをいちいち確認しなければならないとすれば、信用状取引は円滑に行われない。原因

取引の直接の当事者ではない銀行が原因取引上のトラブルに巻き込まれないよう信用

状取引の円滑化を図るために打ち立てられたのが、独立性原則と書類取引性原則である。 
UCP は、この二つの原則を骨子として諸規定を定めているといえる。このことは、

銀行による書類点検を信用状条件との外見上の一致に限定するとともに、受け取った書

類が信用状条件を充足しているか否かはその書類のみに基づいて決定しなければなら

ないことを定めている第 14 条 a 項76、物品の価値、存在などに関しての銀行の免責を

定めている第 34 条77などをみれば明らかである。 
このように、この二つの原則は、信用状取引の円滑化のために不可欠のものであるが、

立場を異にする関係当事者のそれぞれにとって、長所と短所がある。 
1、発行銀行にとっての長所と短所 
発行銀行は、書類の信用状条件との合致さえ確かめて支払を行えば、原因取引との関

係や、物品の状態などに関係なく、発行依頼人に補償を請求する権利を取得できるので、

                                                   
76 飯田勝人訳・前出注（20）29 頁。 
77 飯田勝人訳・前出注（20）51 頁。 
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この二つの原則は発行銀行に有利に働く。しかし、場合によっては発行銀行に危険をも

たらすこともありえる。 
たとえば、銀行が荷為替信用状を発行したが、その後発行依頼人の業態が悪化して、

書類が到着しても弁済を受けられる見込みがなくなった場合を考えてみる。発行銀行は、

信用状条件に合致した書類が指定銀行から送られてくれば、その銀行に補償しなければ

ならないが、発行依頼人からの弁済は受けられないので、別途送られてくる荷物を処分

して、その代金によって損害の軽減を図ることになる。しかし、信用状条件どおりの書

類が呈示されても、売買契約どおりの物品が船積されているとは限らない、もし売買契

約とは異なる無価値の物品が到着しても、それを理由に指定銀行に対して行った補償の

返還を要求することはできない。 
2、発行依頼人にとっての長所と短所 
発行依頼人は、発行銀行が信用状条件に合致する書類を受理して支払を行った場合に

は、その書類を受理し、発行銀行に弁済しなければならない立場にあり、原因取引との

関係や、物品の状態など、信用状条件以外の事項を理由に書類の受理や、発行銀行への

補償を拒絶することはできない。このことについては、第 4 条 a 項の第二文にも明文の

規定が設けられており、二つの原則は発行依頼人にとっては厳しいといえる。 
3、指定銀行にとっての長所と短所 
発行銀行から一覧払、後日払約束、引受または買取を授権された指定銀行は、信用状

条件に合致した書類を発行銀行へ呈示しさえすれば、発行銀行から補償を受けられる。

したがって、通常の場合であれば、二つの原則は指定銀行に有利に働く。しかし、物品

を一覧払、後日払約束、引受または買取のための担保であるとする考えに焦点を当てる

と、同じ原則が指定銀行にとって不利な面も持っているということになる。たとえば、

担保とした物品が書類に記載されたものと異っていても、信用状取引上は保護を受ける

ことはできない。 
4、受益者にとっての長所と短所 
受益者は、外見上信用状条件を充足する書類を呈示すれば、たとえ売買契約上の不履

行などがあっても、信用状による支払が確保できる。しかし、場合によっては、逆に受

益者にとって不利益に働く危険を秘めている。たとえば、荷為替信用状に基づいて、受

益者が売買契約どおりの物品を船積したとしても、呈示した書類が信用状条件に合致し

ていなかったとき、または信用状条件に合致する書類を整えることができなかったとき

には、受益者は信用状に基づく支払を受けることはできない。このような場合には、信

用状を離れて売買契約上の問題として、受益者ではなく売主の立場から買主に代金の支

払を請求することになるが、書類の不備を理由に支払を拒絶するような相手から代金を

取り立てることは容易ではない。 
1.5.4 信用状と保証状 
信用状の機能は保証状(保証債務)に似ているが、法律的にはいくつかの相違点がある。



47 
 

その中で最も注目すべきことは、信用状が前述どおり原因取引との関係において独立性

を持つものであるのに対して、保証状は附従性を持つものである。したがって、信用状

取引においては、原因取引による債務が発生しているか否か、すなわち主たる債務が存

在するか否かに関係なく、信用状条件に合致した書類の呈示があれば、発行銀行は支払

を行わなければならないが、保証債務の場合には、主たる債務の存在することが保証債

務履行の前提となる。なお、保証状にも附従性を有するもののほかに、ICC が制定した

「ICC 請求払保証に関する統一規則」(URDG458)に準拠した独立性を有する保証状が

ある。後者は実質的にスタンドバイ信用状に近いものである。スタンドバイ信用状には

UCP に準拠したものと「国際スタンドバイ規則」(ISP98)に準拠したものがある。 
 

1.6 節 信用状の融資機能 
1.6.1 信用状融資の特徴 
国際貿易における決済手段として、幅広く利用されている信用状は、すべて UCP600

に基づき発行される。UCP600 により、信用状の定義は、いかなる名称が付されまたは

表示がなされているかを問わず、取消不能であって、充足した呈示を受け取ることの発

行銀行の確約となる取決め(Arrangement)をいう78。ここで、注意すべきことは、a、銀

行が支払を承諾する。為替金と代金取立依頼の方式は、銀行が支払を承諾しない。b、
条件は受益者が信用状に明記された書類に合致した呈示である。 

信用状の機能においては、銀行の信用が買主の商業信用を替わりに売主に対して支払

を保証することで、貿易両方の貨物引渡と支払における矛盾を解決でき、両方の資金負

担を軽減することができる。 
信用状に基づく取引にはその発行のもととなる売買契約などとは切り離された独立

性79があることを忘れてはならない。さらに、信用状がいったん発行されると、その信

用状に要求される書類のみに基づいて取引が行われるという書類取引性があることも

留意しなければならない。「書類取引」とは、売買契約などの背景にある物品などの売

買ではなく、信用状が要求しているそれらの物品を表象した船積証券などの書類を売買

するという意味である80。 
以上の二つの原則は、信用状制度の基礎として、信用状の発展を促進する役割を果た

                                                   
78 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。 
79 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。第４条「信用状と契約」a、信用状は、その性質上、信用状の基礎

となることのできる売買契約その他の契約とは別個の取引である。たとえ契約へのなんらかの言及が信用

状に含まれている場合であっても、銀行は、このような契約とは無関係であり、またこのような契約によ

りなんらか拘束されない。したがって、信用状に基づき受け取ること、買い取ることまたはその他の債務

を履行することの銀行の約束（Undertaking）は、発行依頼人と発行銀行または受益者との関係の結果と

して生じる発行依頼人の請求または抗弁（Claims or Defenses）には左右されない。受益者は、いかなる

場合にも、銀行間または発行依頼人と発行銀行間に存在する契約関係を援用することができない。b、発行

銀行は、原因取引書、み積み送り状およびこれと類似のもののコピーを信用状の不可欠な一部として信用

状に含めようとする発行依頼人の試みを差し控えさせるべきである。 
80 浦野直義監修『輸出入と信用状取引』8 頁（経済法令研究会、2009 年）。 



48 
 

しているが、一方、信用状制度は買主の利益に対する十分な保障を欠乏し、基礎的な取

引の過程に対する有効な監督もできない。信用状詐欺の発生を予防できずに、相当な制

約措置も設置できない。したがって、信用状自身の固有の局限性、あるいは制度の「内

在の欠乏」は、国際貿易中の不法商人に破綻を与え、各種の信用状詐欺を育む温床だと

言える。このことから世界各国の法律と判例は、信用状が原因取引と区別し、独立性を

認めると同時に、独立性の例外を承知する必要がある、もし受益者は確実な詐欺行為が

あれば、買主は裁判所に発行銀行の信用状に基づく支払の禁止命令を申請することがで

きる。 
 1.6.2 信用状の機能に関する判例 

1、Wichita Eagle and Beacon Publishing Co.v. Pacific National Bank 事件(493F.2d 
1285(9th Cir.1974)) 

信用状の機能は大きく変化している。その書面の表題がどのように書かれているかは

問題ではなく、その文面を読んで解釈されることになる。 
Wichita Eagle and Beacon Publishing Co.v. Pacific National Bank 事件 (493F.2d 

1285(9th Cir.1974))は、賃貸借契約において信用状としての特性をそなえていない書面

が発行されたが、保証書であるから保証契約に関する法律にしたがって扱われると判示

した。 
信用状という名称が使われていても、信用状としての特性をそなえていない書面は保

証書であり、保証契約に関する法律にしたがって扱われる。 
Circular Ramp Garages, Inc. (サンフランシスコ)が賃貸借契約 (lease)を原告と締結

し、この契約により、出版事業に適するように建物を改築することを約束し、この約束

の違反に対し 25 万ドルの確定額損害賠償の支払をすることになっていた。この支払を

「信用状」の発行という形で保証したのが被告銀行である。一定期間がすぎると、銀行

がその金額を減額できることが、別途、契約されていた。サンフランシスコ市の改築許

可が下りなかったために、約束の期間内に契約は履行されなかった。そこで原告が、為

替手形を振り出して 25 万ドルの支払を請求したが、銀行は 5 万ドルまでの支払しか認

めなかった。 
本件では、先の書面に「信用状」と明記されているが、本件に信用状の諸法理を適用

すべきであるかどうか争われている。第一審の連邦地方裁判所(キヤリフォーニア北地

区)は、問題の書面を信用状として扱った。上訴裁判所は、原審判決を破棄し、その判

決に示されたように再審理するよう、事件を差戻した。通常、国際売買における買主の

支払を確保するために使われるもので、本件のような使い方は想定されていなかった。

保証書と比較をすると、信用状の場合には、銀行は背後にある諸事情を調査して、危険

がないかどうかを十分に検討しなくても発行でき、書類審査だけで取引ができる。信用

状の条件が厳格に、明瞭に記載されているのでなければ、銀行によって濫用され、ひい

ては信用状のシステムの利便性が傷つけられることになるというのである。 
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上訴審判決は、第一に、賃貸人が改築を進めるにあたり、忠実義務(due diligence)を
尽くしていないと認定されており、元の賃貸借契約の違反があると判示した。第二に、

25 万ドルの確定額損害賠償の規定は、上記のような約束の違反に対する損害額の予想

が困難であったことから、確定額としたものであって、被告銀行は、この損害賠償の支

払を保証したものであり、被告銀行は、違反が確定した時点からの法廷利息を付けて、

25 万ドルを支払わなければならないと判決した。 
2、Transparent Products Corp. v. Pay saver Credit Union 事件 (864 F.2d 60(7th 

Cir.1988)) 
この事件も、たとえ「信用状」という言葉が使われていても、信用状として明確な特

性を備えた書面でなければ、信用状とは認められないとした判決である。 
Titan Toolは原告と継続的な取引をしており、原告に33,000ドルの借金をしていた。

同社はさらに 61,000 ドルの原告との取引を望んだが、原告は支払保証の提出をもとめ

た。そこで、被告銀行に相談し、次のような手紙を作成してもらった。 
「Transparent Products Corporation 殿 
〒60101 イリノイ州ベンセンヴィル 
トーマス・ウェルズに関する件 
関係者殿: 

われわれは、この手紙によって、メイウッド市南 23 番通り 1003 番のトーマス・ウ

ェルズおよびメイウッド市南 2 番通り 1315 のチタン・ツールの要望により、総額 5 万

ドルまでの信用状を創設するものである。」 
上の手紙が提出されたにもかかわらず、原告は信用貸付をせず、取引は成立しなかっ

た。その一年余り後、Titan Tool は倒産し、先の 33,000 ドルは未払いのまま残った。

そこで原告は、この信用状を利用してその借金を取り立てようとした。第一審の審理に

当たった連邦地方裁判所は、これが信用状であることは認めたが、原告は最初その効力

を否定する態度を示しており、禁反言の原則により、一年以上もたってからその権利を

主張することは許されないと判決した。その上訴審に当たった第七巡回区上訴裁判所は、

原審判決を肯定したが、上の書類を信用状と認めることは有害であると判示した。信用

状は銀行取引において重要な役割を果たすようになっており、曖味なものを信用状と認

めれば、その利便性が傷つくというのである。 
 
第 2 章 信用状の法律枠組 
 2.1 節 国際商業会議所の規則 

 2.1.1 「ICC 荷為替信用状に関する統一規則および慣例」 
  1、UCP の歴史発展 
 信用状統一規則(UCP)は、75 年の歴史をもち、世界中に広く普及している国際規則

であるが、ICC という私的な国際組織が制定した任意規則である。したがって、
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Incoterms(貿易取引で広く利用される Trade Terms)と同様に、この規則を適用すると

きは、「契約自由の原則」に基づき、基本的に関係当事者の合意が前提となっている。 
統一規則の先駆者たる規則としては、1923 年 1 月 1 日の草稿にかかるドイツの「ベ

ルリン・シュテンペル協会信用状取引規則」81と、フランスでの 1924 年 1 月 14 日のパ

リ規則が存在する。類似した諸規則が一連の主要ヨーロッパ大陸諸国の銀行協会によっ

て制定されたが、一方でロンドンのシティーは、そのころ、規則のいかなる書面への固

定化を拒否して対抗した。規則を欠陥付きで統一することは、国際的な商取引の発展に

とっての重大な障害でなければならない。ICC の最も重要な課題は、国際取引の要求と

統一的取引法の生成を協同させることであるが、その基礎作業から、特に荷為替信用状

の領域において、国際的な統一と規則化に寄与することが意図されてきたことは驚くべ

きことではない。初期の作業が、非常に難渋した。統一的な規則の最初の企ては 1929
年の ICC のアムステルダム会議においてなされたが、ベルギーとフランスの銀行実務

に普及したのみであった。 
ウイーンにおける ICC の第 7 回会議で、1933 年「荷為替信用状に関する統一規則お

よび慣例」が採択された。信用状取引のこの最初の国際的規則はすでに大きな賛同を得

ており、まずベルギー、ドイツ、フランス、オランダ、イタリア、ルーマニアおよびス

イスの諸銀行によって採択され、その上アメリカの諸銀行の興味を呼んで、一定の留保

付きではあるが、アメリカは 1938 年にほぼ完全にこれを採択した。アメリカの実務と

その間に変化した諸関係を考慮に入れる必要性は、1951 年、リスボンにおける ICC の

第 13 回会議において統一規則の改訂をもたらしたが、この改訂版は約 30 か国の諸銀

行によって纏めて採択された上で、よリ一層多くの国における個別の銀行によって遵守

されたのである。しかし、規則の実質的内容と統一規則の適用領域の地理的拡張に関し

てこのように達成された進歩にもかかわらず、これは結局、未だ世界的平面に貫徹をす

る可能なものではなかった。特にイギリスと英連合の国々は、イギリスの実務と ICC
によって定立された規範作業の間には重要な実質的相違がなかったにもかかわらず、統

一規則を未だ採択していなかった。イギリスの銀行にとっては、一般的な規則に拘束さ

れるよりも個別的な事件ごとにひろい取引の自由を有する方が、顧客の希望を満足する

方法で実現できる保証を提供すると思われたのである。しかし、さらに 10 年が経過し

たあと、信用状取引の実務は非常に広く発展し、1962 年に統一規則の次の改訂がなさ

れなければならないこととなった。それによって、銀行年鑑に記載された諸国と諸地域

の殆どすべて、それは最終的に 178 か国に及ぶが統一規則を採択するという成功を収

めたが、これにはイギリスと英連合をも数えるのであって、これらの参加は統一規則の

世界的な適用を確保する歴史的な成果と評価されなければならない。諸事情はその間に

も変化し、世界的に適用される法典にとって有利なものとなった。しかしそれでも、か

                                                   
81 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳『荷為替信用状の法理概論』51 頁（九州大学出版会、

1994 年）。 
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かる成果は ICC の銀行技術実務委員会によって作成されたテキストに由来するという

べきである。この委員会は優秀な委員長である Bernard S.Wheble の下で 1974 年の改

訂を成し遂げ、現在の統一規則をもたらしたが、これが積極的に評価されたものである。

新しい規定は実務上、多くの国によって採択された。 
1984 年 10 月 1 日から、第四次の改訂統一規則(Revision1983)が発効した。新規定は

まず経済的、技術的な大きな発展に適応するものである。とりわけ国際商業会議所銀行

技術実務委員会の諸見解が 1974 年改訂統一規則になおも多くの解釈に関する相違の余

地が残されていることを明らかにしていたため、次の改訂の提案を作成するための共同

部会を構成することが 1979 年に決定された。構成員の中でも特に重要で関心のある者

によって組織された作業部会は、1981 年 12 月に最初の草案を提示した。考察と聴聞が

重ねられたあと、1983 年 6 月に第四次改訂統一規則が可決され、1984 年 10 月 1 日か

ら発効した。 
1983年改定統一規則はまず、条文の数が47箇条から54箇条に増加したが、特に1974

年改定統一規則に頭記されていた「総則と定義」が一般的規定自体の中に包括された。

その上、実体的で重要な変更が 1983 年改訂統一規則には含まれている。延べ払い信用

状とスタンドバイ・クレジットが適用範囲に含まれた、統一規則を援用することが信用

状書面に明記されるものとなっている。技術上および取引上の進歩が信用状の発行につ

いて考慮されている。運送書類の全領域で規定が改められた。 
2007 年の改訂では、条文数が全部で 39 か条に整理されたが、信用状の本質は不変で

ある。各条文は実務に則してより細かくなっている。なお、信用状統一規則の改訂にあ

わせて、それを補完する「荷為替信用状に基づく書類点検に関する国際基準銀行実務」

(International Standard Banking Practice for the Examination of Documents Under 
Document Credits Subject to UCP600:ISBP61)も国際商業会議所から出版されている。 
  2、銀行実務の規則である UCP 

統一規則の適用されている国々において、統一規則の性質が客観的制定法と考えられ

るものでないことについては見解の一致が存する。それは立法に影響を与えてきたが、

それ自体は法律ではない。国連国際商取引法委員会(United Nations Commission on 
International Trade Law;UNCITRAL)と国際商業会議所の立場は「推薦」というもの

の性格に依拠している。上述の UNCITRAL の決議文における最後の行において、

UNCITRAL はすべての荷為替信用状取引への統一規則の適用を薦めているのである。

国連取引法委員会はこれによって明らかに、国際商業会議所が常にとってきた立場、す

なわち統一規則を単純な勧告として性格付け、その妥当根拠が専ら契約的性質に存しな

ければならないということを承認しているのである。UNCITRAL と同様に国際商業会

議所も、統一規則は国際商業会議所によって編纂され、しばしば法典化された規則が国

内法から独立して適用を請求することができるという意味で、規範的な法制定物と考え

ているのではないように思われる。 
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(1)レックス・メルカトーリア82としての適用なし 
若干の学者により、非国家的あるいは超国家的構成物たる統一的な国際的取引法の意

味におけるレックス・メルカトーリア(Lex Moratoria)の存在が主張されている。統一

規則は立法的な権限のない組織によって確立されたものであるにもかかわらず、いくつ

かの国の判例によって既に特別な法秩序の性格を与えられていて、一つの慣習法に比肩

できる効力を認められている。 
統一規則が世界的に利用されることにより、少なくとも部分的な領域において、それ

が荷為替信用状の法律関係の統一的なルールを創造したように誤解されるべきではな

い。ここからレックス・メルカトーリアヘの帰属性を推論しようとすることは成功しな

かった83。統一規則を超国家的商取引法に数える考察方法は軽率である。これは荷為替

信用状法の重要な部分が統一規則に規定されておらず、衝突法規によって適用がなされ

る国内法に委ねられていることを考慮していない。レックス・メルカトーリア説の支持

者は重要なルールが統一規則に欠けていることを正確に理解していない。たとえば信用

状請求権の抽象性に関するもののように、規則が行われている場面でも、これは適用さ

れる国内法秩序に照らしてのみ解釈され得るのであり、このことは特に、抽象的な請求

権の主張に対抗する権利濫用の抗弁の主張には個別的な法に則った様々な可能性があ

ることによって明らかに示されている84。 
(2)慣習法としての適用なし 
ドイツ文献の一部によって、統一規則は慣習法として性質付けされている85。それら

が前提とするところは、統一規則が長く、継続的かつ全く同じ形式で実施されてきたこ

とおよび関係領域における法適用によって特徴付けられてきたということである。世界

的に適用されてきたにもかかわらず、統一規則に制定法の等級を与えるような法的性質

付けは、一般に拒絶されている86。 
(3)商慣習としての適用なし 
ドイツ連邦通常裁判所とドイツにおける支配的な見解は、統一規則において商慣習の

形成の前提が充足されたものと解している87。このような性質付けの前提は、統一規則

が当事者の承認によって一定の時間の経過後に成立する事実上の慣習をなすというこ

とである。 
 統一規則の数多くの規定は、これまで信用状実務において存在してきた事実たる慣習

の表現ではなくて、統一的で規則的な行動様式が将来において初めて生じることを期待

                                                   
82 高桑昭「国際商取引と紛争解決方法、適用法、法律家」同『国際取引における私法の統一と国際私法』

98 頁～100 頁（有斐閣、2005 年）。レックス・メルカトーリアの概念とは、「国際商取引にかかる非国家

の私法であり、伝統的な法源には基づかない特別の法規則」と広く定義することとする。 
83 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）50 頁。 
84 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）55 頁。 
85 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）55 頁。 
86 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）56 頁。 
87 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）57 頁。 
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して改訂に持ち込まれたものである。このことは、例えば一般的な運送書類、海上船荷

証券および郵送書類について妥当する。統一規則が述べている法則はなにも「自然にで

きた」ものではなくて、「作成された」ものであり、それは商慣習としての性質付けか

ら遠ざけるのである。提供証券厳正の原則と個別的な基本的取引からの信用状の独立性

がその事例である。 
(4)規範としての適用 
統一規則の本質は、世界的な適用が計画的秩序を化体していることが考慮されたとき

のみ正当に理解されることができる。これを国内法の目標へと方向付けるような荷為替

信用状取引を支配する規則の性質付けには、統一的視点を損ない規範の適用と解釈にお

ける危険性を導くおそれがある88。 
統一規則に化体された特殊な国際的秩序それ自体の国内法に対する諸問題について

は、国際商業会議所によってなされた荷為替信用状の法典化が完璧なものではないとい

うことが考慮されなければならない。統一規則は法としての体系を持つものではなく、

実体の本質的な領域が捕捉されているとはいっても、信用状取引の自体で完結的な規則

を包含するものではない。個別的な法的諸問題が統一規則によって整備されていない限

りでは、場合によっては国際私法に依拠して確認された国内法が適用されなければなら

ない。けだし、信用状は世界的取引の手段としても法秩序から自由な空間にあるもので

はなく、すべての契約関係と同様、統一規則によって規律されていない領域に補充的に

適用される一定の法に服するからである89。 
2.1.2 「荷為替信用状に関する統一規則および慣例」への電子呈示に関する追補

（eUCP） 
eUCPは ICCがUCPの追補として電子書類の呈示を認めるために制定した統一規則

である。電子商取引の場合にも決済の安全性、支払を確保する方法の整備が不可決であ

る。 
１、貿易電子化 
(1)セキュリティ強化とサプライチェーンマネージメント 
現代の企業では原材料や部品の生産、調達、物流、在庫管理、販売と代金回収および

全過程での金融など一連の業務の流れを一つのサプライチェーンとして捉え、IT 技術

で各情報を融合させ(Supply Chain Management;SCM)、経営の効率の向上、コスト削

減、収益増を図ることが、趨勢となっている。 
 2001年9月11日に発生した同時多発テロ以来、国際物流のセキュリティ確保のため、

通関手続やコンテナー検査を強化して、アメリカ入港船舶のコンテナー貨物に対し、輸

出港船積 24 時間前に積荷目録をアメリカ税関当局に電子申告することを義務として付

                                                   
88 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）58 頁。英国では統一規則は信用状取引

において当事者の特別の約定なしに適用されると言っている。 
89 F.アイゼンマン/R.A.シュッツエ著、橋本喜一訳・前出注（81）59 頁。 
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けた(いわゆる 24 時間前ルール)。この義務は 2006 年 10 月に成立した Safe Port Act
の施行で一層強化されている。船積前に輸入国・輸出国税関当局あてに電子申告を要求

されるのは、積荷の関税品目(HS)コート、供給者、製造業者、輸入商の名前と住所など、

サプライチェーンの全過程を把握する可能となる情報である。この積荷情報の輸入国・

輸出国当局への事前電子申告義務はカナダ、ヨーロッパ、オーストラリア、中国、日本

などで続々と採用され、現在はグローバルなルールとなっている。 
また増加する通関業務を効率的に行うため、アメリカ C-TPAT90に続き、商社、メー

カー、運送業、フォワーダーなど関連業者のうち法令を遵守する業者を通関手続上の負

荷を軽減する認定事業 AEO91に指定する制度が、ヨーロッパ、中国、日本などに導入

された。WCO(世界税関機構)も AEO の満たすべき要件や検査認定手続、優遇措置、相

互認証等を規定した「AEO ガイドライン」を採択し、事前通告による電子通関手続は、

世界の主要貿易国に普及している92。 
(2)書類の自動チェッキング 
貿易関連書類の電子化と電子呈示は、手続の可視化と効率化の狙いであるが、最終目

標は、取引の一貫電子処理に向け、必要とされる書類の自動チェッキング機能をコアと

して、代金決済と貨物引渡という全過程の業務処理を自動化にすることであると考えら

れる。これが実現すれば、貿易関連業務の飛躍的な生産性向上と管理コストの大幅な削

減が期待される。自動チェッキングではミスタイプ、ミス・スペリングや修正されるべ

き語句の不一致を見つけるのは容易であるが、どの程度の差異なら当該取引の関係者の

すべてが同意できるのかなどを判断することは容易ではないからである93。 
(3)貿易関連書類の基準化 
貿易手続簡易化と EDI94基準化の歩みは UN/CEFACT95が長年、貿易手続の基準化、

書類の統一化に携り、いくつもの勧告を出している。たとえば勧告第一号は、貿易関連

書類のための国連レイアウトキイで、船荷証券、海上運送状、商業・保険関係書類、複

                                                   
90 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）261 頁。Customs Trade Partnership 
Against Terrorism:テロ対策の一環としてアメリカの定める安全基準を満たす企業に貨物検査率の引下げ

などの便益を付与する制度。 
91 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）262 頁。Authorized Economic 
Operator(AEO）制度とは、国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図り、国際競争力を強化

するため、貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に対し、税関手続の緩和・簡素

化策を提供する制度である。 
92 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）261 頁。 
93 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）262 頁。 
94 江頭憲治郎『商取引法の基本問題』151 頁(有斐閣、2011 年)。EDI とは、企業間または企業・行政機

関間等、異なる組織の間で、商取引等の経済活動に伴う各種の情報を、コンピュータによる処理が可能な

形式に構造化し、通信回線を利用して、相互のコンピュータの間で交換することをいう。メーカーと販売

業者間の自動受発注システムのような少数特定当事者間のシステム、および、不特定当事者間のシステム

のほか、規約に合意した多数当事者間の「EDI プラットフォーム」と呼ばれるシステムがあり、貿易取引

関係のシステムは、多くは最後の形態のものである。 
95 UN/CEFACTは、貿易簡易化と電子ビジネスのための国連センター:Centre for Trade Facilitation and 
Electronic Business である。 
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合運送証券などを取り扱っている。第 6 号は「貿易のための統一インボイスレイアウト

キイ」、第 12 条は「海上運送書類の手続簡易化策」の勧告である。国際取引には国別、

業態別、業種別、行政目的別に様々なニーズ、歴史的な商慣習があり、それらを全部に

網羅する書式を策定して、グローバルに利用促進することは容易ではない96。 
(4)信用状送付の電子化 
貿易手続における現在の信用状の実務をみると、発行銀行から国境を越えて通知銀行

に送付される信用状は、大半がすでに SWIFT97経由で電子メッセージにより送信され

ている。さらに現在では日本を含む多くの国で、発行依頼人と発行銀行の間の発行依頼

手続、通知銀行と受益者間の信用状の内容伝達も、電子データで行われている。信用状

通知の伝達手段についての UCP の規定はない。しかし電子的な通知には事前に通知銀

行と受益者の間で取決めがあることが前提である。紙での通知も行われるのか、電子デ

ータのみなのか、またどれが信用状の原本なのかが明確にしなければならない。 
 信用状が要求する運送書類・保険証券・原産地証明書など貿易取引に関する書類のペ

ーパーレス化には課題が多く、世界の銀行を含む貿易関係業者のすべてにおいて受け入

れられるような、確実で信頼性のある貿易関連のデータを電子作成し、かつ安全に授受

するシステムの普及はいまだ十分ではない。 
このため ICC の「国際スタンドバイ規則(ISP98)」では、eUCP に先駆けて、書類の

電子的呈示のルールが導入されている98。 
(5)信用状取引における銀行慣行の変化 
貿易関連書類の電子呈示が世界に普及する時代になれば、現在の紙ベースの信用状取

引における銀行の役割を大きく変える可能性がある。電子環境においては、信用状発行

銀行は通知銀行や指定銀行を介在させることなく、直接受益者と応答ができる。同様に

受益者も買取銀行や取立銀行を介在させずに、電子記録を直接発行銀行に呈示できる。

指定銀行(受益者の取引銀行)は貿易金融やリスク回避の目的で一定の役割を果たせる

が、受益者は指定銀行を介在させるメリットと、直接電子記録を発行銀行に呈示できる

効率性を比較的に考量するようになると思われる99。 
2、貿易電子化の動向 
(1)電子運送書類の要件 
まず船荷証券を電子化するには(電子船荷証券)、従来の紙の証券がもっていた機能を

損なわないようにしなければならない。紙の船荷証券の形式をとらない場合に物権の移

転をどのような方式によって生じさせるか、各国の物権法はさまざまであり、すべての

国で運送品の物権移転を生じさせる要件を満たす国際的統一規則制定への過程もまだ

                                                   
96 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）263 頁。 
97 浦野直義監修・前出注（80）16 頁。SWIFT（通称国際銀行間通信協会）は、銀行やその他の金融機関

の間の通信を取り扱うネットワークを運営する組織である。 
98 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）263 頁。 
99 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）264 頁。 
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示されていない。電子船荷証券に限らず、一国での取引の法的有効性は相手国でも保証

されなければならない。 
海上運送状は権利証券ではなく、書式の基準化も進んでいて、万国海法会(CMI)の「電

子式船荷証券のための CMI 規則(1990 年)」が成立しているので、その電子化には比較

的障害は少ないと思われる。一方、航空運送書類(Airway Bill)に関しては、国際航空運

送協会(IATA)が航空運送書類の電子化推進構想「E-freight Initiative」を発表、2007
年～2020 年に全貨物・全航空路を対象として、通関当局の協力を得られ、法的安定性

が確保される地域からペーパーレス化を始めている。具体的には第一陣が香港、シンガ

ポール、イギリスなど、第二陣がオーストラリア、韓国、アメリカ、ヨーロッパなど、

2010 年以降には、日本を含め全世界、全輸送路で電子化(搭載予約、運賃請求を含む)
を図ることになっている100。 

貿易手続電子化と決済の電子化については、過去から現在まで、いくつかのプロジェ

クトがあるが、以下では SWIFT が関与する二つのシステムを紹介する。 
(2) Bolero（ボレロ）101 
1999 年 9 月に実稼働したボレロは最初「参加者に法的枠組を提供し、データの受発

信と伝送および保存の確実性と安全性について責任と義務を負い、世界の貿易関係者に

共通のプラットフォームを提供する」という主張を掲げた。ボレロの中枢を占めるのは

安全で確実な通信基盤、船荷証券の中央権利登録データベースならびに全参加者を法的

に拘束する法的基盤としてのルールブックである。またボレロは電子船荷証券の場合も、

貨物に係る権利移転が多くの国で法的に有効に行えることを調査した。取り扱う運送書

類は船荷証券に限定されない。 
信用状業務では、買主と発行銀行の間、通知銀行と売主の間をネットワークで接続す

る開設依頼、通知サービスなどがある。信用状の受益者は、通知銀行よリボレロの共通

書式で電子的アドバイスを受ける方式である。発足当初日本を含む世界で多くの大企業

が参加したが、現状における活動は活発とはいえない。理由は海上運送状の普及、参加

企業内ネットワークとの競合、高い加盟費・運営費、ビジネス特許での過剰なユーザー

囲い込み、結果としてネットワークの外部性効果が発揮できないことがあげられている

102。 
(3) TSU103 

                                                   
100 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）264 頁。 
101 江頭憲治郎・前出注（94）156 頁。ボレロは、1994 年に、EU バックアップの下に欧米の 26 の関係

者が船荷証券の電子化の実験を始めたのが起源である。その後事業化に着手し、1998 年に、国際金融取引

に関する銀行間の通信ネットワークである SWIFT と複合運送事業に従事する船会社、フレイト・フォワ

ーダー等の相互責任保険組合である TT クラブの折半出資によりボレロ・インターナショナル・ミリティ

ドが設立された。 
102 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）265 頁。 
103 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）266 頁。SWIFT が 2002 年に Trade 
Services Advisory Group (TSAG)を設立した。従来の貿易取引商品から、企業サプライチェーン全体にわ

たる銀行サービスをサポートする方向にフォーカスを拡大するよう推奨されて、Trade Services Utility 
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次に世界の有力銀行と組んでボレロの機能を簡略化し、運送書類も船荷証券に限定せ

ず、所有権移転も管理しない送金ベースの TSU 商業版を SWIFT は 2006 年 2 月に完

成させた。このシステムは貿易実務の効率化、迅速化の進捗状況にあわせて、三つのフ

ェーズに分け、売買当事者の間に輸出側銀行と輸入側銀行が介在して、書類の電子化と

自動チェッキングを進めることにした。ルール詳細は TSU の要件定義に記載されてい

る。第一フェーズでは、買主の商品発注書を売主が承認すれば、当該商品発注書が銀行

経由で TSU に電子登録され、売主は出荷を行って売買契約で定める貿易関連書類を銀

行に持ち込み(紙でも電子データでも可)、銀行が電子データとして TSU へ入力、TSU
は自動チェッキングを行って、結果を輸入側に伝達する。最後に買主が輸入側銀行に支

払指示を出し、送金ベースで貿易代金が決済される。第二フェーズでは買主の支払意思

通知機能と独立性を持つ銀行間支払確約機能がシステムに加わり、買主が不払いの場合

は銀行が責任を負う。商品発注情報と商品出荷情報を自動マッチングし、合致していれ

ば、銀行が取引代金の自動決済を行う。第三フェーズでは商品発注情報に対応した電子

信用状(eL/C)が導入される。この段階で、一部書類から始めて、最終的には全書類をペ

ーパーレス化して電子呈示を実現すること(eUCP に準拠)になる104。 
3、eUCP の適用範囲・定義 
(1)eUCP の制定と判版(Version) 
eUCP は、UCP500 に対応して 2002 年 4 月から有効となった。UCP600 の起草段階

で、現実には eUCP 第 10 版の使用は限定的なので、電子取引に関する項目は UCP 本

体に取り込むべきではなく、UCP の追補にとどめるべきとの見解でまとまった。そし

てほとんど文言を変更することなく、UCP600 と同時に eUCP 第 11 版として施行され

た105。 
(2) eUCP の第 l 条の適用範囲 
eUCP は電子記録の呈示のために UCP の条項を拡張または修正するのに必要と見な

される条項のみから構成されている。追補という言葉は、ISP98 や URDG とは違い、

eUCP は UCP の参照によって運用されるルールであって、それ自体で完結したルール

ではないことを示す。信用状に eUCP に準拠する旨を示されている場合にのみ、 UCP
の追補として eUCP が適用される。逆にいえば、信用状で許容されていない限り、電

子書類が呈示されても、当該信用状の条件を充足する呈示にはあたらないことになる106。    
 また eUCP は版数(Version)が明示さなければならない。版数(Version)が明示されて

いない場合は、信用状発行日において有効な版に準拠し、また受益者の応諾を必要とす

                                                                                                                                                     
(TSU)が生まれたのである。TSU は、銀行がメッセージ標準およびインフラを使用しつつ付加価値サービ

スで競争することを可能にする。 銀行が提供する競合サービスにはファイナンス、リスク緩和サービス、

文書チェック、情報サービス、企業内売掛および買掛のインソーシングなどが含まれる。 
104 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）265 頁。 
105 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）266 頁。 
106 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）266 頁～267 頁。 
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る信用状条件変さらによって eUCP に準拠することになる事件では、条件変更日にお

いて有効な版に準拠することになる。 
(3) eUCP の第 2 条 UCP に対する関係 
eUCP に準拠する信用状(以下｢eUCP 信用状｣という)は、当然 UCP にも準拠する。

UCP が本則であり、eUCP は附則なのである。ただし両規則を適用する結果が違った

場合は eUCP が優先することになる。最も eUCP においては、紙の書類の呈示も許容

されている。eUCP に準拠する信用状であっても、受益者が紙の書類のみを選択し、す

べて紙の書類が呈示された場合は UCP が適用される。また、信用状で紙の書類のみが

要求され、電子的書類が要求されていない場合も、 UCP だけが適用される107。 
2.1.3 「ICC 契約保証証券統一規則」(Uniform Rules for Contract Guarantees; 

URCG325) 
1978 年に、ICC が「ICC 契約保証証券統一規則」(Uniform Rules for Contract 

Guarantees、出版番号 325、以下 URCG 325 と略称する)を制定した。その目的は、国

際信用担保規則を従属の保証という仕組みに取り入れることである。 
この規則は合計 11 条がある。内容が三つに分けている。第一部(1～2 条)は、「ICC

契約保証証券統一規則」の範囲と定義を明確した。信用範囲について、主に以下のよう

に強調した。a、本規則の適用は、契約によって、明示的に修正また除外されている場

合を除き、本規則に基づくすべての担保に関する義務を負う声明した当事者に対して拘

束力をもつ。b、本規則のすべての規定が適用する担保の法律と抵触し、当事者がその

法律を違背することができない場合に、その法律の規定を適用する。定義に関する定め

が、主に入札保証、契約履行保証、前受金返還保証について、定義を明確した。第二部

(3～9 条)において、受益者に対する担保人の責任、受益者の代金を催促する請求の期限、

保証書の有効期限および返還、原因取引と保証書についての修正、代金請求の申請、申

請人の契約違反に関する証拠の提供などのを明確した。第三部(10-11 条)は、信用担保

の紛争解決の方法と法律の適用に関する問題を明確した。 
2.1.4 「 ICC 請求払保証に関する統一規則」 (Uniform Rules for Demand 

Guarantees ; URDG758) 
 1991 年 1 月に国際商業会議所技術と実務委員会と国際商業慣例委員会が起草した

「ICC 請求払保証に関する統一規則」(Uniform Rules for Demand Guarantees)が公布

された。2010 年に改訂され、出版番号 758、URDG758 とも呼ばれる。この規則は、

主にブラント輸出海外建設工事・国際入札などの契約に伴う銀行の保証状に関する規則

である。 
 スタンドバイ信用状は、最初に保証書の代替という方式で誕生した。それは銀行また

非銀行の金融機構が取引の当事者の請求また指示に応じて、受益者に提出する書類であ

る。その内容は受益者に対して、呈示される表面上契約の規定と一致する書類によって、

                                                   
107 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）267 頁。 
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生じる代金の支払を承諾することである。適用において、スタンドバイ信用状が請求払

い保証書と類似的な法律効力を持つと解釈している。 
2.1.5 「国際スタンドバイ規則」(International Standby Practices ;ISP98) 
1999 年 1 月１日に国際銀行法律と実務学会と国際商業会議所技術と実務委員会が制

定した「国際スタンドバイ規則」が実施された。その適用は、ISB98 に基づく開設する

明文の記載はないとスタンドバイ信用状の管轄とならない。一つのスタンドバイ信用状

に、同時に UCP600 と ISP98 に基づき開設することをはっきり注記することができる。

しかし、ISP98 と関連しないまた明確な規定がある場合を除き、UCP600 を適用する

ことができる。すなわち、ISP98 が UCP600 を優先して適用することを明確に規定さ

れた。 
 2.2 節 国際条約（「国連独立担保およびスタンドバイ信用状条約」） 
 1996 年国連貿易法委員会(UNCITRAL)の下級のヨーロッパとアメリカの専門家が構

成した国際契約慣例グループが、ヨーロッパの法律と慣例を参考し、アメリカのスタン

ドバイ信用状を導入し、「国連独立担保およびスタンドバイ信用状条約」を起草した。

2000 年 1 月に実施された「国連独立担保およびスタンドバイ信用状条約」が、国際貿

易実務において、広範に使用されている請求払保証とスタンドバイ信用状の規則を統一

して、その共同の原理と仕組みを強化した。また、起草の段階で、大陸法系と英米法系

の違う観点を混ぜ合わせたので、世界範囲において、条約としての非常に強い統一性を

持っていると思われる。 
 
 2.3 節 成文法の規定 

2.3.1「アメリカ統一商法典」  
アメリカの法律においては、少なくとも州法が、イギリス法を継受したものであるの

で、信用状も、イギリス法の考え方に従っている。アメリカでしばしば引用される指導

的判例は、KMW International v. Chase Manhattan Bank 事件(606 F.2d.10(2nd 
Cir.1979))である。この事件では、KMW とイラン国水資源・電力局との間で電性の売

買契約が締結され、契約の履行を保証する目的で信用状が発行された。発行銀行として

の Chase Manhattan Bank にとって、信用状と関連書類が提示されるときに、Banquet 
Etebarate of Tehran に支払がなされる約束になっていた。しかし、信用状が相手方に

送付されたあと、イランで内乱が起こり、イラン国水資源・電力局は廃止された。そこ

で KMW は、本件訴訟を起こし、Chase Manhattan Bank による決済を差し止めよう

とした。普通の契約であれば不可抗力を理由として契約上の義務がなくなり、禁止命令

は容易に得られるものと思われる、しかし、信用状の場合には、原因関係はその効力に

影響を与えることはなく、信用状の条件となっている書面が信用状と一緒に提示された

場合には、決済を拒絶することはできない。第二巡回上訴裁判所が、商業会議所が発行

した UCP を参照し、さらに禁止命令に関する指導的諸判例を検討し、被告勝訴の判決
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を下した。 
アメリカ統一商事法典(Uniform Commercial Code;UCC)は、アメリカ各州の商事取

引法を現代化し統一する目的で、統一州法委員全国会議(National Conference of 
Commissioners on Uniform State Law）およびアメリカ法律協会(American Law 
Institute)を中心に、アメリカ法律家協会の協力の下に制定された法典である。そして、

現在に至るまで頻繁な改正がなされてきた。 
すべての州で採用され、コロンビア特別区、グアムおよびバジン諸島でも採用されて

いる。ただし、ルイジアナ州に関しては第 2 編・第 6 編・第 9 編を採用していない。

この法典は取引に関する法典であって会社法を含んでいない。 
アメリカ法は、コモン・ローと呼ばれる判例法を中心に発達してきた。植民地時代に

イギリス法を継承したためであるが、現在ではイギリス法とはかなり違った独自の法体

系(Legal System)を形成している。たとえば、憲法は、アメリカ合衆国憲法としてまと

まっているが、イギリスでは「～憲法」という形ではない。アメリカ法では、大陸法(Civil 
law)のように制定法による規律が増えてきており、イギリス法と大陸法系の中間の位置

にあると言うこともできる。これは判例の積み重ねでは時代の流れに追いつかず、また

法的安定性にも問題があるという理由があげられる。そして、UCC も、まさにその流

れの中で形成されつつある代表的な制定法の一つなのである108。 
 UCC が、統一州法全国委員会議とアメリカ法律協会によって 1952 年に初めて提案

され、数次の改定を経て現在に至っている。1960 年代になってから各州において採用

が始まった。そして、各州の法を統一し、よりスムーズな商取引を実現するために制定

された。アメリカでは州際通商に際して、各州で適用される法が違うために、たびたび

争いが起こっていた。この不便利を解消するために、各州の商事関係の法を統一させる

運動が起こり、UCC が制定されることになった。UCC は、商取引をかなり広範囲にカ

バーする商法典で、実質的にはアメリカの商事法であると言える。 
 2.3.2 国際貿易における信用状に関する中国の規範   

中国においては、信用状に関する紛争が多発している。現在までに国際貿易領域にお

ける信用状に対する直接に立法を制定されていない。主に間接的規定を設けている。こ

れを規整する単行法が制定されておらず、裁判所の判断に任せているが、下級審の判決

がかならずしも統一していないのは現状である。 
最高人民裁判所が 1989 年 6 月公布した「全国沿海地区渉外、渉港澳経済審判工作座

談会紀要」(以下「紀要」と略称する。) に、信用状の独立性を肯定した上で、裁判所

が簡単に銀行の発行した信用状を凍結しないことを定め、人民銀行の信用状を凍結する

要件および権限を規定した。しかし、この「紀要」の司法解釈は法律効力が比較的に低

いので、日増しに増加している信用状詐欺案件に対して、法律効力は十分ではない。 
また、最高人民裁判所が 2003 年 7 月 16 日公布した「恣意による信用状における支

                                                   
108 王江雨訳・前出注（8）7 頁。 
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払の停止の厳禁に関する通知」には、各省、自治区、直轄市高等人民裁判所、渉外商事

件件を受理する中級人民裁判所および海事裁判所に対し、信用状が引受を経て譲渡され、

または信用状が買取されたときは、支払の禁止を命じることができないと規定された。 
直接適用できる法律は最高人民裁判所が 2005 年 11 月 14 日に公布した「最高人民裁

判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」である。その中で信用状詐欺による

独立性の例外を認め、書類に関する銀行審査の基準、信用状詐欺の構成および支払の禁

止の条件と司法手続を明確に規定している。しかし、実務上信用状の紛争について、信

用状詐欺と契約の違反を判別しにくいので、具体的な規定を設ける必要がある。 
 
第 3 章 信用状詐欺に関する一般理論 
3.1 節 信用状独立性の限界としての詐欺 
 信用状詐欺による独立性の例外に関する学説は、信用状の制度の保護と当事者間の利

益の衡平を図る視点から展開されている。独立性の適用とその濫用防止を調整すれば、

商取引における信用状の有用性が、いかに生じるかという問題を意識する必要がある。 
 3.1.1 例外制限説 
 独立性原則の重要性を強調し、詐欺の主張を厳格に制限することにより、取引の要請

に応えることができると主張するのは Hadfield である。信用状の詐欺は、一般的な商

取引における詐欺より狭く解する必要があるとして、「顕著な詐欺(Egregious Fraud)」
に限るべきである。「顕著な詐欺」という概念は、明確に定義づけがなされているわけ

ではないが、不法行為法において懲罰的損害賠償(Punitive Damages, Exemplary 
Damages)109が課される要件として用いられてきた110。Hadfield の見解は、「信用状に

基づく受益者の義務につき、悪質な違反がある111」場合、または「取引全体が汚染され

ている」という場合であるとしている。詐欺の法理を確立した Sztejn 事件の判決は、

決して概念を創造したのではなく、それまでに認識された注意点を再確認したにすぎな

いといわれた112。すなわち、1、顕著な事実上の詐欺(Egregious Actual Fraud)が差止

命令の要件として適切である。2、詐欺の主張は発行銀行による支払の前にしなければ

ならない。3、差止命令が正当所持人の権利を害さないことである113。Sztejn 事件は、

「顕著な詐欺」の代表的な事件であり、例外としての基準を提示することにより、発行

銀行の独立した義務の重要性を強調したと主張する。 
 また例外の拡張を支持する見解は、発行銀行の利益を視野に入れていないと批判する。

                                                   
109 懲罰的損害賠償とは、主に不法行為に基づく損害賠償請求訴訟において、加害者の行為が強い非難に

値すると認められる場合に、裁判所または陪審の裁量により、加害者に制裁を加えて将来の同様の行為を

抑止する目的で、実際の損害の補填としての賠償に加えて上乗せして支払うことを命じられる賠償のこと

をいう(出典:フリー百科事典『ウィキペディア(Wikipedia）』(2013/05/24 13:05 UTC 版)）。英米法系諸国

を中心に認められている制度である。 
110 江頭憲治郎・前出注（94）255 頁。 
111 Henry Hadfield, Enjoining Letter of Credit Transactions,95 BANKING L.J.596,602(1978). 
112 江頭憲治郎・前出注（94）261 頁。 
113 王瑛・前出注（7）54 頁。 
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そのような主張は、受益者の支払請求が原因取引に関する履行状況により、衡平である

かという視点から展開される。発行依頼人と受益者すなわち原因取引における二つの当

事者の利益のみを考量するにすぎない。ところが信用状は三つの当事者取引であって、

発行銀行も独立した利益を有している。発行銀行は、信用状条件に一致した書類に対し

て支払を行うことが、信用状発行契約に基づく受諾をして、支払拒絶にかかわることは

契約外であって、その利益を不当に害することになる。 
 
 3.1.2 例外拡張説 
 例外制限説に対する制限的な解釈の正当性を検討する必要であると主張するのは

Ellinger(イギリスにおける有名な法学者)である。そこで差止命令に対する裁判所の消

極的な態度を考察し、詐欺を制限的に解する根拠を検証した114。Ellinger は、詐欺に関

する証明がなされるのであれば、発行依頼人が信用状金額を担保提供することを条件と

して、差止命令を認容すべきであると主張する。例外としての詐欺の範囲を拡張するこ

とが、信用状取引の現状を考量し、その経済的効用を減少させることなく、当事者全体

に資する結果になるという。 
 信用状取引における詐欺事件の増加から、独立性の例外に対するイギリス、シンガポ

ール裁判所の硬直な態度は、再検討を迫られている。例外適用の基準として、「銀行が

承知する、明白な(Obvious)あるいは立証された(Established)詐欺」に適切な対処がで

きていない。独立性と詐欺的な受益者の不当利得を防止するための詐欺の法理を、柔軟

に調整し適用する必要性がある。柔軟性のあるアメリカの裁判例の分析から、より適切

な方法を試みる。 
 結論的に、アメリカの裁判例が UCC 第 5-114 条に基づき詐欺について争われた事件

において依拠した基準は一貫性を有していない。個々の事件において異なる基準が用い

られて、一定の幅をもつイメージすることができる。具体的には、以下の基準を総括す

ることができる。 
１、厳格な基準として「顕著な詐欺(Egregious Fraud)」は詐欺を極めて制限的に解

する従来の基準である。「顕著な詐欺」を基準とした Intraworld Indus, v. Girard Trust 
Bank 事件(336A.2d316(Pa. 1975))において、「発行銀行の確約の独立性および信用状

の目的の実現に対する当該原則の重要性に鑑み、支払に対する差止を正当化する状況は

受益者の不当行為が取引全体を腐敗させ、発行銀行の義務の独立性がもはやその合法的

目的に資さない場合に、狭く限定されなくてはならない。」という判旨があげられる115。 
2、コモン・ローの詐欺としての「意図的な詐欺(Intentional Fraud)」とは、次の要

件を充足することにより認定することができる。(1)受益者によって不実表示がなされ

                                                   
114 E.P.Ellinger, Documentary Credits and Fraudulent Documents, in CURRENT PROBLEM OF 
INTERNATIONAL TRADEFINANCING, 185,211-212(C.M.Chink in et.al.eds.,1983). 
115 コーエンズ久美子「信用状の独立性に関する法的考察（三）英米判例を中心として」法政論集 180 号

389 頁（1999 年）。 
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ること、(2)受益者が不実表示であることを知っている、(3)発行銀行を不実表示に依拠

して行為させる、あるいはさせないようにする意図があることである。「意図的な詐欺」

の基準が適用された NMC Enterprises, Inc. v. Columbia Broadcasting System, Inc.
事件 (14 UCC Rep. Serv. (Callaghan) 1427(N.Y.Sup.Ct.1974))において、「書類ある

いは原因取引が意図的な詐欺で汚されている場合は、たとえ書類が文面上条件に一致し

ていたとしても手形は支払われる必要がない。」という判旨があげられる。 
3、「事件ごとに異なる基準で認定される詐欺」とは、「特別な状況が要求する場合」

に応じて柔軟に基準を設定するものであり、詐欺の程度により鑑別されることができる

基準とは別のものである。このようなアメリカの裁判所の柔軟性は、信用状の取決めを、

個々の原因取引当事者の合意に基づく取引上のリスク配分の反映だと考える。事件に応

じて「顕著な詐欺(Egregious Fraud)」を適用する場合もあるし、「意図的な詐欺

(Intentional Fraud)」を適用する場合もある。 
4、「エクイティ上の詐欺」とは、詐取しようとする意図を必要としない。この基準

を適用している事件として、Dynamic Corporation of America v. The Citizens and 
Southern National Bank 事件(356 F. Supp 991(1973))において、「詐欺とは実際、エ

クイティ裁判所の意味においては、コモン・ロー上またエクイティ上の義務、単に委託

された信託、もしくは信認の不履行が他人に対して有害であり、それによって不当かつ

非良心的な利得を他者から得ようとするものを含むすべての行為、不作為、事実の不告

知などである。」という判旨があげられる。 
以上の分析を基に Ellinger の見解は以下のように展開される。独立性原則は円滑な

支払の促進を目的としているので、銀行による支払拒絶は厳格に制限されるべきである。

すなわち銀行は書類の真正性に関して、自ら判断することを許されない。書類の文面上

の一致をもって、確実な支払義務が課される。これに対し、紛争がいったん裁判所に係

属したら、裁判所は状況に応じ柔軟な基準を適用し、取引全体から差止命令の妥当性を

判断する。詐欺に関する判断を裁判所に委ねることにより、銀行の恣意的な支払拒絶を

排除し、信用状の有用性を維持することができる。そして、裁判所の判断基準に関して、

以下の提言をした。商業信用状事件においては、詐欺が詐欺的な書類となるものに限定

することが妥当である。「書類上の詐欺」について判断する際に、裁判所は書類ととも

に原因取引についても調査することが許される。詐欺の程度としては、契約法上または

不法行為法上における通常の詐欺の概念である「意図的な詐欺」が要求される。条件に

一致した書類の呈示があっても、商品が存在しなかった、原因取引と全く異なるもの(価
値のない)が船積された場合は、意図的な詐欺の証拠である。これに対し商品の瑕疵に

ついては、原因取引上の紛争として取り扱われるべきである。 
 3.1.3 信用状機能保全説 
 信用状が商人と銀行によって作り出された特殊な商業的制度であることを強調する

のは Dolan（アメリカにおける有名な法学者）である。契約や流通証券とは異なる独自
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の取扱いが必要であり、また取引当事者はその意義を正確に理解した上で取引に参加し

ているものとみなされる。信用状取引においては、商業当事者間の交渉結果として、い

ったん金銭を受益者側に移転させた後に実質的な衡平を図ること、その際、法廷地を受

益者所在地とし、発行依頼人側で訴訟提起のためのコストを負担することにつき合意が

なされている。このような信用状の機能は、発行銀行の迅速かつ不可避的な支払によっ

て保全される。詐欺の主張に対し裁判所が行う調査によって金銭の移転が遅延すること

自体が問題である。そしてその調査が取引に及ぶとすれば、さらなる遅延が生じ、また

程度によっては事前の当事者間の合意に反するおそれがある。 
 また Dolan は、例外としての詐欺は信用状取引上の詐欺、すなわち書類上の詐欺に

限定しなければならないという見解を示した。判例および学説の多数が、改正前 UCC
第 5-114 条の「取引における詐欺」を「原因取引における詐欺」と解するのは誤りであ

るとする。この見解によれば、「取引における詐欺」とは、たとえば第三者作成の書類

が要求されている信用状において、受益者が詐欺的な行為により当該第三者に書類を作

成させ、それを呈示するような場合となる。 
 Dolan の見解につき、原因取引上の詐欺を信用状の支払に対する有効な抗弁とするこ

とは、差止命令請求訴訟に原因取引上の紛争が持ち込まれることになる。発行依頼人は

「エクイティ上の詐欺」を主張するが、信用状に関する訴訟において原因取引上の衡平

を実現すべく、裁判所に求めていることにほかならない。ところが「取引における詐欺」

の解釈に限れば、UCC 第 5-109 条は原因取引上の詐欺が範疇に帰することを明らかに

した。そうであっても関連取引について立ち入った判断をしていては、信用状の存在意

義を揺るがすことになる。したがって、原因取引の債務不履行が信用状の詐欺の抗弁に

置き換えられてはならないと主張する信用状機能保全説の趣旨であると解される116。 
 以上、コモン・ロー諸国において信用状独立性の限界としての詐欺が主張された学説

を検討してきた。筆者が「アメリカの詐欺の抗弁が認容された判決において、常に独立

性原則の重要性を強調しつつも、実質的には個々の事件ごとに当事者の衡平を図ってき

た例外拡張説」に賛成する。すなわち、信用状事件において、個々の原因取引の当事者

の合意に基づく取引上のリスクの分配を考量して、それに応じる「顕著な詐欺」あるい

は「意図的な詐欺」を適用する柔軟な基準が妥当性を有すると解すべきである。その理

由は、信用状取引が原因取引に基づき生まれたものであるので、それと切っても切れな

い関係がある。また、信用状詐欺に関しては、個々の具体的表現が異なるので、一律に

詐欺の認定基準が画定されることが、きっと当事者間の不公平を及ぼし、公平公正原則

に背くことになると推定できる。 
 
3.2 節 信用状詐欺の概念、種類および発生原因 

3.2.1 信用状詐欺の概念 
                                                   
116 コーエンズ久美子・前出注（115）399 頁。 
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外国の判例と法律辞典の解釈に従い、信用状詐欺の「詐欺」(Fraud)は、故意に他人

を騙して錯誤に落としいれ、瑕疵ある意思表示をさせて、財産などを騙し取る行為を指

す。信用状詐欺には、架空または劣悪な商品の船積・引渡、船積書類の偽造・変造、偽

造信用状の発行など取引の全過程で、詐欺行為が介在する可能性がある117。 
信用状詐欺を認定する統一基準はないので、主に実務上の狭義と広義という二つ観点

から判断する。狭義の信用状詐欺観点において、信用状詐欺は単純的な書類の詐欺のみ

である。広義の信用状詐欺観点が単純的な書類の詐欺だけでなく、原因取引の詐欺も含

む。換言すれば、原因取引において、受益者は信用状の発行依頼人に詐欺を実施すれば、

発行依頼人が受益者に対して対抗できるということでもある。 
UCP600 は、詐欺に関しては特別の規定を有しない。アメリカにおいては、UCC 第

5-109 条の解釈の問題となる。この規定は他のコモン・ロー諸国の判決にも影響を与え、

さらにその判決が他国の判決に引用され、これらの国々における詐欺の議論は相互に関

連し展開されてきた。 
3.2.2 信用状詐欺の種類 
信用状詐欺の種類はその形態により、書類の詐欺と取引の詐欺に分類される。書類の

詐欺は、主に書類の偽造・変造、および書類内容の虚偽記載を指す。多数の詐欺行為が

書類を通じて行われるので、たとえ取引の詐欺であっても、ほとんど書類の詐欺と切っ

ても切れない関係がある。取引の詐欺は、貿易契約に基づく詐欺を指す。 
1、信用状における書類の詐欺による分類 
信用状書類の性質において、運送人から船荷証券などを含める貨物の領受証にある。

すなわち、貨物が船舶に船積んで、それを受け取った証明である。船荷証券も海上運送

契約の証拠であって、裏書の条項により決定する。その条項に基づき、荷送り人と運送

人の相互的な権利と義務を制約する。最も重要なのが、船荷証券は貨物所有権の象徴で

あり、法律上「物権証明」と呼ばれる。    
現在、船荷証券を利用して詐欺を実施することがとても普遍な現象である。つまり、

詐欺者が海上運送と国際貿易のプロセスの書類を利用し、詐欺を実施する手段である。

主に受益者が船荷証券を偽造し、支払銀行および発行銀行を通し、申請人(買主)に到達

し、貨物代金を詐取する手段や、船荷証券を偽造し、偽物あるいは劣等品で真物のよう

に見せかける手段や、日和見主義者が荷物受取証券などを偽造し、目的港で貨物を引取

る手段や、荷為替信用状を偽造し、受益者の出荷を誘引する手段などがある。しかし、

上記のように、貨物の存在ではなく、船荷証券を偽造・変造し、または偽物・劣等品で

本物を偽るなどの手段においては、破綻が著しいので発覚しやすいはずであるが、逆に

秘めてばれにくい詐欺手段もある。 
(1)船積前の船積船荷証券(Advanced Bill of Lading)と発行日繰上げの船積船荷証券

(Back-dated Bill of Lading) 
                                                   
117 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）282 頁。 
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この状況は、船荷証券の期日は形式上信用状の期日と符合するのに、荷送り人と運送

人の合意で船積前の船積船荷証券あるいは発行日繰上げの船積船荷証券を発行し、申請

人(買主)に対する詐欺行為を構成する。 
船積前の船積船荷証券とは、信用状に記載され、指定した船積期限になったのに、売

主がなんらかの原因で貨物を船積することができなかった、またはまだ船積していなか

った、または出帆期日の遅延などの場合において、為替を決済するため、荷送り人が運

送人に対して、先に船積船荷証券の発行を依頼し、この貨物船積前あるいは船積が始ま

る前に荷送り人が先に船積船荷証券を借り出すことを指す。この状況において、荷送り

人が船積船荷証券を前借する前に、必ず一切の責任を負うことを承諾する保証状を運送

人に提出する。しかし、保証状は法律上の有効性はあまり成立できないので、運送人も

買主に詐欺行為の訴訟を提起される危険を冒す。 
発行日繰上げの船積船荷証券とは、貨物の実際の船積期日が信用状に記載され、指定

した船積期日より遅い、もし実際の船積期日で船積船荷証券に記入すれば、為替の決済

に影響を及ぼすおそれがあるので、荷送り人の要求に応じて、運送人が船積船荷証券に

信用状の指定した船積期日を記入することを指す。この状況において、運送人が一定の

危険を冒す責任を負うべきである。特に、貨物の値段が急激に下落する時、買主は船荷

証券を偽造する理由で貨物を受け取らないと共に、告訴を提起し、船舶を差押命令、補

償あるいは保証金を受け取るとされるおそれがある。 
明らかに船積前の船積船荷証券と発行日繰上げの船積船荷証券の共通点は、船荷証券

に記載された船積期日は実際の船積完了の期日と不一致である。記載された船積期日は

売主の順調に代金決済ができるため、虚構される期日である。実際の船積期日は、船荷

証券に記載された船積期日より遅いことが、事実上売主と買主の間に締結した売買契約、

および発行銀行の発行した信用状の規定される船積期日より遅くなる。換言すれば、荷

送り人(売主)は売買契約および信用状の規定される期日までに、貨物を積み出すことが

できないことは、売買契約を違反すると見なし、違約の責任を負うべきである。もし、

荷送り人(売主)は現実に直面し、実際の積み出す期日を船荷証券に記載すれば、貨物の

受取人にただ貨物引渡の遅延だけの一般の違約責任を追及されるはずである。ここで、

荷送り人と運送人を合議し、船積前の船積船荷証券と発行日繰上げの船積船荷証券の手

段で、出荷の遅れの違約を覆い隠そうとすれば、荷送り人と運送人は、悪意で共謀し、

合法的な形式で不法の目的を覆い隠すことが、詐欺を構成し、船荷証券の所持人と受取

人の利益を損害することを及ぼす。 
運送人と受取人にとっては、船荷証券はそれ自体が運輸契約であり、しばしば渉外契

約である。ここは、法律の適用問題にかかわっている。中国「海商法」269 条により、

船荷証券の裏書に、船荷証券を適用する法律を規定することができる。裏書に規定して

いない場合に、船荷証券と密接な関係がある国家の法律を適用する118。276 条により、

                                                   
118 中国「海商法」(1992 年 11 月 7 日第 7 回全国人民代表大会常務委員会第 218 次会議通過、1992 年 11
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外国の法律と国際慣例を適用するときに、中国の社会的公共利益に背くとはいけない119。

以上の条文は、すなわち国際私法における当事者意思自治原則と公序良俗原則である。

公序良俗原則は当事者意思自治原則の制限である。したがって、当該法律あるいは条約

は、運送人の詐欺手段で発行される船荷証券を認めるさえすれば、公序良俗原則を援用

することができ、その法律あるいは条約の適用を排除し、直接に中国の法律で船積前の

船積船荷証券と発行日繰上げの船積船荷証券に対する性質を判断することができる。 
中国「民法通則」58 条により、悪意で共謀し、国家、集団あるいは第三者の利益を

損害する行為、法律あるいは社会公共利益を違反する行為および合法的形式で不法の目

的を覆い隠す行為は、すべて無効である120。したがって、運送人は詐欺手段で発行され

る船荷証券が、無効を判断するべきである。この認定に関して、各国の法律規定、慣習

および国際条約と一致する。一般的に各国の法律と国際条約が詐欺手段で発行された船

荷証券の有効性を承認するわけではない。 
(2)売主が保証状で運送人の無故障船荷証券(クリーン船荷証券 )(Clean Bill of 

Lading)の発行をかえて受け取る。 
船荷証券上に、物品または包装に瑕疵があることを明示した「故障摘要(Remarks)」

の文言が付いていないものを無故障船荷証券(Clean B/L)という。これに対し、三つ不

足(pack ages short)、箱破損(box broken)などのような故障摘要の文言が付いているも

のを故障付船荷証券(Foul B/L、Dirty B/L、Unclean B/L)という。表面のよくない貨物

は海運の途中で破損しやすいため、荷受取人が一般的に無故障船荷証券を信用状決済の

前提条件として要求する。UCP600 第 14 条「書類点検の基準」f 項121により、別の規

定がある信用状を除き、銀行が書類のデータ内容を規定していないときにおいて、その

書類の内容が要求されている書類の機能を果たすものとみられ、かつその他第 14 条 d

                                                                                                                                                     
月 7 日中華人民共和国主席第 64 号公布 1993 年 7 月 1 日起施行）第 14 章「渉外関係の法律適用第 269 条

は「契約当事者が契約適用の法律を選択することができる、法律の別にある規定を除く。契約当事者が選

択していない場合、契約と密接な関係がある国家の法律を適用する。」と定めている。 
119 中国「海商法」(1992 年 11 月 7 日第 7 回全国人民代表大会常務委員会第 218 次会議通過、1992 年 11
月 7 日中華人民共和国主席第 64 号公布 1993 年 7 月 1 日起施行）第 14 章「渉外関係の法律適用」第 276
条に基づき外国法律或は国際慣例を適用するときに、中華人民共和国の社会公共利益に背くとはいけない。 
120 中国「民法通則」(1986 年 4 月 12 日第 6 回全国人民代表大会第 4 次会議通過、1986 年 4 月 12 日中

華人民共和国主席令第 37 号公布 1987 年 1 月１日起施行）第 4 章「民事法律行為と代理」第 58 条「無効

の民事行為」、以下の民事行為無効である。1、民事行為能力のない人が実施する行為。2、制限民事行為能

力人が法律に基づき独力で実施することができない行為。3、当事者一方が詐欺、脅迫の手段或は他人の困

難につけ入り、相手の真実意思に背くことをさせ、実施する行為。4、悪意で共謀し、国家、集団或は第三

者の利益を害する行為。5、法律或は社会公共利益に反する行為。6、経済協約と国家指令性計画に反する

行為。7、合法的形式で不法の目的を覆い隠す行為。無効の民事行為は、行為の始動から法律の約束力もな

い。 
121 飯田勝人訳・前出注（20）29 頁。第 14 条「書類点検の基準」f 項信用状が、運送書類、保険書類ま

たは商業送り状以外の書類を要求している場合であって、誰によってその書類が発行されるべきかを規定

していないとき、または書類のデータ内容（Data Content）を規定していないときは、銀行は、その書類

の内容が要求されている書類の機能を果たすものとみられ、かつその他第 14 条 d 項を充足するとみられる

場合には、その書類を呈示されたまま受理（Accept）する。 
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項122を充足するとみられる場合には、その書類を呈示されたまま受理する。すなわち銀

行が無故障船荷証券のみを受理し、代金決済を行う。実践中、荷送り人の提供する貨物

は表面に瑕疵があり、かつ包装の交換あるいは貨物の修復ができない場合に、順調に代

金の決済を求めるため、運送人の故障付船荷証券の発行を見込みたくないので、運送人

に保証状を呈示することにより、無故障船荷証券の発行を請求する。保証状に、運送人

が貨物の不良状況を船荷証券に記入していないことにより生じ、荷受取人に対する賠償

責任は、すべて荷送り人が負うと記載される。この形式を通して、運送人は貨物の包装

破損または明らかに貨物の数量と品質の問題があることを無視し、本来発行できない無

故障船荷証券を発行し、荷受取人に損害を与える行為は、実際に荷送り人と共謀し、荷

受取人に信用状詐欺を構成するとみなす。 
 (3)信用状における書類の詐欺に関する判例 

船積が行われないにもかかわらず、船荷証券が偽造され、信用状に基づき買取りが実

行された日本の判例としては、インドネシア産カツラ用人毛の韓国向け仲介貿易に関す

る事件(大阪地判昭和 51・12・17 金融法務事情 817 号 34 頁(1977 年))がある。 
① 事実概要 
韓国の会社 X 社は、インドネシア産の洗滌済人毛を香港の貿易商から輸入するため、

大阪の A 社との間に、仲介貿易契約を締結し、その代金決済のため、自己の取引銀行

である B 銀行を通じて C 銀行に取消不能信用状の開設を依頼した。C 銀行により開設

された信用状は、D 銀行を通じて A 社に通知・交付された(この信用状は、D 銀行のみ

を買取銀行に指定したレストリクテッド信用状であった)。 
一方、Y 銀行大阪店は、昭和 44 年 10 月 2 回にわたりその信用状に基づく A 社振出

の荷為替手形(4 万 4,460 米ドルと 3 万 550 米ドル)を割引し、その対価として、A 社に

日本円を支払った。指定買取銀行は、荷為替手形二通を Y 銀行から買取り、ついで信

用状発行銀行である C 銀行に償還を請求し、手形金の支払を受けた。本件信用状の実

質的発行依頼人である X 社は、B 銀行を通じて C 銀行に本件荷為替手形二通の額面相

当額を支払ったが、本件荷為替手形に添付されていた船荷証券は偽造で、目的物は、現

実にインドネシアから船積されていなかった上、その後 A 社の代表者が死亡し、倒産

したため、同社に賠償を求められなくなり、同額の損害を被った。そこで、X 社は、Y
銀行に対し、同銀行が、本件信用状の指定買取銀行ではないのに、本件荷為替手形の買

取に応じた、信用状統一規則 7 条に定める銀行の書類点検義務に違背し証券の偽造、信

用状条件違反等を看過した点において過失があると主張し、金 2,310 万 3,080 円と遅延

損害金の支払を求める損害賠償請求訴訟を提起した。 
本判決は、判決要旨適示のように、判示して、X 社の請求を棄却した。 

                                                   
122 飯田勝人訳・前出注（20）30 頁。第 14 条「書類点検の基準」ｄ項書類におけるデータは、信用状、

その書類自体および国際基準銀行実務の文脈において読まれた場合には、その書類中のデータ、その他の

規定された書類中のデータ、または信用状中のデータとまったく同じである(Identical）必要はないがそれ

と食い違ってはならない(…Must not Conflict With…）。 
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② 本件は、売買の売主が、目的物を船積していないのに、偽造船荷証券(空券)を提

供証券として、荷為替信用状を悪用した事件で、本来買主 X 社は、売主 A 社に対し代

金返還、損害賠償を請求すべきところ、売主が倒産し、損害の回復ができないため、荷

為替信用状取引に関与した関係銀行に請求の鉾先を変えたものである。X 社が、当該信

用状の発行銀行である C 銀行にクレームを申し立てずに、本件取引では間接的な関係

にあるにすぎない Y 銀行を相手方として訴訟技術としては拙劣であることを免れない

が、おそらく、発行銀行が、X 社の苦情を受け付けなったか、断念させたためであろう

と推測される。 
③ 買取銀行を制限した取消不能信用状の場合は、指定された銀行以外の銀行には、

買取の権限がないから、できないが、このように発行銀行の支払・引受の確約に依存し

えない銀行であっても、自己の危険と計算において、当該信用状の受益に対して便宜荷

為替金融を行うことは、禁じられるべき理由はない。むしろ、発行銀行が、信用状の買

取銀行を特定の銀行に限定することは、受益者の買取銀行選択の利益を奪い、受益者に

とって、不利な結果となるといえる。発行銀行が、海外の取引銀行とのコルレス契約上

の互恵関係などから取引銀行を信用状の通知銀行兼買取銀行に指定した場合、指定買取

銀行が受益者の取引銀行でないときは、受益者はやむをえず自己の取引銀行の取次を通

じて指定買取銀行の買取を受ける慣行が生じているといわれている。その方法には、代

金取立方式と本件のような割引方式とがあるとされている。指定買取銀行としても、取

次銀行が当該信用状に基づき受益者振出の荷為替手形を割り引くことは、手形に裏書し

て呈示するので、取次銀行の裏書保証を得たメリットがあるとして、むしろ歓迎されて

いるようである。 
④ 次に、信用状統一規則第７条の銀行の形式的書類点検義務に関しては、信用状発

行依頼人に対し、その委任と指図を受けて信用状事務処理を行う発行銀行のみが負うこ

と、発行銀行が取引銀行に信用状に基づく支払、引受、買取を授権する授権形式の信用

状の場合は、授権された支払、引受、買取銀行が、授権者である発行銀行に対する関係

で、代理人ないし受任者として、同じく形式的書類点検義務を負うことは、いうまでも

あるまい。これに対し、オープン信用状の場合の任意の買取銀行は、発行銀行から買取

を授権された関係にないので発行銀行に書類点検義務を負うか疑義があるが、善意の手

形所持人として、発行銀行に手形の支払、引受を履行させるため、受益者と同様の信用

状条件遵守義務を負うにとどまると解すべきであろう。授権された支払、引受、買取、

確認銀行ですら、発行依頼人に対してではなく、発行銀行に対してではなく、発行銀行

に対してだけ形式的書類点検義務を負うにとどまることに照らせば、いわんや本件信用

状の指定買取銀行ではない Y 銀行が、自己の危険と計算において買為替金融を行った

取次銀行にすぎない以上、発行依頼人に対し直接書類点検義務を負うことのありえない

ことは、多く説明するまでもあるまい。 
⑤ 本件のような空券詐欺は、第二次大戦後ときおり発生しているもようで、遺憾な
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がら、荷為替信用状によっては防止することができない。けだし、信用状は、買主の指

図する書類入手まで保証するのみで、関係商品の入手まで保証しないからであり、誠実

な売主を選ぶ以外に防止の方法はない。本件は先例の見当たらない外国為替の荷為替手

形割引銀行の注意義務について判示した最初の重要判例である。 
 

2、信用状における当事者による分類 
(1)受益者から実施する詐欺 
① 詐欺的行為を行う受益者 
受益者から実施する詐欺とは、信用状詐欺によくある種類であり、主に書類の偽造と

信用状の偽造および変造という形式で実施される。換言すれば、受益者が貨物の存在で

ない状況に、信用状に要求される書類を偽造し、支払銀行に呈示することで、表面上の

書類一致の見せかけを作って、支払銀行の無条件支払を求める。UCP600 第 15 条「充

足した呈示」により、受益者は船荷証券、海上保険証券および商業送り状を呈示し、そ

の呈示した書類が充足していると決定した場合には、発行銀行、確認銀行また指定銀行

はその書類に応じて、代金を支払わなければならない123。その中に詐欺者の主要な目標

は船荷証券である。受益者は船荷証券に虚偽の陳述をし、船荷証券の内容を偽造する方

式がある。または貨物とも船荷証券とも真実の存在があり、ただ信用状に記載される貨

物は本物の貨物でなく、劣等品あるいは破損品である。 
信用状の偽造とは、詐欺実施者は存在でない銀行の信用状を偽造する、または信用度

高い銀行の名義を借りて、偽の信用状を発行する手段である。信用状の変造とは、詐欺

実施者が合法的な銀行信用状を基礎とし、あるいは材料とし、切り継ぎ、書き改めなど

の手段で信用状の内容と条項を改ざんすることを指す。 
② 信用状自体の偽造に関する判例 
実在する National City Bank と Citibank N. A. New York の名称をもじった架空の

名前の National Citibank の信用状が日本国内で通知された事件 (大阪高裁平成 18・
2・1 金融法務事情 1798 号 45 頁~63 頁 (2007))である。 

Ⅰ、事実概要 
原告 X が、被告 Y1 の有限会社アストラコーポレーションから信用状付き輸出手形二

通の買取をし、株式会社三井住友銀行 A に取立を依頼したところ、その後に信用状が

偽造されたものであることが判明したため、(ⅰ)当該信用状の真偽の確認ができない旨

の注記をしなかった信用状通知銀行である株式会社大和銀行 Y2 に対して、不法行為に

基づき、輸出手形の買取代金 2,674万 5,840円と 2,679万 9,100円の小計 5,354万 4,940

                                                   
123 飯田勝人訳・前出注（20）31 頁。UCP600 第 15 条「充足した呈示」a、項発行銀行は、呈示が充足

していると決定した場合には、オナー（Honor）しなければならない。ｂ、項確認銀行は、呈示が充足し

ていると決定した場合には、オナー(Honor）または買い取らなければならず、かつ書類を発行銀行へ送付

しなければならない。ｃ、項指定銀行は、呈示が充足していると決定し、かつオナー(Honor）または買い

取った場合には、書類を確認銀行発行銀行へ送付しなければならない。 
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円および附帯荷物の処分費用 734 万 9,754 円の合計 6,089 万 4,694 円並びに 2,674 万

5,840 円に対する輸出手形の買取日の翌日である平成 13 年 8 月 25 日から、内 2,679 万

9,100 円に対する上記同様の日である同月 30 日から、内 734 万 9,754 円に対する処分

費用の最終支出日の翌日である平成14年1月8日から各支払済みまで民法所定の年5%
の割合による遅延損害金の支払を求め、(ⅱ)被告 Y1 に対し、信用金庫取引契約および

外国向為替取引契約に基づき、輸出手形の買戻代金小計 5,354 万 4,940 円および附帯荷

物の処分費用 734 万 9754 円の合計 6,089 万 4,694 円並びに 5,354 万 4,940 円に対する

輸出手形の不渡りが判明したあとの日である平成 13 年 9 月 21 日から、内 734 万 9754
円に対する処分費用の最終支出日翌日である平成 14 年 1 月 8 日から各支払済みまで約

定の年 18.25%の割合による遅延損害金の支払を求めた事件であるが、訴訟の係属中に

Y2 が株式会社あさひ銀行を合併して、商号を株式会社りそな銀行 Y3 といい、被告 Y1
とあわせてに変更した。 

Ⅱ、裁判所の判旨 
 信用状の扱いについては国際商業会議所で制定された信用状統一規則が存在する。こ

の規則をどう捉えるかであるが、本件判決は、信用状統一規則の内容は不法行為を評価

するときの基準となることを前提にして、信用状統一規則第7条a項に「…当該銀行が、

信用状を通知することを選んだ場合には、自行通知の信用状が外観上正規に発行された

ものと認められるかどうか点検するために相応の注意を払う。…」と記載されているこ

とから、信用状の発行の通知を受けた銀行はその正規性を確認の上受益者に通知しなけ

ればならないところ、十分な確認ができないまま、受益者に通知してしまったものであ

り、通知銀行である都市銀行における信用状の正規性に関する点検上の過失があると認

定したものである。 
 現在、国際的な銀行の間においては、相手方通信の正しさを、スイフトによる場合の

Authentication Key(認証文言)の有無あるいはテレックスの場合はテストキー(暗号番

号)の確認によって行っているところであるが、その確認のないまま、正規なものでな

いにもかかわらず、「正規なものである」とするテレックスを正規なものと軽信し、接

受信用状を発行してしまったものである。現実には、何回か、テストキーを知らせろな

ど、シティバンクとやりとりをしていたのであるが、最終的には、確認できないまま、

うっかり、接受信用状を発行してしまったものである。 
 接受信用状を発行した都市銀行の過失は明らかであるが、都市銀行側は、毎日多数の

信用状につき接受信用状発行しており注意義務の限界はあるとか、巧妙に仕組まれた偽

造を発見する義務まではないと主張したが、いずれも斥けられた。テストキーの確認を

怠ればその責任は免れないとし、そのように判断したからといって偽造の発見まで求め

るものではないとし、都市銀行の主張を排斥している。 
 最も、本件信用状の偽造は巧妙であり、発行銀行名は、著名な銀行である「CITIBANK 
NEW YORK」と極似した「NATIONAL CITIBANK」であり現実には存在していない。
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現存するのはアメリカの地方銀行である「NATIONALCITY BANK」であった。信用

金庫も、提携先の都市銀行に問合せするなどすれば、そのような銀行が存在しないこと

を確認できたところ、現実には、口頭で確認したため、問合せ先も、読みだけであった

ので「CITIBANKNEW YORK」と勘違いし、その存在を認めていた。原審判決は、信

用金庫も、問合せを文書でするなどもっと慎重にすればよかったと、信用金庫側にも信

用状発行銀行の存在を確認しなかったことは過失であるとして、30％の過失相殺をした。 
 本件訴訟は、貿易手形の買取依頼者(不渡手形の買戻請求)と接受信用状を発行した都

市銀行(不法行為)を訴えたのであるが、原審判決は、輸出手形の買取依頼者に対する不

渡手形の買戻請求に関しても過失相殺しており、信用金庫側からも控訴することとなっ

た。 
(2)売主と船主の共謀する詐欺 
国際貿易の取引において、銀行がクリーン船荷証券(Clean Bill of Lading)しか受け取

らない。売主が船主と結託し、物品の瑕疵を隠し、「よい状態」で船積したクリーン船

荷証券を発行する。そして、船主の発行したクリーン船荷証券による一切損失を担保す

るため、売主が自らあるいは銀行を通して保証状を発行する。これらの保証状が受取人

と信用状所持人に対する詐欺は、一般的に法律効力を構成しない。 
(3)買主から実施する詐欺 
買主の立場からみると、主に信用状を利用して詐欺を実施する手段は軟らかい条項

(Soft Clause)である。もし買主は信用状の中で、売主に取れない書類を要求すれば、そ

して書類を合致しない理由で物品代金の支払を拒んで、物品を騙してとる。軟らかい条

項は法学理論にも、法律規定にも、統一的あるいは権威的な定義はないので、一般的に

軟らかい条項は、申請人の要求に応じて、信用状の中に、添付した条件と思われる。そ

して、この条件で、信用状効力の発生と書類決済を制限する。周知のように、取消不能

信用状は発行されると、有効期限内に、受益者と当事者の承諾を得ない限り、発行銀行

が勝手に改訂あるいは取消することが許せない。受益者は表面上合致する書類を呈示し

さえすれば、発行銀行は代金を支払わなければならない。しかし、買主が売主の輸出を

急ぐ願望などの欠点を利用して、信用状の中に申請人と発行銀行に支払義務を解除する

権利を与える条項記入して、申請人と発行銀行が取引過程を完全に把握することができ

るようにすれば、この条項は、信用状の「軟らかい条項」(Soft Clause)あるいは落とし

穴条項(Pitfall Clause)という。軟らかい条項信用状は、実際に形を変えた取消可能信用

状であって、受益者の代金に対する権利を保障のない立場に置かせた。注意しなければ

ならないことは、中国の銀行界と貿易実務家は軟らかい条項を信用状詐欺の一つ種類と

認定する。 
3、信用状詐欺の分類に関する判例の分析 
(1)書類の不実記載 
① 運送書類の船積日に船舶が入港していなかった事例 
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Ⅰ、Merchants Corp. of America v.Chase Manhattan Bank 事件 (N.A.5 UCC Rep. 
Serv. (Callaghan) 196 (N.Y.Sup.Ct.1968)) 

X2 は韓国からの物品を購入した買主 X1 会社に融資している商業クレジット会社で

ある。X らは売買契約の支払手段として Y 銀行に取消不能信用状の発行を依頼した。

本件信用状は、支払条件として 1968 年 1 月 31 日以前に韓国において商品が船積され

ることを証明する書類の呈示を定めていた。X らは 1968 年 2 月 19 日に Y 銀行より、

1968年1月31日に商品が船積されたことを証明する文面上信用状条件に一致した書類

の受領を通知された。しかし書類呈示が商品の船積後三週間も経ってなされたことに疑

念をもち、調査を開始したところ、信用状において特定されていた船舶が、韓国のプサ

ン港に船積のため、1968 年 2 月 13 日停泊していたという事実が判明し認定された。 
裁判所は Sztejn 事件を引用し、第一に X らは単なる疑念に基づき行動しているので

はない。第二に本件における争いは買主・売主間の契約の不履行あるいは担保責任に関

してではなく、独立した契約である信用状条件である。それについての詐欺の主張、お

よび適切な注意を行使した合理的な調査に基づき、原告によって立証された「船舶に関

する」情報は、Y 銀行に対してもまた有効であるとし、X らの差止命令請求を認容した。 
Ⅱ、Siderius, Inc.v. Wallace Company, Inc. and Texas Commerce Bank National

事件 (583 S.W.2d, 852(1979)) 
X 会社は Y1 会社に外国産鋼鉄パイプを売却する契約を締結し、その支払手段として

Y2 銀行に取消不能信用状の発行を依頼した。本件信用状は船積期限に関し数回修正さ

れて、最終的に争いとなったイタリア製パイプの船積期限が 1975 年 1 月 15 日となっ

た。1975 年 2 月 20 日、X 会社は Y2 銀行に信用状に基づく支払のために船荷証券およ

びその他の書類を手形に添付して呈示した。船荷証券の日付は 1975 年 1 月 15 日とな

っていたが、Y らは詐欺的に信用状条件に一致させた書類であるとして支払拒絶した。

これに対し X 会社が支払を求めて提起したのが本件である。ところが物品が船積され

たはずの船舶が 1975 年 1 月 15 日に、港に到着していなかったという事実が明らかで

あり、またこれについて異議が申立られなかった。結局当該船舶が 1975 年 1 月 24 日

まで入港せず、パイプの搭載は 1975 年 1 月 29 日まで完了しなかったことが事実とし

て認定された。これによって、陪審は、X 会社が当該パイプの船積の手配およびその船

積に関する書類の銀行への呈示において誠実に行動することを怠り、パイプが実際に船

積された日付を知りながら、故意に虚偽的表示をしたと判断した。 
裁判所の判決により、商品ではなく書類を取り扱う信用状の発行銀行は、受益者によ

って呈示された書類の正確性および完全さに依拠することができなくてはならない。本

件において詐欺は書類自体のものであり、原因取引の物品ではなかった。そして顧客の

通知により詐欺の抗弁が成立したのである。したがって、X の信用状に基づく支払請求

を棄却した。 
上記の両事件において、運送書類に記載された船積日に、実際には船舶が入港してい
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なかったということが事実として認定された。それにもかかわらず信用状条件に外観上

の一致をさせ、船積日を不実記載した書類は詐欺的であると判断された。信用状が原因

取引から独立した書類取引であることを理由に、船荷証券の船積日の不実記載は詐欺で

あるとした。また、Ⅱの Siderius, Inc. v. Wallace Company, Inc. and Texas Commerce 
Bank National 事件においては、実際に船積された日付を知りながら、故意に虚偽的表

示をしたことは、受益者の故意という主観的要素が強調されている。 
② 送り状の価格が原因取引における合意よりも水増しされていた事例 
Bank of Nova Scotia v. Angelica-White Wears Ltd.事件 (36D.L.R. (4th), 161, 

Supreme Count of Canada, March 5, 1987) 
Y 会社は A から男子用作業着を「CIF モントリオール」の条件で購入し、その支払

手段として A を受益者とする信用状の発行を X 銀行に依頼した。船荷は台湾からモン

トリオールへ運送する予定で、第三者による船積、部分船積および積み替えが許容され

ていた。また本件信用状は買取信用状(Negotiation Credit)であった。Y 会社は、本件

信用状の買取銀行である B 銀行による買取後、X 銀行に呈示された手形および送り状

の金額が詐欺的水増しされて、また検査証明書において要求されている署名が偽造され

たと主張し、X 銀行に B 銀行に対する支払を拒絶するように依頼した。X 銀行はその通

知にもかかわらず B 銀行に支払をし、Y 会社の口座から手形金額を引き落としたが不

足が生じたため、その金額を Y 会社に支払うよう訴えを提起した。他方 Y 会社は、X
銀行が支払義務はないのに支払ったのであり、代金の不当請求を受けているとして、損

害賠償を求める反対請求を提訴した。X 銀行の請求を認容した控訴審判決を不服として

Y 会社が上告したのが本件である。 
裁判所は、「呈示された書類が文面表正規であり、また信用状条件に一致していると

きに、発行銀行が信用状に基づき振り出された手形の支払義務を負うという一般原則に

対する例外は、信用状の受益者による詐欺の事件として認識されている。」と述べた。

そして詐欺につき、以下四点の判断基準を提示している。(1)詐欺は書類上のものに限

らず、原因取引上のものも含む、(2)受益者による行為のみが対象となる、(3)詐欺の抗

弁は正当所持人に対抗できない、(4)証明基準として、(a)発行銀行に対する支払差止命

令を認容する場合には「相当程度の証明がなされたこと」、(b)発行銀行の判断に基づ

く支払拒絶を正当化する場合には「立証されたこと」を適用するというものである。本

件においては、(2)は問題となっていない。(4)に関しては、発行銀行の支払後に、発行

依頼人がその正当性を争っていることから(4)の(b)の証明基準が適用されることとなる。 
裁判所は、原因取引に基づき合意された商品の送り状価格が水増しされたことは、「適

切な価格の表示に関する限りで No.0014 を詐欺的な書類にするともいえ、また原因取

引の履行における詐欺ともいえ、いずれにせよ詐欺として独立性の例外に該当する」と

判示した。しかしながら X 銀行が、No.0014 以外の送り状に関して詐欺があるという

情報を Y 会社から得ていたとしても、それは X 銀行に送り状 No.0014 に関する調査を
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開始させるものではなく、また X 銀行が詐欺について知っていたかという問題に何の

関係もないとした。そしてほかの証拠は送り状 No.0014 の価格が正確ではないという

示唆を X 銀行が受けていたことが伺えるが、「その証拠は送り状 No.0014 の金額に関

する詐欺が、手形の支払前に十分に立証され、発行銀行の知るところになったという事

実を証明するものではない。」として、X 銀行の支払請求を認容した。 
本件においては、発行銀行に対する支払差止命令請求の場面と、発行銀行の支払後に

その正当性を判断する場面における詐欺の証明基準が差別された。前者については、差

止命令がエクイティ上の救済であることから、その一般的な要件との整合性を保つ「相

当程度の証明」という基準が提示された。他方後者については、詐欺が「立証」される

ことを用件とする。信用状条件に外観上一致した書類の呈示に対して支払義務を負い、

書類の真正性については免責され、それを調査する義務のない発行銀行の立場を考慮し

たものである。詐欺とは、書類の文面上に表れていないのであるから、合理的な注意を

もって書類を点検し、支払をした発行銀行は何ら責任を負わされるものではない。した

がって、詐欺が存在しているという単なる主張が発行依頼人によってなされたとしても、

それが立証できなけば、発行銀行の支払は正当化されることになる。発行銀行の求償件

の存否を判断する基準として、より厳格な証明を発行依頼人に要求するものである。 
(2)第三者による書類の不実記載 
これまでの事件は、詐欺と認定される行為が、受益者自身によってなされていた。第

三者によって書類の不実記載がなされる場合において、詐欺の抗弁の成立要件であるか

につき、イギリス貴族院の判決が詐欺の抗弁の要件につき詳細かつ興味深い見解を述べ

た。 
第三者によって作成された書類の不実記載が詐欺として争われた事件は、United 

City Merchants(Investments) Ltd. Glass Fibers and Equipment’s Ltd. v. Royal 
Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)である。第一審たる Queen’s Bench 
Division、控訴審たる Court of Appeal、上告審たる House of Lords において徹底的に

争われ、結論も異なるというものであった。以下のような事実の下に争われたものであ

る。売主 X は、ペルーの買主 Y に対して、グラス・ファイバー製造機械を売却する契

約を締結した。X を受益者とする取消不能信用状が開設され、当該信用状は Y 銀行に

よって確認された。 
信用状には、当該商品の船積は 1976 年 12 月 15 日までになされるべき旨が明定され

ていた。しかし、商品が現実に船積されたのは、同年 12 月 16 日であった。このとき、

船会社の代理人たる B は、船積日の日付が当該信用状の条項の一つであり、重要な意

義を有するものと認識しつつ、船積日を 12 月 15 日とする船荷証券を作成した。 
X は、当該船荷証券を含む荷為替手形を取り組み、これを Y 銀行に呈示したが、Y 銀

行は事前に真実の船積が 15 日ではなく 16 日になされた旨の情報を得ていたので、

「我々の手にした情報は、船積が実際には船荷証券に記載されたようになされなかった
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ことを示唆している」という理由で支払を拒絶した。そこで X は、Y 銀行による支払

を求めて訴求したものである。 
Y 銀行は、B の行為が詐欺にあたることを主張するとともに、これに加えて、呈示さ

れた書類がたとえ文面上信用状条項に一致していても、銀行は、もし何らかの書類が重

要な事項(Material Particular)に関して不正確であることを知っていれば、支払を拒絶

できるのだと主張した。 
第一審において、Mocatta 判事は、まず B の行為が詐欺に該当するか否かに関し、B

のなした記載が詐欺的不実記載であると認定した。しかし、B は、船荷証券の作成に関

して X の代理人ではなく、X は当該不実記載につき善意であったから、X には詐欺が存

在しないとの認定がなされた。Mocatta 判事は、Sztejn 事件や Edward Owen 
Engineering Ltd. v. Barclays Bank Int. Ltd.事件 ([1978]1 Q. B. 159) に言及した。「信

用状に基づいて書類を呈示する売主による個人的詐欺または背信的行為が存在する場

合、銀行が違法な原因から権利は生じない」の原則に基づき、文面上一致している書類

に対して支払を拒絶する権限があるということは正しい。しかし、本件では、すでに原

告 X の側に詐欺はなかったと認定した、また事実問題としても、原告が書類を呈示し

た時点で船荷証券の日付が不実記載であることを知っていたと認定することもできな

い。」Mocatta 判事は、これまでの英米の諸判例が受益者自身に詐欺また背信的行為が

あった事件に基づくものであることに鑑み、信用状の独立性の原則に対する例外の根拠

は、「違法な原因から権利は生じない」という法理によるものであると解した。すなわ

ち、第一審においては、書類を呈示する受益者自身によって詐欺がなされた場合、ある

いは少なくとも詐欺に関して受益者が悪意の場合にのみ、銀行は例外的に信用状に基づ

く支払を拒絶しうると判示されたわけである。受益者の善意悪意にかかわらず広範な例

外を認めようという銀行の主張は、その主張を受け入れるならば、「国際取引の円滑な

流れを甚だしく損なうであろうし、遂行し難いような余分の煩わしい審査を銀行に課す

ことになるであろう」と示した。 
控訴審において、信用状の受益者に対する銀行の支払義務に関して、銀行は次のよう

に主張した。信用状の受益者に対する銀行の義務は、書類が真正でかつ文面上信用状条

項に一致しておれば支払をなすことである。もし書類のいずれかが、①重要な事項に関

して不正確であるか、または②その作成者の知るところによれば不正確であるか、また

は③受益者の知るところによれば不正確であるならば、銀行に支払義務は存在しない。

書類を呈示するものが瑕疵を知らない有償の所持人であるか否かは重要なことではな

い。書類が偽造されている場合または詐欺によって汚染されている場合、受益者は支払

を受ける権限がない。善意で行為したことを証明しても不十分である。 
この主張は、事実上認容された。まず、Stephenson 判事は次のように述べた。「銀

行は、受益者が正しい書類を呈示するものと信頼している。もし受益者が呈示する書類

を他人に交付するのであれば、すべての関係当事者にとっては、これらの書類が信用状
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の要件のみならず事実にも当然に合致しているであろうことが重要である。もし、それ

によって騙すことを企てた何者かの意図のゆえに、書類が正確でないのであれば、私は、

善意の当事者間においては、銀行またはその顧客ではなく受益者の側に損失を課すると

いう選択の方に合理性があると思う。」 
また、Ackner 判事は、仮に船荷証券の署名が偽造されておれば、売主が善意であっ

たとしても、銀行がそれを知っておれば、銀行は荷為替手形を決済しこれを買主の計算

に帰せしめる権限がないとし、銀行は、「紙くずであると知っている書類と引換えに引

受または支払をなす義務を負うべきでない」と述べた。そして、「もし書類が偽造され

たものであれば、それは明らかに有効なものではない。」買主の銀行に対する指図は、

有効な書類の受入のみを要求しているものと解釈されなければならず、銀行の売主に対

する確約も同様に解釈されなければならない」とした上で、「第三者によって偽造され

た書類と第三者によって詐欺的に完成された書類との間に、原理上どうのような違いが

あろうか。前者の場合において重要な事実を知っている銀行に支払の拒絶を義務づけな

がらも、後者の場合において支払を強制するような原則に説得力のある根拠が存在しえ

ようか」と述べた。 
さらに Griffith 判事も次のように述べた。「銀行は書類を支払の担保として取得する。

…書類を呈示するものが自ら偽造者に騙され、書類が真正であると信じることはありえ

ても、そのことは偽造書類の受入を拒否する銀行の権利に影響を与えようがない。…銀

行にとって、問題なのは書類が価値のないものであるという事実である。かかる場合に

おいて、銀行が支払を拒絶する権利は「違法な原因から権利は生じない」という法理に

基づくのではなく、銀行の義務は信用状の要件に従った真正の書類の呈示に際して支払

をなすことであるという事実に基づくのである。仮に呈示された書類に詐欺的に虚偽の

記載がなされているのであれば、それらは真正な一致書類とはいえず、銀行は支払義務

を負わないのである。」 
控訴審において、船積日の日付が詐欺的に不実記載された本件船荷証券は無効でない

と判示しつつも、また一方、書類が偽造であれば、それが無効であると述べている。控

訴審は、書類が偽造である場合とこれに詐欺的不実記載がある場合とを同列に論じてい

るように思われるが、書類が無効である場合と不実記載はあるが無効とはいえない場合

とを同列に扱いうるのであろうか。本件において、Griffith 判事は、銀行は真正な書類

に対して支払義務があり、不真正な書類に対して支払義務がないと述べており、有効な

あるいは無効なという表現は用いられていない。または、銀行は有行為な書類のみを受

入る権限があるという表現を用いた Ackner 判事も、証券の発行日というのは、「重要

な日」であるから、そして、それが詐欺的に不実記載されているから、当該船荷証券は

真正な書類ではないと結論づけている。これは、事実上、銀行は書類の「重要な事項」

が不正確であれば支払義務を免れるのだという、確認銀行側の主張を認容したものであ

る。したがって、本件では、書類の有効、無効というよりはむしろ、当該書類が真正で



78 
 

ないことが、国際取引における「国際的約束を損なうほどにあるいはそれ以上に詐欺的

である」場合を問題にしているといえる。そして、その場合には、「もし銀行が船荷証

券は第三者によって詐欺的に完成されたことを知っておれば、あたかも売主が詐欺の当

事者であったことを知っていたのと同様のやり方で、それを不一致書類として扱わなけ

ればならない」としている。すなわち、軽微な不実記載は問題とならないが、それが詐

欺に相当するほど重要である場合が問題となるであって、その場合には、偽造と同様に、

誰がそれをなしたかにかかわりなく、銀行は支払を拒絶しうるという趣旨であると思わ

れる。 
このような考え方の背後には、得に Ackner 判事や Griffith 判事の見解から伺えるよ

うに、信用状の与信機能を円滑ならしめるために、銀行に与信の見返りとなる担保を確

保させるという点に重きを置いた判断があったような印象を受ける。すなわち、銀行は、

書類の呈示者に対する信用状の確約の履行によって、発行依頼人たる買主に対する補償

請求権を取得する。確約の履行と引換えに、銀行が取得した書類は、それに瑕疵がない

場合は、補償請求権に対する実効性のある担保となるであろう。しかし、銀行が確約の

履行と引換えに偽造書類を取得したとしても、当該書類は補償請求権の担保としては、

無価値である。同様に、詐欺的書類に関しても、たとえ法的に有効な書類であっても、

買主に対する補償請求権を確保する実効性ある担保という観点からは、ほとんど無価値

の書類というものが存在しうるであろう。かかる場合に、銀行を保護すべく、受益者の

知らない詐欺的記載のある書類の拒絶を銀行に認めるという考え方も当然に成り立ち

うると思われる。 
しかし、本件に限って言えば、船荷証券の日付の詐欺的不実記載が、観点に照らして、

銀行が確約の拒絶をなしうるほどの、書類における「重要な事項」の詐欺的不実記載で

あったか否かという点は、問題であろう。結局、控訴審は、書類の「重要な事項」にお

ける不実記載の「重要性」の意義または基準の判断において不十分であったと評価でき、

この点が後の上告審における争点の一つとなったのである。 
上告審において、控訴審の結論を覆し、再び第一審の結論を支持した。Dip lock 判事

は、控訴審において、銀行が拒絶を正当化されるためには、不正確な記述が「重要」で

なければならないとされた点について、「重要」とは何かという疑問が導かれると指摘

した。「この疑問に対して銀行側から示された解答は、もし真実が開示されたならば、

買主に商品の拒絶を権限づけるような不実記載であるというものであった。船積の日付

または商品の不実表示などを例としている。しかし、これは信用状が依って立つ独立性

の原則を破壊する。それは、確認信用状によって支払を受ける売主の権利を、確認銀行

の知らない商品売買契約の条項に基づく売主に対する買主の権利に従属させることに

なる。」さらに、真正な書類でなければ、信用状を通じた与信に際し、当該書類が銀行

にとって実効性のある担保とならないと示唆する控訴審の判断に対しては、次のように

反駁した。「そのような……法的正当性は、銀行が信用状に基づいて売主に支払をなす



79 
 

ときに、銀行によって買主のためになされた与信の担保として、書類が関係している商

品に対する銀行自身の利益にあると示唆されている。しかし、そうであれば、『書類に

おける不実記載は何にとって重要でなければならないか』という疑問に対する解答は、

『買主による補償がなされず、銀行がその担保権を実行しなければならなくなった時に、

書類が関係している商品が、転売に際して、実際に売却できる価格にとって重要』であ

るということになろう。」 
そして、本件商品たるグラス・ファイバー製造機械が転売によって現金化される金額

は、船荷証券の日付が、12 月 16 日の代わりに 12 月 15 日と記載されたことによって

影響を受けないから、かかる不実記載は、「本件における確認銀行の信用状に基づく確

約の履行の拒絶を正当化しない」と判示した。 
すなわち、上告審は、信用状の独立性の原則に対する例外を書類が「重要な事項」に

関して不正確である場合にも認めよという主張に対し、そのような例外の範囲を「重要」

といった曖昧な文言で課することは、信用状取引の基礎を危うくするとまず指摘した。

そして、控訴審において不十分であった「重要性」の意義について、判断の指標を検討、

示唆するとともに、本件について言えば、船荷証券の船積日の不実記載は、銀行にとっ

ての実効性ある担保という観点からは、何ら「重要」ではないと述べ、控訴審の結論を

退けたものである。Dip lock 判事の判旨は、控訴審の理論構成を受けて、これに立脚し

たとしても本件については銀行を保護すべき根拠がないと判断したものであるが、され

に彼は、控訴審の理論構成自体が疑問であるとして次のように述べた。控訴審の結論が、

たとえ売主たる受益者が善意であっても、確認銀行は偽造されたことを知っている書類

に対して支払をなすことを拒絶しうるという前提から出発したものであることを指摘

し、「私は、たとえ書類が偽造されたという事実が書類のすべての法的効果を奪い、そ

れを無効にし、それゆえ確認銀行にとって買主に対する与信の担保としてその価値がな

い場合でも、偽造書類に関してその前提を受け入れ……ようと思わない。」としている。

そして、次に、UCC 第 5-114 条は、詐欺と偽造とを同列に扱っているが、発行銀行が

信用状に基づいて振り出された為替手形や権限証券を正当所持人として取得したもの

に対しては手形の引受・支払をしなければならないと規定していることを示した上で、

「私はなぜに……偽造を知らない売主たる受益者が、彼自ら呈示をする前に為替手形を

譲渡しなかったからといって、何らかの不利な立場に立たされなければならないのかと

いう理由を見出すことができない」と述べた。 
受益者以外の為替手形や権限証券の正当所持人が、書類の瑕疵にもかかわらず、信用

状に基づいて履行を受けることができるということとの均衡上、書類の瑕疵に対して善

意の受益者も履行を受けるのではないかとの趣旨であろう。 
しかし、Dip lock 判事が言及した UCC 第 5-114 条は、受益者のより知らない書類に

おける詐欺または偽造を予想して立法されたものか否か、必ずしも明らかでない。むし

ろ、これを予想せずに立法されたもののように思われる。本条は、Sztejn 事件を契機
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として立法されたものであり、立法以前に、受益者のより知らない書類における詐欺ま

たは偽造を扱った本件のような事例は、アメリカにも、またイギリスにも存在しなかっ

たからである。第 5-114 条は、受益者による書類の偽造または詐欺的不実記載のゆえに

書類の真正が損なわれていても、その瑕疵は、為替手形や権限証券の正当所持人に対す

る抗弁たりえないことを規定したものと考えられる。したがって、極端な場合、仮に受

益者のより知らないところで当該信用状に基づいて為替手形が偽造された場合は、偽造

を知らない所持人が当該証券を含む書類をいくら譲渡したとしても、後の所持人は常に

偽造の抗弁を対抗される。受益者のより知らない権限証券の偽造の場合にも同様のこと

がいえよう。鑑みれば、受益者のより知らない偽造の書類に関しては、必ずしも Dip lock
判事の言ったような一律の利益衡量で処理しえないのではないかという疑問が残る。こ

のように、上告審の判断には疑問が残されるものの、当面、この判決によって、イギリ

スにおいては、偽造書類または詐欺的不実記載を含む書類が受益者によって呈示された

場合、銀行は、受益者自身によって偽造または詐欺がなされたか、あるいは少なくとも

受益者がそれについて悪意の場合にのみ、確約の履行を拒絶しうるということになった

のである124。 
(3)原因取引における商品の瑕疵 
原因取引における商品の瑕疵を知っていた事件は NMC Enterprises, Inc. v. 

Columbia Broadcasting System, Inc. 事件 (14 UCC Rep. Serv. (Callaghan) 1427(N. 
Y. Sup. Ct. 1974))である。 
オーディオ製品およびその付属品の卸売業者である X 会社は、Y 会社から受信機お

よび関連機器を購入する契約を締結し、支払手段として信用状を提供した。当該契約の

締結過程において、受信機などに関する品質が記載されたカタログが交付され、特に継

続出力値は X 会社の当該商品選択における重大な要因であった。ところが当該受信機

が市場に出回ったあとに、X 会社は継続出力値がカタログに記載されていた数値よりも

相当低いというクレームを顧客から受け、またそれは事実として確認された。加えてこ

のような不一致が、契約の履行前に Y 会社によって認識されたいたこと、またそれを X
会社に開示することを怠ったということが Y 会社の役員によって自白された。X 会社

が、Y 会社の信用状に基づく支払請求の差止を求めたのが本件である。裁判所の判決に

より、商業信用状は通常発行銀行の顧客と受益者の間の原因取引から明らかに独立して

いる。一般的な原則として、発行銀行の支払義務は、商品の品質、状態に関する売主に

よる通常の担保責任の不履行には影響されない。通常の過程において発行銀行は、商品

あるいは書類がそのような原因取引に一致しているかにかかわりなく、信用状条件に一

致した請求に対し支払、あるいは手形を引受なくてはならない。しかしながら善意の第

三者が介在せず、書類あるいは原因取引が意図的な詐欺で汚されている場合は、たとえ

                                                   
124 浅木真一「荷為替信用状と詐欺:英国判例を中心として」名古屋大学法政論集 117 号 191 頁～232 頁

(1987 年）。 
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書類が文面上条件に一致していたとしても手形は支払われる必要がなく、また裁判所は

そのような引受を抑制する差止命令を発することができると判示し、X 会社の差止命令

請求を認容した。 
 
3.2.3 信用状詐欺の発生原因 
1、信用状詐欺の客観的発生原因 
一面、数回改訂された UCP600 はなおもすきにつけこむところがある。UCP600 第

5 条「書類と物品、サービスまたは履行」、「銀行は、書類を取り扱うのであり、その書

類が関係することのできる物品(goods)、サービス(services)または履行(performance)
を扱うのではない125。」第 14 条「書類点検の基準」a 項:「指定に基づき行為する指定

銀行、もしあれば確認銀行、および発行銀行は、書類が外見上充足した呈示となってい

るとみられるか否かを、書類のみに基づき決定するために、呈示を点検しなければなら

ない126。」第 34 条「書類の有効性に関する銀行の責任排除」、「銀行は、次のことにつ

いては、なんらの義務も責任も負わない。書類の様式、十分性、正確性、真正性、偽造

または法的効力。書類に規定された、またはそれに付加された一般条件または特定条件。

書類によって表示された物品、サービスまたはその他の履行の記述、数量、重量、品質、

状況、包装、引渡、価値または存在。物品の送り主、運送人、フォワーダー、荷受人、

保険者またはその他の者の誠意、作為、不作為、支払能力、履行または地位127。」第 2
条「オナー(Honor)の定義」、a 、信用状が一覧払(Sight Payment)により利用可能な場

合は、一覧後に支払うこと。b、信用状が後日払(Deferred Payment)により利用可能な

場合は、後日払約束をし(To Incur a Deferred Payment Under Taking)、且つ支払期日

に支払うこと。c、信用状が引受(Acceptance)により利用可能な場合は、受益者により

振り出された為替手形(Bill of Exchange)を引受、かつ支払期日に支払うこと128。以上

述べたところを総合すれば、銀行と関係があるのが書類のみである。もし書類が外見上

充足した呈示となれば、指定銀行が受益者の呈示した書類の真実性を確認する義務はな

く、必ず支払を承諾する。 
もう一面、国際貿易業界における日和見主義者がたくさんいる。機会を利用して巧妙

に取り入り利益を得ることは誠実に商売することより設けが早いので、これも信用状詐

欺の成因となる。 
2、信用状詐欺の主観的発生原因 
国際上における詐欺行為に対して、信用状専門家の分析した結果は、業務員の素養が

信用状詐欺を形成する主観的原因であると指摘される。 
(1)業務知識と経験の不足や情報の欠乏や無責任と警戒心のないなどの欠点が、信用

                                                   
125 飯田勝人訳・前出注（20）21 頁。 
126 飯田勝人訳・前出注（20）29 頁。 
127 飯田勝人訳・前出注（20）51 頁。 
128 飯田勝人訳・前出注（20）19 頁。  
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状詐欺にドアをあける便利を提供する。 
警戒心があれば、たとえどんな巧妙な計略であっても、破綻を発掘することができる。

疑わしいところに疑問をすれば、このきっかけから信用状詐欺のもとを探し出すことが

できるはずである。たとえば、荷物引渡指図書(荷渡指図書)129などの書類に記載された

船舶と実際に船積された船舶が違う、または実際船積した時間は信用状に規定された有

効期限より遅いなどの現象に疑問を質すことができる。例として船舶の名前の違いにお

いて、荷物引渡指図書に記載された船舶の名前は実際に船積された船舶の名前と符合し

ない可能性が二つある。①根本的にこの貨物は存在でない、②船積された船舶の名前は

異なる。この二つの可能性の結果は、両方とも危険である。前者、貨物はなければ、買

主として商品代金を支払う必要はない。後者、C&F 条件130で契約した場合は、買主と

して保険に加入する必要がある。もし実際に船積された船舶は保険をかけた船舶と異な

りになれば、保険法の基本的原理に基づき、保険会社は海上運送から生じた損害賠償を

拒絶することができる、これによって、警戒心を高める必要はとても重要である。以上

の問題と切っても切れない業務員の素養も信用状詐欺を防止するキーポイントだと思

われる。したがって、現在の変わりかたが測り知れないほどめまぐるしい信用状詐欺を

予防するため、業務員の素養を育成することは一刻も猶予できない課題となる。 
(2)取引相手に対する了解の不足とあまりにも信頼しすぎる。 
(3)傭船契約131によって船舶を雇う、且つ雇った船舶は 15 年以上の船舶である。 
一般的に航海ぎめ用船132で、ほとんど同じ船主なので、ある用船は事故があって、船

舶の所有権が変更された。 
 

3.3 節 信用状詐欺の認定 
3.3.1 信用状詐欺の主体  

 信用状詐欺の主体を実務上受益者のみに限らないとする論説が二つある。狭義説は、

                                                   
129 『広辞苑』によると、荷渡指図書とは、倉庫営業者・物品保管者に対して、物品の引渡を指図する証

券。特に海上運送において、船主が船長・埠頭経営者にあてて、証券所持人に運送品の引渡を指図する証

券である。 
130 江頭憲治郎『商取引法（第 5 版）』64 頁（弘文堂、2009 年）。C&F 条件（CFR 運賃込渡）とは、海

上運賃を売主が負担し、貨物海上保険料は買主負担とする契約条件である。インコタームズの定型取引条

件の一つである。CIF 条件の変形である。CIF 条件の最も顕著な特色は、船積書類（Shipping Documents）、
即ち海上運送人の発行した船荷証券（Bill of Lading）、保険者の発行した貨物海上保険証券(Marine 
Insurance Policy）及び売主自身の発行した送り状（Invoice）を売主が買主に交付する形で、売主の物品

引渡義務の履行がなされ、契約に特段の定めがない限り、買主は、船積書類と引換えに代金を支払う義務

を負うこととなる点である。 
131 鈴木竹雄『商行為・保険法・海商法（第 2 版）』140 頁（弘文堂、2006 年）。傭船契約は、船腹の利用

を主眼とし、船腹の全部または一部を貸し切って、物品の運送をすることを引き受ける契約であって、そ

の相手方を傭船者、運送賃を傭船料と称する。 
132 中国「海商法」(1992 年 11 月 7 日第 7 回全国人民代表大会常務委員会第 218 次会議通過、1992 年 11
月 7 日中華人民共和国主席第 64 号公布 1993 年 7 月 1 日起施行）第 4 章海上貨物運輸契約第 7 節「航海ぎ

め用船契約の特別規定」航海ぎめ用船とは、船舶貸出人が荷送り人に船舶或は船舶の一部船室を提供し、

貨物の船積を約束し、一つの港から別の港まで、荷送り人が約定運送賃を支払い、運送する用船契約の種

類の一つである。 
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信用状詐欺の主体が受益者のみを主張している。広義説は、詐欺行為を実施するものが、

受益者だけではなく、その書類を偽造するものも、詐欺行為の主体と見なす。したがっ

て、第三者も詐欺の主体となる可能を主張している。 
 １、狭義説 
 イギリスにおいて、John F.Dolan 教授の主張によって、詐欺行為が受益者自身の行

為のみである133という観点を採用している。United City Merchants (Investments) 
Ltd. v. Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep. 267)に、原告は受益者の譲受

人であって、被告は支払承諾銀行である。支払承諾銀行が実際の船積期日は 16 日であ

るのに、その呈示された書類に船積日の 1976 年 12 月 15 日を記載していることを理由

として支払を拒絶した。もし実際の船積日を記入すれば、受益者および譲受人が、書類

の不一致による代金の支払を拒絶されるおそれがある。後に、裁判所の調べにより、船

積の記入者は運送会社であることを明らかにした。受益者および譲受人がその事情を知

らないこともわかった。一審裁判所の判決により、本件において詐欺を実施したものは

受益者また譲受人でなく、受益者と関係のない運送会社である。したがって、受益者が

詐欺行為を実施する悪意もなくため、Sztejn 事件と本質的な区別があるので、銀行の

支払を拒絶する権利はないという判決を下した。そして、上訴裁判所は一審の判決を却

下した。その理由は受益者が詐欺行為に参加していないにもかかわらず、書類の自体が

詐欺行為に生じたものであるので、無効な書類だと判別できた。銀行が無効な書類に対

して、支払を拒絶する権利があると解説した。そして、最終裁判所の判旨により、受益

者に限り、信用状の代金を獲得するため、書類の記載が事実と相異のあることを承知し

ているにもかかわらず、依然として詐欺を目的にし、銀行に偽造の書類を呈示する行為

が、信用状詐欺を構成すると解明した。 
 また、受益者から実施する詐欺行為は、第三者と合議する行為を含む。オーストラリ

アにおける Contradict Distributions Pty Ltd v. Bank of New South Wales 事件

([1984] 3 NSWLR 110 (SC))に、裁判所の判旨により、たとえ受益者が実際に詐欺行為

を実施していなくても、その書類が偽物を承知していれば、詐欺行為と見なし、銀行の

支払拒否権を有すると認可すべきだと解した。 
 2、広義説 
 イギリスの有名な商法学者である Goode 教授が、United City Merchants 
(Investments) Ltd. v. Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)における

詐欺の主体は受益者の行為に限られている判決に対して、異なる見解を述べた。書類の

自体が偽造のものでさえあれば、詐欺行為は誰が実施したことを問わず、発行銀行の支

払拒否権利を有すると主張した134。この見解は、UCC 第 5-109 条の 2(b)項の規定と一

致している。UCC の規定により、「もし申請人が、要求された文書が偽造されたか、

                                                   
133 王瑛・前出注（7）136 頁。 
134 王瑛・前出注（7）138 頁。 
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もしくは実質的に詐欺的であること、または呈示の支払は、発行人もしくは申請人に対

して、受益者による実質的な詐欺をなさしめることになることを主張する場合、適切な

管轄権をもつ裁判所は、もしその裁判所が次の認定をする場合にのみ、一時または永久

に、呈示の支払をすることを発行人に禁止するか、または発行人もしくはその他の同様

の救済を認めることができる」135。すなわち、たとえ受益者が詐欺行為に対する承知し

なくても、裁判所が無辜の申請人と無辜の受益者に対して、無辜の申請人を優先に保護

することになるべきである。 
 Goode 教授の観点は、以下の三つの理由がある。 
 (1)信用状の体系における書類の中心地位 
 信用状取引において、当事者が処理するのが貨物でなく、書類である。書類の真実性

が信用状体系の基礎であり、銀行が書類の真実性に対する責任を負わないが、表面上の

一致且つ偽造された書類を受け取ることを意味していない。信用状取引において、受益

者が真実の書類を呈示する義務がある。 
 (2)信用状の法律による危険分配にかかわる書類の重要性 
 信用状の体系が一方では適時に代金を回収し、売主の権利を保護する。一方では、貨

物を獲得する買主の権利を確保する。たとえば第三者の偽造により、独立性の例外が援

用できないと、買主にとっては、信用状体系の衡平機能が売主に片寄るおそれがある。

権利と義務の一致という角度から見ると、たとえ書類が第三者の偽造であっても、最終

的に受益者が銀行に呈示することにより、貨物の代金を回収する。換言にすれば、第三

者が詐欺を実施するときに、信用状の代表する利益が受益者に帰するので、受益者がそ

の詐欺行為によって生じた危険(銀行に支払を拒否される)を背負うべきである。 
 (3)信用状の書類取引原則を表現する書類の効力 
 書類取引原則が信用状体系の順調に運行する保障である。もし書類が第三者の偽造で

あることにより、発行銀行が偽造された書類を受け取らなければならないと、書類取引

原則に背くことになる。 
 信用状が貿易の決済手段として、詐欺者の身分を問わず、必ず危険を負担するものが

必要である。上記のように、受益者が負担することは妥当である。 
 ① 信用状の取引において、その開設により銀行の条件付支払を承諾することを構成

する。その対応に、受益者が契約を履行するあるいは銀行に書類を呈示する義務を背負

い、取引と書類にかかわる詐欺行為がその要求と合わない。 
 ② 書類の呈示者はほとんど受益者が選んだので、信用状の申請人と直接の関係をも

ってないため、受益者が慎重に行動すべきであり、さらにその選択により生じる危険を

背負うべきである。 
 ③ 受益者が申請人より先に書類を接触するため、早急に詐欺行為を防ぐことができ

る。且つ、詐欺行為が発生するときに、詐欺を実施したものに対する責任を追及しやす

                                                   
135 田島裕訳・前出注（9）282 頁。 
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い。 
 

3.3.2 信用状詐欺の基準 
1、信用状詐欺の主観的基準 
アメリカの Sztejn 事件に、Shietang 裁判官の判断により、「本事件において、単純

に貨物の品質にかかわる契約の違反に関する論争ではなく、受益者がたくんで貨物を発

送しないことを事実から推断できる。」この事件の判旨に基づき、「故意(悪意)の詐欺」

という信用状詐欺の主観基準を確立した。 
(1)故意(悪意)の存在 
英米法における悪意とは、不実を知っていながら陳述することを指すと解している136。

Sovereign Pocahontas Co. v. Bond 事件 ([Z]. 120 F. 2d p.39)は、責任を負わない虚偽

を陳述した典型的な判例である。この事件において、原告に弁償を求められることを避

けるため、被告が実際に欠損している経営を儲けることに誤魔化した。裁判所の判決に

基づき、仮に実際の状況を把握する可能であるけれども、あて推量で状況を断定し、虚

偽の陳述をし、詐欺に関する訴訟を引き起すならば、その生じた責任を負わなければな

らない。 
アメリカの判例法に基づき、信用状にかかわる悪意を存在することに対し、訴訟を提

起することにあたって、銀行が支払を拒絶する権利を有する。Roman Ceramics 
Corporation v. Peoples National Bank 事件 (714 F.2d 1207 (3rd Cir.1983))に、受益者

が信用状の約束手形による二回請求を企てることに対し、発行銀行が原因取引の取引に

詐欺行為の存在を理由として支払を拒んだ。その事実では、受益者が書類を呈示するこ

とにより、支払を請求した。しかし、発行銀行が通知銀行から通知をもらって、その書

類に応じてすでに申請人の承諾により支払を受けたことをわかった。したがって、受益

者の二次請求という意図を主張し、原因取引に詐欺行為を存在する理由で支払を拒絶し

た。裁判所の意見は、受益者の二次請求という行為が明らかに主観的に悪意を持つこと

により、詐欺の故意の存在と判定でき、発行銀行の主張を認めた。 
NMC Enterprises, Inc. v. Columbia Broadcasting System, Inc.事件 (14 UCC Rep. 

Serv. (Callaghan) 1427(N.Y.Sup.Ct.1974))において、ステレオ受容体の売買契約によ

って、原告 (買主) が被告 (売主) を受益者としての信用状の発行を依頼した。しかし、

契約の目的物としてのステレオ受容体の性能が約束どおりより低くて、さらに受益者の

一人管理人がその提供した貨物は欠陥を存在するものであることを承認した。裁判所の

判断により、もし書類また原因取引が故意の詐欺行為に汚されたことにあたって、たと

え表面上が一致しても、銀行が支払を拒絶すべきである。この事件の事実に基づき、原

因取引の履行に関する品質の紛争が、詐欺による信用状の独立性の例外を援用すること

ができないと解すべきである。けれども、売主が主観的に詐欺の故意(悪意)の存在を証

                                                   
136 金塞波「美国法的信用状詐欺和禁止命令」国際商法論叢 1 巻 277 頁（法律出版社、1999 年）。 
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明できるため、詐欺を判断する主観的基準にあてはまるので、独立性の例外を援用する

ことができる。 
(2)事実根拠の欠乏 
信用状詐欺の主観的故意(悪意)に対するイギリス判例法の規定により、一つは詐欺実

施者が虚偽の書類および内容を承知していることである。二つは受益者の詐欺行為の目

的が、信用状の代表する代金を貪ることである。 
 実務における事実根拠の欠乏には、二種の状況がある。一つは、受益者が原因取引に

基づく支払を請求する権利を有しない。たとえば、原因取引に賦与された貨物を提供す

る義務を有する受益者が故意に貨物を船積しないあるいは一部だけ積荷をするにもか

かわらず、銀行に偽造の書類を呈示することにより、支払を求めることを証明できれば、

その行為が信用状詐欺であると認定できる。二つは、受益者が自らもその支払を受ける

ことを信じない。貿易の本質が売買双方の利益を得ることである。したがって、原因取

引の紛争が起こるならば、受益者が補う措置を取ることを許す。発行依頼人あるいは第

三者が異議を提起した後、受益者が必要な補う措置を取らず、依然に支払を求めれば、

詐欺行為が認定できる。 
 RPPC v. Bank Leumi 事件 ([1992] 1 Lloyd’s Rep.513, (Q.B.) per. Hirst, J.)において、

受益者が銀行に呈示した書類中に以前の取引で使用した書類がついたことを判明した。

裁判官の意見により、受益者が書類の偽造を完全に承知している(know perfectly well)
ため、有効な支払請求を構成しないと解説した。裁判所の判旨により、受益者が偽造の

書類を承知しているにもかかわらず、発行銀行に書類を呈示したことは、受益者の主観

的悪意が存在すると判明できた。 
 (3)実際損害の発生 
 ドイツにおける信用状詐欺を定義していないため、裁判所が民法に定められる詐欺の

概念で、実務上にある信用状詐欺の難問を解決する。「ドイツ民法典」第 116 条に基づ

き、表意者が真意でないことを自ら知りながら行う意思表示は、心理留保である。相手

方は普通真意を知りえないから、心裡留保も表示どおり有効だが、知りうる場合は無効

である137。これによって、ドイツ法における意思表示の外部効力のみを認める。すなわ

ち、当事者の主観的意図が当事者の最後の外部意思表示を基準とする最終的判定基準で

ある。 
しかし、信用状取引の双方の所在地は異なる国であるので、発行依頼人あるいは発行

銀行が直接に受益者の詐欺行為を証明することが非常に難しいである。したがって、実

務上受益者が実施した行為から推断することがよくある。2004 年中国福建省高等人民

裁判所が審理した「申請人の樟州百佳有限会社訴シンガポール来宝谷物有限会社、第三

者招商銀行アモイ分行信用状支払停止」事件138において、買主がシンガポール来宝谷物

                                                   
137 鄭衝＝贾紅梅訳『德国民法民法典』22 頁（法律出版社、1999 年）。 
138 金赛波『中国信用证和贸易融资法律案例和资料』141 頁～142 頁（法律出版社、2005 年）。 
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有限会社からブラジル産大豆を購入し、荷為替信用状方式で代金を支払う契約を締結し

た。大豆がアモイに到着した後、アモイの出入境検疫局の検査により、貨物に毒物が含

まれていると検出されたので、その大豆の入境を禁止することとなった。裁判所の判決

により、受益者の提供した大豆が加工食品の材料になれないため、輸入を禁止した。そ

の大豆が全く無価値であると判断されたので、現在の証拠に基づき、受益者の行為が信

用状詐欺を構成したと判明された。 
2、信用状詐欺の客観的基準 
信用状詐欺の範囲を検討するならば、詐欺による信用状独立性の例外の外延を確定す

ることが必要である。信用状詐欺の客観的基準を研究することが縦の深さへ詐欺の内包

に対する検討が必要である。主に三つの基準に分ける。 
(1)実質性の詐欺基準 
UCC における実質性の詐欺に対する規定があって、書類にある詐欺要素が書類の買

取銀行にとっては実質的で、あるいは詐欺行為が原因取引の当事者に重大な影響を及ぼ

す。UCC 第 5-109 条の正式解説に詐欺は、重大なもの(Materiality)でなければならず、

重大であるかどうかは、最終的には裁判所が決定することになる。詐欺の重大性につい

て、Cromwell v. Commerce & Energy Bank 事件(464 So.2d 721 (La.1985))を参照し、

以下の注釈になる。1,000 バーレルのサラダ油の船積に関し、998 バーレルしか船積し

ないのにもかかわらず、1,000 バーレルの船積が行われたことを表す送り状を呈示する

受益者の行為は、「詐欺的(Fraudulent)」ではあっても、それが「重大な詐欺(Materially 
Fraudulent)」とはいえないが、実際は 5 バーレルの船積に対し、1,000 バーレルの船

積が行われたことを表す送り状を故意に呈示する受益者の行為は、「重大な詐欺」に該

当し、禁止命令を正当化するという具体例を示し、実務上の指針を与えている。 
 また、「発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺」とは、「受益者自

身による重大な詐欺」でなければならないとされている。 
(2)実質性虚偽の陳述基準 
イギリスの Jack 教授の著作において、「実質性虚偽の陳述」が銀行の支払義務に影響

を及ぼすと解された。 
すなわち、如実に事実を記載すれば、銀行が支払を拒絶する権利を有すると定義した。

United City Merchants (Investments) Ltd. Glass Fibers and Equipment’s Ltd. v. 
Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)事件に、Dip lock 裁判官が「実

質性虚偽の陳述」に関して解説した。受益者が書類の記載と事実の不一致を含み、且つ

それを承知していることにもかかわらず、銀行に呈示することにより、その実質性虚偽

の陳述に基づき、銀行が支払を拒む権利を有する。この事件において、船積日が改ざん

されたのに、貨物の価値に影響を及ぼさなかったため、虚偽の陳述を構成しないと解さ

れ、詐欺行為に該当しないという判決が下された。 
 (3)柔軟性の基準 
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 UCC 第 5-109 条に基づき、詐欺的行為を二つに分けた。一つはもし文言上は厳密に

信用状の諸条件を満足していると思われる呈示がなされたが、要求された文書が偽造さ

れた。二つは、実質的に詐欺的なものであるか、あるいは呈示の支払が、当該発行また

は申請人に対し、受益者による実質的な詐欺をなさしめることになると思われる場合、

適切な管轄権をもつ裁判所は、もしその裁判所が認定する場合にのみ、一時または永久

に、呈示の支払をすることを発行人に禁止するか、または発行人もしくはその他の同様

の救済を認めることができる139。 
 アメリカの United Bank Ltd. v. Cambridge Sporting Goods Corp.事件 ((1976) 392 
NYS 2d 271)に、原因取引に基づき、買主はボクシングのグローブを購入したのに、売

主は実際に船積したものが古い破棄物である。本件について詐欺による信用状独立性の

例外を援用するか否かを検討するときに、裁判所の指摘は、売主が貨物の品質の担保義

務またはその明確な詐欺行為に関する判別が精確に判別することが非常に困難である

ので、詐欺を構成する要素が柔軟性のある基準を採用すべきである。しかし、柔軟性の

基準が「推定詐欺」に等しいとしない。アメリカの Dynamics Corp. of America v. 
Citizens Southern National Bank 事件 ((1973) 356 F Supp 991)に、裁判所が「推定

詐欺」について定義した。この事件において、アメリカの会社としての原告が、インド

政府に防衛の武器を輸出した。その契約に基づく義務を履行する能力を証明するため、

売主が銀行にスタンドバイ信用状の開設を申請した。インド政府が売主の契約義務を履

行しない証明しさえすれば、発行銀行が契約の賠償としてインド政府に代金を支払うべ

きである。契約の一部を履行した後、インドとパキスタンの間に戦争が起こったので、

アメリカ政府がその地域に武器の提供を禁止し、アメリカ会社が継続に契約を履行する

ことができなくなった。これによって、インド政府がすでに交付された武器の代金の支

払を拒絶し、スタンドバイ信用状と表面上一致している書類も呈示し、信用状の代金を

求めた。売主がインド政府の呈示した書類が詐欺的な記載があることを理由として裁判

所に訴訟を提起し、売主が契約を履行したと主張し、発行銀行の支払を禁止することを

求めた。裁判所がその主張を認め、詐欺に関する法律が静止ではなく、裁判所がその変

化しつつある貿易取引の性質に照合し、継続に調整すべきである旨を指摘した。この衡

平法の救済を追求する訴訟において、原告が金銭損害賠償訴訟のように、詐欺の成立を

証明する必要はない。衡平法上の詐欺の範囲が普通法の詐欺より広い、その詐欺の要件

は普通法または衡平法の義務、信頼を違反する行為が、相手に信頼され、損害をもたら

したことである。 
3、信用状詐欺の証明基準 
訴訟の理論と実務において、事実の認定が紛争を解決する核心問題である。事実の発

見、認定の鍵は証拠を把握することである。すべての事件の裁判が過去の発生した客観

的事実を根拠にしなければならない。時間の逆転できないことにより、過去の事実が再

                                                   
139 田島裕訳・前出注（9）282 頁。 
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現できないので、証拠を通じてしか証明できない。当事者の訴訟行為、裁判所の判決行

為が、双方当事者の提供した証拠をめぐって展開するべきである。裁判官が事実の認定

を裁判証拠としての判断は、当事者の提供した証拠が証明基準を満たすことである。 
(1)証明基準の意味 
証明基準の意味について、三つの学説がある。客観的真実説、相対的な真実説、法律

真実説に分けている。 
客観的真実説では、すべての訴訟において、証明に関する要求が共同である。具体的

に、「事件の事実の筋が明らかであって、証拠が確実且つ充分である」140。 
相対的な真実説では、証明が認識活動であり、訴訟行為である。したがって、認識論

の普遍規律に従うとともに、法律の手続による調整と制約も受け入れるべきである。自

身の相対性に対する認識と証明の特殊性によって、事件に対する認知が客観的事実に合

致する不可能を決定づける。具体的な基準において、主観的基準は裁判官の確信且つ疑

いないである。客観的基準は、最大限に事件の事実に符合することである141。 
法律真実説では、訴訟を証明する過程に、証拠を通じる事件の真実を認定するには、

実体法と手続法の規定に従い、法律上の真実に関する程度を満たすべきである。法律真

実の実現において、訴訟の証明活動が実体法に事実の有無をめぐって、実施すれば、充

分である。手続に関する問題の解決において、手続法に事実の有無をめぐる進行すれば

充分である。 
(2)大陸法系国家の証明基準 
ローマ帝国後期から 19 世紀中世にかけて、イタリア教会法とゲルマン普通法が法定

証拠主義を採用し、事実の認定を進行してきた142。法定証拠主義とは(恣意的な判断を

防止するため、判断基準を法で定めること)の対概念をなす。裁判での事実認定を行う

際に、裁判官の証拠の評価において法律による判断基準を設けるという考え方。フラン

ス革命期までのヨーロッパの法制度では法定証拠主義がとられており、被告人の自白を

有罪の要件としていた。そのため、しばしば自白を得るための拷問や過酷な取調べが行

われていた。自由心証主義はこれに対する批判として登場した(自白偏重の否定)。法定

証拠法則(たとえば、契約の締結について争いがあるとき、契約が締結されたと言う証

人を三人用意すれば必ず契約は締結されたものとして扱われる。) などは、科学や社会

が現在ほど発達しておらず、裁判官としての素質が不十分な者も裁判官となっていた時

代においては、裁判官の恣意的判断を抑制し、事実認定を安定させるものであったと評

価できるが、現在のように社会が複雑・多様なものとなると形式的な証拠法則のみによ

って正確・妥当な事実認定を行うことは困難となり、状況に応じた柔軟な判断を可能と

するため自由心証主義が採用されているものと考えられる。またこの前提には、裁判官

                                                   
140 劉金友『証据理論与実務』160 頁（法律出版社、1992 年）。 
141 卞建林『论刑事证明的相对性』26 頁（法律出版社、2002 年）。 
142 小林秀之『新証拠法』36 頁（弘文堂、1998 年）。 
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に対する相応の信頼もあるといえる。 
自由心証主義とは、訴訟法上の概念で、事実認定・証拠評価について裁判官の自由な

判断に委ねることをいう。裁判官の専門的技術・能力を信頼して、その自由な判断に委

ねた方が真実発見に資するという考えにある。 なお、自由心証主義といっても、裁判

官の全くの恣意的な判断を許すものではない。その判断は論理法則や経験則に基づく合

理的なものでなければならない。民事訴訟上の自由心証主義はその内容として証拠方法

の無制限と弁論の全趣旨の斟酌・証拠の証拠力の自由な評価を含む。証拠方法の無制限

証拠取調べの対象となる有形物に原則として制限はない。つまり、証拠能力には原則と

して制限がない。 
弁論の全趣旨とは、当事者の陳述の態度や証拠提出の時期など、証拠資料以外の審査

過程に現れた一切の状況をいう。補助的な心証形成手段であるが、やむを得ない場合は

これだけで(証拠によらずに)事実認定が可能である。証拠力の自由評価証拠の証明力(証
拠の価値)の評価を裁判官の自由な判断に委ねる。ただし経験則や論理法則には拘束さ

れる。証拠方法の無制限とは、特定の事実の認定のための証拠方法が制限されず、あら

ゆる人・物が証拠方法となるということを意味し、証拠力の自由評価とは、証拠をどの

程度重視するかという、証拠価値の評価を裁判官の自由な判断に委ねることを意味する。

弁論の全趣旨とは、口頭弁論に現れた一切の資料や状況をいい、当事者の弁論内容のほ

か、当事者や代理人の陳述の態度、攻撃防禦方法の提出の時期などが含まれる。これら

は、全く恣意的に裁判官が判断できるというような絶対的自由を意味するものではなく、

裁判官は論理法則や経験則による拘束を受け、裁判官の判断はそれらに基づいた合理的

なものであることが求められる。つまり、ここでいう自由とは、証拠方法を限定し、あ

るいは事実を推認する法則を法定して事実認定に拘束を加える法定証拠主義をとらな

いという、法定証拠法則からの自由を意味するものである。 
(3)英米法系国家の証明基準 
英米法系における民事証明基準は、最も公認されるのが、Miller v. Minister of 

Pensions 事件 ((1974) All ER 372, pp.373-374)である。裁判官の意見により、証拠の

状況はその存在の可能性が不可能より高ければ、その証明責任(Burden)が解除される

(Discharged)べきである。もしその蓋然性が同じであれば、証明責任を解除しないと解

説した。この判旨は、英米法系における民事事件に関する「蓋然性衡平証明」(Proof on 
the Balance of Probabilities)という証明基準になった。 

(4)証明基準の司法運用 
イギリスの判例法において、詐欺を証明する基準が高めに制定している。Edward 

Owen Engineering Ltd. v. Barclays Bank Int. Ltd.事件 ([1978]1 Q.B.159) に、

Denning 裁判官の意見により、銀行が明確な詐欺事実のみを知る限り、支払を拒むこ

とができる143。オーストラリアの Austral Ships Pty Ltd. v. National Australia Bank 
                                                   
143 王瑛・前出注（7）161 頁。 
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Ltd.事件 (WASC, 13 February 1997, 2221/1996, Temple man)に、裁判所の指摘によ

り、詐欺の事実証拠が明確でなければならない。銀行がただ詐欺の存在を声明するだけ

で、十分ではなく、必ず詐欺の事実を把握する必要がある。 
3.3.3 信用状詐欺の立証責任 
紛争を解決する活動としての訴訟が、現実において当事者間に合理的に手続と実体に

関する権利、利益を分配する行動である。その本質は公正と利益を求めることである。

裁判所が事実を明らかにし、適切な法律を援用することが、証拠をめぐる展開による。

したがって、訴訟過程において、主張を証明するため、証拠を提供する手続は、立証責

任制度という。すべての訴訟において、「事実を根拠とし、法律を基準とする」原則が、

訴訟の核心となる証拠の地位を示した。立証責任は、証拠制度の出発点に帰属しながら、

手続法と実体法をつなぐ橋梁でもあると解される。 
 １、立証責任の定義 
 立証責任とは、裁判では、原告が訴訟について事実関係の主張を行い、それに法律関

係を当てはめる主張を行う。そして、原告は事実関係の主張を根拠付けるための証拠の

申し出を行う。これに対して、被告は原告の主張を排斥するために、事実上の主張およ

び根拠付けるための証拠の申し出を行うことになる。また、当事者が自己に有利な要件

事実を立証できなかった場合、その事実は存在しないという主張を受けることを「立証

責任を負う」という。 
 また、学界によって、立証責任が三つの学説に分けている。行為責任説とは、証明責

任が証拠を提供する当事者に帰属する学説である。二重意味説により、証明責任に行為

意義の証明責任と結果意義の証明責任という二重の意味をしている。危険負担説により、

証明責任は法律の事前の規定であり、事実が不明である場合、当事者の一方に敗訴の危

険を負わせる。上述の学説に、行為責任説と二重意味説が、立証責任と証拠の提供を混

乱させるおそれがあるので、筆者が危険負担説に賛成する。 
2、立証責任の法律性質 
日本の民事訴訟では、原則として自己に有利な法律効果の発生を求める者が、要件事

実について証明責任を負うと考えられるが、その説明において、二つの考え方がある。

一つは、事実が真偽不明である場合には、その事実を要件事実に適用されないという法

規不適用説である。もう一つは、真偽不明の場合に事実を擬制して法の適用を可能とす

るための証明責任規範があり、それに基づいて証明責任が生じるとする証明責任規範説

である。以前においては、法則不適用説が通説的地位を占めていたが、現在では証明責

任規範説が通説となっている。証明責任規範説における見解の中でも通説的とされる見

解は「修正された法律要件分類説」と呼ばれる見解であり、条文の構造等を基礎にしつ

つも修正を認める見解である144。 
3、信用状詐欺による独立性の例外における立証責任の分配 

                                                   
144 出典: フリー百科事典『ウィキペディア(Wikipedia）』 (2013/12/31 02:36 UTC 版)。 
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 立証責任の分配に関する通説的見解である法律要件分類説においては、各当事者は自

己に有利な法律効果の発生を求める法規の法律要件について立証責任を負うとされて

いる。 
 信用状詐欺による独立性の例外における立証責任は次のように分配される。 

(1)実質的な詐欺の立証責任 
 信用状に関する実質的な詐欺の認定は、立証責任が一般的に信用状詐欺を主張する申

請人(すなわち支払禁止命令の申請人)に帰する。申請人が実質的な詐欺行為の存在、実

質的な損害および因果関係を証明するのみならず、銀行が支払を行う前に、すでに確実

な証拠をもって、支払禁止命令を申請することも証明しなければならない。もし書類を

呈示した受益者あるいはその代理人が詐欺に関する事情を知らなければ、つまり受益者

あるいはその代理人が詐欺に関する事情を知らないことについて、立証責任を負わなけ

ればならない。 
(2)詐欺的な故意に関する立証責任 
立証責任の分配は、原則的に主張する側が、立証責任を負うべきである。しかし、特

定事件において、権利を主張する側が客観的に証拠を提供することができない場合があ

る。すなわち、立証責任を負わない当事者が立証責任ある当事者の立証を困難にすると

いう証明妨害の法理に該当する場合に、反対事実について、立証責任を負わない当事者

に証明責任を負わせるという「証明責任の転換」を実施する。中国最高人民裁判所の「中

華人民共和国民事訴訟法の適用に関する若干問題の意見」第 74 条145に規定された六種

の特殊越権行為および「証拠規定」第 4 条146に規定された八種の越権訴訟は、原告の立

証責任ではなく、被告が「証明責任の転換」という規定による立証責任を負うべきであ

る。詐欺的な故意に関する立証責任において、「証明責任の転換」に基づき、立証責任

を負わない当事者に証明責任を負わせるへきである。もし立証責任を負わない当事者が

原因取引および信用状取引にかかわる法律関係において、自己また第三者が詐欺的な故

意がないと証明できなければ、その立証責任を負わない当事者また第三者が詐欺的な故

意が存在すると推定できる。 
(3)善意の第三者の立証責任 

 UCC 第 5-109 条 a 項に善意の第三者が信用状詐欺による独立性の例外の適用例外に

帰属すると規定した。「最高人民裁判所の信用状紛争の事件の審理に関する若干問題の

規定」第 10 条にも同じ規定を制定した。したがって、一定の条件に該当する善意の第

三者が信用状詐欺による独立性の例外に抗弁できる。もし書類の所持人が善意の第三者

であれば、所持人が書類を所有することの合法性に対する立証責任を負うべきである。

且つ、すでに代金を支払ったことあるいは書類に基づく将来必ず支払う承諾および代金

を支払ったあるいは支払を承諾した時において、善意であることを証明しなければなら

                                                   
145 王瑛・前出注（7）172 頁。 
146 王瑛・前出注（7）174 頁。 
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ない。 
3.3.4 中国法律における信用状詐欺に関する認定 

 １、信用状詐欺の範囲に関する規定 
 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高

人民裁判所審判委員会(2005年 11月 24日法釈[2005]13号公布 2006年 1月 1日に施行)
第 8 条以下のいずれ状況に符合する場合、信用状詐欺の存在を認定するべきである。（1）
受益者が書類を偽造し、または虚偽の内容が記載された書類を呈示すること。（2）受益

者が悪意で貨物の交付しない、または価値のない貨物を交付すること。（3）受益者が発

行依頼人または第三者と共謀し、実際の貿易取引を偽装し、偽の書類を呈示すること。

（4）その他信用状詐欺を実施する状況。最後の条項が、裁判所の自由裁量権の範囲に

帰属する。第 14 条に、「信用状詐欺と原因関係たる取引の紛争の併合審理」について、

さらに規定した。（1）人民裁判所が信用状の詐欺事件を審理する過程において必要と認

めるときは、信用状の紛争とその原因関係の紛争を併合して審理することができる。（2）
当事者が原因関係の詐欺を理由に訴えを提起するときは、事件と関係を有する発行銀行、

買取銀行またはその他、信用状に基づく法律関係における利害関係者を第三者として指

定することができる。第三者は訴訟参加の申出をし、人民裁判所も第三者に訴訟参加を

告知することができる147。 
2、詐欺の実施主体に関する規定 
中国において、詐欺実施主体に関する規定が、広義説の観点を取り入れている。最高

人民裁判所が公布した中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規

定」の第 8 条（信用状詐欺）に基づき、(1）受益者が書類を偽造しまたは虚偽記載のあ

る書類を呈示するとき。(2）受益者が悪意により物品の引渡をせず、または価値のない

物品の引渡をするとき。(3）真実の原因関係がないにもかかわらず、受益者、発行依頼

人またはその他の第三者が共謀して虚偽の書類を呈示するとき。(4）その他の信用状詐

欺が行われるとき。すなわち、受益者である売主、発行依頼人である買主および第三者

が詐欺的行為を行う者に該当する可能であると解される。 
3、詐欺の主観的故意 

 受益者が実施した詐欺行為について、中国人民裁判所の判決により、必ず受益者の故

意があることを証明しなければならないと指摘した。連雲港口福食品有限会社訴韓国中

小企業銀行、中国銀行連雲港市核電支行事件において、江蘇省高等人民裁判所の判決に

より、発行銀行にとっては、受益者の詐欺行為に主観的故意がある場合のみ、且つその

行為による申請人に実質的な損害をもたらしたとき、詐欺による信用状独立性の例外を

援用し、信用状の代金の支払を拒絶することができると解説した148。 
4、詐欺の客観的基準 

                                                   
147 金賽波＝李健・前出注（62）32 頁～41 頁。 
148 最高人民裁判所民事審判第四廷編・前出注（64）211 頁。 
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 詐欺の客観的基準に関する認定は、中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関す

る若干問題の規定」の第 8 条に、よくある信用状詐欺の方式を列挙した。同時に、「そ

の他の信用状詐欺が行われるとき」という柔軟な認定方法を取り入れている。 
 中国人民裁判所が、事件の実際状況に基づく実質的な詐欺が存在するか否かを判断す

る。しかし、この柔軟な認定方法が裁判官に過大な自由裁量権を与えることにより、同

一の事件における裁判の基準を統一することができないおそれがある。 
5、立証責任 

 山東省高等人民裁判所が受理した中国保険青島子会社訴中国銀行山東省分行、青島恵

徳工芸有限会社事件149においては、中国保険会社が裁判所に青島市公安局の「青島恵徳

工芸有限会社の社長が信用状詐欺に巻き込まれる」という通知を呈示したあと、その進

展状況および証拠が提出されなかった。これによって、中国保険会社が契約の無効を主

張したことについて、証拠は足りないため、裁判所に採用されなかった150。 
 
3.4 節 信用状詐欺および信用状詐欺罪の比較 

3.4.1 国際における信用状詐欺と信用状詐欺罪に関する認定 
 １、日本刑法典 
 日本刑法典には、直接に信用状詐欺罪に関する規定はない。けれども、信用状を利用

する詐欺行為がある場合には、刑法 246 条(詐欺)に基づき、人を欺いて財物を交付させ

たものは、10 年以下の懲役に処し、前項の方法により、財産上不法の利益を得、また

は他人にこれを得させた者も、同項と同様とする151。 
 2、ドイツ刑法典 

ドイツ刑法典 263 条(詐欺)の規定に基づき、「(1)違法な財産上の利益を自ら得または

第三者に得させる目的で、虚偽の事実を真実に見せかけることによりまたは真実を歪曲

若しくは隠蔽することにより、錯誤を生じさせまたは維持させることにより、他人の財

産に損害を与えた者は、5 年以下の自由刑または罰金に処する。(2)本罪の未遂は罰せら

れる。(3)犯情の特に重い事件では、刑は 6 月以上 10 年以下の自由刑とする。」267 条

の規定に基づき、「(1)詐欺を目的にし、文書を偽造・変造するまたは偽造・変造され

た文書を使用する行為に対し、5 年以下自由刑あるいは罰金に処する。(2)本罪の未遂は

罰せられる。(3)犯情の特に重い事件では、刑は 6 月以上 10 年以下の自由刑とする」152。 
3、フランス刑法典 
フランス刑法における詐欺(Escroquerie)罪について、313-1 条(詐欺)に基づき、「(1)

虚偽の氏名若しくは資格を用い、真実の資格を濫用しまたは不正な策略を用いて、自然

人または法人を錯誤に陥れて、その者または第三者の利益に反して、資金、有価証券若

                                                   
149 金赛波・前出注（138）255 頁。 
150 金赛波・前出注（138）545 頁。 
151 王玉『信用状詐欺案件之刑民界分研究』79 頁(法律出版社、2012 年)。 
152 王玉・前出注（151）74 頁。 
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しくは何らかの財物の引渡、役務の提供または債務履行若しくは債務の免除について、

承諾させる行為は、詐欺とする。(2)詐欺は、5 年の拘禁刑および 2,500,000 フランの罰

金で罰する」153。 
4、スウェーデン刑法典 
スウェーデン刑法典 9 章(詐欺およびその他の欺瞞)1 条の規定に基づき、「欺瞞行為

によって行為者にとっては利得を、欺瞞された者もしくはその者に代わる地位にあるほ

かの者にとっては損害を意味する作為または不作為に人を誘引する者は、『詐欺』とし

て二年以下の拘禁に処する。不正なもしくは不完全な情報を提供すること、プログラム

もしくは記録物を変造することまたはその他の方法によって不法に自動的情報処理ま

たはその他の同様な自動的処理過程の結果に、行為者にとっては利得を、他の者にとっ

ては損害を意味する影響を与える者もまた詐欺として処断する。」2 条により、「1 条

に述べる罪が損害の規模およびその際のその他の事情から軽微と解すべき場合には、

「軽詐欺」として罰金または 6 月以下の拘禁に処する。」14 章(偽造に関する罪)1 条に

より、「実名、虚名を問わず他人の名前を書くこともしくは他人の署名を虚偽的に自分

のものとすることによりまたはその他の方法で、虚偽の文書を呈示し、または真正な文

書を虚偽的に変更もしくは補充するものは、右の措置が証拠の関連で危険を意味すると

き、『文書偽造』として 2 年以下の拘禁に処する。3 条により、1 条に述べる罪が重大

と解すべき場合は、『重文書偽造』として 6 月以上 6 年以下の拘禁に処する」154。 
5、イギリス刑法に基づく信用状詐欺罪の規定 
(1)Forgery and Counterfeiting Act1981(1981 年「偽造と模造法」) 
1981 年「偽造と模造法」は、イギリス刑法成文法の構成である。その前身は、1913

年「偽造法」(the Forgery Act 1913)である。この「偽造法」が廃除されたとともに、

その中の偽造罪も廃除された。通常、偽造行為は他の犯行の準備行為といわれるため、

犯罪とはならないので処罰しないと解される。しかし、この観点は、イギリスの法律委

員会に採用されなかった。 
 1981 年 7 月 27 日に「偽造と模造法」が実施した。その規定により、自身あるいは他

人のため、偽造またはその偽造されたものを使用し、第三者に真実を思わせ、錯誤の判

断を誘致する行為が、詐欺の犯罪と見なす。偽造の文書を構成する条件について、法律

委員会の意見により、偽造の実質は、虚偽の文書を製造し、他人に原本を思わせ、また

それによって、錯誤の行動を誘致する行為である。その条件を満たさないと保護範囲に

入られない。簡易審判においては、最高金額の罰金あるいは 6 月以下拘禁に処する。公

訴審判においては、10 年以下監禁に処する155。 
(2)Fraud Act 2006(2006 年「詐欺法」) 

                                                   
153 王瑛・前出注（7）113 頁。 
154 王瑛・前出注（7）109 頁。 
155 王玉・前出注（151）75 頁。 
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2006 年立法し、2007 年 1 月 15 日に実施された「詐欺法」は、刑事立法である。し

かし、その中に、詐欺の定義に関する規定は設けていない。けれども、法案の 1 条に、

虚偽陳述詐欺、情報公表しない詐欺および地位・権利の濫用詐欺の詐欺行為を規定して

いる156。 
 虚偽陳述詐欺は、詐欺罪によくみられる行為であり、信用状詐欺における主要な行為

でもある。法案 2 条に、経済を目的とした行為を含む広い範囲の詐欺罪を確立した。虚

偽陳述を構成するには、二つの条件を満たさなければならない。①陳述は不真実また惑

わしである。②当事者がその陳述は不真実また不真実あるいは惑わす可能を有すること

を知る。 
 法案に基づき、簡易審にあたって、12 月以下の監禁あるいは最高金額を超えない罰

金(あるいは両者併罰)。起訴審にあたって、10 年以下監禁あるいは罰金(あるいは両者

併罰)157。 
3.4.2 中国信用状詐欺と信用状詐欺罪に関する認定  
正確に信用状詐欺を理解するため、信用状詐欺と信用状詐欺罪を区別する必要がある。

意味論において、「詐欺」と「詐騙」は同じ意味であるのに、法律の適用範囲は違う。

信用状詐騙行為とは、中国刑法 195 条の規定によると、偽造、変造した信用状または

証票、文書、または廃棄信用状、または詐取した信用状、およびその他の手段で行う信

用状詐騙行為をいう。上述の行為を実施しさえすれば、引き起こされた危害の結果を問

わず、罪を犯すことと見なす。したがって、1、性質によって、信用状詐欺行為は民法

に違反するので、民事詐欺の一つ形式であって、私法の調整範囲に属する。信用状詐騙

は、非合法的占有の目的をし、信用状を利用して詐騙を実施した行為は、中国「刑法」

の 195 条の規定に従う犯罪行為であるので、公法の調整範囲に属する。2、行為の目的

によって、信用状詐欺の目的は、信用状を手段となす障碍を設け、相手を騙し、契約の

履行または契約の優位を占めることで、利益を取得することである。信用状詐騙は詐騙

を目的となし、契約と信用状を道具として利用し、契約を履行する意欲はなく、他人の

利益を損害し、非合法的利益を獲得する行為である。3、救済方法によって、信用状詐

欺に対する救済は、被害者から民事訴訟を提起し、司法機関の介入を禁止する。信用状

詐騙は、重大な社会危害性をもつので、刑法に違反するから、司法機関が能動的に介入

し、人民検察院から公訴を提起するべきである。4、法律の結果によって、信用状詐欺

は民事違法行為なので、民事責任を負うべきである。信用状詐騙は刑事違法行為に属す

るので、刑事責任を負うべきである158。 
                                                   
156 王瑛・前出注（7）149 頁。 
157 王瑛・前出注（7）162 頁。 
158 中国「刑法」(1979 年 7 月 1 日第 5 回全国人民代表大会第 2 次会議通過、1977 年 3 月 14 日第 8 回全

国人民代表大会第 5 次会議改訂中華人民共和国主席令第 83 号公布自 1977 年 10 月 1 日起施行）第 195 条

「信用状詐騙罪」、この法律は、次に掲げる罪を犯した国民に適用する。信用状詐騙を実施する者は、5 年

以下の懲役または有期徒刑、且つ 2 万元以上 10 万元以下の罰金を処する。金額巨大またはその他の重大な

事情がある者は、5 年以上 10 年以下有期徒刑、且つ 5 万元以上 50 万元以下罰金を処する。金額非常に巨
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第 4 章 信用状独立性の例外の概況 
4.１節 信用状独立性の例外の発展 

近年、国際貿易において信用状詐欺の事件は絶え間なく発生している。信用状の基本

原則に抵触する「詐欺の例外(Fraud Exception)」ルールについては論議が多い。信用

状取引に付随する詐欺行為はあとを絶たず、当事者間の争いの解決には信用状の独立抽

象性概念と社会的公正の観念と厳しい比較的考量が求められる。特に中国経済の高度発

展に伴い、信用状紛争数も増加傾向で示している。いわゆる信用状詐欺による独立性の

例外は信用状の独立性と相対的なもので、信用状の独立性を認める前提として、たとえ

受益者の呈示した書類は充足的であっても、当該書類が偽造・変造されている場合など、

銀行あるいは申請人が支払の拒否権を有する。 
最初に信用状詐欺による独立性の例外を確立したアメリカニューヨーク州の裁判所

の Sztejn v. J.Henry Schroder Banking Crop.事件 (177 Misc.719, 31 N.Y.S.2d 
631(1941))には、Chester Charles Sztejn が、インドの Tran sea Traders, Ltd.から剛

毛 (bristle)を購入する契約を締結し、J. Henry Schroder Banking Crop.が信用状を発

行し、船荷証券や送り状は信用状条件どおりの記載のある書類が呈示された。しかし船

積された物品は、牛毛その他の価値のない屑だったので、Sztejn(原告)は、信用状と手

形の無効および手形の支払禁止命令を求める訴訟を起こした。裁判所は「信用状取引で

の銀行の義務についての独立性の原則は、非良心的な売主を保護するために適用される

べきではない」とし、発行銀行に対して支払禁止命令を発した。裁判官は判決の中で信

用状の独立性の意義と機能を肯定した上で、事件の特別な状況について、以下のように

指摘した。「本件は単純的な売買双方間の売主が物品の品質に対する担保を破壊する論

争ではなく、売主は故意に買主の求める物品を船積しないと仮定される。このような状

況で、銀行が為替手形と船積証券を受け入れ、代金を支払う前に、銀行は既に売主の詐

欺に対する承知している限り、信用状取引での銀行の義務についての独立性の原則は、

非良心的な売主を保護するために適用されるべきではない。また、担保の違反と積極的

な詐欺は独立性に対する影響を与える違いがある。本件において、たとえ銀行に支払の

拒否権を与えても、如何なる不利に影響も及ばない。且つ銀行の立場から考量すると、

売買契約の実際の履行を問わなくても、船積書類に記載されている物品の確実の存在を

確保することは銀行と利害関係も十分にある。」したがって、最後に裁判所の判定は、

もし信用状発行銀行は既に受益者から表面の一致する信用状が呈示されても、実際に偽

りあるいは詐欺性がある場合に、信用状発行銀行はこれらの船積書類が信用状の条件と

合致しない理由で支払を拒否することができる。裁判所は申請人の要請に応じて、発行

                                                                                                                                                     
大またはその他の非常に重大な事情がある者は、十年以上有期徒刑または無期徒刑、且つ 5 万元以上 50
万元以下罰金または没収財産を処する。1、偽造、変造の信用状または付随的証票、文書を使用する者。2、
廃棄信用状を使用する者。3、信用状を詐取する者。4、その他の手段で信用状詐騙活動を実施する者。 



98 
 

銀行の支払を禁止することができる。しかし、裁判所のこの判定の例外は、もし売主に

委託された譲渡銀行159が正当な信用状所持人である場合、買主に詐欺の嫌疑があっても、

発行銀行は支払を拒否することができないと解釈された。 
Sztejn 事件の結論は 1962 年のアメリカ「統一商法典」信用状編第 5-114 条第二項に

立法された(1995 年の改訂で第 5-109 条に引継ぎ)。世界初の成文法の形式で信用状詐

欺を定めた。この第二項で「書類が文面上信用状条件に一致しても、書類が偽造されて

いるかもしくは詐欺的である場合、または取引において詐欺がある場合は、発行銀行は

為替手形または支払請求をオナーしなくともよい」とされる。「書類が詐欺的である場

合」とは、運送書類が空券(積荷がない)、受益者が運送書類を変造したような事件であ

り、「取引において詐欺がある場合」とは受益者が故意に売買契約に適合しない物品を

船積して、事情を知らない運送人に内容不知約項付の運送書類を発行させる事件や、受

益者が発行依頼人を欺むいて売買契約を締結させたような事件のことである160。 
イギリスの裁判所はアメリカに追随しない、信用状の独立性を理由として、信用状詐

欺によって生じた損害に禁止令の救済を与えない。1977 年に、ローマ法の「詐欺によ

りすべて無効となる」という格言を推量して、信用状詐欺の損害に禁止令の救済を始ま

った。大陸法系国家も救済の理由は違うのに、禁止令に相当的な救済を利用している。

ドイツ最高裁判所はドイツ「民法典」242 条の誠実信用原則に基づき、原因取引の下で

受益者の権利の濫用を理由として、信用状詐欺を認定した。フランスは信用状の独立性

を堅持した上で、信用状の下で受益者が原因取引の権利を濫用する時に、裁判所も銀行

が代金を支払うことを拒絶するべきだと考量する。 
 
4.2 節 信用状独立性の例外に関する法理の分析 
 4.2.1 信義誠実原則の違反 

社会公正と公共利益を守る信義誠実原則は民事活動の最高準則として、現代民法理論

の基礎および各国民商法の基本原則である。その機能は、当事者間の相互的な利益関係

を均衡し、法律の不整備と欠缺があれば、最高準則とし、それを補充することができる。

受益者が偽造の書類を呈示したことは、信義誠実原則に違反する場合において信用状独

立性を固執すれば、申請人が原因契約に基づく損害賠償を請求するしかできない、そし

て、損失を挽回する見込みはなかなかつかない。 
もし独立性原則の適用は申請人を明らかに劣勢に置かれて、当事者の利益と正常な商

業秩序を保護することに不利をもたらすならば、信用状制度の存在が必要ではないと考

えられる。信用状制度の内在の原動力は、銀行信用の安定性および支払承諾の確定性だ

けのみならず、信用状当事者に対する公平性に表現されるべきである。信用状詐欺の氾

濫は信用状制度および国際貿易の全体の発展に脅威を構成し、信用状制度の公正性と合

                                                   
159 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）34 頁。  
160 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）282 頁。 
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理性に疑いを抱かせる。したがって、たとえ銀行が受益者から実施する詐欺があっても、

支払を堅持すれば、申請人に貨物回収の不能と代金の支払という二重の損害をもたらす

ことになり、根本的に民事活動の最高準則としての信義誠実原則に違反し、各国の利益

にも符合しないと解される。 
4.2.2 取引安全原則の違反 
取引安全の確保原則は、商法の基本原則の一つである。商業の取引において、迅速性

を求めるのみならず、安全性も注意しなければならない。迅速性だけを追求すれば、当

事者の利益を保障することができない。信用状制度の根本的目的は、国際貿易取引の安

全を確保するため、貿易双方に安全且つ便宜を図る手段として、国際貿易の展開は順調

に促進することである。信用状独立性原則は、さらに安全の銀行信用で相対に危険の多

い商業信用を置き換え、貿易取引の安全係数を増やすことができる。同時に、独立性原

則の不整備は、信用状詐欺を引き起こす原因となり、貿易取引の安全係数を減少させる。

したがって、独立性を完璧にするため、貿易安全を確保し、「詐欺」という穴を埋め、

信用状独立性の例外を設立する必要がある。 
4.2.3 詐欺による無効または取消の原則の違反 
詐欺による無効または取消の原則は、各国民商法基本な法律原則の一つであるが、信

用状に関する詐欺が例外とはならない。これは、信用状独立性の例外に関する理論の基

礎である。一途に独立性を固執すれば、詐欺者を放埓することに等しいと考えられる。

現在、社会公正と良好な商業道徳を守るため、信用状詐欺について、信用状独立性の適

用を排除する対応が、各国の普遍的なやり方である。独立性原則は、信用状詐欺をもた

らした要素の一つであるが、信用状制度の中心でもある。もし詐欺により独立性原則を

否定すれば、全体の信用状制度を否定することに相当すると解される。したがって、信

用状独立性原則に基づく銀行の支払義務は、無道徳の売主を保護するべきではないと解

すべきである。 
 4.2.4 公序良俗原則の違反 
法律行為が公の秩序(社会の一般的秩序)および善良な風俗(社会の一般的道徳観念)に

適合しなければならないことは、法の一般原則である。したがって、公序良俗に違反す

る法律行為は無効とされる(日本「民法」90 条)161。すなわち、もし当事者の選択した適

用法(外国法および国際慣例)が本国の社会公共利益や法律基本原則などに違反すれば、

その適用を排除すべきである。各国における確立した信義誠実原則は、民事主体は信義

誠実を守ることが要求され、それを違反すれば、責任を負わなければならない(中国「民

法通則」150 条)162。したがって、信用状詐欺が発生する場合において、UCP600 の独

立性原則を固執することが明らかに社会の一般的秩序と道徳観念に違反するので、公序

                                                   
161 日本民法第 90 条公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的とする法律行為は、無効とする。 
162 中国民法通則第 150 条本章に基づき外国法律或は国際慣例を適用するには、中華人民共和国の社会公

共利益に背くことができない。 
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良俗原則に基づきその適用を排除すべきである。 
 
 4.3 節 信用状独立性の例外の価値 

4.3.1 信用状独立性に関する完全および発展の補助 
１、信用状独立性の例外を援用する前提は信用状独立性原則である。 
信用状独立性を守る上で、詐欺を防ぐ態度は、信用状詐欺事件を審理する場合に裁判

所の明確な態度である。アメリカの Intraworld Indus, v. Girard Trust Bank 事件

(336A.2d316(Pa. 1975))には、裁判所が詳細に信用状体制の奥に含んでいる政策優劣

(Competing Strengths)を検討した。同時に、信用状受益者が主動的に詐欺を実施する

(Active Fraud)とき、信用状独立性の原則の下に、成文法例外(Statutory Exception)を
制定することが重要だと判別した。 

2、信用状独立性の例外は信用状独立性原則に対する留保的な否定である。 
 Intraworld Indus, v. Girard Trust Bank 事件 (336A.2d316 (Pa. 1975))の結論によ

り、信用状独立性の例外を適用する限定がある。(1)受益者が不道徳な受益者(an 
Unscrupulous Beneficiary)であること。(2)受益者の詐欺行為が信用状発行銀行の原因

取引から独立する義務を設定する立法目的を破壊すること。(3)詐欺行為が十分な詐欺

(Egregious Fraud)であり、且つ受益者の呈示した書類が事実根拠(No Basis in Fact)は
ない。そして、原因取引に基づく善意の支払要求(No Bona Fide Claim Payment)を満

たさなければ、発行銀行が正当に支払を凍結することができる。(4)裁判所の支払禁止

命令が正しいである。 
 4.3.2 信用状書類取引性の補足 

1、アメリカ:UCC による受益者の書類に対する真実また一致の黙示保証 
UCC 第 5-111 条(保証)に基づき、「(1)もし呈示に対して支払がなされる場合、受益者

は、第 5-109 条 a 項に定める種類の詐欺または偽造がないことを、発行人、呈示がなさ

れたほかの相手方、および申請人に対し保証する。(2)振り出しが、申請人と受益者の

間の合意、またはそれらのものによって、信用状により目論まれたその他の合意に違反

するのでないことを当該の申請人に対して保証する。本条の保証は、第 3 編、第 4 編、

第 7 編および第 8 編のいずれかが対象とする文書の呈示または移転を理由として、それ

らの編により生じる保証に追加される」163。 
2、イギリス:信用状書類取引性を超えるのが信用状独立性の例外のみ 

 イギリス高等裁判所の指摘に基づき、「もし銀行が書類の裏側にある情報によって書

類の一致性を判断する権利を有すれば、その書類の不一致に応じる支払拒否が、妥当で

はない。もし銀行が書類の表面のみを処理すれば、弁償を獲得する権利を有する」164。 
3、カナダ:詐欺が生じる場合に書類取引原則は効かない 

                                                   
163 田島裕訳・前出注（9）283 頁。 
164 金賽波＝李健・前出注（62）235 頁。 
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Pan Pacific Specialties Ltd v. Shandong Machinery and Equipment 事件 (1/E 
Corp)においては、カナダ裁判所の判決に基づき、「発行銀行の支払は原因取引の履行状

況に応じる判断ではない。発行銀行の支払責任は受益者が適時に銀行に表面上信用状条

件と一致する書類を呈示することにより決定される。信用状独立性と書類取引性の規定

に基づき、発行銀行の義務履行が原因取引の履行状況に影響されないので、発行銀行が

書類に応じる支払責任を履行すべきである。したがって、詐欺が生じた場合のみ、独立

性と書類取引性の機能を果たさないと解される」165。 
 
第 5 章 信用状独立性の例外における比較法分析 
5.1 節 アメリカの成文法の規定 

アメリカにおける信用状紛争の早期の処理は、信用状詐欺に及んでいたといっても、

裁判官が信用状の制度から入手して、紛争を解決することをしていなかった。かえって、

伝統的な民商事紛争を扱って、契約法の原則で処理した。信用状紛争が絶え間なく現れ

ることに伴い、実務における経験を積み重ねるとともに、裁判官は次第に民商事の角度

から信用状紛争を処理しても、妥当且つ公平な判決に至ることができないと認識し、し

たがって、信用状制度の内部から紛争を解決するため、信用状自体に注目すべきである。

Sztejn 事件は、正に信用状詐欺による独立性の例外の形成となるきっかけであり、そ

の判決は信用状独立性の例外を確立する一里塚である。UCC 第 5 編信用状編は、その

判決から経験を吸収し、要約した規定の集まりである。 
5.1.1 改正前の UCC 第 5 編の規定        
1、改正前の条文 
書類の偽造および詐欺に関係するのは、二項である。第 5-114 条(発行人の引受･支払

の義務および特権 :補償請求権)(Issuer's Duty and Privilege to Honor; Right to 
Reimbursement)に基づき、(一項)発行人は、替手形または支払請求が当該信用状の条

件を充足している限り、物品または書類が「信用状の発行を依頼した」顧客と受益者と

の間における売買契約その他の原因取引に合致しているか否かにかかわりなく、これの

引受・支払(Honor)を行わなければならない。発行人は、すべての書類が発行人を満足

させるものでなければならないとする包括的条件が付加されされていることを理由と

して、為替手形または支払請求の引受･支払を免れることはできないが、発行人は、明

記された書類が発行人を満足させるものでなければならないことを要求することがで

きる166。 
(二項)他に異なる合意のない限り、書類がその文面上信用状の条件を充足していると

みられるが、要求された書類が、実際には、流通または譲渡の際になされる権原証券

(Document of Title)に関する「証券が真正であり、証券の効力を害する事実があること

                                                   
165 王瑛・前出注（7）79 頁。 
166 これは、呈示すべき書類の種類･記載内容･枚数を定めた信用状条件のことである。 
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を知らず、証券、物品の権原に関し、流通、譲渡が正当なものである旨の」瑕疵担保

(Warranties)(第 7-507 条)または証書付投資証券(Certificated Security)に関する「譲渡

が正当であり、証券が真正で重大な変造を受けておらず、効力を害する事実のあること

を知らない旨の」瑕疵担保(第 8-306 条)に合致していない場合、要求書類が偽造された

ものである場合、要求書類が詐欺的なものである場合、または、取引における詐欺があ

る場合には、 
(ａ号)買取銀行またはその他の為替手形または支払請求の所持人であって、その為替

手形または支払請求を信用状に基づき、かつその者を正当所持人(第 3-302 条)「有償で、

誠実に満期経過、拒絶、抗弁の付着等を知らずに、手形小切手等の流通証券を所定の流

通の方式により取得した者」であり、適切な場合には権原証券が正当に流通された者(第
7-502 条)「通常の取引、金融等の過程において、誠実に有償で抗弁の付着等を知らずに、

正当な流通の方式で、流通可能権原証券を取得したことにより、権原証券･物品の権原、

権原証券の発行人に対する権利等を有する者」または証書付投資証券の誠実な有償取得

者(a Bona Fide Purchaser of a Certificated Security)(第 8-302 条)「有償で、誠実に権

利否認の主張を知らずに、投資証券を所定の流通の方式により取得した者」とするよう

な状況下で取得した者から引受･支払の請求がなされたときには、発行人は、その為替

手形または支払請求の引受･支払をしなければならない。そして、 
(b 号)それ以外のすべてのときは、誠実に行動する発行人は、顧客から詐欺、書類の

偽造または書類の文面からは明らかではないその他の瑕疵の通知を受けたときであっ

ても、顧客との関係においては、その為替手形または支払請求の引受･支払を行うこと

ができるが、適切な管轄権を有する裁判所は、このような引受･支払を差し止めること

ができる。 
(三項)他に異なる合意のない限り、為替手形または支払請求の引受･支払を正当に行

った発行人は、信用状に基づいて行ったすべての支払について、直ちに補償を求める権

利を有し、かつ有効に使用可能な資金を、信用状に基づいて行った引受の満期の前日よ

りも遅くないときに提供を受ける権利を有する。」 
  2、改正前の公式注釈167 

前記の条文に関する公式注釈は、本条よりも前の統一制定法の規定はない。目的とし

ては、発行人が、信用状に基づく為替手形または支払請求の引受け・支払を行わなけれ

ばならない範囲、および引受け･支払を行うかどうかの選択権を有する範囲を定義する

とともに、「信用状の発行を依頼した」顧客の補償義務を明確にすることである。 
 (1)信用状は、本質的には発行人と受益者との間の契約であり、本第 5 編により、顧

客と受益者との間の原因取引から独立したものとして認知されている。 
 信用状の合意のもつこの独立的性質に照らせば、発行人は、信用状条件を実際に充足

                                                   
167 飯田勝人「改正されたアメリカ統一商事法典第 5 編(信用状)における偽造および詐欺」10 頁~16 頁。

http://www.tezukayama-u.ac.jp/tlr/iida/iida2_j.html(2013 年 5 月 5 日） 
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する為替手形または支払請求について、それが原因取引の条件を充足しているか否かに

言及することなく、引受･支払を行う義務を負う。このことは、一項に規定されている。

すべての書類が発行人にとり満足できるものでなければならないという文言を「信用状

に」含ませることにより、「引受け・支払を」拒絶する権利を留保する企ては、本質的

に取消不能信用状に反するものとして、無効であると言明されている。このような留保

は、取消可能信用状を発行することによって行うことが可能である。船荷証券、検査証

明書または重量証明書といった特定の書類が、発行人にとって満足できるものでなけれ

ばならないことを要求することは、もちろん可能である。実際信用状条件が充足されて

いる場合における発行人の引受け･支払の義務もまた、ひとたびその信用状が発行され

かつ受益者により受領されたときには、その顧客のすべての指図から独立している。 
 (2)実際には書類が、偽造され、または詐欺的なものであり、またはその他の点で本

法典のほかの編に基づき生じる譲渡または流通に伴う瑕疵担保(Warranties)に合致し

ていないにもかかわらず、書類は、文面上整っており、外見上は信用状条件に合致して

いるとみられることがありうる。顧客に対する発行人の義務は、注意して書類を点検す

ることに限定され、発行人の合意および、文面上整って、外見上信用状条件を充足して

いる書類を取り扱う者による、その合意に対する合理的な信頼の両方を維持することが

重要であるので、二項ａ号は、引受･支払を行う発行人の義務の存在する範囲として、

「流通証券について定めた」第 3 編に基づく正当所持人に相当させるような方式で行動

した者の事件、または、関連性のある場合には、「権原証券について定めた」第 7 編に

基づき書類が正当に流通された者の事件または、「投資証券について定めた」第 8 編に

基づく証券付投資証券の誠実な有償任意取得者の事件を含めている。受益者による原始

的な不誠実行為の危険は、したがって、善良な第三者または発行人ではなく、その受益

者を選択した顧客が負わされるのである。同様に、取引における詐欺の危険も、顧客が

負わされる。 
しかしながら、ａ号で定義された善良な第三者が介在しないときは、発行人は、もは

や引受け･支払の義務を負わない。しかし、このような事項は、充足しないことの事実

を決定することが困難であり、または時間がかかる場合を含むことがしばしばあるので、

発行人は、誠実に行動するときは、顧客との関係では、為替手形の引受け･支払を行う

特権を、すなわち、同人に対する補償請求権を保持しつつであるが、与えられる。しか

しながら、発行人は、引受け・支払を拒絶することができる。引受・支払がなされた場

合には、原因取引または「受益者の瑕疵担保責任を定めた」第 5-111 条一項に基づき、

受益者に対する顧客による訴訟を維持することができる。引受・支払が拒絶された場合

は、呈示人が「たとえば、指定買取銀行として」対価を支払った者であるときは、同人

は、第 5-111 条一項に基づき、訴訟手続きにより受益者から財産回復を行う(Recover)
こともできる。 

(3)三項は、補償の基準方式を表している。「正当に引受・支払を行った(Duly Honored)」
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という言回しは、発行人が自己の義務であるために引受・支払を行ったという場合だけ

ではなく、発行人が、二項ｂ号の規定により特権を与えられているため、または「取消

可能信用状の条件変更･取消しの通知を受領する前に買取り等を行った者が、発行人に

対する補償請求権を取得し、他方発行人が、顧客に対し補償請求権を取得することを定

めた」第 5-106 条四項に基づき、引受・支払を行ったという場合をも含めている。」 
 3、改正前の条文の趣旨           

一項第一文においては、信用状の独立抽象性の原則および書類取引の原則の趣旨を規

定したものである。一項第二文は、信用状取引が書類の取引であることとの関係から、

信用状には、必要とされる書類の種類およびその記載内容を明記すべきことを念のため

に規定している。 
 二項は、外見上は信用状条件を充足する書類が呈示されたが、要求書類としての船荷

証券等の権原証券・証券付投資証券が流通･譲渡の瑕疵担保(Warranties)に反している

場合、要求書類が偽造されたものである場合、要求書類が詐欺的なものである場合、ま

たは取引における詐欺がある場合であって、(ⅰ)呈示人が、為替手形の正当所持人また

は権原証券・証書付投資証券の誠実な有償取得者であるときは、発行人は、引受・支払

を行う義務があり(ａ号)、また(ⅱ)呈示人がそれ以外の者であるときは、発行人は、引

受・支払を行う義務を負わないので、引受・支払を拒絶することができるが、書類の偽

造･詐欺等を発行人において立証することが困難なことが多いため、発行人は、引受・

支払をすることもできるとし、ただし、発行人が引受・支払に応じるときは、発行依頼

人は、管轄権を有する裁判所から禁止命令の発給を受けることにより、発行人の引受・

支払を差し止めることができることを規定している(b 項)。 
 この二項に関し(ⅱ)で述べたことは、「詐欺の抗弁(Fraud Exception)」であり、信用

状の基本原理である独立抽象性の原則･書類取引の原則の例外をなすものである。 
 三項は、正当に引受・支払を行った発行人は、書類の偽造･詐欺の介在にもかかわら

ず、誠実な有償取得者である呈示人に対して支払を余儀なくされた発行人のほか、呈示

人は有償取得者ではないが、書類の偽造･詐欺等を容易に立証することができないため

に引受・支払を余儀なくされた発行人を含め、発行依頼人に対し補償請求権を取得する

ことを定めている。 
5.1.2 改正後の UCC 第 5 編の規定         

 １、改正後の条文 
 1995 年に改正された UCC 第 5 編において、書類の偽造･詐欺について規定している

条文は第 5-109 条である。 
 第 5-109 条(詐欺および書類の偽造)(Fraud and forgery)に基づき、(ａ)外見上は信用

状条件を厳格に充足した呈示がなされた場合であって、必要とされた書類が偽造された

とき、または必要とされた書類が重大な詐欺によるものであるとき、またはその呈示に

対して支払(Honor)に応じることが、発行人または発行依頼人に対する受益者による重
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大な詐欺を助長することになるときは、以下による。 
 (一号)支払が次の者により請求されたものである場合には、発行人は、その呈示に対

して支払うものとする。 
 (ⅰ)誠実にかつ書類の偽造または重大な詐欺を知らずに、対価を支払った、指定され

た者 (Nominated Person)。 (ⅱ )誠実に確認の債務を履行した、確認を加えた者

(Confirmer)。(ⅲ)行人または指定された者により引受がなされたあとに、信用状に基づ

く為替手形を取得した、正当所持人(Holder in Due Course)。(ⅳ)発行人または指定さ

れた者により後日支払債務(Deferred Obligation)168の引受がなされたあとに、書類の偽

造または重大な詐欺を知らずに、発行人または指定された者の後日支払債務を有償で取

得した譲受人(Assignee)。 
 (二号)それ以外の場合は、発行人は、誠実に行動する限り、その呈示に対して支払う

ことができ、または支払わないことができる。 
 (b 項)発行依頼人が、必要とされた書類が偽造されたこと、または必要とされた書類

が重大な詐欺によるものであること、またはその呈示に対して支払に応じることが発行

人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになる旨を申し

立てた場合は、適切な管轄権を有する裁判所は、同裁判所が次の事項を認定するときに

限り、その呈示に対する発行人の支払を暫定的にまたは終局的に差し止めることができ、

または発行人その他の者に対抗するためのこれと類似の訴訟上の救済を与えることが

できる。 
 (一号)その訴訟上の救済が、引受済みの為替手形または発行人によって引き受けられ

た後日支払債務に適用される法の下では禁止されていないこと。 
 (二号)不利益を受けることのある受益者、発行人または指定された者が、その訴訟上

の救済が与えられることにより被ることのある損害から十分に保護されていること。 
 (三号)当州の法に基づきその訴訟上の救済を受けることができる適格者の条件を、す

べて充足していること、および、 
 (四号)同裁判所に提出された情報によれば、発行依頼人が、書類の偽造または重大な

詐欺の申立てに基づき、敗訴するよりも勝訴する見込みがより大きく、かつ支払を請求

している者が、ａ項一号に基づく保護を受ける適格性を有しないこと169。 
2、改正後の公式注釈170 
前記の条文の公式注釈は、次のようになる。 
(1)このように「旧条文を変更して」再法典化することにより、詐欺は、書類中に発

                                                   
168 「後日支払債務(Deferred (Payment) Obligation)」とは、期限付為替手形の振出しが要件とされてい

ない場合に、発行銀行が、たとえば、「[船荷証券に記載された］船積日から 150 日後(150 days after the date 
of shipment)」に支払う旨を信用状に定めているときのように、発行銀行が信用状面で行う、「期限付為替

手形なしの場合の、将来の確定日における支払確約」のことである(UCC 第 5-102 条ａ項八号、UCP9 条

ａ項・ｂ項)。 
169 田島裕訳・前出注（9）282 頁。 
170 飯田勝人・前出注（167）41 頁~54 頁。 
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見されなければならないか、または受益者により発行人あるいは発行依頼人に対して行

われなければならないことが明確にされている。 
詐欺が「重大なもの(Material)」でなければならないことを明確にしている。その結

果として当然、裁判所は、「詐欺の」「重大性(Materiality)」の幅および広さ(the Breadth 
and Width)を判断しなければならない。書類の詐欺的様相が、その書類の買取人にと

り重大なものであり、または詐欺的行為が、原因取引の参加者にとって重要なものでな

ければならないことになる。たとえば、受益者が 1,000 バーレルのサラダ油を引き渡す

契約をもつ。998 バーレルのみを引き渡したことを知りながら、受益者が、それにもか

かわらず、1,000 バーレルを記載した送り状を提出するとする。仮に 1,000 バーレルの

船積における 2 バーレルが、原因取引の取るに足らない違反であれば、受益者の行為は、

詐欺的ではありうるものの、重大な詐欺ではなく、禁止命令(Injunction)を正当化しな

い。これに反し、5 バーレルのみの引渡に際して、故意にそのような送り状を提出する

ことは、重大な詐欺となる。重大な詐欺の主張(Allegation)がある場合には、裁判所は、

原因取引を審査しなければならない。その取引を審査することによってのみ、書類が詐

欺的なものかどうか、または受益者が詐欺を働いたのかどうか、仮にそうであれば、そ

の詐欺が重大なものであったかどうかを認定することができるからである。 
 受益者による重大な詐欺は、受益者が支払を期待できるような権利をもたず、かつ支

払を受けるこのような権利の裏付けとなる基礎が実際上存在しない場合に限って発生

する。明確な表現を無効な資料文献が指定された。「取引における詐欺(Fraud in the 
Transaction)」という文言を信頼して「旧条文である」第 5-114 条に基づきなされた特

定の判決を歓迎するものである。 
(2)ａ項二号は、発行依頼人が詐欺の申立てをしているにもかかわらず、発行人が支

払うことができることを明らかにしている。同項同号はまた、旧第 5-114 条が述べてい

なかった、発行人が、支払を拒むことができ、かつａ項に述べられた種類の詐欺または

書類の偽造を立証することにより、その支払拒絶を防御することができることをも明ら

かにしている。発行人は、書類の偽造または重大な詐欺を立証できない場合には、不適

切な支払拒絶について「債務不履行としての」債務を負うことがありうるため、大部分

の発行人は、発行依頼人が禁止命令の発給を受ける場合を除き、発行依頼人からの詐欺

または書類の偽造の申立てにもかかわらず、支払うことを選択するであろう171。発行人

                                                   
171 大隅健一郎＝河本一郎『注釈手形法・小切手法』318 頁～320 頁(有斐閣、1977 年)。これは、日本の

手形法 40 条 3 項（旧 403 条 3 項）が、「満期ニ於テ支払ヲ為ス者ハ悪意又ハ重大ナル過失ナキ限リ其ノ

責ヲ免ル此ノ者ハ裏書ノ連続ノ整否ヲ調査スル義務アルモ裏書人ノ署名ヲ調査スル義務ナシ」と規定し、

この場合の悪意・重過失の解釈として、①手形債務者が所持人の無権利を立証することのできる容易かつ

確実な証拠方法をもっており、また②わずかな注意義務を尽くしたならば、所持人の無権利についての認

識およびそれを立証できる証拠方法をも確実に入手できたであろうと思われるにもかかわらず、その注意

義務を果さなかったとき、または所持人の無権利についての認識はしていたが、重大な過失によって証拠

のあることを知らなかったときを除き、手形債務者のなす支払いを有効とする趣旨であるとされる。手形

法のこの規定の趣旨は、「手形取得者にとっては手形を取得するか否かは自由であるのに対し、手形債務

者は挙証責任負担の下に……支払いを強制される地位にある。このような事情の下で十分な立証の手段を
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が、支払拒絶の権利を有し、書類の偽造または重大な詐欺を立証することにより、その

支払拒絶を防御する権利を有するからといって、それが、発行人は、支払拒絶をすべき

義務を発行依頼人に対して負うことを意味するものではない。発行依頼人が通常頼みと

することは、禁止命令の発給を受けることであり、仮に発行依頼人が禁止命令の発給を

受けることができないときは、発行人による支払が誠実なものでなかったことを発行依

頼人が立証できるごくまれな事件に限り、発行依頼人は、発行人に対して請求権(Claim)
を有するであろう。 

(3)受益者がクリーン信用状に基づき為替手形を呈示することにより詐欺を働くこと

ができるか否かについて、多くの論議がなされてきた。現行の定式によれば、それは可

能ではあるが、このような呈示に詐欺が存在することは、困難であろう。仮に発行依頼

人が、受益者は原因取引において発行依頼人に対し重大な詐欺を働いていることを立証

できる場合には、支払は、受益者による発行依頼人に対する重大な詐欺を助長すること

になるであろうから、支払は差し止めることができるであろう。「自殺(Suicide)」また

はクリーン信用状に署名し、このように為替手形のみを呈示することにより、受益者に

金銭の引出権を与えた者による詐欺の申立てについては、裁判所は、懐疑的(Skeptical)
であるべきである。 

(4)禁止命令による救済(Injunctive Relief)の基準は高く、このような救済が認められ

るべきことを、単なる主張によるのではなく、証拠により立証する責任は、発行依頼人

が負担する。発行依頼人による不十分な立証により、信用状に基づく支払を差し止めた

裁判所がある。発行人による為替手形の引受け後に、本条に基づき支払の禁止命令を禁

止する方法が、少なくとも二つある。第一は、特定の信用状における支払(Honor)が、

為替手形の引受ときに発生し、引受後の支払を考慮しないものとして定義することであ

る。第二は、為替手形の引受が支払(Honor)となるのか否かを問わず、発行依頼人は、

禁止命令の権利をもたないことを明示的に合意することである。 
(5)本法は主に支払の禁止命令を取り扱うものではあるが、それは同時に「類似の訴

訟上の救済(Similar Relief)」を与えることに対しても警告を発しており、発行依頼人ま

たは発行人が、呈示の禁止命令、競合権利者確定手続(Interpleaded)、宣言的判決

(Declaratory Judgment)、または差押え(Attachment)により同一の法的結果を達成し

ようと企てるときにも、これと同じ原則が適用されるのである。このような企ては、発

行人の支払を差し止めるための努力が直面すると同じ障害に直面すべきである。このよ

うな手法の一つでも拡張して使用することにより、支払に対する禁止命令と同様に、「信

用状における」独立性の原則を脅かすことができるであろう。そのような理由により、

                                                                                                                                                     
有せずに、単に無権利を知るのみですでに支払を拒絶せねばならないとなれば、債務者は勝訴の見込のな

い訴訟にひきこまれる危険を、しかも他人(真の権利者)のために冒さねばならない。そして敗訴の結果、訴

訟費用と遅延利息を負担せしめられることになる。これが所持人の無権利について債務者が十分な立証手

段を有しない限り、そのなす支払いを有効とした理由である。」これは、書類の偽造･詐欺について十分な

証拠方法をもたない信用状の発行人についてもあてはまることである。 
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裁判所は、それらに対しては、支払の禁止命令に適用されるのと同じ敵意を抱くべきで

あり、それらの使用については、支払の禁止命令に適用されるのと同じ制限を課すべき

である。裁判所は、「エクイティの聖牛が、信用状の法の柔らかいブドウの木を踏みつ

ける(the Sacred Cow of Equity to Trample the Tender Vines of Letter of Credit Law)」
のを許しておくべきではない。 

(6)第 5-109 条ａ項一号は、指定された第三者をも詐欺の危険から保護している。買

取りまたは支払のために、ある者を指定する信用状を発行することにより、発行人(最
終的には、発行依頼人)は、その指定された者が対価を支払うよう仕向け、かつそれに

より信用状に基づき振り出された為替手形が詐欺の抗弁(Fraud defense)から保護され

るに値する正当所持人(Holder in Due Course)の資格と類似の資格をもった者に譲渡さ

れるという危険を負担するのである。 
(7)b 項二号に基づき保証その他により保護されるべき損失は、付随的損害賠償金

(Incidental Damages)を含む。これらには、禁止命令訴訟を防御するために受益者また

は発行人が被むることのある法的費用(Legal Fees)が含まれる。 
3、改正後の条文の趣旨           
信用状取引における書類の偽造・詐欺に関する旧 UCC 第 5-114 条は、改正後の UCC

第 5 編においては、それまでの判例･学説および調査特別専門委員会の提言を勘案し、

内容を改めた形で、第 5-109 条として規定されることになった。また、その公式注釈も、

より踏み込んだ、具体的な説明を加えることにより、条文の趣旨を反映したものとなっ

ている。 
 改正後の主要な意義は、次のとおりである。 

(1)条文の任意性 
 この第 5-109 条は、強行規定(Invariable Provision)について定めた 5-103 条 c 項には

強行規定として列挙されていないので、任意規定であり、信用状の当事者の合意によっ

て本条の内容を変更することができる。 
(2)詐欺の抗弁が適用されない者の範囲 

 本条ａ項一号には、信用状の発行人(以下、発行人と同等の債務を負う者)による詐欺

の抗弁から保護される者として、①誠実・善意・有償の指定された者、②誠実･有償の

確認を加えた者、③発行人・指定された者により引受がなされた為替手形の正当所持人

および④発行人・指定された者により後日支払債務の引受がなされたあとに、その後日

支払債務を取得した善意・有償の譲受人という四グループが定められている。 
 (3)発行人による詐欺の抗弁の要件 
 発行人は、「外見上は信用状条件を厳格に充足した呈示がなされた場合であっても」、

次の二要件がすべて備わったときは、詐欺の抗弁を援用して支払を拒絶することができ

る。 
 このような状況で、発行人が支払を拒絶した場合で、結局発行人は詐欺の抗弁の成立
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を立証できなかったときは、発行人が、受益者との関係では債務不履行という危険を冒

すことになるので、実務上は、発行人は、発行依頼人から迷惑をかけない旨の、いわゆ

る念書を差し入れてもらったうえで、支払拒絶をすることになると思われる。 
 ただし、発行人による支払拒絶は、発行人の義務ではなく、発行人としては、詐欺の

抗弁を援用せずに、支払に応じることもできることに注意すべきである。すなわち、発

行人が、支払拒絶の権利を有し、書類の偽造または重大な詐欺を立証することによりそ

の支払拒絶を防御する権利を有するからといって、それが、発行人は、支払拒絶をすべ

き義務を発行依頼人に対し負うことを意味するものではない。 
 ①必要とされた書類が偽造されたとき」または「必要とされた書類が重大な詐欺によ

るものであるとき」または「その呈示に対して支払に応じることが、発行人または発行

依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになるとき。 
 詐欺は、重大なもの(Materiality)でなければならず、重大であるかどうかは、最終的

には裁判所が決定することになる。詐欺の重大性について、1,000 バーレルのサラダ油

の船積に関し、998 バーレルしか船積しないのにもかかわらず、1,000 バーレルの船積

が行われたことを表す送り状を呈示する受益者の行為は、「詐欺的(Fraudulent)」では

あっても、それが「重大な詐欺(Materially Fraudulent)」とはいえないが、実際は 5
バーレルの船積に対し、1,000 バーレルの船積が行われたことを表す送り状を故意に呈

示する受益者の行為は、「重大な詐欺」に該当し、禁止命令を正当化するという具体例

を示し、実務上の指針を与えている。 
 また、「発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺」とは、「受益者

自身による重大な詐欺」でなければならないとされている。 
②支払を請求する者が、詐欺の抗弁が適用される者であるとき。 

 発行人は、書類が「詐欺の抗弁が適用されない者」から呈示されたときには、支払を

拒むことができない。そこで、発行人が支払を拒絶できるためには、この要件が不可欠

となるわけである。 
(4)発行人に与えられた支払の裁量 

 本条ａ項二号は、前記(3)の詐欺の抗弁の要件がすべて備わった場合であっても、発

行人が誠実に行動する限りにおいて、発行人は、支払を拒絶することなく、支払に応じ

ることができるという発行人の裁量を明らかにしている。その理由は、「発行人は、書

類の偽造または重大な詐欺を立証できない場合には、不適切な支払拒絶について「債務

不履行としての」債務を負うことがありうるため」である。このため、実務では、「大

部分の発行人は、……発行依頼人からの詐欺または書類の偽造の申立てにもかかわらず、

支払うことを選択する」ことが普通である。 
 支払拒絶もできるが、受益者との関係で債務不履行となる危険を回避したいとして支

払うことを決意した、発行人による支払を阻止するためには、発行依頼人としては、(ⅰ)
発行人に対し念書を差し入れる等により、支払阻止のために実務上の発行人説得策を講
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じるか、または(ⅱ)裁判所に禁止命令の発給を申請するという法的手段に頼らなければ

ならない。 
(5)禁止命令の基準の制定 

 第 5-109 条 b 項は、調査特別専門委員会の報告書における提案に呼応する形で、禁止

命令その他これと類似の訴訟上の救済(Similar Relief)が発給されるために充足すべき

基準を新しく明記している。 
 新設された「禁止命令による救済の基準は高く、このような救済が認められるべきこ

とを、単なる主張によるのではなく、証拠により立証する責任は、発行依頼人が負担す

るということがきわめて重要である。 
 このように禁止命令のハードルがきわめて高く設定された理由は、発行依頼人が禁止

命令の発給を申請する事件のほとんどは、売買等の原因取引の履行が不適切であること

を理由としており、詐欺には該当しないものであるところから、「改正された第 5-109
条の起草者は、詐欺の主張を偽ってすることによるものの方が、詐欺を働く者によるも

のよりも、より大きな脅威を信用状に及ぼす、という結論に達した。」ことにある。 
 新設された禁止命令の基準は、次のとおりである。 

①禁止命令の申請は、「発行依頼人」が、「適切な管轄権を有する裁判所」に対して

行うこと。 
②「発行依頼人」が、「必要とされた書類が偽造されたこと」または「必要とされた

書類が重大な詐欺によるものであること」または「その呈示に対して支払に応じること

が、発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになるこ

と」を「単なる主張によるのではなく、証拠により立証すること。」 
 ところで、この立証すべき事由のうち、「受益者による重大な詐欺は、受益者が支払

を期待できるような権利をもたず、かつ支払を受けるこのような権利の裏付けとなる基

礎が実際上存在しない場合に限って発生する。」のであるが、判例により裁判所が禁止

命令を発給できるとされたのは、たとえば、与えられた状況下では、Ⅰ、受益者の支払

請求を禁じていることが明白である場合、Ⅱ、契約をも斟酌すると、受益者が支払請求

を行うことの「できそうな権利(Colorable Right)」さえもないと思われる場合、Ⅲ、契

約をも考慮に入れると、受益者の支払請求は実際上いっさいの基礎をもたないことを示

している場合。Ⅳ、受益者の行為が、「全取引を無効にするものであって、発行人の債

務の独立性という正当な目的がもはや全うできない場合」があげられているので、発行

依頼人は、これらを視野に入れて適切な立証をすべきことになる。 
③「適切な裁判管轄を有する裁判所」が、「第 5-109 条ｂ項の一号から四号までの事

項を認定すること。」 
(6)禁止命令の基準およびその他訴訟上の救済(Relief)への適用 
禁止命令の基準は、禁止命令と実質的に同じ法的効果をもつ類似の訴訟上の救済に対

しても適用されることが明らかにされている(5-109 条 b 項)。その狙いは、禁止命令と
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類似の「このような手法の一つでも拡張して使用することにより、支払に対する禁止命

令と同様に、信用状における独立性の原則を脅かすこと」を厳しく阻止することにある。 
その他の「類似の訴訟上の救済(Similar Relief)」の例としては、すでにみたように、

①受益者の支払請求の呈示を阻止する「呈示の禁止命令 (Injunction Against 
Presentation)」、②発行人が、複数の権利主張者のうち誰が真の権利者であるかを確

定してもらうために提起する「競合権利者確定手続(Interpleaded)」、③信用状に基づ

く「代わり金の差押え(Attachment of Proceeds)」、④発行人等が、支払義務はない旨

の確認を求める「宣言的判決(Declaratory Judgment)」がある。 
(7)裁判所の原因取引調査義務 

 改正前の第 5-114 条で用いられた「取引における詐欺(Fraud in the Transaction)」
の意義を巡り、学説･判例が二分されてきたが、新第 5-109 条においては、この用語を

削除することにより、無用な争いを回避する手当をするとともに、書類が詐欺的である

とか、詐欺が介在しているという申立てがなされた場合には、「裁判所は、原因取引を

審査しなければならない。なぜなら、その取引を審査することによってのみ、書類が詐

欺的なものかどうか、または受益者が詐欺を働いたのかどうか、仮にそうであれば、そ

の詐欺が重大なものであったかどうかを認定することができるからである。」 
 外見上は信用状条件を厳格に充足する書類が呈示された場合には、書類が詐欺的であ

るのかどうか、または詐欺の有無・程度・詐欺を働いた者等を認定するためには、書類

を審査するだけでは足りないのであり、原因取引を調査する必要があるので、裁判所に

原因取引を調査する義務を課したことは、正当なことである。 
このことからすると、改正された第 5-109 条は、「取引における詐欺」とは、「原因

取引における詐欺(Fraud in the Underlying Transaction)」の意味であるとする説に賛

成する。 
4、改正後の条文と UCP との関連           

 現行の UCP は、UCC 第 5-109 条と類似の規定を設けておらず、その 15 条において、

銀行が、書類の真正性、偽造等について免責されていることを定めているにすぎない。

結局、UCP は、詐欺の問題については、国内法に委ねているということになる。これ

は、(1)UCP が使用されている各国の実体法がまちまちであり、UCP において詐欺に関

する統一的な明文規定を設けることが適切ではないことを理由とするほか、(2)詐欺の

問題を国内法に委ねることにより、各国が、自国内の銀行によって発行された信用状の

高い市場性を阻害することのない形で、詐欺に関する準則(Fraud Rules)を創設するこ

とについてのインセンティブを与えることになるからである。 
5、改正後の条文解釈上の問題          
(1)詐欺的行為を行う者の範囲 
前にみたとおり、改正された UCC 第 5-109 条ａ項および b 項において、信用状の発

行人が支払を拒絶し、または禁止命令その他類似の訴訟上の救済が発給されるための要
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件の一部として、①「必要とされた書類が偽造されたこと」、②「必要とされた書類が

重大な詐欺によるものであること」、③「その呈示に対して支払に応じることが、発行

人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長すること」が規定されてい

る。 
この違法行為を行う者の範囲に関しては、①、②については、受益者および第三者(つ

まり、誰でもよい)、また③については、受益者に限定される、とするのが普通の文言

解釈である。法文の文言上、②の書類については、「重大な詐欺によるものであること

(Materially Fraudulent)」とし、また③の受益者による詐欺についても、「重大な詐欺

(Material Fraud)」として、いずれも、Materially/Material という用語を用いている

のに対し、①の「書類が偽造されたこと(A「Required」Document Is Forged.)」につ

いては、同じように Materially/Material という語を加えることにより、書類について、

たとえば、「重大な偽造がなされたこと(Materially Forged)」という言回しにはしてい

ない。これは、書類の偽造は、作成者を偽ることであり、それ自体がもともと重大であ

ることによるものと思われる。 
 ところで、James J. White and Robert S. Summers は、現在のところ、「本条「UCC
第 5-109 条」は、書類の偽造または重大な詐欺が受益者によるものであることを要件と

していることに留意せよ。詐欺が誰か別の者によって行われる場合には、禁止命令は認

められないとして、「書類の偽造」も受益者自身によるべきことをを示し、前記のイギ

リスの貴族院の意見と同じように解している。しかし、この解釈は、本条文確定前の草

案の段階でなされた等なんらかの事情によるものと推測され、いずれ変更されることに

なると思われる。 
 (2)意義 

本条では、受益者に限らず、第三者が、信用状の要求する書類を偽造し、または書類

を詐欺的なものとした場合にも、他のすべての要件を具備するときは、信用状の発行人

の支払拒絶または禁止命令・その他類似の訴訟上の救済が正当化されることになる。 
したがって、この点において、改正後の UCC 第 5-109 条の規定は、イギリスの貴族

院がUnited City Merchants (Investments) Ltd. Glass Fibers and Equipment’s Ltd. v. 
Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)の判旨である。すなわち、信用

状の確認銀行の支払拒絶は、受益者自身が書類の偽造・詐欺を行ったときまたは、受益

者が他人による書類の偽造・詐欺の事実を書類の呈示前に知っているときに限って認め

られるとした判示とは異なっているわけであり、注目に値することである。 
 (3）結論 
 「取引における詐欺(Fraud in the Transaction）」という文言が約 40 年間における

判例の集積や学説の展開などを踏まえ、統一商事法典調査特別専門委員会の報告書にお

ける提言も考慮に入れて結実した UCC 第 5-109 条は、きわめて合理的な内容になって

いる。 
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 信用状取引における書類の偽造・詐欺を主題とする UCC 第 5-109 条は、信用状の発

行依頼人から差止命令および類似の訴訟上の救済の申請を受けた裁判所が、発行依頼人

による保証金の積み立てのほか、その申請が所定の厳しい要件を充足するものであるこ

とを見極め、発行依頼人とその相手方との原因取引を調査することにより、詐欺的行為

が重大なものであると判断したときに限って、発行依頼人の真実性を認めることとし、

差止命令などの発給の条件を高くすることによって、信用状の原理および機能を損なう

異常事態の発生を極小化することが特徴である。この UCC 第 5-109 条の趣旨に従い忠

実に運用される限り、信用状の差止命令および類似の訴訟における救済が裁判所により

認められるケースは減少することが推測できると考える。 
 
5.2 節 イギリス判例法の規定 

イギリスにおける信用状独立性の例外に対する主張が慎重であり、厳格な条件を設け

られている。独立性の例外に成り立つ条件は、詐欺および詐欺に対する受益者の承知な

どの明確な証拠を有することであると多くの判例に強調された。単なる公言や推測など

の理由で銀行の支払拒否あるいは裁判所の支払停止命令となる条件に足りない172。 
5.2.1 イギリス裁判所の慎重な態度 

 イギリスの司法伝統は従来から裁判所が極力に信用状の運用に干渉することを避け

るべきだと主張していた。イギリスにおいて、信用状独立性の例外に対して、早めに認

められてきたものである。判例上の引用または言及される事件は、Urquhart Lindsay 
Co. Ltd. v. Eastern Bank, Ltd.事件 ([1922] 1 K.B. 318)および Hamzeh Malas & Sons 
v. British Imex Industry Ltd.事件 ([1958] 2 Q.B. 127)である。 

Urquhart Lindsay Co. Ltd. v. Eastern Bank, Ltd.事件においては、信用状発行の原

因たる売買契約上の商品価格に関し、商品製造費用の上昇にともない、売主が当初の見

積価格よりも高い価格で商業送り状 (Invoice)を作成したのに対し、買主が支払拒絶を

なすよう発行銀行に指図し、発行銀行が書類の受入と手形の支払を拒絶したものである。

本件信用状は、7 万ポンドを超えない範囲で一定の船積書類の呈示があれば発行銀行が

受益者たる売主に対して支払う旨を確約するものであって、商品の価格は、信用状条件

に含まれていなかったようである。したがって、売主は、発行銀行に対し、文面上一致

した書類を呈示したのである。売主は、発行銀行に対し、契約違反に基づく損害賠償を

請求した。この事件における Rowlett 判事の見解が、信用状契約と原因たる売買契約の

関係を示したものとされている。すなわち、Rowlett 判事は、「私には、信用状が売買

契約によって制約を受けているというよりも、むしろ後者の契約こそが、それ自体信用

状に適応(Accommodate)しなければならないように思われる」と判示している。この解

釈ははじめて、貿易取引における信用状の与信機能が実効性のあるものになるという趣

旨であろう。結局、発行銀行は契約違反を犯しており、売主に対して損害を賠償する責

                                                   
172 浅木真一・前出注（124）196 頁。 
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任があると判示された173。 
信用状の原因取引からの独立性をより明確に示しているのはHamzeh Malas & Sons 

v. British Imex Industries Ltd.事件である。売買契約に基づく商品の二回の分割船積

につき、信用状が二通発行され、確認銀行による確認がなされた。一回目の船積に関し

ては、一通目の信用状に基づいて確認銀行による支払が履行されたが、その商品に瑕疵

があることが判明した。そこで買主は、二回目の船積に関し、受益者たる売主が二通目

の信用状に基づいて確認銀行から金額を受領することを禁止める命令を裁判所に申請

した。いったん付与された禁止命令は短期間の効力しかなかったため、買主は、当事者

の権利が確定するまでこれを延長するよう申請したが、この申請は、裁判所によって退

けられた。買主はこれを不服として Court of Appeal に訴えたものである。本件を審理

した Jenkins 判事は、次のように判示している。 
 「確認信用状の開設が、商品が契約に適合しているか否かに関して当事者間に生じる

あらゆる紛争に関わりなく銀行の側に絶対的な支払義務を課する、銀行と商品の売主と

の間の契約を設定するということは、きわめて明瞭であると思われる。精巧な商業制度

は、銀行の確認信用状がかかる性格のものであるという点に立脚して構築されているの

であって、私の判断によれば、本法廷が本件につき、この確立された慣習に干渉するの

は好ましいことではない」174。そして、「もし、売主と買主との間の紛争が、信用状が

開設された金額に関して……『凍結』の効力をもつというのであれば、……この与信制

度は完全に崩壊するのであろう」と述べて買主の申請を退けた。この判決は、まさに信

用状の原因取引からの独立性を明確に判示したものと評価しうる。他方、この事件にお

いては、Sellers 判事が「詐欺的な取引が存在する場合のように、裁判所がその裁判権

を行使すべき場合が十分に存在しうる」と述べた。 
 

5.2.2 イギリスにおける信用状独立性の例外を適用する困難な現状 
イギリスにおいて、最初にアメリカの Sztejn 事件を引用したのは、Discount Records 

Ltd. v. Barclays Bank Ltd 事件 ([1958] 2 Q.B. 127)である。この事件の審理において、

詐欺による信用状独立性の例外に対するイギリス司法適用が慎重な態度を持つことと

表現された。イギリスの買主(原告)が、売主のフランスPromo Disc会社(被告)から 8,625
台テープレコーダーと 825 箱磁気テープを注文した。売買契約に取消不能信用状で代

金の支払を約束した。その取消不能信用状が原告の申請によって、発行されて、受益者

がフランス Promo Disc 会社であると定めた。売主が約束どおり貨物を積み込んで輸送

した。同時に、フランスのパリにある引受銀行に表面上一致する書類を呈示した。引受

銀行が書類の審査を行う時、信用状の規定に合致している。しかし、買主は貨物を受け

取る時に、貨物の数量が注文状に記載された数量と異なった。94 箱のうちに 2 箱が空

                                                   
173 浅木真一・前出注（124）212 頁。 
174 浅木真一・前出注（124）198 頁。 
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いていた、5 箱にゴミと包装材料が入っている、28 箱に一部分しか入っていない。合

計275台テープレコーダーと518箱磁気テープがあって、且つ磁気テープの品質が25％
しか合わない。 
 原告が売主の契約履行に詐欺行為のあるを理由として、裁判所に発行銀行の信用状に

基づく支払義務を禁止する命令を請求した。Sztejn 事件に基づき、原告が被告の詐欺

行為が存在するを主張し、発行銀行の開設した信用状に応じる支払を阻止することを企

ている。Marry 判事が、「原告が被告の詐欺行為の実質的な証拠をあげることができ

なく、ただ詐欺に関する非難を訴え出るだけである。したがって、本事件に確実な事実

はないので、信用状取引を干渉する裁判所の支払禁止命令を下す必要はない。」と述べ

た。本事件と Sztejn 事件の区別について、Marry 判事が以下のように解説した。「Sztejn
事件には、詐欺を証明する確実な証拠がある。この表現がすべての信用状事件に適用す

ることではない、特に詐欺の非難を訴え出る時に、確実な証拠で実証できない場合に援

用できない。…私は、信用状の取引を干渉したくない、特に国際銀行業務における充分

な原因でなければ、せっかく築いた信用状の名誉を傷つけたくない。」本事件の判示に

よって、イギリス司法における Sztejn 事件に表現された信用状詐欺による独立性の例

外を認めるとはいえ、頻繁に干渉しすぎるならば、必ず支払慣例となっている信用状の

仕組みを破壊することになるおそれがある。Sztejn 事件を援用するときに、確実な詐

欺事実を実証してこそ、初めて信用状独立性の例外が援用できると解される。 
5.2.3 イギリスにおける信用状独立性の例外の確立 
詐欺的な書類に関して、Sztejn 事件がアメリカにおける指導的判例となったのと同

様、イギリスにおいては、この事件の影響を強く受けた Edward Owen Engineering Ltd. 
v. Barclays Bank Int. Ltd.事件 ([1978]1 Q. B. 159) が、しばしば先例として引用され

た。この事件は、厳密に言えば信用状に関する事件ではなく、履行保証書に関するもの

である。事実の概要は以下のようなものである。 
イギリスの製造者 X は、リビアの国営企業 L に灌漑システムを完備した大規模温室

のプラントを輸出することになった。支払は、原材料の輸出やプラント建設の進行度に

応じて、順次、分割支払で行われることになり、この分割支払は、X を受益者とする取

消不能確認信用状により、確認銀行として予定されたイギリスの Y 銀行で支払われる

べきことが取り決められた。L は、X を受益者とする信用状の開設をリビアの国立銀行

たる U 銀行に指図し、当該信用状は Y 銀行を通じて X に通知されたが、信用状の支払

条件を不服として Y 銀行が確認を拒否したため、それは X と L 間で約定されたく確認

信用状ではなかった。X は、L に対して、Y 銀行が確認しうるように信用状の内容を変

更するよう申し入れたが、結局、L は X に対して確認信用状を供給しなかった。このた

め X は、確認信用状による保証が得られない限り、プラントの建設義務を遂行できな

いと L に通告した。これに先立ち、X は、L とのプラント輸出契約締結以前に、L の請

求に応じてあらかじめ、履行保証書を供給していた。この書面は、書面発行銀行が、X
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が契約どおりに請負った工事を遂行するのを保証することに加えて、契約価格の 10%
を L の支払請求があれば直ちに支払うことを確約する証書であった。つまり、L にとっ

ては、この金額の支払請求権が、X の請負債務の履行のための担保となるわけである。

X は、Y 銀行に履行保証書の開設を依頼し、Y 銀行は U 銀行に開設を指図した。U 銀

行は、Y 銀行に対し、U 銀行の請求があり次第絶対無条件で当該保証書の全部または一

部を補償する旨の確認を求め、Y 銀行の確認を得た上で本件履行保証書を発行、L に供

給したものである。 
L は、X に取消不能確認信用状を供給する義務を履行しなかったにもかかわらず、履

行保証書に基づき、U 銀行に保証書所定の金額を支払うよう要求した。U 銀行は、当該

保証書の原因取引の履行に関する紛争は L と X 間で解決されるべきであって、銀行は

これにかかわりがないという理由で支払をなし、これに基づき Y 銀行に補償を請求し

た。そこで X は、Y 銀行の支払を差し止めるべく裁判所に禁止命令を申請し、この申

請はいったん許容された。 
その後、Y 銀行は禁止命令の撤回を申請した。裁判所は、本件履行保証書は銀行間に

おいては履行されるべきで、L と X の紛争は銀行には無関係であると判断し、Y 銀行の

申請を認容したが、X はこれを不服として争うものである。 
Denning 判事は、履行保証書が信用状と多くの類似点をもつと指摘した上で、信用

状の独立性の原則に言及した。そして、この原則に対して「いわゆる、銀行の知るとこ

ろとなった立証されたまたは明白な詐欺の場合には例外が存在する」と述べた。信用状

に関する指摘に続き、本件履行保証書の検討をなした Denning 判事は、次のように述

べている。「L が誠実な請求をなす限り、銀行は支払をなす義務がある。そして、銀行

がその請求が誠実なものであるか否かを知る地位に立つことはありうるとしても、まれ

なことであろう。いずれにせよ、銀行は当該請求が不誠実なものであることを証明する

ことができないであろう。」「履行保証書を与えた銀行は、その条項に従って保証書の

確約を履行しなければならない。それは X と L との関係に何もかかわらないし、L が

彼の原因取引上の義務を履行したか否か、さらには L が債務不履行の状態にあるか否

かにもかかわらない。銀行は、その保証書に従って、そう規定されておれば、請求あり

次第……支払をしなければならない。唯一の例外は、銀行が知るに至った明白な詐欺が

存在する場合である。」こう述べて、彼は結果的に X の申請を退けた。このように、

Denning 判事は、信用状の独立性の原則は、銀行が知るに至った明白な詐欺が存在す

る場合には制限されるを明らかにした。さらに、銀行が支払義務を免れるためには、信

用状または保証書に基づく請求者の請求が不誠実であることを証明する必要があるこ

とが示唆されている。この点をいっそう明確に判示しているのは、Denning 判事であ

る。 
結局、信用状の独立性の原則に対する例外が認められる場合、換言すれば、銀行が文

面上信用状条項に一致する書類の呈示があるにもかかわらず、確約の履行債務を拒絶し
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うる場合とは、本件の判旨に従えば、①書類が受益者によって呈示され、②書類呈示の

時点で銀行は当該書類が偽造されたものまたは詐欺的なものであることを知っており、

かつ、③その事実を銀行が立証しうる場合であるということになる。 
ところで本件は、繰り返し述べるように、先の Sztejn 事件の影響を受けた判決であ

るが、Sztejn 事件において、信用状の独立性の原則による保護を受ける対象から除外

されたのは、「背信的悪意の売主」たる受益者であった。本件において、結局詐欺は立

証不十分と認定されたが、かりに詐欺の主張が認められておれば、保護の対象から除外

されるのは、自ら原因取引において債務不履行の状態にありながら、保証書の存在を奇

貨として請求をなした「不誠実な受益者」である。信用状取引における詐欺的書類また

は偽造された書類に関して、書類が受益者自身によって呈示されることが必要であると

いう要件に加えて、当該書類における詐欺または偽造が、受益者自身によってなされた

ものであるか、少なくとも受益者がそれについて悪意でなければならないように思われ、

本判決も受益者の悪意を当然の前提として例外の要件を述べたものと捉えることがで

きる。しかし、本件で示された要件は、呈示書類の瑕疵に関する受益者の善意悪意につ

いて、必ずしも明確な判断を示しているわけではない。 
 
5.3 節 国際商事慣例における詐欺に関する規定 

5.3.1 UCP  
 国際商業会議所が制定した UCP においては、従来詐欺に関する明確な規定を設けて

いない。UCP が主として発行銀行と受益者および発行銀行と関係銀行との間の契約の

枠組みを提供することを目的としており、売買契約などの原因取引の契約当事者の権利

と義務には関知せず、各国法と各国裁判所固有の領域に立ち入ることは UCP の果たす

べき機能ではないと説明されている。詐欺は伝統的に準拠法と裁判管轄の領域に属し175、

したがって受益者の詐欺を根拠とする禁止救済は、国内法を扱うべき問題だと UCP の

起案者が考えている176。 
5.3.2 URCG 
1978年に国際商業会議所が公布したURCGは、国際信用担保を統一する規則である。

国際信用担保の重要な役割を果たしている従属性保証が、債務者に十分な保護を提供し

ている。しかし、国際取引における保証人と債権者としての売主の利益をあまり考量し

ていない。逆に独立担保は、表面上に債務者と銀行の利益を保護するのに、受益者(債
権者)に代金請求という権利を与え、債務者に対する不公平な請求をするおそれがある。

したがって、この規則においては、独立保証を従属性保証の体系に収めいれることを企

んでいる177。 
5.3.3 URDG 

                                                   
175 王瑛・前出注（7）39 頁。 
176 王瑛・前出注（7）45 頁。 
177 王瑛・前出注（7）91 頁。 
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URDG は「The Bank of Demand Guarantee European Style」と称されるようにヨ

ーロッパを中心に利用されているという特徴があり、現在 ICC で改定作業が進められ

ている。日本で利用されることは少ないのが実情である。URDG が担保人と受益者の

間、指示人と担保人の間に契約の枠を提供している。しかし、URDG は当事者間の協

議した管轄の問題のみを処理するため、国家法律と裁判所の管轄領域に及ばない。たと

えば、委託人が詐欺また権利濫用の支払請求を疑う場合において、支払禁止命令を申請

する特定状況は、法律問題であり、契約と無関係である。したがって、当事者が法律の

許容範囲内に協議し、規則に対し、廃除あるいは改訂をすることができる178。 
5.3.4 ISP98 
 ISP98 は、国際慣例として、当事者と国内法の承認はないと効力を生じない。ISP98
は、スタンドバイ信用状だけを適用対象としており、こうした UCP の欠点をカバーし

たルールとなっていることから、結果的には、UCP がスタンドバイ信用状にも広く使

われている状況から削除は見送られ継続して使用されることになったが、ICC の委員の

中にはスタンドバイ信用状には ISP98 の利用が望ましいという意見がある。1999 年か

ら施行された ISP98 は、北米を中心に利用されている。日本で発行されることはほと

んどないようであり馴染めがないのであるが、アメリカとの取引で ISP98 に準拠する

スタンドバイ信用状の発行を求められることがある。 
  
5.4 節 国際条約における詐欺に関する規定 

2000 年発効の「独立保証およびスタンドバイ信用状に関する国連条約」は有力国の

批准が進まないが、ICC のアメリカで使用されている国際スタンドバイ規則(ISP98)と、

ヨーロッパ諸国で利用されている独立保証(請求払保証統一規則 URDG)の統一化を図

っている。この条約の注目すべき条項は第 19 条の「支払義務に対する例外」(Exception 
to Payment Obligation)である。すなわち「次の事項が明白な場合、善意で行動してい

る保証者・発行者は、受益者に対して支払留保する権利を有する。a、書類が真正でな

く、または偽造されたこと、b、支払要求および証拠書類で主張されている根拠では、

支払が正当化されないこと、c、約束のタイプおよび目的から判断して、支払要求は考

慮の余地がないこと」である。しかし、どの程度なら詐欺が「明白」なのかは微妙な問

題であり、これでは銀行の識別能力が問われかねず、詐欺・濫用の立証責任を巡って、

銀行が過重な責任を負わされるのとの懸念があるようである。 
 第 19 条を受けて、第 20 条第一項は裁判所に仮命令(Provisional Court Measures)を
求める場合の基準を示している。証明の基準は、詐欺的または濫用的な状況が存在する

「高い蓋然性があり、直ちに提出できる強い証拠(Immediately Available Strong 
Evidence of a High Probability)」である。第二項で、仮命令を発給するにあたって、

裁判所は本人・依頼人が、仮命令がなければ重大な損害を被る可能性があるか否か、ま

                                                   
178 王瑛・前出注（7）92 頁。 
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た担保を提供させる必要があるかどうかを検討するものとされている179。 
5.4.1 発行依頼人の誠実義務と合理注意義務 

 スタンドバイ信用状と条約に規定される義務を履行する時に、発行申請人が誠実信用

原則に基づく行動を行うので、発行申請人の誠実信用原則に違反する行為あるいは重大

な過失による責任を負わなければならない。 
第 14 条の規定に基づき、1、保証人が担保書類と条約に定められる義務を履行する

とき、誠実且つ合理的に注意を扱わなければならない、独立保証あるいはスタンドバイ

信用状の公認される国際慣例と準則に従う。2、誠実義務また重大な過失のあるものに

対し、その責任を免れない180。 
5.4.2 受益人の権利濫用 

 受益者が支払を請求すれば、その要求には誠実信用原則の違反および条約に定められ

る詐欺また権利濫用などの行為が存在しないと見なす。 
 第 15 条の規定に基づき、1、保証に基づく支払請求が保証書類の条件に従うすべき

である。2、保証状に別の規定を除く、支払請求と保証状に要求される任意の証明また

書類が、保証状の発行地で、期限内に呈示する必要がある。3、受益者が支払請求を要

求すれば、その請求に悪意また第 19 条第一項の規定が存在しないと見なす181。 
5.4.3 発行依頼人の詐欺例外抗弁 

 １、条約において、「詐欺」または「支払請求権の濫用」を支払義務の抗弁理由とし

て定めている。  
 2、発行申請人と受益者の間における利益の衡平を調整する条約においては、誠実信

用原則に基づき、詐欺あるいは支払請求権の濫用を抗弁するため、受益者に対する支払

拒否という権利を授権の方式で発行申請人に与える182。 
 
5.5 節 中国司法実務における信用状詐欺による独立性の例外 
 中国において、「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」の司

法解釈が公布される前に、信用状詐欺行為について、中国「民法通則」と「中華人民共

和国合同法」の相関規定に基づいて解決した。「民法通則」54 条の規定により、片方

が詐欺や脅迫などの手段で、相手方の真意を背く意思表示をさせた民事行為は無効であ

る。「中華人民共和国合同法」52 条の規定により、片方が詐欺手段で契約を締結させ、

国家利益に損害を与えた行為は無効である。54 条の規定により、片方が詐欺手段で、

相手方の真意を背くことをさせ、締結した契約に対し、被害者が人民裁判所あるいは仲

裁機構に契約の変更や取消などのを請求することができる。中国各級裁判所が、1989
年 6 月 12 日に最高人民裁判所が公布した「全国沿海地区渉外、渉港澳経済工作座談会

                                                   
179 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）284 頁。 
180 王瑛・前出注（7）95 頁。 
181 王瑛・前出注（7）96 頁。 
182 王瑛・前出注（7）97 頁。 
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紀要」の第 4 条第二項の信用状詐欺に対する禁止の簡単規定を基準として解決した。し

かし、この規定が大雑把であるので、各級裁判所は先の規定に対する理解で、事件の具

体的状況と結合して、相対の判決を下した。したがって、詐欺による信用状独立性の例

外に対し、裁判官の理解が異なるので、よく判決が衝突することもあった。 
 

5.5.1 民事詐欺の基準に基づく信用状詐欺の認定 
民事詐欺の基準に基づく信用状詐欺を認定する事件は、厦門中包物資進出口有限会社

訴香港千斤一国際有限会社事件183である。 
1、事実概要 
1996 年 3 月 4 日、原告のアモイ象嶼保税区の X 会社が被告の香港の Y1 会社と総価

値 225 万ドルの 7,500 トンの熱間圧延鋼板の契約を締結した。契約には発送港が黒海

の港、到着港が中国鎮江港で、分割積みの方式で履行すると約束した。契約を締結した

後に、X 会社は同年 7 月 1 日に約束どおり受益者が Y1 会社であり、金額は 60 万ドル

の 5%増減、略称は CIY1XM96698-XC の取消不能信用状を A 銀行に依頼して、発行し

た。信用状には 1996 年 7 月 15 日までに物品を発送しなければならない、支払期日は

1997 年 1 月 14 日であると定めた。その後に信用状に記載されている物品引き渡し場所

は中国福州馬尾港に変更した。 
被告 Y1 会社は買取の期限内で買取銀行に書類を交付した。原告は 1996 年 7 月 18

日に信用状発行銀行の A 銀行に必ず支払引き受けを保証して書類を得て、A 銀行は同

月の 25 日に支払引き受けをした。Y1 会社が引受手形を得た後にイギリスの B 会社に

譲渡した。原告 X 会社が得た海運の船荷証券には運送船舶は被告 Y3 運送会社の C 船

舶であり、数量は 165 束、重量は 2,149.50 トン、価値は 644,850 ドルなど、船積港で

ある ILYICHEVSK 港、到着港である中国の福州馬尾港、出港日は 1996 年 6 月 26 日

であり、船荷証券は期日 1996 年 6 月 26 日発行したとはっきり記入されている。この

船荷証券は、被告の香港のY2運送会社が被告のY3運送会社を代理して発行したのに、

Y3 運送会社の型式の船荷証券ではなく、船荷証券には Y3 運送会社と表明していない。

C 船舶が福州馬尾港に到着した後に、原告は上述の船荷証券を持って物品を引き出しに

行ったのに、C 船舶に当該物品の存在はない。原告 X 会社は被告の呈示した船積書類

と船荷証券がすべて偽造であることを理由として、アモイの海事裁判所に提訴して、契

約と海運の書類の無効を主張し、そして信用状の支払停止、Y1 会社に関連する損害を

賠償するなどの請求を出した。 
2、判決要旨 
アモイの海事裁判所は審理を通じて、Y3 運送会社はリビアで登録した運輸会社であ

って、C 船舶を所有する。Y3 運送会社は Y2 運送会社に代理権限を与えていない。C
船舶は ILYICHEVSK 港で 24,860.627 トンの物品を船積みして、原告が所持している

                                                   
183 金賽波編『中国信用証法律和重要案例点評』306 頁(対外経済貿易大学出版社、2002 年)。 



121 
 

船荷証券に記載された物品は船積していない。C 船舶の今回の出航代理も受取人は原告

である委託を受け取っていないと判明した。 
アモイの海事裁判所は原告 X 会社が鋼板を買うために被告 Y1 会社と契約を締結し、

約束どおり信用状発行銀行に信用状の発行を依頼し、その合法的権益を保護するべきで

ある。Y1 会社は契約に基づき原告に物品を引渡していない情況で、X 会社と共謀して

船積書類などを偽造し、買取銀行に提出し、商品の代金をだまし取ることを企んで、こ

れらの行為は Y1 会社と Y2 会社は原告に対する詐欺であると判明した。したがって、

X 会社と Y1 会社の締結した契約および関連する書類はすべて無効である。契約に基づ

き開設した信用状も支払停止すべきである。Y1 会社と Y2 運送会社は X 会社にもたら

した損害を賠償しなければならない。被告 Y3 運送会社は詐欺に参与していないので、

当事件と関係がなくて、責任を負うべきではない。1996 年 12 月 21 日に判決を下した。 
(1)原告 X 会社と被告 Y1 会社の締結した契約は無効で、被告 Y2 運送会社は 1996 年

6 月 26 日発行した船荷証券などの船積書類は無効である。X 会社は開設した Y1 会社

が受益人としての CIY1 XM96698-XC の信用状を支払う必要はない。 
(2)Y1 会社と Y2 運送会社は X 会社に信用状の開設および変更の銀行費用の

9,103.03 人民元を賠償しなければならない。当判決の発効する後の 10 日間内に限られ

て支払う。 
(3)X 会社の Y3 運送会社に対する訴訟を却下した。 
3、判決分析 
(1)詐欺の例外と独立性の適用 
原因取引に基づく詐欺を理由で信用状支払を凍結する対応において、最高裁判所の明

確な司法解釈がある。最高人民裁判所は 1989 年の 6 月 12 日の「全国沿海地区渉外、

港澳経済工作座談会紀要」の中に、最高裁判所は世界多数の先進的な国家の裁判所と同

じに、信用状の基礎取引と信用状の取引が互いに独立する基本原則は「不道徳の商人」

を保護することができないと考え、あるいはローマ法の格言に従い、「詐欺によるすべ

て無効になる。」最高裁判所のこの立場ははっきりさせている。最高裁判所の最近の判

決には、特に詐欺が「実質性」詐欺の基準を出している。換言すれば、いったん信用状

の下で実質性の詐欺が発生したら、独立性原則は受益人を保護することができなく、裁

判所は信用状の独立性と書類取引原則を突破することができ、原因取引の下で受益人に

よって詐欺を実施するかどうかに従い、信用状発行銀行の支払を判断するべきである、

詐欺の実質性の判断は裁判官が自由裁量権を把握する。 
(2)信用状詐欺の証拠開示の責任と基準 
当事件は信用状の取引には明らかに受益人の偽造書類を呈示した詐欺の事実が存在

している。しかし、問題点は、信用状の独立性原則が裁判所は簡単に独立性原則と書類

取引原則を越えて書類の背後の基礎取引を見ること阻止している。そして裁判所はどの

状況の下でどんな方式で独立性の原則を越えて原因取引の詐欺が存在するかどうかを
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考察する。当事件の裁判所は原告の起訴する前に信用状を凍結する段階および裁判所の

当事件の判決を下す段階に、裁判所は次のいくつかの基本的なことを説明していないの

に、直接に基礎取引の中に詐欺の存在を認定した。原告はどんな証拠を提供したか、こ

れらの証拠はいくつかのどんな証拠であるか、これらの証拠は原因取引の中に詐欺の存

在が証明できるか、当該詐欺は実質性詐欺であるか、原因取引に実質性の詐欺が存在す

る場合に、もし裁判所は法律の救済を与えなければ、申請者の損害を救うことはできな

いか、裁判所は十分な理由で信用状の支払を停止するか。また、最高裁判所の「紀要」

に、原因取引の詐欺によって、信用状の凍結を申請する場合は十分な証拠を提供しなけ

ればならない。本事件の判決は、裁判所の証拠開示の責任と基準について考量していな

い。 
(3)詐欺による例外の適用例外 
信用状詐欺を発生したら、裁判所はすべての信用状を凍結する必要はない。各国の詐

欺例外の例外を制定する目的は、信用状の取引に中間商と中間銀行の参与と仲介を励る。

これら中間商あるいは中間銀行が信用状の制度にとって不可欠である。中間商と中間銀

行の善意の参与がなければ、信用状制度に対する信頼がなければ、信用状の支払規制は

存在する意味がない。 
当判決の最大の問題は、裁判所は判決を下す時に信用状詐欺の例外はほかの例外を考

慮していない。最高裁判所の司法解釈に信用状下であるでに信用状発行銀行の支払引き

受けをする例外である。当判決は十分な考慮を与えていない。裁判所の方法は中国銀行

界と司法界の名声に最も深刻な損害を受けさせている。最高裁判所の司法解釈は、もし

信用状の為替手形はすでに信用状発行銀行は支払引き受けをするならば、信用状発行銀

行のこの為替手形の代金を支払わなければならない。 
当事件の判決が明らかに直接最高裁判所の明確な司法解釈に背く。裁判所は当事件の

中で信用状の下であるでに引受手形の当事者の間の法律関係を考慮していない。裁判所

の判決は明らかに次の通り深刻な事実と法律の問題をもたらした。裁判所が原因取引に

基づく詐欺の紛争を処理したのに、訴訟の原告と被告は原因取引の買主と売主であり、

しかし裁判所が当事件の当事者の信用状発行銀行と引受手形を正当な所持人の法律権

利を処罰した。その他、信用状発行銀行と引受手形所持人は第一審の訴訟当事者ではな

いので、上訴の権利も剥奪した。このような判決は明らかに司法の不公平をもたらした。 
5.5.2 信用状における船荷証券の詐欺による独立性の例外の確立 
信用状における船荷証券の詐欺による独立性の例外に関する有名な判例は、アモイ中

貿輸出入有限会社訴広州遠洋運輸会社事件184である。 
１、事実の概要 

                                                   
184 清河雅孝「信用状の条件を満たすために船荷証券に船積日の不実記載をした運送人は、これによって

生じた荷受人のすべての損害につき責任を負うとされた事件」国際商事法務 29 巻 12 号 1548 頁～1552 頁

(2002 年)。 
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1991 年 8 月 7 日、原告アモイ中貿輸出入 X 社は、訴外日本三井 A 社と、「CIF アモ

イ」という条件で 310 トンの化学製品を目的物とする国際売買契約を締結した。同年 9
月 25 日、A は、信用状の船積日の変更を求めた。X は訴外 B 華揚会社と本件物品の転

売契約を結んだので、これに応じた。信用状の船積期間は 1991 年 10 月 30 日までに、

信用状の有効期間は同年 11 月 15 日までにそれぞれ変更された。1991 年 10 月 10 日、

A は、X に、安涛江号をもって本件物品を運送すること、本船が同年 10 月 27 日か、ま

たは 28日に神戸から出航して、11月 2日にアモイに到着することを通知した。本船は、

被告広州遠洋運輸 Y 社所有の、神戸・アモイ間の定期船である。本船の第 89 便は、悪

天候の影響を受け、同年 10 月 30 日にアモイから予定より遥かに遅れて出航して同年

11 月 6 日に神戸に到着し、同月 7 日に本件物品の船積を漸く完了し、船便を変更して

第 90 便としてアモイに向かって出航した。訴外 Y の在日本の代理人 SEINA 社 C は、

船積日を信用状の条件に合致させるために、A の補償状を受け、実際の船積日を無視し

て、1991 年 10 月 31 日を船積日とする船荷証券を発行した。本船は、同年 11 月 10 日、

無事にアモイに到着し本件物品を陸揚した。X は、本件船荷証券の船積日につき不実記

載があることを発見し、A に同証券の受取を拒否し、不実記載という権利侵害行為によ

る損害を賠償すべく下落した市場価格にもとづぃて本件物品の売買価格につき 1 トン

あたり 50 米ドルを減額して欲しいと要求し、それに応じてくれなければ、本件物品の

受取を拒否すると、二回にわたって通告した。これに対して、A は、返答のかわりに同

年 11 月 14 日、信用状、船積書類その他の荷為替取引の書類を東海銀行に提出して売

買代金の支在、を請求した。同年 11 月 10 日、右書類が、X の取引先であるアモイ農業

銀行に送付された。X と右銀行は、書類上の記載と信用状のそれと一致していない部分

があることを理由に支払を拒んだ。東海銀行は、書類を取り戻して修正し農民銀行に再

提出したが、農民銀行は、信用状の有効期間を過ぎたとして同書類の受領を拒否した。

その後、A は、本件一台荷証券の船積日に関する不実記載を否定し、X に代金の支払を

催促した。また、東海銀行も、同書類上の記載の不一致が信用状の効力に影響を及ぼさ

ず、支払拒否の理由にはならないと反論し、農民銀行に国際慣行に従って支払をするよ

う求めた。1992 年 2 月 14 日、農民銀行は、右意見を受け入れ本件物品の代金を支払、

X の外貨口座から本件物品の売買代金にあたる金額を引き落とした。 
ところで、本件物品は、本船より陸揚されてから 3 ヶ月を経過したにもかかわらず、

通関していなかった。税関によって売却されるおそれが出てきたので、同年 3 月 9 日、

X は、本件船荷証券の複本に保証状を添付して荷渡指図書(Delivery Order; D/O)を入手

して通関の手続を取り、4 月 25 日に本件物品を受け取った。その間の同年 4 月 8 日、

X は、Y に対して本件物品の売買代金 248,000 米ドルとその利息および本件物品の受取

によって生じた費用を請求するためにアモイ海事裁判所に訴えを提起した。その後、X
が、市場価格の下落による本件物品の損失を防ぐために、本件物品を売却処分したが、

その売却代金と B に転売する売買代金との差額 356,312.50 人民元の損害を蒙ったこと
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を理由に、同裁判所に、損害賠償額を、右差額とその利息、並びに税関に支払った延滞

金、および埠頭と倉庫の使用料、運搬費を含む本件物品の受取による費用 400,000 人民

元とその利害、とする旨の請求変更を申し立てた。  
これに対して、Y は、①本件物品に関する紛争が本件売買契約によるものであり、船

主と関係を有しないとして、X が Y に対して訴えの権利がないと主張した。X の請求変

更の申立後、②A の補償状を受けて、本件船荷証券に船積日の不実記載をしたが、A と

の共謀によるものではないこと、③運送人である Y の責任期間内、X が本件船荷証券

ひいては本件物品の所有権を取得しておらず、X と Y 間には契約関係がないとして、

同不実記載は、X に対する権利侵害にはならないこと、④X の訴えにおいて請求を受け

ている損害は、Y の本件物品の受領遅滞と不当の処置によるものであり、Y の行為と関

係を有しないことをそれぞれ主張して、その責任を否認している。 
2、判決 
1994 年 7 月 25 日、本裁判所は、X の損害防止義務の違反によって生じた損害、同不

実記載と因果関係を有しない埠頭と倉庫の使用料の損害賠償の請求を除いて、Y の主張

を否議し、民法通則 5 条、106 条、134 条 7 号により次のように判示して Y の損害賠償

責任を認めた。すなわち、「本件当事者の民事紛争は、国際海上物品運送において船荷

証券上の船積日の不実記載によって生じたものである。X は、本件売買契約の買主であ

り、船荷証券の被通告人でもあり、かつ撤回不能の信用状の開設者てもある。A が Y
発行の船積船荷証券を白地裏書して交付したときに、X の荷送人の法的地位が確定され

ている。X は、船荷証券上船積日の不実記載によって生じた損害につき Y に対して訴

えを提起することができる。X が、同不実記載を知つた後、A に対して本件売買契約に

もとづき、損害賠償を請求して結果をえられなかった。それ故、Y に対して国際海上物

品運送契約の法律関係にもとづいて訴えを提起したことは、Ｘの損害賠償請求権を選択

した結果であり、法律または国際慣行に反しない。X が訴えを提起したときに、船荷証

券に定める運送人の責任期間が終了したという Y の主張が認められない。Y は、不当

に運送人の義務を履行せず、船荷証券を発行するにあたって、国際慣行に反し、船積日

の不実記載をして X の利益に重大な損害を及ぼしたので、損害賠償の責任を負わなけ

ればならない。 
ところで、X は、同不実記載を知り A に対する減額の請求を行っているときも、損

害の拡大を防止する義務を有する。X の本件物品の受領・通関時期が遅れたので、本件

において請求している損害につき相当の責任を負わなければならない。また、埠頭と倉

庫の使用料には時間により計算して徴収されるものでない費用も含まれている。その部

分が同不実記載と関係を有しないので、この部分の請求を容認できない。 
 3、判旨 

X は、Y の代理人である C が A の補償状を受け、本件船荷証券に船積日の不実記載

をしたことによって、本件物品が予定より約一週間遅れて目的港に到着し、市場価格の
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下落による損害を受けた。その結果、X は、本件物品の受領を拒絶し、売主である A
に対して売買代金の減額を請求したが、A に拒まれ、売買代金も信用状開設銀行から引

き出されたために、Y に本件船荷証券の不実記載により生じたすべての損害につき賠償

を請求するために訴えを提起した。本件の争点は、a、X が Y に訴えを提起する権利を

有するか、b、請求を受けている損害が本件船荷証券の不実記載と因果関係を有するか、

および c、X の損害防止義務がいつから生じるかという三つであるが、主な問題点は、

信用状の条件をみたすために船荷証券に船積日の悪意不実記載をした運送人がいかな

る責任を負うべきかにある。本件では、運送品の延着によって、市場価格の下落による

損害が生じたが、運送人が賠償すべきであるのは、右損害のみではなく、本件物品の転

売価格とその処分価格との差額、受領拒否から本件物品を売却処分するまでにかかった

すべての費用をも含んでいる。本判決から中国の海事裁判所が、船荷証券に船積日の悪

意不実記載をした運送人に対して、きわめて厳格な責任を課していることを窺い知るこ

とができる。 
(1)船荷証券における荷受人の運送人に対する請求権の有無海上物品運送契約におい

て荷受人が指定された場合には、運送品が目的港に到着するときは、荷受人は、同運送

契約により生じた権利を取得し、運送品の引渡を請求し、運送品に関する損害が生じた

ときは、同契約にもとづいて損害賠償を請求することができる。もちろん、その権利を

実現するために、運送人に訴えを提起することもできる。しかし、同運送契約にもとづ

いて船荷証券が発行されたかぎり、船荷証券の受戻証券性により、船荷証券上の荷受人

または被通知人であっても、右証券を提示して運送品の引渡を請求しなければ、運送人

は、これを拒否しうる185。荷受人は、運送品の買主であり、信用状による売買代金の決

済が完了しても、船荷証券を所持しないかぎり、運送品に対して同証券上の権利を行使

しえない。その結果、訴訟内または訴訟外を問わず、運送人に運送契約によって生じた

権利を行使するものは、船荷証券上の権利または同証券を代替するもの(除権判決)を有

しなければならない。 
本件では、Y は、本件船荷証券を取得していないことを理由に、X は訴えの権利を有

しないと主張している。本裁判所は、「X は、本件売買契約の買主であり、船荷証券の

被通告人でもあり、かつ撤回不能の信用状の開設者でもある。A が Y 発行の船積荷証

券を白地裏書して交付したときに、X の荷受人の法的地位が確定されている」と和判示

し、X の訴えの権利を認めている。確かに、X は、1992 年 4 月前後に、保証状の交付

によりで本件物品の引渡を受け、アモイ農業銀行に本件物品の売買代金を支払って、本

件船荷証券を取得したので、最終的に、Y に対して訴えを提起する権利を有する。だが、

X が本件売買契約の買主であり、撤回不能の信用状の開設者でもあることは、海上物品

運送契約においてとくに意味をもつものではない。船荷証券の被通告人であることも、

目的港で運送人の通知を受領する権利を有するのみであって、同証券に証明された運送

                                                   
185 李守芹「論提単的法律性質」中国海商法年刊 6 巻 41 頁以下（1995 年)。 
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契約上の権利を取得しない。船荷証券における被通告人の指定は、むしろ、運送人に対

して特定の者に通知する義務を課するだけである。また、A が Y 発行の船積船荷証券

を白地裏書して東海銀行に交付したときも、船荷証券上の権利は、A と東海銀行との法

律関係(売買代金の取立依頼か、本件船荷証券の買取りか)によって決定される。これに

よって、X の荷受人の法的地位が確定されるはずはない。船荷証券における荷受人の記

載は、運送契約において荷受人指定の効果を生じるが、船荷証券を取得しないかぎり、

船荷証券上の権利を行使しえない186。荷受人の法的地位の確定は船荷証券の所持を伴わ

ないときは、運送人にとってほとんど意味をもたない。本裁判所は、X が本件船荷証券

を取得するまでいつも本件訴えを棄却することができる。荷送人が船荷証券を取得せず、

運送人に運送契約上の権利行使を許せば、船荷証券の正当所持人ひいては運送人に損害

を与えるおそれがあり、船荷証券の流通ひいては国際取引の促進を阻害することになる。 
X は、同不実記載を知った後、A に対して本件売買契約にもとづいて損害賠償を請求

できるが、Y に対して国際海上物品運送契約の法律関係にもとづいて具体的に訴えを提

起するためには、本件船荷証券を取得しなければならない。なお、本件の訴訟の目的は、

本件物品の減失、損傷または延着による損害の賠償ではなく、同不実記載によって生じ

た X のすべての損害の賠償である。本件船荷証券を取得しないときも、信用状の開設

銀行または買主から本件物品の売買代金を不法取得するために Y と A が共謀して同不

実記載をしたことを理由に X は、Y に対して、不法行為に基づいて損害賠償請求の訴

えを提起しても一向差し支えない187。 
(2)船荷証券に船積日の悪意不実記載をした運送人の責任 
本件の第二争点である、損害と同不実記載との因果関係および第三争点である、損害

防止義務(民法通則 114 条、中国契約法 119 条)を明らかにするには、まず、同不実記載

をした運送人が負うべき責任を明確にしなければならない。本裁判所は、「Y は、不当

に運送人の義務を履行せず、船荷証券を発行するにあたって、国際慣行に反し、船積日

の悪意不実記載をして X の利益に重大な損害を及ぼしたので、損害賠償の責任を負わ

なければならない」と抽象的に判示し、具体的に同不実記載の特殊性を現していないが、

Y は、責任としては、不実記載と直接因果関係を有する本件物品到着時の延着損害のみ

ならず、右到着後からアモイ農民銀行が東海銀行に本件物品の売買代金を決済するまで

に生じた市場価額の下落による損害を始め、X が本件物品の受取・売却処分のためにか

かったすべての費用の損害をも賠償しなければならない。賠償の対象たる損害は、運送

品に関する損害だけではなく、同不実記載或いは受取拒絶によって生じた費用の損害を

も含んでいる。Y は、同不実記載を主原因とする延着損害のほか、同不実記載と直接因

果関係を有しない損害についても賠償責任を負う。 

                                                   
186 胡輝「倒答提単仲裁案評析」中国海商法年刊 7 巻 363 頁（1996 年)。 
187 「海商法協会争議処理程序委員会召開『倒签提単損害賠償的訴権問題』研討会」中国海商法年刊 4 巻

455 頁（1993 年）。 
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4、判決のポイント 
船荷証券に船積日の悪意不実記載をした運送人は、運送品の損傷が生じなくても、同

不実記載を理由に、安全に目的港に陸揚されている運送品の受取拒否によって生じた市

場価格の下落による損害、埠頭使用料と運送品の受取拒否によって生じた追加使用料、

運搬費、倉庫使用料および税関に支払つた延滞金の損害につき賠償の責任を負わなけれ

ばならない。 
本判決は、さらに、損害防止義務を認め、通関のために行われた運送品受取の時期が

遅れたと認定し、運送品を通関すべき日以後に生じた損害につき賠償の責任を荷送人に

課し、また、同不実記載と因果関係を有しない埠頭と倉庫の使用料の損害に対する荷受

人の賠償請求を斥けた。損害防止義務は、荷受人が通知を受けて運送品の受取を行うべ

きときから生じると考えられる。運送品は確かに一週間遅れて目的港に到着した。荷受

人は、延着損害が生じた場合、運送品を受け取つてから、同損害につき著償請求をすれ

ば足りる。受取を拒否し、運送品をそのままに放置することは、海上物品運送契約にお

いて受領遅滞である。その後に生じた運送品の損害や費用は、荷受人が負担する。また、

同不実記載と因果関係を有しない損害を否定するかぎり、運送品の到着までの延着損害

を除き、受領遅滞後の市場価格の下落による損害、運送品の受領を行うべき日から生じ

た埠頭使用料と受領遅滞によって生じた追加使用料、運搬費、倉庫使用料および税関に

支払った延滞金の損害は、はたして同不実記載と相当因呆関係を有するかが疑問である。 
中国の海事裁判所は、船荷証券の船積日や発行日の悪意不実記載に関する運送人の責

任について特殊な理論を用いて不実記載をした運送人にきわめて重い責任を課してい

る。本件では、船荷証券に悪意不実記載がある場合、荷受人の受取拒否が認められ、運

送人は、運送品の減失、損傷または延着による損害のみならず、その他、不実記載によ

って生じたすべての損害についても責任を負うとされている。 
5.5.3 信用状自体の詐欺による独立性の例外の確立 

 中国における信用状自体の詐欺に関する有名な判例は、福建省軽工業輸出入株式会社

訴百利多国際有限会社、華芸貿易有限会社事件188である。 
 １、事実概要 
 1998 年 1 月 8 日、原告福建省軽工業輸出入株式会社Ｘが被告華芸貿易有限会社 Y１

と代理輸入契約を締結した。原告 X の代理人として信用状の発行を申請し、被告百利

多国際有限会社Y2から製品オイル19,400トン(5％増減可)を購入する契約を締結した。

被告 Y１が信用状支払期日前に代金を支払う保証をした。 
 上記契約に基づき、原告 X が 1998 年 1 月 24 日に福建省 A 銀行から番号は

131LC98001 であり、金額 165 万ドルの Y2 を受益者とする取消不能信用状の発行をも

らった。製品オイルの値段は 1 万トンあたり 165 万ドルである。運送においては、韓

国にある船積港から到着港としての中国アモイまでとなった。信用状が発行した後、

                                                   
188 金赛波・前出注（138）321 頁。 
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1998 年 2 月に、被告 Y2 がフランスの B 銀行の香港分行 C を通して A 銀行に信用状を

呈示した。船荷証券に船積港は韓国 ULSAN であり、運送船は「M/TMAROL」である。

到着港はアモイであり、製品オイルは 10,500 トンである。美通国際(中国)有限会社 D
が運送会社である。 

A 銀行の審査により、呈示された書類が信用状の要求と一致していることを判明した

ので、1998 年 2 月 11 日に支払を承諾し、1998 年 5 月 5 日に支払を約束した。被告

Y1 が原告 X に貨物受取書に呈示し、すでに貨物を受領したことを証明した。けれども、

1998 年 5 月 5 日に被告 Y1 が約束に基づく支払を履行しなかったにもかかわらず、貨

物の行方も原告に説明しなかった。両被告がただ B 銀行を通じて信用状支払の期日を

変更することのみとした。1998 年 5 月 7 日 B 銀行の許可を得て、支払期日が 6 月 5 日

に変更した。その後、また支払期日が 1998 年 9 月 5 日に変更した。 
 原告が呈示した調査結果においては、D 運送会社が香港にある会社であった。しかし、

1996 年から未登録であった、すなわち存在ではない。裁判所の調査により、本件書類

に記載された「M/TMAROL」という船が 1997 年１2 月から 1999 年 2 月 15 日にかけ

て、アモイ港に駐在したことはないと判明した。したがって、被告の詐欺事実と代金の

未払いにより、原告 X が 1998 年 9 月 7 日に裁判所に信用状の代金を凍結する申請を提

起した。裁判所が 9 月 9 日に信用状の代金 173 万 2,500 ドルを凍結する裁定を下した。

1998 年 9 月 25 日、原告Ｘが裁判所に被告 Y１、Y2 に対する訴訟を提起した。 
 原告 X の主張は、被告 Y2 が偽造の信用状書類を呈示し、被告 Y1 が貨物受取書を偽

造したことにより、悪意の共謀だと判断できる。したがって、（1）番号は 131LC98001
である信用状に基づく 173 万 2,500 ドルの代金の支払を禁止する命令を請求した。（2）
Y1 と Y2 が原告 X に対する経済の損害人民元 55,478.93 元および利益損害 25,987.5 ド

ルを賠償する。（3）訴訟費用は被告が負担する。 
 2、判決要旨 
 裁判所の審査によって、本事件の紛争は真実でない貿易契約の背景を持って、被告

Y2 が原告 X の信用状代金を詐取するため、信用状書類を偽造することによる生じた。            

被告 Y1、Y2 が信用状の代金を詐取する目的で、悪意の共謀をし、原告に対する貿易

および海運の詐欺を実施した。被告の越権行為の結果地は福建省にあるので、本事件に

おいては中国の法律を適用すべきである。被告 Y1 と Y2 が詐欺の方式で原告と契約を

締結したので、本事件におけるすべての契約は無効だと判明できる。UCP500 の規定に

基づき、信用状契約が原因取引から独立して、その影響を受けない。しかし、法律が詐

欺行為を保護しないため、売主が信用状の特徴を利用し、書類を偽造することにより、

代金を詐取する行動を実施すれば、信用状独立性に適用する事実と法律依拠を失ってし

まう。すなわち、買主が信用状詐欺による独立性の例外を援用することができ、代金の

支払が拒絶できる。原告が申請したのは後日払信用状である。かつ、フランス B 銀行

が Y2 に対する引換えは A 銀行が支払の引受をする前に発生したのみならず、Y2 の担
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保も付いた。したがって、本事件は最高人民裁判所の規定した発行依頼人が支払拒否権

を行使することができない条件に合ってはまる。本件を解決するには、独立性の例外を

適用すべきである。原告が主張した番号 131LC98001 という信用状に基づく代金の支

払を拒否することを認める。そして、信用状発行費用は被告 Y１と Y2 が負うことを認

める。予測の利益損失に関する証拠が不足だったので認めない。「民法通則」4 条、58
条第一項、61 条第一項の規定に基づき、1999 年 6 月 30 日に、(1)原告 X と被告 Y１、

Y2 間に締結した契約は無効である。(2)原告 X が A 銀行に依頼した信用状に基づく代

金 173 万 2,500 ドルは支払を拒否することを認める。(3)被告 Y2 が原告 X の信用状発

行にかかわる 55,478.93 元費用の損失を負わなければならない、被告 Y１が連帯責任を

負う。(4)原告 X のその他の訴訟請求を却下する。以上の判決を下した。 
 
第 6 章 信用状独立性の例外の立法モデル 

世界各国における信用状詐欺による独立性の例外の立法モデルは、相当数ある。 
6.1 節 判例法と成文法並行立法モデル 
 アメリカは世界の金融中心として、最初に信用状詐欺による独立性の例外を設立した。

アメリカ各州の司法管轄の相対独立性を有するので、信用状独立性の例外に関する具体

的な表現は多様である。アメリカが最初の判例法形式で信用状独立性の例外を設立した

国家だけでなく、さらに唯一の成文法法典(「アメリカ統一商法典」)には系統的に信用

状独立性の例外を定めた。 
6.1.1 信用状独立性の例外に関する条件の確立 
アメリカの Sztejn 判例に始まり、現在では世界的に認められているこの解釈は、信

用状条件に合致した船積書類が呈示された場合であっても、当該書類が偽造・変造であ

るときはもちろん、書類が詐欺的なものであること、または原因関係の売買契約で詐欺

的行為が行われたことを、発行銀行が明白な証拠により立証できる場合には、発行銀行

は受益者に対し支払を拒むことができるという趣旨である。この独立性原則に限界を認

める法理として、英米法系では信用状に関する「詐欺の抗弁」、大陸法系では「権利濫

用の抗弁」が援用される189。 
もっとも、権利濫用の抗弁が成立するためには、売買契約上の代金支払義務がないこ

とが、(1)争う余地がないほど明白、(2)発行銀行が決定的な証拠を保有、(3)通常の取引

過程では生じないほどの重大な瑕疵であることが条件とされる。独立性原則の例外は、

理論的には各国で広く認められているが、詐欺の立証責任を負うのは発行銀行・発行依

頼人側であるから、裁判所で認められることは容易ではないし、例外は狭く解釈されて

いるのが実情である190。 
6.1.2 信用状独立性の例外に関する適用基準の確立 

                                                   
189 江頭憲治郎『商取引法（第 4 版）』（弘文堂、2009 年）79 頁～181 頁。 
190 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）281 頁。 
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１、UCC 第 5-109 条191の a 項の要件事実として、詐欺が文書の中に見られるもので

あるか、あるいは受益者によって発行人または申請人に対してなされることが必要であ

る、と説明している。この点について Cromwell v. Commerce and Energy Bank 事件

(464 So.2d 721(La.1985))で分析する。 
Limited Liability Company の形態で投資事業を始めた事業体に対し、多数の銀行が

信用状を発行した事件である。その投資の進め方に詐欺があったと争われている。(注
意点：信用状という名称が使われていても、保証書であるに過ぎない場合がある。) 

Combined Equities, Inc.が総合投資組合(Combined Investments, Limited)というパ

ートナーシップを作り、その資本金の募集が行われた。これに応募した三十九単位の投

資家人が、一単位につき 25 万ドルずつの出資をし、その内 2 万ドルを現金で支払った。

3 万ドルを二年後払いの約束手形で支払、残りの 20 万ドルはスタンドバイ信用状の形

で出資された。このような形の出資によって、税法上、7 万 6 千ドルの損金扱いが許さ

れ、各投資家は利益を得ていた。他方、総合投資組合は、各投資家が提出した信用状を

担保として、いくつかの銀行から融資を受けた。この融資金を使って投資活動が進めら

れたが、その投資はホテル、コンドミニアム(分譲マンション)、アパートなどに対して

                                                   
191 UCC5-109 条 詐欺および書類の偽造(Fraud and Forgery) 
 (ａ項）外見上は信用状条件を厳格に充足した呈示がなされた場合であって、必要とされた書類が偽造さ

れたとき、または必要とされた書類が重大な詐欺によるものであるとき、またはその呈示に対して支払い

(Honor)に応じることが、発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになる

ときは、以下による。 
 (一号）支払いが次の者により請求されたものである場合には、発行人は、その呈示に対して支払うもの

とする。 
 (ⅰ)誠実にかつ書類の偽造または重大な詐欺を知らずに、対価を支払った、指定された者(Nominated 
Person)。 
 (ⅱ)誠実に確認の債務を履行した、確認を加えた者(Confirmer)。 
 (ⅲ)発行人または指定された者により引受がなされたあとに、信用状に基づく為替手形を取得した、正当

所持人(Holder in Due Course)。 
(ⅳ)発行人または指定された者により後日支払債務(Deferred Obligation)191の引受がなされたあとに、書

類の偽造または重大な詐欺を知らずに、発行人または指定された者の後日支払債務を有償で取得した、譲

受人(Assignee)。 
 (二号）それ以外の場合は、発行人は、誠実に行動する限り、その呈示に対して支払うことができ、また

は支払わないことができる。 
 (ｂ項）発行依頼人が、必要とされた書類が偽造されたこと、または必要とされた書類が重大な詐欺によ

るものであること、またはその呈示に対して支払いに応じることが発行人または発行依頼人に対する受益

者による重大な詐欺を助長することになる旨を申し立てた場合は、適切な管轄権を有する裁判所は、同裁

判所が次の事項を認定するときに限り、その呈示に対する発行人の支払いを暫定的にまたは終局的に差し

止めることができ、または発行人その他の者に対抗するためのこれと類似の訴訟上の救済を与えることが

できる。 
 (一号）その訴訟上の救済が、引受済みの為替手形または発行人によって引き受けられた後日支払債務に

適用される法の下では禁止されていないこと。 
 (二号）不利益を受けることのある受益者、発行人または指定された者が、その訴訟上の救済が与えられ

ることにより被ることのある損害から十分に保護されていること。 
 (三号）当州の法に基づきその訴訟上の救済を受けることができる適格者の条件を、すべて充足している

こと、および、 
 (四号）同裁判所に提出された情報によれば、発行依頼人が、書類の偽造または重大な詐欺の申立てに基

づき、敗訴するよりも勝訴する見込みがより大きく、かつ支払いを請求している者が、ａ項一号に基づく

保護を受ける適格性を有しないこと。」 
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行われた。 
先の組合の事業活動は予想通りの利益を生んでおらず、貸付銀行 (American 

European Bank 外数行)は、担保権の実行として信用状による為替手形の支払を求めた。

被告銀行はその支払をしようとしたのであるが、28 人の投資家は、支払の禁止命令を

求めて本件訴訟を起こした。ルイジアナ州上訴裁判所は、原告が求める禁止命令を出さ

なかったので、原告はさらに同州最高裁判所へ上告した。同最高裁判所は、禁止命令の

拒否は肯定したが、原告が主張している「信用状詐欺」の実体的審理が必要として、事

件を原審裁判所へ差し戻した。この判決は相当長いものであるが、UCC の問題につい

ては、他州の法律との統一が必要であるとして、他州の法律と比較し、その実体的審理

に当たり判断基準とされるべき法理を説明した。 
2、UCC 第 5-109 条の b 項の要件として、詐欺・偽造は、「実質的な詐欺」、「実質的

な偽造」でなければならない。この点について、Intraworld Indus, v. Girard Trust Bank
事件(336 A.2d 316 (Pa. 1975))、Roman Ceramics Corp. v. People's National Bank 事

件 (714 F.2d 1207 (3rd Cir.1983))で説明する。 
(1)Intraworld lndus, v . Girard Trust Bank 事件(336 A.2d 316(Pa.1975))は、カール

トン・ホテルの賃貸借契約の賃料の支払を保証する信用状が発行されていた場合、その

契約について争われている間に、賃料の不払いの事実だけに基づき支払の禁止が拒絶さ

れた事例である。注意点は、信用状は銀行による支払保証であり、原因関係とは独立の

約束である。 
1972 年 2 月 11 日にシンバリスタ(スイス市民)と原告との間でカールトン・ホテル(サ

ン・モリッツ)の 15 年間にわたる賃貸借契約が締結された。1 年 80 万スイス・フラン(約
20 万ドル)の賃料とし、6 ヶ月ごとに割賦で支払われることになっていた(ホテル経営の

収益に応じて多少の調整金が付加されるようになっていたようである)。また、最初の

18 カ月分を前払いすることも条件となっていた。さらに、「賃料の支払を賃貸人に保証

するために」、最初の 100 日以内に、performance bond を作成することも必要とされ

ていた。この performance bond が実際に作成された形跡はない。この賃貸借契約は、

スイス法によるものとし、これに関する事件はサン・モリッツ裁判所の管轄に服するこ

とになっていた。後にこれについて話し合われ、カールトン・ホテル側が被告銀行の信

用状二通(それぞれ額面 10 万ドル)を上記賃料の担保のために作成する「賃貸借契約付

加条項」が締結された。一方は 1973 年 11 月、他方は 1974 年 5 月を失効日とするもの

で、失効するごとに新しい信用状を作成するこになっていた。 
1973 年の 8 月にシンバリスタが、問題のホテルに滞在し、滞在中に支配人から事情

を聞き、ひどい経営状態にあることを知った。シンバリスタがアメリカヘ旅行し、滞在

中に原告と会って相談しようとしたが、原告は面会しなかった。そこで、シンバリスタ

の弁護士(スイス人)が原告に手紙を出し、全部の未払い債務の支払を促すと同時に、

1973 年 9 月 15 日までに支払がなければ、賃貸借契約を解除するという通告を行った。
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これに対し、原告のスイス人弁護士は、賃料に未払分があれば、二通の支払保証契約(信
用状を意味する)があるので、その権利を行使できるはずである、とする旨の手紙(同年

11 月 23 日日付)を出した。1974 年 5 月 10 日に支払われるべき賃料が同年 5 月 21 日に

なっても滞っており、シンバリスタのアメリカ人弁護士は、信用状を発行した被告銀行

に為替手形と信用状を呈示し、10 万ドルの支払を請求した。被告銀行は、原告にその

支払を通知した。原告は 5 月 23 日にその支払の禁止(Preliminary Restraining Order)
を求める訴訟を提起した。これが本件訴訟である。 

この訴訟において第一に問題になるのは裁判管轄であるが、ペンシルヴァニア州裁判

所は、被告銀行が発行した信用状の事件については、同州裁判所に管轄権があると認め、

本件訴訟の審理に当たった。そのうえで、信用状の意義について歴史的に考察し、「支

払の保証」の機能がその本質であると説明している。銀行が設定した一定の条件が満た

されたときに支払をするという独立の約束であり、賃貸借契約とは独立したものである、

その契約上の賃料の支払がなかったことが本件信用状の条件となっており、原告はシン

バリスタの詐欺的行為を争っているが、それを審理する管轄権はスイス裁判所であって、

ベンシルヴァニア州裁判所は干渉できない。本件では賃料が支払われておらず、被告銀

行の支払を停止させることはできないと判決した。 
(2)Roman Ceramics Corp. v. People’s National Bank 事件(714 F.2d 1207 (3rd Cir. 

1983))は、送り状の不払いが証明されることが信用状条件となっている場合に、実際

には支払われているのに不払いの証明書を提出されたときは、発行銀行は支払を拒絶

できると判決した。注意点は、送り状の不払いが証明されることが信用状の条件とな

っている場合に、実際には支払われているのに、不払いの証明書を提出されたときは、

発行銀行は支払を拒絶できる。 
この事件で問題になっている信用状は、原告を受益者とし、Richter’s Distillery, Inc.

に売却されるセラミック・デカンタの送り状(1979 年 9 月 1 日前に発送されたもの)が
提出され、その送り状に対する支払がなされなかったという証明書が提出されたときに、

発行銀行が支払することを約束したものであった。1979 年 6 月 26 日に Richter’s 
Distillery, Inc.が会社名を T.D .Vera,Inc.に改名し、 1979 年 9 月 11 日以降に商品代金

の支払がとどこおるようになった。原告はその会社と相談し、9 月 11 以前の 5 通の送

り状に関係する分が未払いであり、実際上すでに支払われたその 5 通分の支払金を未払

分の清算に充当することにした。被告銀行は、そのような事情を知っており、信用状に

よる支払を拒絶した。連邦地方裁判所は、この支払拒絶を適法と判決した。 
上訴審理に当たった第三巡回区上訴裁判所は、Intraworld industries, Inc. v. Girard 

Trust Bank 事件 (461 Pa .343, 336 A.2d 316 (1975))を先例として検討し、「信用状詐

欺」は書面上にその詐欺があらわれていなければならないと説明した。そして、本件に

おいて提出された不払い証明書は、真実でないことを知って作成されたものであり、詐

欺は明白であると判決した。この真実性の判断に関しては、信用状に関する法理の指導
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的判例である、Sztejn v. J. Henry Schroder Banking Corp.事件 (177 Misc.719, 31N.Y. 
S.2d 631(Sup.Ct. 1941))を参照している。 

この法廷意見にはアダムズ裁判官の反対意見が付されている。同裁判官の意見によれ

ば、本件で提出された書類は形式的には信用状の要件を満たしており、発行銀行が支払

をするべきである。実質的な詐欺の判断を裁判所がするようになれば、信用状の利便性

が傷つけられる場合があり、悪い経済的効果が生まれるというのである。 
 

6.1.3 信用状独立性の例外における「有限的例外」の確立 
Combined Sys, Inc. v. Bank Leumi Trust Co.事件 (No.26734/96)は、信用状独立性

の例外における「有限的例外」を確立した判例である。 
ニューヨークの X 会社(買主)がトルコの L 会社(売主)と売買契約を締結した。原告 X

会社は発行依頼人であり、被告の Y 銀行(発行銀行)にトルコの L 会社を受益者としての

信用状の発行を依頼した。その後、原告 X 会社は、裁判所に被告 Y 銀行の信用状の規

定した書類に基づく支払義務に対する禁止命令を求めた。その理由は、受益者が既に売

買契約を中止したにもかかわらず、売買契約に基づく信用状の金額を騙し取ろうとして

いることである。被告 Y 銀行は、信用状契約が原因取引から独立しているので、原因

取引の紛争による支払を停止することができないと抗弁した。裁判所が被告の抗弁を認

め、原告の支払停止と救済を棄却した。その根拠は、アメリカ法律において、信用状独

立性における狭義の例外(Narrow Exception)が取引詐欺(Fraud in Transaction)である

と指摘された。 
UCC 第 5-109 条の信用状独立性の例外に対する規定は、主に以下の表現がある。 

 (1)適用範囲は、信用状の規定した書類に詐欺行為の存在あるいは受益者から申請人

に対する詐欺行為を実施することである。 
 (2)詐欺の実質性を明確した。実質性に関する外延および内包を詳細的に解釈した。

詐欺の抗弁が提起される時、裁判所が原因取引を審査し、信用状書類に詐欺があるか否

かを確認しなければならない。 
 (3)詐欺を確定する前提は、提出された書類が表面上信用状の規定と一致することで

ある。 
 (4)発行銀行に発行依頼人からの書類に詐欺行為が存在するという通知に対する支払

あるいは支払拒絶の選択権を与えた。 
 (5)救済の条件を設置した。証拠を挙げる責任が申請人にあると規定された。 
 
6.2 節 判例法立法モデル 

6.2.1 イギリス 
イギリスのロンドンが世界の金融中心として、イギリス銀行の信用を確保るために、

裁判所は簡単にロンドンの銀行が発行した信用状に対する差し押さえや凍結などの許
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可を出さない。権威のある判例もいつも「信用状の独立性が国際商業支払手段の根本だ」

と強調している。 
イギリスでは、アメリカと違って、信用状詐欺による独立性の例外に対する成文法を

設けていない。イギリスにおいて、信用状独立性の例外に関する理論は、裁判所が事件

の審理過程中に、大量の判例を基礎とし発展してきた。もちろん、その中にもアメリカ

の Sztejn 判例を継承し、参考としたけれども、イギリスの信用状独立性の例外が援用

する条件が比較的厳しいである。 
受益者によって呈示された書類中に、受益者以外の第三者の詐欺がある場合、銀行は

当該書類が文面上信用状条項に一致していても支払を拒絶しうるか否かにつき、激しい

論争があった United City Merchants (Investments) Ltd v. Royal Bank of Canada 事

件([1979] Lloyd’s Rep. 267)である。(第 3 章 3.1 節 3.1.2 詐欺の種類 3 の(2)第三者によ

る書類の不実記載参照) 
6.2.2 カナダ 
カナダにおける信用状独立性の例外の適用は、イギリスと同じであって、Sztejn 判

例をモテル判例として援用した。同時に、イギリスの Edward Owen Engineering Ltd. 
v. Barclays Bank Int. Ltd.事件 ([1978]1 Q. B. 159) で確立された判断基準も引用した。

すなわち、詐欺行為が明白かつ顕著である状況のみ、独立性の例外が適用できる。Aspen 
Planners Ltd. v. Commerce Masonry Forming Ltd.事件 (15 C. P. C. 55(1979))に、詐

欺行為に言及していなかったが、原告の支払禁止命令の提訴を却下した時に、Ontario
最高裁判所の Henryy 判事が次のように述べた。「信用状に関する法律がイギリスで発

展し完璧に至ることになった。Edward Owen Engineering Ltd. v. Barclays Bank Int. 
Ltd.事件 ([1978]1 Q. B. 159) において、銀行にとっては、明白な詐欺行為が判断でき

る状況のみ、支払停止の禁止命令が請求できる。」 
カナダにおけるほとんどの裁判所が独立性の例外を認める。その原因は表面的詐欺行

為に対する検討方法があることである。その検討方法は、Gilligan 判事が C.D.N. 
Research & Developments Ltd. v. Bank of Nova Scotia 事件 (18 C. P. C. 62(1980))で
最初に利用した。Gilligan 判事の判断により、本事件における原告が詐欺行為の存在を

証明したか否かをめぐる論争が多いであるが、呈示された資料に基づき、貨物を発送し

たことは明白である。…したがって、支払禁止命令を許可することを与えるべきである。

すなわち被告の支払請求は詐欺行為であると判断できた。すでに貨物を発送したのに、

出荷の担保に対する支払請求はきっと未出荷の主張において虚偽の要素が存在すると

暗示する。 
6.2.3 オーストラリア 

 オーストラリアの Contradict Distribution Pty Ltd. v. Bank of New South Wales 
and Others 事件192の判決において、ホールスマン裁判官がアメリカとイギリスの判例

                                                   
192 Gabriel Moens & Peter Gillies. International Trade and Business Law Policy and Ethics. 
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を引用した上で、「書類の呈示による代金を得る当事者が買主と同じ権利を有する」と

主張した。特に、Sztejn 事件が確立した信用状詐欺による独立性の例外を厳格に遵守

していると同時に、詐欺による独立性の例外の適用が、拡大する傾向にあった。判事が

過度の権利を濫用する行為(Unconscionable Conduct)も独立性の例外を起動する理由

になるべきであると主張した。売主が不法利益を実現する目的で法律あるいは契約に賦

与される権利を濫用する場合に、衡平規則を取り入れるべきであって、信用状の支払を

禁止する必要がある。 
6.2.4 シンガポール 
シンガポールにおける信用状詐欺による独立性の例外の適用条件が非常に厳しいで

ある。Korea Industry Co. Ltd.  v.Andoll Ltd.事件 (Lloyd’s report. Vol. 2, 1992, p. 
186)では、原告が被告からデイーゼル油を購入したが、被告が燃料油と原油の混合物を

交付した。したがって、原告が裁判所に支払禁止命令を申請した。この事件において、

第一審の判決が原告の勝訴となったが、上訴審で覆された。その理由は、「裁判所が原

因取引となる売買契約の紛争があるということで、支払禁止命令を下すことがありえな

い193。…確実な詐欺行為があって、銀行がその実情を知る場合のみ、裁判所が信用状に

干渉できる。」と上訴裁判所の Chan Sek Keong 判事が述べた。 
 
6.3 節 民商法法律原則の援用の立法モデル 

6.3.1 ドイツ法(誠実信用原則) 
ドイツには信用状に関する成文法を設けていない。信用状法律にかかわる原則は民法

典と商法典の具体的な条文を援用した。ドイツ「民法典」780 条の規定により、信用状

は抽象的な債務約定であると解説した。信用状独立性の例外を援用する実体法の依拠は、

ドイツ「民法典」242 条に基づき、民事活動における誠実信用原則の規定である194。 
 １、詐欺行為が誠実信用原則を背くので、信用状独立性の例外に関する起動の原因と

なる。 
1996 年 4 月 16 日ドイツのブレーメン地方裁判所の判決により、(1)譲渡可能信用状

を譲渡することを通し、第二受益者が独立且つ抽象的な支払請求権を獲得する。(2)第
二受益者の支払請求権は妥当であるか否かを判断する時において、発行銀行が自らと第

一受益者の関係を問わず、第一受益者と第二受益者の間にある業務関係を参考し、それ

に対する抗弁を行うべきである。(3)その業務関係により、受益者の支払請求権は存在

ではないにもかかわらず、依然として支払を請求する行為が許せない。(4)違法行為が

契約双方に主観また客観的に実現される場合において、法律の強制的規定により、その

契約が無効でなると解される195。 
                                                                                                                                                     
Cavendish. 1998. P. 416 
193 王瑛・前出注（7）116 頁。 
194 鄭衝＝贾紅梅訳・前出注（137）49 頁。 
195 王瑛・前出注（7）116 頁。 
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 2、権利濫用が信用状独立性の例外に関する起動の原因となる。 
 1981 年 3 月 23 日フランクフルト高等裁判所の判決により、信用状書類取引原則に基

づき、受益者の支払請求に対する抗弁が特別な状況に適する。すなわち、受益者が明確

な権利濫用を実施する場合において、信用状書類取引原則を否定する可能である。1984
年ドイツ最高裁判所の判決により、受益者が法律に賦与される地位(Formal Legal 
Position)を濫用するあるいは詐欺行為がある場合において、保証書類による銀行の独立

責任の有効的な抗弁を構成する。この判決においては、裁判所が「ドイツ民法典」の

242 条「誠実信用および契約権利濫用」、826 条の規定により、片方が故意に相手方に

対する損害を与えることが許せない。誠実信用原則を違反するのが、必ず一方不道徳な

故意の存在を求めることではない。したがって、その行為が推定詐欺(Constructive 
Fraud)に類似すると解される196。すなわち、受益者が非法的に支払請求権利を行使し

た場合のみ、信用状の権益に対する異議を提起することができる。 
6.3.2 日本(信義則と権利濫用) 

 日本において、信用状詐欺に関する成文法はないので、統一慣例を援用する以外、民

商法の規定に基づく解決が行われる。 
信用状詐欺事件に関する法律適用は、以下になる。 
1、 信義誠実の原則と権利の濫用が援用される。 
民法 1 条（基本原則）二項に基づき、権利の行使および義務の履行は、信義に従い誠

実に行わなければならない。三項に基づき、権利の濫用は、これを許さない。すなわち

「権利の行使および義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。」と規定

している。 
法の解釈や、法を適用して具体的な問題の解決を図る際には、当然各問題について定

められた規定が参照されることとなるが、一般的事例を想定して定められた規定のまま

では、個別の事例においてそれが当てはまるものかどうか明確でないものが多くある。

また、個別の規定も完全にあらゆることを網羅して定められているわけではなく、その

ような法の欠けた部分を補い、法に定められた規範の具体化をし、個別の事例において

妥当な解決を図る役割がある。 
民法の規定においては、権利の行使と義務の履行の二つが掲げられているが、契約の

解釈においても信義誠実の原則が働く。信義誠実の原則は、民法の全体を支配する法原

理であるだけでなく、民法の領域を超えた領域でも援用されている。換言すれば、法律

と道徳の調和を図るための重要な概念とされ、私法関係の全体を支配する法原理と位置

付けられている。 
信義誠実の原則と並んで、権利濫用の禁止も広く援用されている法原理である。権利

の濫用とは、外形的には正当な権利行使とみえるが、その具体的な状況と結果とを鑑み

ると、その権利本来の内容を逸脱するために、実質的に権利行使として認められない行

                                                   
196 金賽波＝李健・前出注（62）716 頁。 
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為をいう。権利の濫用かどうかの判断は、権利を行使する者とそれを受ける者との関係

や、社会的な影響等を考慮してなされる197。これについて、バンク・オブ・クレジット

アンドコマース・インターナショナル訴東京三洋貿易株式会社事件(東京地裁平成 4・2・
17 金融・商事判例 903 号 25 頁～29 頁)に、民法 1 条三項の権利濫用が援用された。 

2、民法 96 条（詐欺または強迫）が援用される。 
96 条一項に基づき、詐欺または強迫による意思表示は、取り消すことができる。二

項に基づき、相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合においては、

相手方がその事実を知っていたとき限り、その意思表示を取り消すことができる。ただ、

三項において、二項の規定による詐欺による意思表示の取り消しは、善意の第三者に対

抗することができないと規定されている。 
3、民法 709 条（不法行為による損害賠償）が援用される。 
709 条に基づき、故意または過失によって他人の権利または法律上保護される利益を

侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。不法行為においては加

害者に「故意または過失」があることが要件とされている。故意・過失の立証責任は原

告側にあるので、請求権が競合する場合には、債務不履行責任の追及や物権的請求権の

行使のほうが認められやすいといえる。 
第 3.2 節 3.2.2 信用状詐欺の種類に引用した「実在する National City Bank と

Citibank N. A. New York の名称をもじった架空の名前の National Citibank の信用状

が日本国内で通知された事件 (大阪高裁平成 18・2・1 金融法務事情 1798 号 45 頁~63
頁 (2007))」判旨によって、銀行の不法行為が問われたことで民法709条が援用された。 

6.3.3 スイス法(詐欺と権利濫用) 
 スイスでは、民法典の一部としての商法典において、荷為替信用状に関する規定はな

いので、商業信用状として使われている。しかし、この 1911 年 3 月 30 日に公布され

た「民法典」は、当時において、信用状の存在はないので、法律上それに関する解釈は

ない。社会経済と銀行業界の発展に伴い、信用状について法律上の解釈が必要となって

きた。したがって、裁判所が民法典にある「委託」および「支払命令」という契約の概

念を結合した。前者は、命令契約であり、民法典 394 条から 406 条の規定である。後

者は、授権支払契約であり、民法典 466 条から第 471 条の規定である。両者各自に信

用状を解釈することができないといっても、結合してから信用状の事件に適用すること

ができると解される。 
 受益者が詐欺また偽造の書類を呈示する場合に、信用状独立性原則も制限される。も

し発行申請人が受益者の呈示した書類に対する詐欺行為の疑いがあれば、裁判所に支払

禁止命令を申請することにより、発行銀行の支払あるいは受益者の代金支払請求を阻止

することができる。信用状独立性の例外を援用する条件について、スイス高等裁判所の

解説は、明確な詐欺行為あるいは受益者が信用状に賦与される権利を濫用することが生

                                                   
197 フリー百科事典『ウィキバーシティ(Wikiversity）』(2013/07/25 10:55 UTC 版) 
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じる場合に、確実な証拠が必要である。 
 1962 年 3 月スイス買主がインドの会社と契約を結んだ。発行銀行はチューリッヒ銀

行であり、インド合作銀行は、通知銀行である。船積された貨物の品質が信用状の規定

に符合しない証拠があるため、通知銀行がその書類を権利留保とした。しかし、発行銀

行が書類を所持している理由で、自分の名義で通知銀行に費用を負担させる方式をとっ

て、貨物を倉庫に預け入れた。その後、発行銀行が書類に記載された貨物の品質が信用

状の要求を満たさないという理由で、通知銀行に書類の受取を拒絶した。 
 裁判所の判決により、信用状の目的は、船荷証券などの書類に応じて、買主が代金を

支払うと同時に貨物の引き出しを保証することである。もし発行銀行が売主の貨物を所

持する権利を剥奪すれば、信用状の条件を満たすと見なし、発行銀行が代金を支払う義

務を負わなければならない。信用状の当事者間に貨物ではなく書類を処理するので、本

事件においては、発行銀行が商業取引を干渉したことを判別できた198。 
6.3.4 韓国法(信頼原則) 
韓国における信用状に関する成文法はない。民法法系の国家として、上級裁判所の判

決は下級裁判所に対する強制拘束力はないので、ただ説得力を有する先例であると解す

る。成文法が適用できない場合に、権威のある判例を援用するのみである。民事事件お

よび商業事件において、韓国最高裁判所の判例が大いに影響がある。特に法律における

規定のないあるいははっきりしていない事件について、最高裁判所の判例が重要な役割

を果たしている。信用状の事件において、統一慣例を除いて、民法典の影響が大きいで

ある。 
信用状詐欺事件に関する法律適用は、以下になる。 
１、韓国民法典 1 条「法的根源」の規定により、もし民事事件における適用ができな

い法律はなければ、慣例を適用する。もし慣例はなければ、合理的な理由を適用する。 
2、韓国民法典に民事詐欺に関する規定がある。民法典 2 条「善意および権利濫用の

禁止に関する規定」により、民事権利の行使および義務の履行において、必ず善意であ

り、互いに信頼でき、権利の濫用を許せない。 
3、民法典 110 条「民事詐欺」の規定により、故意に詐欺を実施するまたは脅迫およ

び誘導を受けることに基づく意思表示を撤回することができる。すなわち、当事者の一

方が故意に詐欺行為を実施することによる相手に錯誤の判断をさせるあるいは詐欺行

為の誘導による意思表示をさせる場合に、詐欺に成り立つ。 
詐欺による信用状独立性の例外を適用する条件は、以下になる。 
(1)書類が偽造、変造(Alteration)および虚偽のものであり、且つ銀行がその事情を知

るまたは関連があること。 
(2)書類が偽造のものである合理的な疑いが(Suspicion)存在する。それによって、信

                                                   
198 王瑛・前出注（7）120 頁。 
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用状取引が詐欺行為に汚染(Pretense)されたため、信用状独立性に保護されない199。 
6.3.5 フランス法(権利濫用の禁止) 
フランスにおいて、ずっと 1924 年になってから、信用状に関する規則を作り始まっ

た。法理上信用状の撤回不能を強調し、信用状の独立性を守るべきであると解される。

したがって、フランス法において、発行銀行が何らかの理由があっても、原因取引の取

引に抗弁できないと解している。そして、信用状独立性の例外を適用する条件は、受益

者の重大な詐欺行為あるいは原因取引に賦与された権利を濫用することである。 
1986 年の判例200に関するフランス最高裁判所の判決により、もし受益者の故意的な

詐欺行為があれば、たとえ受益者の呈示した書類は表面上一致しているまた信用状ある

いは保証状に基づく義務を履行したとしても、信用状あるいは保証状の独立性の機能が

果たせないため、裁判所が詐欺による信用状あるいは保証状にたる原因取引の機能も発

揮できない201。 
まず、権利の濫用(Abuse de Droid Manifested)による信用状独立性の例外の適用例

外。受益者が原因取引に賦与された権利を濫用することにより、信用状の独立性の役割

が果たせない。次に、信用状詐欺についての立証責任と証拠に関する要求。フランスの

有名な Michel Vsseur 教授の解説により、信用状詐欺を証明する証拠が裁判所に否認さ

れないように、必ず明白かつ確実である202。最後、実務上信用状における受益者が詐欺

を実施した場合、以下のように区別できる。 
１、原因取引が無効になる。フランス法において、受益者がいつでも原因取引に賦与

された権利(代金の支払請求権)を行使することができる。その規定を作り出す理由は、

公共政策(Public Policy)に基づくためである。したがって、学者の提議による二つの状

況を区別する。受益者の行為が公共政策に違反するまた受益者が公共政策に違反するこ

とは確定できないことである。     
2、原因取引がすでに履行されても、詐欺事実を証明することができれば、支払の禁

止をすべきである。判例により、最高裁判所の解説は、受益者の「詐欺陰謀」(Fraudulent 
Maneuver)を証明すれば、支払禁止命令を下すべきである。 

3、原因取引が修正されるあるいは中止することにより、受益者の支払請求権に影響

はないと解される203。 
 
6.4 節 中国の立法モデルの選択 

中国において信用状に関する法律は比較的に特別な領域である。今まで、信用状制度

に関する成文法は、アメリカの UCC の第 5 編(信用状編)のみである。中国においても、

                                                   
199 王瑛・前出注（7）120 頁。 
200 Cass. 10 June 1986, Rec. D. 1987, 17 note Vasseur. 
201 王瑛・前出注（7）121 頁。 
202 王瑛・前出注（7）122 頁。 
203 鄭衝＝贾紅梅訳・前出注（137）226 頁。 
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信用状に関する成文法の規定を設けていないため、他国の成功した立法モデルを基礎と

して、中国の政治経済体制および司法実践のニーズに応じて、自体に合う信用状独立性

の例外に関する立法モデルを選択した。 
6.4.1 信用状詐欺による独立性の例外の原理 
2005 年 11 月までに、中国各級裁判所における信用状独立性の例外に関する判例が少

なくない。しかし、権威性のある法律規範体系がまだ形成していない。その判決を下す

基準は以下の二つ司法解釈である。 
 １、「全国海事審判工作(寧波)検討会紀要」 
 1995 年、寧波で行った全国海事審判工作検討会に、最高人民裁判所が海事裁判所の

海事事件に関する審理に対して、詐欺による信用状に基づく代金の支払禁止とう凍結を

規制する規定を公布した。その指摘は、海事事件において、一般的に代金を凍結すると

いう保護措置をしない。ただ船積前船荷証券などの偽造書類が呈示される場合だけ、発

行申請人の申請に応じて、信用状代金を凍結する判決を下す可能である。 
 2、「全国沿岸地区の外国、香港・マカオに関する経済審判工作座談会紀要」(以下「紀

要」と略称する) 
 1988 年 12 月に広東省佛山市で行った全国沿岸地区の外国、香港・マカオに関する経

済審判工作座談会に、渉外、香港・マカオに関する経済の審判の経験を要約し、実務上

に明確にしなければならない問題を検討した上で、この司法解釈を制定した。そして、

1989 年 6 月 12 日に内部文献として公布された。その中に、詐欺による信用状独立性の

例外を適用条件について規定を作り出した。以下の四つになる。 
 (1)凍結を申請する証拠。「紀要」の規定により、裁判所の凍結命令が受益者の原因

取引を利用する充分な証拠のみを適用する。 
 (2)凍結を申請する時点。「紀要」の規定により、裁判所の凍結命令を下す時点は、

発行銀行が信用状の代金を支払する承諾する前であって、支払を履行しない時点ではな

い。 
 (3)凍結を申請する銀行の地位。「紀要」の規定によって、渉外売買契約の紛争にお

いて、簡単に中国の銀行の発行した信用状の代金を凍結することに応じて、中国の銀行

の信用に非常に悪い影響を与えるおそれがある。したがって、この保護措置を採用する

前に、銀行と連絡と取って、また上級裁判所に指示を請うする必要がある。そして渉外

仲裁機構から呈示された凍結命令申請も慎重に処理すべきである。すなわち、詐欺によ

る被害人の利益だけのみならず、銀行の信用に影響を与えるか否かも考量すべきである。 
 (4)凍結を申請する場合に、正当な所持人の権益を保護すべきである。「紀要」の規

定により、先物取引におけるすでに支払を承諾した場合に、その信用状にかかわる責任

が無条件の支払になるため、凍結命令を下すべきではない。正当な所持人の支払請求と

いう権益を保護すべきである。 
6.4.2 統一司法解釈の制定 
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信用状紛争が取り扱われるに対して、最高人民裁判所は、信用状紛争に関する総合的

な規制の構築を試みていた。2002 年 11 月 29 日に「渉外商事裁判実務の問題と解答の

討論稿」を「中国渉外商事海事裁判ネット」で公開し大衆から意見を徴した。また、全

国渉外商事海事裁判に対する指導を強化し、法律の適用基準を統一するために、最高人

民裁判所民事審判第四廷は、2004 年 4 月 8 日に、裁判実務の経験を総括し、上記の徴

収された意見を基に「渉外商事海事審判実務の問題と解答」を作成し、各級人民裁判所

の民事裁判の参考に供していた。 
2005 年 10 月 24 日に、最高裁判所が実践から得た経験を総括して、「信用状紛争の

審理に関する若干問題の規定」(以下「規定」と略称する)を制定し施行した。 
１、信用状紛争を解決するとき、信用状独立性の例外を適用することを明確した。「規

定」の第 5 条(文面上の一致と支払義務)に規定により、発行銀行が支払、引受または信

用状に定めるその他の義務の履行を承諾するときは、書類と信用状条件、書類と書類が

文面上一致する限り、信用状に定める期限に支払の義務を履行しなければならない。人

民裁判所は、第 8 条の場合を除き、当事者が発行依頼人と受益者間の原因関係に基づい

て提起する抗弁を認めない。 
2、書類の審査に関する基準を明確に規定した。「規定」の第 6 条(文面上の一致の認

定基準)により、(1)人民裁判所は、書類の点検に関連する信用状紛争の事件を審理する

ときは、当事者がその適用を約した国際慣例またはその他の規定に基づいて行わなけれ

ばならない。当事者に約束がないときは、国際商業会議所制定の「荷為替信用状に関す

る統一規則および慣例」および関連基準に基づいて、書類と信用状条件、書類と書類が

文面上一致するか否かを認定する。(2)信用状に定める書類と信用状条件、書類と書類

が文面上、完全に一致していないときは、これによって、相互間に異義や曖昧さが生じ

ない限り、不一致があることを認定してはならない。 
3、信用状詐欺に関する具体的な例を例挙した。「規定」の第 8 条(信用状詐欺)によ

り、次の掲げる場合には、信用状詐欺があると認定しなければならない。(1)受益者が

書類を偽造しまたは虚偽記載のある書類を呈示するとき。(2)受益者が悪意により物品

の引渡をせず、または価値のない物品の引渡をするとき。(3)真実の原因関係がないに

もかかわらず、受益者、発行依頼人またはその他の第三者が共謀して虚偽の書類を呈示

するとき。(4)その他の信用状詐欺が行われるとき。 
4、信用状独立性の例外による法律効果を規定した。「規定」の第 9 条(信用状詐欺に

よる支払停止)により、第 8 条の場合があり、かつ、これによって回復しがたい損害を

生じるおそれがあるときは、発行依頼人、発行銀行またはその他の利害関係者が、管轄

権を有する人民裁判所に信用状における支払の停止の申立をすることができる。 
5、信用状独立性の例外の例外を適用する条件を規定した。「規定」の第 10 条(支払

停止決定、支払拒絶判決の例外)により、信用状詐欺があるときは、人民裁判所が信用

状における支払の停止決定、または支払の拒絶(終止)判決を下さなければならない。た
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だし、次の場合があるときは、この限りでない。(1)発行銀行の指定、授権を受けたも

のが善意により発行銀行の指示に従って支払をしたとき。(2)発行銀行の指定、授権を

受けたものが善意により信用状における為替手形の引受をしたとき。(3)確認銀行が善

意により支払義務を履行したとき。(4)買取銀行が善意により買取をしたとき。 
6、詐欺による信用状独立性の例外を適用する条件を明確に規定した。第 11 条(支払

停止申立の要件)により、次の要件を満たさなければならない。(1)申立を受理する裁判

所が信用状紛争の事件について管轄権を有すること。(2)申立人の提出した証拠資料が

第 8 条の場合があることを証明できること。(3)信用状における支払を停止する措置を

取らないと、発行依頼人の権利または合法的な利益が回復しがたい損害を被ること。(4)
発行依頼人が信頼かつ十分な担保を供すること。(5)第 10 条場合がないこと。当事者が

訴訟中、信用状における支払の停止の申立をしたときは、申立は前項の二号、三号、四

号、五号の要件を満たさなければならない。 
7、信用状独立性の例外による支払禁止を裁定する手続を規定した。第 12 条(支払停

止の決定と執行の期限)により、(1)人民裁判所が信用状における支払の停止の申立を受

理したときから 48 時間内に決定を下さなければならない。支払停止の決定をしたとき

はただちに執行しなければならない。(2)人民裁判所が下した信用状における支払の停

止の決定に申立人、被申立人および第三者を明記しなければならない。第 13 条(停止決

定の審査申立の期間)により、(1)人民裁判所の下した信用状における支払の停止決定に

異議があるときは、当事者が決定書の送達の日から 10 日内にその上級の人民裁判所に

審査の申立をすることができる。審査の申立を受理する上級の人民裁判所は、10 日内

に決定を下さなければならない。(2)審査期間中は、決定の執行は停止しない。 
 
第 7 章 信用状独立性の例外による法律効果 
 7.1 節 黙示条項説 

黙示条項とは、当事者契約における規定していない状況において、裁判所が当事者の

黙示意図あるいは推定意図を指す。法律の当事者の意思自治に対する保護措置である。

この制度は、裁判所が当事者の意思自治を制限するため、19 世紀末に源を発した。黙

示条項の誕生は、主に契約の紛争を解決するため、当事者の意思自治と裁判所の強行介

入の中和物である。特に、当事者双方が契約の条項に基づく紛争を解決できない場合に

おいて、紛争双方の権利と義務を補充し、客観的に双方の利益を均衡する。 
黙示条項理論の適用について、イギリス銀行法についての Ellinger 教授の論説によ

れば、商取引における信用状の目的は買主が代金を支払った後、契約に応じる貨物の回

収ができないことを防止するためにある204。Sztejn 事件の判決に基づき、原因取引に

おける受益者の詐欺行為が信用状の履行を阻止するという信用状独立性の例外が確立

された。 
                                                   
204 王瑛・前出注（7）184 頁。 
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しかし、信用状独立性の例外を援用する際に、二つの難問が生じた。一つは詐欺実施

者の心理状態である。一般の当事者の立場から受益者の動機を考量すれば、主に貨物の

代金を適時に回収することである。これは信用状に関する取引の機能が設置された目的

の一つである。しかし、詐欺実施者が受益者ではない場合に、その心理状態が考量でき

ない。また、実務において、たとえ銀行が詐欺の存在を発覚しても、定められた有効的

な工作日までに詐欺を認定することが非常に難しいである。二つは詐欺の程度に関する

認定である。詐欺の把握は、経験のある英米法系国家にとっても、比較的に難しい。信

用状独立性の例外という理論では、詐欺行為が信義則に背くことを基に発展してきた。

ただし、詐欺事件が頻繁に発生する現代において、理論および実務は未曾有の危機にぶ

つかることがよくあった。これらの難問を解決するため、黙示条項説が提起された。こ

の説は、支払銀行と受益者の契約に黙示条項を含まれるとする。すなわち、受益者が呈

示した書類に虚偽の内容を含まず、真実且つ有効な黙示意図と推定できる。それに違反

すれば、銀行が支払を拒絶する権利をもつことになる。黙示承諾理論の提出が信用状独

立性の例外に生気を与えることいえる。 
 
 7.2 節 司法上の救済 

信用状詐欺に対する司法救済は、多くの国において裁判所の禁止命令を通して行われ

る。禁止命令という救済に関する理由は、英米法系と大陸法系とでは異なる。英米法に

おいて、詐欺による一切無効という公平原則の違反に基づき禁止命令の救済を与えるが、

大陸法において、詐欺と権利の濫用が誠実信用原則に違反し、民事手続法の緊急な事態

における裁判所の採用すべき措置などの理由で、禁止命令が下される。 
一般的な「禁止命令なし(No Injunction)」の準則に対する重要な例外があるため、裁

判所は、通常は禁止命令を発することができない旨を、終始述べてきた。この例外とは、

受益者が金銭を入手するため、不適切かつ不公平なことが明らかな程度で重大な「詐欺」

に関するものである。次のような場合であれば、裁判所は、支払を差し止めることがで

きる。状況によれば、原因契約は、受益者による信用状に基づく請求を禁じていること

が明白であることを示している場合、契約が受益者からそのようなことを行うことので

きそうな権利さえも奪うことを示している場合、契約および状況が、受益者の支払請求

は実際上いっさいの基礎をもたないことを示している場合、受益者の行為が、全取引を

無効にするものであって、発行人の債務の独立性という正当な目的がもはや全うできな

い場合である。 
7.2.1 禁止命令 
禁止命令制度は英米法系の衡平法における重要な司法救済手段の一つである。 
１、アメリカ法の禁止命令 
アメリカにおいて、禁止命令は裁判所の発する禁止あるいは強制の命令である。それ

は一つの救済手段であるが、訴訟の原因にはならない。命令性の命令と禁止性の命令に
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分けられ、禁止命令と臨時差押えに分けられる。いったん裁判所が禁止命令を下せば、

銀行は定められた時間内でお金を支払うことができない。 
(1)アメリカ法において、禁止命令(Injunction)とは、ある行為を禁止する裁判所の命

令(Order)である。すべての禁止命令が強制性を有する。 
禁止命令は救済手段(Remedy)として、訴訟を提起する理由(Cause of Action)ではな

い。アメリカの手続法により、「連邦民事訴訟規則」65 条の規定に基づき、臨時差押

令(Temporary Restraining)、初歩禁止命令(Preliminary Injunction)および永久禁止命

令(Permanent Injunction)という三つの救済措置に分ける205。 
UCC第5-109条b項の規定により、「もし申請人が、要求された文書が偽造されたか、

もしくは実質的に詐欺的であること、または呈示の支払は、発行人もしくは中請人に対

して、受益者による実質的な詐欺をなさしめることになることを主張する場合、適切な

管轄権をもつ裁判所は、もしその裁判所が次の認定をする場合にのみ、一時または永久

に、呈示の支払をすることを発行人に禁止するか、または発行人もしくはその他の同様

の救済を認めることができる。①当該の救済が、引き受けられた為替手形または当該発

行人によって引き受けられた延期債務に適用される法によって禁止されていないこと。

②不利な影響を受け得る受益者、発行人または指定人は、その救済が認められたために

被るかもしれない損失に対し、適切に保護されること。③本州の法律による救済を得る

権利を[人に]与える諸条件の全部か満たされていること。そして、④裁判所へ提出され

た情報に基づき、申請人は、その偽造もしくは実質的な詐欺の請求により、勝訴しそう

ではなさそうであり、かつ、支払を請求する者が a 項①による保護の資格がない。206」 
(2)UCC 第 5-109 条の b 項に規定する救済方法は禁止命令であるが、これが認められ

るのは一般的ではない。しかし、信用状はしばしば受益者によって濫用されることがあ

り、情況によっては重要な役割を果たす。これを示すために、Ground Air Transfer v. 
Westgate’s  Airlines 事件（899 F.2d 1269 (1st Cir.1990)）の判決にかなりの部分を引

用し、本条か適用される情況を詳しく説明している。注意点は信用状による支払の禁止

命令は、原則として認められないが、それが濫用される恐れがある場合には、重要な救

済方法である。 
この事件では、原告はチャーター便サービスの旅行会社であり、被告はそのサービス

を実際に提供する委託会社である。原告が被告に対して様々負債を負い、支払が困難に

なった場合にそなえ、被告を受益者とする信用状(Stand by Letter Credit)が発行され

ていた。被告側は原告の契約違反を疑い、その信用状に基づいて発行銀行に 5 万ドルの

支払求めようとした。原告は、その請求の禁止命令を求め、連邦地方裁判所に本件訴訟

を提起した。同裁判所は、原告の請求を認めた。しかし、被告は上訴し、第一巡回区上

訴裁判所は、UCC は禁止を認めないことを原則としているとし、この事件を仔細に再

                                                   
205 王瑛・前出注（7）189～190 頁。 
206 田島裕訳・前出注（9）282 頁。 
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審査した。 
(3)偽造や詐欺が問題となる事件では、しばしば禁止命令を求める訴訟が提起される

が、裁判所がこの救済を認めることは稀である。Griffin Cos v. First National Bank 事

件（374 N.W.2d 768 (Minn.App.1985)）および Ground Air Transfer v. Westgate’s 
Airlines 事件（899 F.2d 1269 (1st Cir. 1990)）を引用して説明する。 
 Griffin Cos v. First National Bank 事件（374 N.W.2d 768(Minn.App.1985)）では、

信用状の発行の禁止を求める訴訟において、当事者の関係の性質や問題の深刻さなど、

五点の証明が必要とされる。 
Heritage Associates Ltd. (フロリダ州制限責任会社) が、288 ユニットのアパート群

を Griffin Companies, Inc.に売却する契約を結び、その敷金の支払を保証するために、

First National Bank が信用状を発行した。この信用状により 5 万ドルの支払を求めた

が、関係者は銀行に対する支払の禁止命令を求めた。このような信用状の場合、どのよ

うな条件が満たされれば銀行の支払義務を生じるか明瞭でないが、ミネソタ州地方裁判

所は、仮禁止命令を出した。ミネソタ州上訴裁判所は、禁止命令が認められるために、

①当事件の関係の性質、②問題の深刻さ、③本案について原告が勝訴する見込みが高い

こと、④公序(Public Policy)、⑤課された管理上の負担の五点が検討されなければなら

ないと判示した。Griffin Companies, Inc.が入居者に各ユニットを売却し、その代金の

支払が行われれば、売主への代金返済も予定どおり行われるので、売主 Heritage の建

設代金等の決済も順調に行われる。しかし、この資金の流れが滞ることになれば、計画

全体が実行できなくなり、大きな社会的損失が生じる。禁止命令は、上記五点を考慮し

て出されるが、その考慮がなされている限り、上訴審裁判所は原審裁判所の判断に干渉

すべきではないと判決し、上記仮禁止命令を支持した。 
 

2、イギリス法の禁止命令 
禁止命令はイギリスを起源とするものであり、一般的に、裁判所は簡単に禁止命令を

下さない。ただ特別な場合だけ、信用状詐欺を主張する側に禁止命令の救済を与える 。

したがって、禁止命令が実質要件と手続要件を満たさなければならない。イギリスにお

ける禁止命令に対する司法管轄権に対して、「最高法院法」の 37 条(1)項により、高等

法院が中間性あるいは永久性の禁止命令を裁定することができる。…法院にとって、そ

の裁定は公平的または便利的であることが認定できる限りである。 
(1)禁止命令の種類 
① 制限性(Prohibitory)禁止命令および命令性(Mandatory)禁止命令 
多くの禁止命令が制限性あるいは禁止性を有する。もし不法行為がすでに実施された

ならば、裁判所がその公布した禁止命令に対する禁止命令の失効(Undone)になると裁

定する可能である。ただ失効の命令を要求するのが、必ず積極的な効果を生じることを

求める。したがって、その取得が非常に難しいである。 
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② 永久性(Perpetual)禁止命令および中間性(Interlocutory)禁止命令 
永久性禁止命令は、正常な訴訟手続を通して、審理と当事者の抗弁を経て、紛争に対

する最終的な裁定である。もし適時に被告に対する禁止命令を与えなければ、原告に対

する救済はできないと見込む場合、原告の主張に充分な理由を列挙すれば、判決まで裁

判所が中間性禁止命令を下すことができる。 
③ 暫時(Interim)禁止命令 
この禁止命令の有効日は事件の判決までではなく、指定された特定な時刻である。 
(2)禁止命令の立法 
1981 年に、「最高法院法」の 37 条の規定により、禁止命令という救済手段を確立し

た。1996 年イギリス高等法院が制定した審判手続の指導の第 5 節には、禁止命令の種

類を明確した。 
 (3)禁止命令の適用 
 第 6.1 節の 6.2.1 に United City Merchants(Investments) Ltd. Glass Fibers and 
Equipment’s Ltd. v. Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)の事実概要

に関する解説を参考する。判決により、たとえ詐欺行為を成立しても、発行銀行の支払

責任は免除できない。受益者が詐欺行為の実施に参入することあるいは詐欺行為に対す

る内情を知ることでさえあれば、発行銀行の支払拒否を主張する抗弁が裁判所の支持を

得ることとなる。 
7.2.2 大陸法系の司法救済 

 大陸法系国家にも信用状に関する成文法はないため、各々の民事法律の規定に基づき

信用状詐欺事件を処理する。信用状独立性の例外の法律効果を実現している。 
 1、ドイツ司法救済 

ドイツの裁判所が禁止命令救済を与える原則は、(1)発行銀行が発行依頼人に対し、

原因取引に基づく抗弁権を有する義務を負う。(2)受益者が原因取引に賦与される権利

を濫用するまたは詐欺行為を実施することを理由として裁判所に発行銀行の支払義務

を禁止する命令を申請することができる207。 
ドイツ民事訴訟法 985 条規定に基づく司法救済は、仮処分である。債権者からの申

立により、民事訴訟法に基づいて裁判所が決定する暫定的処置である。金銭債権以外の

権利を保全する仮差押(民事訴訟法 916 条)と異なる。目的・態様に応じて「係争物に関

する仮処分」と「仮の地位を定める仮処分」の二種類がある。いずれも、手続の流れと

しては、仮処分を認めるかどうか裁判所が判断する仮処分命令の段階と、仮処分命令に

従ってその執行をする段階に分かれる。 
2、フランス司法救済 

 フランスにおいて、信用状詐欺に対する司法救済は、民事手続法に基づく差押である。

その適用条件は、(1)受益者の行為が公共政策を違反することにより、原因取引が無効

                                                   
207 王瑛・前出注（7）190 頁。 
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になる。(2)たとえ原因取引における義務が履行されても、裁判所が原因取引に基づく

抗弁理由で信用状の支払義務を阻止することができない。(3)原因取引の改訂が信用状

に対する受益者の支払請求に影響を及ばない。 
3、スイス司法救済 

 スイスにおいて、受益者が詐欺行為を実施した場合に、「詐欺によるすべて無効にな

る」に基づき、銀行の支払義務を負わない。しかし、裁判所が銀行の主導的な支払拒絶

を支えない。すなわち、銀行あるいは申請人が必ず裁判所に支払禁止命令の発行を申請

することを通じて、受益者の不当支払請求に対する阻止ができる。スイスにおける信用

状に関する成文法を設けて、信用状詐欺および救済に関する規定もある。信用状詐欺に

対する救済が差押と禁止命令を規定している。それらの救済の条件は、救済を申請する

一方が、必ず詐欺行為および受益者の権利濫用に関する確実な証拠を有することである。 
4、日本司法救済 

 信用状の禁止命令は、日本でいえば仮処分命令に相当するものであるといわれる。日

本の仮処分訴訟としては、民事保全法の第三款仮処分命令 23 条（仮処分命令の必要性

等）2 項の規定に基づき、仮の地位を定める仮処分命令は、争いがある権利関係につい

て債権者に生ずる著しい損害または急迫の危険を避けるためこれを必要とするときに

発することができる。 
日本の仮処分命令は、そのまま英米の信用状の禁止命令と同様の役割を担うことがで

きる。日本の仮処分命令としては、民事保全法において、裁判所は、仮処分命令の申立

の目的を達するため、債務者に対し一定の行為を命じ、若しくは禁止し、若しくは給付

を命じ、または保管人に目的物を保管させる処分その他の必要な処分をすることができ

る（民事保全法 24 条仮処分の方法）。これらの条文を根拠に、信用状に関する支払禁

止の仮処分を申請する可能である。信用状取引の当事者関係は、国内取引にこれに相当

する類型が存在しないが、銀行が、買主の委託に基づいて、支払義務者として、原因関

係と独立して売主に対する債務を負担するという側面に着目すれば、次のような関係と

対照することができる。すなわち、買主が、売買契約の決済をなすべく、自己宛小切手

の発行を銀行に依頼し、これに応じて銀行が発行した自己宛小切手を買主が売主に交付

した後に売買契約上の売主の詐欺が発覚した。そこで買主が、当該小切手の支払呈示期

間に、売主による取立と銀行による支払とを阻止しようと試みるという関係である。こ

の場合、買主は、売主に対する小切手返還請求権を被保全権利とし、これを保全するた

めに、売主に対する取立禁止および銀行に対する支払禁止の仮処分を申請することが理

論的には可能である。この申請は、民事保全法 23 条二項に基づくものである。しかし、

信用状の禁止の場合にはかかる被保全権利が存在しないので、同条を根拠とする仮処分

の申請は理論上困難であると考えられる。 
 日本では、買主が信用状の禁止のために仮処分制度を活用するには、民事保全法 23
条に基づきこれを申請せざるをえない。買主が、信用状禁止の仮処分を申請することが
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できるのは、信用状外の委託関係と言うべき、買主と発行銀行間の契約に基礎を置くべ

きである。そもそも買主と発行銀行間に信用状外の委託関係を創設したのは、信用状発

行契約にほかならず、当該契約は委任契約である。したがって、当該契約により、受任

者たる銀行が委任者たる買主の指図に反して、漫然と信用状の履行をなした場合、銀行

が受任義務違反を問われ、買主は、将来、これに基づき損害賠償請求権を取得する可能

性がある。そこで買主は、将来の損害賠償請求権者たる地位保全のために、支払禁止の

仮処分を申請することになる。日本の仮処分命令は、それ自体としては、英米の信用状

禁止命令と同様の役割を担うことができない。買主の仮処分の申請が、買主からの禁止

指図に対する発行銀行の受任義務違反に依拠している限り、何が銀行の受任義務違反で

あるのかという点を明確にすることが不可欠となるからである208。 
5、中国法律規定の司法救済 
UCP600 には、信用状詐欺についての規定を設けていない。信用状詐欺による問題を

解決するのが、各国の国内法に委ねなければならない。 
中国民法通則 4 条の規定に基づき、民事活動において、自由、公平、等価有償、誠実

原則を遵守しなければならない。契約法 6 条の規定に基づき、契約当事者が権利の行使、

義務の履行を行うときに、誠実原則を遵守することを前提にしなければならない。上述

の条文によって、民事活動において、民事主体が誠実原則を守らなければならないと確

立された。したがって、信用状詐欺事件を解決する時に、誠実原則を援用すべきである。 
また、中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」は、民法

通則に確立されている民事詐欺の法律原則に基づき、外国の判例に判示されている信用

状詐欺の要件を参考して制定した。信用状詐欺がある場合において、当事者は、裁判所

に司法救済を求めることができる。中国の法律では、「禁止命令」または「一時支払停

止命令(止付令)」の制度がないが、当事者は、訴えを提起する前または訴訟過程におい

て、裁判所に申立をし、裁判所の信用状における支払の停止の決定を通じて合理的な救

済を得ることができる。この申立は、一定の要件を満たさなければならない。 
ここで説明しなければならないことは、信用状詐欺があるという前提で、信用状にお

ける支払停止の要件と手続に関する規定は、基本的に中国民事訴訟における「財産保全」

(凍結ともいう)に関する規定に依拠して設けられたが、信用状紛争の事件における特殊

性に応じて若干の変更を加えたということである。まず、複雑な信用状の法律関係、特

に発行依頼人と受益者間の紛争における発行銀行と関係銀行の特殊の地位を考慮する

と、これらの者は、第三者として指定しなければならない。次に、裁判所の信用状にお

ける支払停止の決定に異議がある場合は、当事者がその上級の裁判所に「審査の申立」

を提出することが認められる。同上級の裁判所は、「信用状紛争の決定」をよりどころ

として審査の申立に対応する。「信用状紛争の決定」の第 14 条209は信用状詐欺の事件

                                                   
208 浅木真一・前出注（124）222 頁。 
209「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判委
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に関する実質的な審理の手続について規定した。これは、原因関係の紛争が信用状紛争

との併合、第三者の指定などが含まれている。「信用状紛争の決定」の第 15 条210は、

実質的な審理を経て要件を満たしたと認められる場合のみ、「信用状における支払の拒

絶を認める判決」を下すことができることを明確に示している211。 
(1)禁止命令 
① 裁判所の禁止命令の法律根拠 
UCP600 が法的な性質を持っていないが、国際慣例であり、任意法の効力を有する。

当事者の同意を得る場合のみに適用され、当事者に対する拘束力がある UCP を制定す

る機構は国際商業会議所であるが、非政府組織なので、普遍に各国の立法機構あるいは

行政機構に認可されていない。制定の目的はただ信用状の取引に関する習慣的な方法を

統一するだけである。UCP にも信用状の中で明確にこの慣例に従う開設のみ、当事者

がその制約を受ける。その他、各国の衝突法の「公序良俗原則」に基づき、もし当事者

の選んだ外国法あるいは国際慣例が自国の公序良俗あるいは法律の基本原則に違反す

れば、裁判所はその適用を排除することができる。したがって、詐欺が存在すれば、裁

判所が UCP600 の適用を排除する権利がある。 
② 禁止命令の要件 
「信用状紛争の規定」の第 10 条212は、信用状詐欺の例外に対する例外事項を定めて

いる。人民裁判所は、申立を受理し、法律上の合理的な救済措置をとるか否かを決定す

る際、この申立が一定の要件を満たしているどうかを判断する必要がある213。 
Ⅰ、実質要件 
信用状の詐欺の存在があり、且つ詐欺は実質性である。多く引用される判例の中で、

法官は禁止命令を出す詐欺の程度が、「当該詐欺の程度は深刻に全体の取引に背いたの

で、申請人の支払義務の独立性を制定する立法目的の効果が役に立てない」という認定

                                                                                                                                                     
員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 14 条「信用状詐欺と原因関係た

る取引の紛争の併合審理」1、人民裁判所が信用状の詐欺事件を審理する過程において必要と認めるときは、

信用状の紛争とその原因関係の紛争を併合して審理することができる。2、当事者が原因関係の詐欺を理由

に訴えを提起するときは、事件と関係を有する発行銀行、買取銀行またはその他、信用状に基づく法律関

係における利害関係者を第三者として指定することができる。第三者は訴訟参加の申出をし、人民裁判所

も第三者に訴訟参加を告知することができる。 
210「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判委

員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 15 条「支払拒絶の判決」人民裁

判所が実質的な審理を通じて、信用状詐欺が成立し、かつ、第 10 条の場合がないと認定するときは、信用

状における支払の拒絶の判決を下さなければならない。 
211 金賽波＝李健・前出注（62）39 頁。 
212「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判委

員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 10 条「支払停止決定、支払拒絶

判決の例外」信用状詐欺があるときは、人民裁判所が信用状における支払の停止決定、または支払の拒絶

（終止）判決を下さなければならない。ただし、次の場合があるときは、この限りでない。１、発行銀行

の指定、授権を受けたものが善意により発行銀行の指示に従って支払をしたとき。2、発行銀行の指定、授

権を受けた者が善意により信用状における為替手形の引受をしたとき。3、確認銀行が善意により支払義務

を履行したとき。4、買取銀行が善意により買取をしたとき。 
213 金賽波＝李健・前出注（62）40 頁。 
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がある。ただ詐欺の疑いと原因取引の違反という理由で、禁止命令の要件に構成しない。

書類の中に詐欺行為を見分けることができなく、他の明確な証拠がない限り、裁判所が

随意に禁止命令を出すべきではない。すなわち、禁止命令の行使は商人の信用状に対す

る信頼の失いを代価とするべきではない。したがって、上訴人が損失をもたらす事実を

挙げることができないならば、裁判所はこれによって禁止命令を拒むことができる。「信

用状紛争の規定」の第 9 条214は、当事者が裁判所に信用状における支払を停止する申立

の要件を定めている。しかし、この場合も、信用状詐欺による例外に対する例外を排除

しなければ救済を受けられない。信用状詐欺があっても、発行銀行またはその指定、授

権を受けた者は、すでに支払を完了しまたは為替手形の法律関係に基づいて、支払をし

なければならない場合、信用状詐欺による例外を維持することができず、司法上の手段

をもって信用状における支払を干渉してはならない。 
Ⅱ、手続要件 
銀行と裁判所は自発的に「詐欺による例外」を使用し始めてはならない。裁判所は民

事事件の訴えないと相手にしない原則に従うので、自発的に禁止命令を出すことがあり

得ない。主に買主が裁判所に起訴してから禁止命令を出すことができる。「信用状紛争

の規定」の 11 条215は、信用状詐欺の例外の敷居を高くして、中国における信用状制度

の発展を阻害する司法上の不当な干渉を避けるためである。「信用状紛争の規定」の第

12 条216、第 13 条217は、裁判所が信用状における支払を停止する決定を下す具体的な手

続を規定している。 

                                                   
214 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判

委員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 9 条「信用状詐欺による支払

停止」、第 8 条規定の場合があり、かつ、これによって回復しがたい損害を生じる恐れがあるときは、発行

依頼人、発行銀行またはその他の利害関係者が、管轄権を有する人民裁判所に信用状における支払の停止

（中止）の申立をすることができる。  
215 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判

委員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 11 条「支払停止申立の要件」

1、訴えを提起する前に、当事者がした信用状における支払の停止申立は次の要件を満たすときは、人民裁

判所は申立を受理しなければならない。①申立を受理する裁判所が信用状紛争の事件について管轄権を有

すること。②申立人の提出した証拠資料が第 8 条の場合があることを証明できること。③信用状における

支払を停止する措置を取らないと、発行依頼人の権利または合法的な利益が回復しがたい損害を被ること。

④発行依頼人が信頼且つ十分な担保を供すること。⑤第 10 条の場合がないこと。2、当事者が訴訟中、信

用状における支払の停止の申立をしたときは、申立は前項の②号、③号、④号、⑤号の要件を満たさなけ

ればならない。 
216 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判

委員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 12 条「支払停止の決定と執行

の期限」1、人民裁判所が信用状における支払の停止の申立を受理したときから 48 時間内に決定を下さな

ければならない。支払停止の決定をしたときは直ちに執行しなければならない。2、人民裁判所が下した信

用状における支払の停止の決定に申立人、被申立人および第三者を明記しなければならない。 
217 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」中華人民共和国最高人民裁判所審判

委員会(2005 年 11 月 24 日法釈[2005]13 号公布 2006 年 1 月 1 日に施行）第 13 条「停止決定の審査申立の

期間」:1、人民裁判所の下した信用状における支払の停止決定に異議があるときは、当事者が決定書の送

達の日から 10 日内にその上級の人民裁判所に審査（複儀）の申立をすることができる。審査の申立を受理

する上級の人民裁判所は、10 日内に決定しなければならない。2、審査期間中は、決定の執行は停止しな

い。 
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(ⅰ)禁止命令の時間制限 
禁止命令は信用状発行銀行が実際に支払あるいは支払引き受けをする前に出すべき

である。期限付き信用状の下で、銀行はすでに支払引き受けをして、銀行の負担したの

は手形上抗弁できない責任であり、もしこの時禁止命令を出したら正常な手形取引を損

なう。 
(ⅱ)その他の救済方法の不十分(Inadequacy of Other Remedies) 
申請人が十分な法律の救済を獲得することができる時、裁判所も禁止命令を下すこと

が拒絶できる。 
裁判所の詐欺の認定と禁止命令の公布に関する制限が多いのは、信用状の商業価値が

その法律の確定性によって決定されるからである。同時に禁止命令が信用状の独立性原

則と信用状の法律の確定性を破ることをもたらすため、裁判所が禁止命令という救済を

与えることを考慮する時に、必ずこれらの厳格な条件に合わなければならない。 
 
7.3 節 銀行の支払拒否権 

銀行の支払拒否権の存否に対する学説が異なるので、検討する必要がある。国際間銀

行の指導準則としての UCP には信用状詐欺と詐欺による例外に関する規定を設けてい

ないのみならず、銀行に信用状の虚偽性を調べる義務を与えていない。且つ UCP が銀

行の商業信用を確保するため、極力に信用状の独立性原則を保障する機能を果たしてい

る。もし買主が銀行に対する支払を拒絶するように請求すれば、銀行が信用状の原因取

引を審査しないといけない。しかし商業機構としての銀行が、原因取引を審査する権利

を有しない。さらに詐欺の被害程度と基準を把握するのが銀行にとって非常に難しいこ

とである。銀行が権限を越えて審査すれば、きっと信用状の基礎原則としての独立性を

破って、全体の国際貿易秩序を混乱させると考えられる。 
7.3.1 銀行の支払拒否権に関する性質の検討 
１、支払拒否権は銀行の法的義務ではない。 
法的義務(実定法上の義務)とは、通常政治的権威が定める一般的規範(法律)の中に規

定される義務を意味する。形式的には私法(民法)上の義務、刑法上の義務、手続法上の

義務などがある。実質的には、国家が国家の構成員に対して課す義務と、国家の構成員

の間において認められる義務とがある。現代的・立憲主義的憲法においては、国家の構

成員が、国家に対し国家の構成員の権利・自由を擁護すべき義務を課すとされており、

その観点からは、国家が定める法律上の義務は、憲法上の人権規定に適合する範囲で規

定されなければならない。法的義務は、法令に基づくか、一方当事者の正当な権利行使

に基づいて生じる。私法上の義務の履行は、原則的に、任意にされるべきであるが、履

行がなされない場合に備えて、強制的実現を図る手続がある(強制執行)。法律の規定に

基づき、信用状詐欺を生じる場合におき、銀行の支払拒否義務を定めていない。 
2、信用状詐欺における支払拒否権は銀行の権利である。 
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（1）国際商業会議所の立場 
UCP600 において、ただ銀行の書類に対する審査義務だけを強調し、書類の真実性に

対する責任を負わない。銀行が UCP600 に基づき信用状を取扱うので、UCP600 には

銀行に書類の点検以外の権利を与えていないので、銀行の支払拒否権を否定しないと考

えられる。 
また、黙示条項理論に基づき受益者の呈示された書類は、虚偽の内容を含まれていな

いはずである。もしそれを違反すれば、銀行の支払拒否権があると認定できる。 
（2）国内立法 
UCC の第 5-108 条(発行人の権利および義務)a 項の規定により、発行人は、基準慣行

によって決められるように、その文言上、信用状の諸条件を厳守しているように見える

呈示に対し、支払をしなければならない。また、申請人と別段の合意がなされない限り、

発行人は、そのように遵守しているとは見えない呈示を不払にしなければならない218。 
（3）判例 
英米法国家の判例により、信用状詐欺を生じる場合におき、銀行が主動的に支払拒否

権を選択する権利を有すると解している。たとえば、Sztejn 事件において、裁判所の

判決に銀行の支払拒否権を認定した。 
7.3.2 銀行の支払拒否権の行使における条件 
１、善意の第三者に対する保護が、多くの国において認められている。 
UCP600 の発行銀行、支払銀行の義務に関する規定について、受益者に向いて発行し

た信用状の書類を持って、善意の第三者に対する償還請求権をゆうしない。UCC 第

5-109 条(詐欺および偽造)a 項(1)に基づき、「(1)信義誠実に、且つ偽造もしくは実質的

な詐欺について知らずに、価額を与えた指定人、(2)信義誠実に、(3)発行人または指定

人による、(4)債務が発行人または指定人によって引き受けられた後に、価額を支払、

かつ、偽造もしくは実質的な詐欺を知らないで取得された、発行人の、または指定人の、

支払が延期された債務の譲受人によって請求された場合、当該発行人は、呈示に対して

支払をしなければならない。」219 
中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」司法解釈にも、

善意の第三者を規定した。第 10 条(支払停止決定、支払拒絶判決の例外)に基づき、信

用状詐欺があるときは、人民裁判所が信用状における支払の停止決定、または支払の拒

絶判決を下さなければならない。ただし、以下の場合があるときは、この限りでない。

(1)発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により発行銀行の指示に従って支払をし

たとき。(2)発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により信用状における為替手形

の引受をしたとき。(3)確認銀行が善意により支払義務を履行したとき。(4)買取銀行が

善意により買取をしたとき。 

                                                   
218 田島裕訳・前出注（9）183 頁。 
219 田島裕訳・前出注（9）203 頁。 
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2、判例の解説 
(1)Banco Espanola de Creditor v. State Street Bank and Trust Co.事件 (385 F.2d 

230(1st Cir. 1967) Cert. Ed., 390 U.S.1013 (1968))は、スペインからの衣料品売買に関

する信用状の事例である。商品の品質確認が問題になっている。 
信用状の条件は、実質的に適合していると判断できる場合、些細な文言などの相違を

理由として支払を拒絶してはならない。被告銀行が二通の取消不能の信用状を発行した

が為替手形の支払を拒絶したので、顧客のために原告の取引銀行(スペイン)が起こした

のが、本件訴訟である。二通はスペインの原料供給者 Alcides を受益者とするもので、

他の一通は Longer を受益者とするもので、買主は両方とも同じボストンの衣料品店で

あった。この二つの事件を併合して審理は進められた。支払拒絶の理由は、品質証明が

契約条件に適合していないということであった。 
この取引の対象商品は、レインコート、ビーチジャケット、ニットスカートおよびカ

ーディガンであった。被告銀行が発行した二通の信用状には、原告銀行を Cores 
Pendent Bank とすること、および署名入りの送り状、通関送り状、検査証、1963 年 3
月 31 日より以前の日付の無条件の海上貨物証券の提出が要求されていた。この信用状

の発行時に、発行銀行は、検査証の検査人を特定するよう助言を与えボストンの衣料品

店は、検査人の名前を後に通知して、信用状を修正することにした。 
信用状の発行後、検査人を誰にするか、またどのように検査するかについて、売主と

買主との間でいろいろなやりとりが行われたが、最終的には、スペインの Super 
Vigilance(信頼のある同業者)が検査することになった。検査の方法について、買主は見

本を送ってそれに適合することを求めたため、その検査人の検査報告には「大方、適合

する」というあいまいなものであった。3 月 28 日および 3 月 29 日に信用状および関連

書類が原告銀行に呈示され、原告銀行は支払をした。しかし、原告銀行が被告銀行に支

払を求めたとき、信用状の条件が満たされていないことを理由として、被告銀行は支払

を拒絶した。 
連邦地方裁判所は、被告勝訴の略式判決をくだした。その上訴審審理に当たった第一

巡回区上訴裁判所は、検査証の提出は買主の利益を保護するための手続であるが、その

買主が品質の判断基準を示していないことから混乱が生じており、書類の記載などには

多くの幼稚な間違いが見られるが、裁判所には実質的に検査の条件は満たされていると

判示した。同上訴裁判所は、この観点に立って実質的審理を進めるよう命じて、事件を

原審裁判所へ差し戻した。 
(2)Flagship Cruises, Ltd. v. New England Merchants National Bank 事件 (569 

F.2d 699 (1st Cir.1978))は、Bunco Espanola de Creditor を先例とした判決であるが、

為替手形の発行後、合理的な期間内に支払が請求されなかったという疑いがある事件。

UCP 第 41 条違反の審理のため、破棄・差し戻し。 
証書は発行後合理的な期間内に呈示されなければならない。1972 年 7 月に Citizens 
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Trust Company of Providence (R.I.)の要求で、被告銀行が取消不能の信用状を発行し

たが、この信用状はクリス旅行社(バミューダ法人)の口座で原告 Flagship Cruises, ltd.
を受益者とするもので、NO.18506 という識別番号が付けられることが条件になってい

た。20 万ドルを限度額として、一覧式為替手形での請求に対し支払を約束するが、1972
年 5 月 23 日の信用状契約および 1972 年 6 月 15 日の追加合意によるものであること」

が記載され、署名されなければならない。また、UCP に従うことにも合意されていた。

1972 年 10 月 31 日に原告 Flagship Cruises, ltd. が、20 万ドルの支払を求める一覧式

為替手形を振出し、信用状と付属書類を付けて取引銀行 Chemical Bank of New York
に収立を依頼した。Chemical Bank は、11 月 6 日にそれらの書類を被告銀行に郵送し.
支払を求めた。この手続の封書に同封された様式書には、11 月 3 日の日付が付されて

いた。為替手形には Chemical の裏書がなされていたが、裏書がいつなされたかの記載

が欠けていた。被告銀行がこの郵便を受理したのは 11 月 9 日であったが、その 2 日前

に Citizens Trust Company of Providence (R.I.)からの手紙を受け取っており、その手

紙には、「クリス旅行社(バミューダ法人)は破産状態にあり、11 月 3 日以前に発行され

た証書以外は支払を拒絶すべき」であると記載されていた。被告銀行は、11 月 9 日お

よび 10 日に支払拒絶の通知をしたい。その後、Chemical Bank と Merchants National 
Bankとの間で若手のやりとりがあったが、結局は本件訴訟が起こされることになった。

原告はその両銀行を被告とし、両銀行はそれぞれ反訴をとともに、相互でも争った。連

邦地方裁判所は、Banco Espanola de Creditor v. State Street Bank Trust Co.事件(385 
F.2d 230(1st Cir.1967))を先例として、実質的に提出された書類が信用状の条件を満た

していると思われる場合に、支払拒絶は認められないとする判決をドした。しかし、連

邦上訴裁判所は、問題の一覧式為替手形がChemical Bankの International Collections 
Department で取り扱われたことに注目し、もし UCP 第 41 条の連反が認められるな

らば、支払拒絶は認められると判示し、その点の審査を進めるよう命じて、事件を差し

戻した。 
(3)New Braunfels National Bank v. Odiorne 事件 (780 S. W. 2d 313 (Tex. App. Ct. 

1989))では、保険会社の顧客の利益を保護するために、保険監督官が信用状の発行を要

求し、支払請求の書類には「s」と「5」の書き違いがあったが、銀行は支払を拒絶でき

ないと判決された。 
Non-Commercial 信用状の場合には受益者の利益が優先的に保護される。本件で問題

になっている信用状の申請人は、保険会社 Southern International Insurance Co.(被告

破産管財人の管理下に置かれている会社)である。顧客の保護のために、行政当局(保険

監督官)から一定の財政的担保を整えることを要求され、その要求を満たすために、原

告銀行から信用状を発行してもらった。この信用状の条件には、(1)保険会社が信用状

(1987 年 4 月 29 日を有効期限とする)の 25 万ドルの補償を約束する約束手形を作成す

る、(2)一定の不動産に対する担保権を原告銀行に移転する、(3)原告銀行の口座に 25 万
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ドルの預金を維持し、原告銀行に相殺権を認めることが含まれていた。この信用状の受

益者は、保険監督官(ケイマン島)であり、支払請求書面には「取消不能信用状第 86-122-S」
と記載されることになっていた。 

1987年4月29日に保険監督官がその信用状による支払を求めて為替手形を振り出し

た.支払を求められた原告銀行は、弁護士と相談の上、支払を拒絶した。その理由は、

番号の記載が、「第 86-122-5」となっていたことである。銀行の窓口では、これは単純

な間違いであるのでその場で訂正したいという申し出がなされたが、原告銀行は、その

訂正は署名者自身によってなされなければならないと主張した。保険監督官は、数日後

に郵使でその訂正をしたが、それが届くまでに信用状と関係書類は返送されており、最

初からその手続をやり直す必要が生じた。保険監督官は、条件を満たす書類を再び提出

したが、原告銀行は、すでに信用状の期限が過ぎていることを理由として、支払を拒絶

した。 
この事件の争点は、この支払拒絶が違法か否かということだけであり、すべての当事

者が略式判決を求めた。そこで、テキサス州裁判所は、判例や学説を分析し、このよう

な事例に適用されるべき法理を検討した。原審裁判所は、この拒絶を適法であったと判

決した。テキサス州上訴裁判所[最高裁判所]は、原審裁判所が依拠した「厳格遵守」の

原則を検討しなおした。先例となる判決は、Tosco Corp. v. FDIC 事件 (723 F. d 1242 
(6th Cir. 1983))およびFirst Bank v. Paris Savings & loan Association事件 (756 S. W. 
2d 329(Tex. App. 1988))であるが、両方の事件で受益者が勝訴している。同上訴裁判所

は、「厳格遵守」の原則の適用の仕方を明確に説明した Dolan 教授の論文を引用し、

commercial 信用状(売買契約の代金支払の担保)の事件では、発行人銀行が勝訴してい

るが、本件のような信用状の使い方の場合には、受益者の利益が保護されるべきである

と結論した。 
(4) Data Point Corp. v. M & I Bank 事件 (665 F. Supp.722 (W. D.Wis.1987))は、信

用状による支払請求について、実質的に何ら問題がないのに、単純な蠅齢を理由として

銀行が支払拒絶する場合、是正の支援を誠実に行わないのは、不当な不渡りとなり、結

果的損害賠償の責任が生じると判決した。 
原告はコンピュータのハードウエアおよびソフトウエアの販売会社(テキサス州法

人)である。その顧客 IBS Data Systems, Inc.と少なくとも 5 年間の継続的取引を行っ

てきたが、1986 年に同顧客からの注文(第 8094)については、現金取引かまたは信用状

の発行がなければ、引受られないと返事した。そこで、その顧客は被告銀行と相談し、

被告銀行が原告を受益者とする信用状を発行した。この信用には、次のような条件がつ

いていた。呈示されるすべての為替手形に「LETTER OF CREDIT OF THE M&I 
BANK OF HILLDALE No.957 dated Apri1 24,1986」により振り出されたと記載され

なければならない。また、その信用状は UCP に従う。原告は 1986 年 6 月 18 日に額面

金額 1,5317,700 ドルの為替手形を振り出した。この手形は、信用状が要求した他の書
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面と共に、6 月 19 日に被告銀行に呈示され、被告銀行は支払を求められた。被告銀行

の副頭取がこの為替手形を検査し、上記の記載が欠けている点以外にはすべて完全なも

のであり、支払をしてもトラブルの起こる可能性はなかった。しかし、同副頭取は、そ

の顧客 IBS に電話をかけ、その欠陥にもかかわらず決済することについて承認を得よ

うとした。IBS は信用状に適合しない支払はしないでほしいと意思表示した。そこで、

同頭取は書留郵便であるべての書面を原告に返送した。 
原告は 6 月 19 日の午後に電話でその決済について問い合わせたが、副頭取はすでに

帰宅していたため、6 月 20 日の早朝に電話をして事情を知り、直ちに信用状に適合す

る為替手形を被告銀行に送付した。この手形は同月中に被告銀行に届いたが、その他の

関連書類は先の返送郵便の中にあり、添付された書類はすべてコピーであった。副頭取

は再び IBS の意見を聞き、支払を拒絶した。6 月 24 日にすべての条件を満たす書類が

被告銀行に到達したが、副頭取は 6 月 20 日が締切日であるとして、三度支払を拒絶し

た。原告は和解を提案し、支払われるべき金額に 5%の利息、を付けた損害賠償を求め

た。しかし、被告銀行はこの申し出を断った。 
連邦地方裁判所は、被告銀行の住所地の法であるウイスコンシン州の UCC の諸判例

を参考にし、UCP に従い、本件の信用状の支払拒絶は違法であると判示した。その場

合、結果的損害(Federal Express の郵送料など)も損害賠償額に含まれることを認めた

いまた、利息については、Erie Railroad Co.v. Tompkins 事件(304 U.S.64 (1938))の解

釈として、連邦民事訴訟規則によるべきであると判示し、12%の利息の支払を命じた。 
7.3.3 銀行の支払拒否権の行使における手続き 

 信用状独立性の例外による銀行の支払拒否権を決定する場合に、実体において、申請

人が詐欺の実質的な存在を証明する証拠を呈示すべきである。しかし、手続において、

法律の規定を有しない。UCC 第 5-114 条により、ただ銀行が善意の第三者としての正

当な所持人に対する抗弁できないだけを規定している。支払拒否権の行使に関する手続

について、明確に規定していない。したがって、この状況において、UCP600 に規定さ

れる発行銀行のディスクレパンシーのある書類に関する手続を参考して解決すべきで

ある。 
UCP600 第 15 条、16 条、17 条の規定により、銀行が呈示された書類は充足してい

ないと判断した場合には、支払を拒絶することができる。しかし、この場合には、ただ

書類の表面上不一致のみを規定しているため、書類が虚偽のものを指していないので、

受益者が一定の期間内にその不一致を改正することができる。本文の「銀行の支払拒否

権」は、書類の表面上が一致しているのに、実際に詐欺が存在しているため、銀行の支

払拒否権は最終的な決定である。UCP600 における詐欺の書類に対して、的確に対応す

る規定を有しないのに、その一部の規定が詐欺の書類に対する処理に適用することがで

きる。以下の手続を遵守すべきである。 
１、支払拒否の時間制限 
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UCP600 第 14 条(書類点検の基準)b 項の規定により、指定に基づき行為する指定銀

行、もしあれば確認銀行、および発行銀行は、呈示が充足しているか否かを決定するた

めに、それぞれ、呈示日の翌日から起算して最長 5 銀行営業日(Maximum of Five 
Banking Days Following the Day of Presentation)を与えられるものとする。この期間

は、呈示日にまたはその後に到来する有効期限または最終呈示日(Last Day for 
Presentation)によって短縮されることも、特段の影響を受けることもないと解される。

すなわち、支払拒否および書類を受け取らないことが必ず制限される時間内に通告する。

もし銀行が受益者の詐欺行為に関する疑いがあれば、規定された時間内に、書類の不一

致という理由で、いったん書類の受取を拒否し、詐欺に関する確実な証拠を見つかり次

第、支払拒否を決定することができる220。 
 2、支払拒否の通知内容 
 UCP600 第 16 条(ディスクレパンシーのある書類、権利放棄および通告)c 項規定によ

り、指定に基づき行為する指定銀行、もしあれば確認銀行、または発行銀行が、受け取

ることまたは買い取ることを拒絶すると決定した場合には、その銀行は、呈示人に対し

その旨の一度限りの通告(Single Notice)をしなければならない。この通告は、次の事項

を記載しなければならない。(1)その銀行が、受け取ることまたは買い取ることを拒絶

していること、および。(2)その銀行が受け取ることまたは買い取ることを拒絶するに

ついての各ディスクレパンシー、および。(3)その銀行が、呈示人から更なる指図があ

るまで書類を所持していること、または(2)発行銀行が、自行が発行依頼人から権利放

棄を受領し、且つ自行がそれの承諾に合意するまで、または自行が権利放棄を承諾する

よりも前に呈示人から更なる指図を受領するまで、書類を所持していること、または(3)
その銀行が書類を返却していること、または(4)その銀行が、先に呈示人から受領した

指図に従って行為していること221。 
3、支払拒否の通告 
UCP600 第 16 条(ディスクレパンシーのある書類、権利放棄および通告)d 項の規定

により、c 項において要求される通告は、テレコミュニケーション(Telecommunication)
により、または、それが可能でない場合は、他の迅速な手段によって、呈示日の翌日か

ら起算して第 5 銀行営業日の終了よりも遅れることなく(No Later Than the Close of 
the Fifth Banking Day Following the Day of Presentation)行われなければならない

222。 
4、支払拒否に関する判例 

 Titanium Metals Corp. v. Space Metals, Inc.事件 (529 P.2d 431 (Utah 1974))にお

いては、ユタ州法では、信用状の発行銀行が支払を拒絶すべき理由があるのに繰り返し

                                                   
220 飯田勝人訳・前出注（20）30 頁。 
221 飯田勝人訳・前出注（20）32 頁。 
222 飯田勝人訳・前出注（20）36 頁。 
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支払をした場合、その銀行は支払拒否権を放棄したものとみなされると判示した。但し、

反対意見が付されている。 
ユタ州法では、信用状の発行銀行が支払を拒絶すべき理由があるのに繰り返し支払を

した場合、その銀行は支払拒絶権を放棄したものとみなされる。 
原告チタニウムと被告スペース・メタリックスとの間にチタニウム金属の継続的売買

契約があり、被告銀行がその取引の決済のために三種類の信用状を発行した。最初の信

用状は、1968 年 5 月 28 日に発行されたもので、「1968 年 8 月 15 日までに出された送

り状に対し被告スペース・メタリックスが負う負債について 15,000 ドルまでの信用を

供与する。」と記載されていた。第二の信用状は、1968 年 10 月 8 日に発行されたもの

で、「1968 年 12 月までのすべての取立小切手に対し、支払う。」と記載されていた。第

三の信用状は、「1969 年 3 月 3 日に発行されたもので、……から 90 日の間、すべての

取立小切手に対し支払う。」と記載されていた。 
第三の信用状のもとで出された 7 通の送り状のうち、最初のものについては、被告銀

行は請求どおりに支払をした。しかし、残りの 6 通については、支払を拒絶した。拒絶

の理由は、提出された送り状がコピーであって原本でないということであった。ところ

が、それ以前の呈示においても、送り状の原本はスペース・メタリックスに送られ、被

告銀行にはコピーが呈示されてきたのに、被告銀行は問題にしなかった。ユタ州法では、

信用状の発行銀行が支払を拒絶すべき理由があるのに繰り返し支払をした場合、その銀

行は支払拒絶権を放棄したものとみなされる。ユタ州裁判所は、原告勝訴の判決を下し

た。ちなみに、この判決にはエリオット裁判官の反対意見が付されている。この反対意

見によれば、支払拒絶権の放棄は積極的抗弁であり、当事者によって明示的に主張され

なければならないのに、法廷意見がその主張なしにそれを認めたことは、手続的な間違

いであるという。 
7.3.4 銀行の不当な支払拒否の効果 
１、銀行の不当な支払拒否 
UCC 第 5-111 条(救済方法)の規定が、発行銀行の不当な支払拒否を契約違反行為と

見なしている。a 項の規定により、もし発行人が、呈示の前に信用状により金銭を支払

う義務を不法に不渡りにし、または取り消す場合には、受益者、権利承継人、または自

分自身のために呈示する指定人は、不渡りまたは取消の対象額である金額をその発行人

から回復することができる。もし信用状による発行人の義務が、金銭の支払のためでは

ない場合、請求権者は特定履行を得ることができる、あるいは、その請求権者の選択に

より、発行人から履行の価額に等しい額を回復することができる。いずれの場合でも、

その請求権者は、付随的ではあるが、結果的でない、損害賠償も回復することができる。

その請求権者は、本項により発行者が支払義務を負うかもしれない損害賠償を回避する

ため措置をとる義務を負わない。もしその請求権者が、そうする義務は負わないけれど

も、損害賠償を同避するならば、当該請求権者が発行人から得る回復額は、回避された
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損害賠償の額だけ減額されなければならない。その発行人は、回避された損害賠償の額

を証明する責任を負う。取消し(Repudiation)の場合には、その請求権者は、いかなる

文書も呈示する必要はない223。 
b 項の規定により、もし発行人が、信用状により呈示された為替手形は請求を不法に

不渡りにした、あるいは申請人に対するその義務に違反して、為替手形または請求に支

払をした場合、当該の申請人は、付随的ではあるが、結果的でない、損害賠償から当該

の違反によって節約できた額を差し引いた額を含め、当該の違反から生じた損害賠償を

回復することができる224。 
2、不当な支払拒否の効果に関する判例 

 Esso Petroleum Canada, Div. of Imperial Oil, Ltd. v. Security Pacing Bank 事件 
(710 F. Supp. 275 (D. Ore.1989))においては、オレゴン州法では、信用状の支払請求に

対し、信義誠実に、公正に、対処する義務が認められていると判示した。支払の拒絶は

正当とされたが、不適切な対応に対し、原告の損害賠償請求が認められた。  
1987 年 10 月 22 日に原告エッソは Valley Oil Co. Inc.に 1,196,580 ドルの飛行機用

ガソリンを売却する契約を結んだ。この売買契約の条件として、エッソを受益者とする

信用状の発行が要求されていた。この要求に従い、被告銀行は Valley Oil Co. Inc.のた

めに取消不能の Stand by Letter of Credit を発行した。1987 年 10 月 21 月に親会社

Delta Western が 1,288,140 ドルを被告銀行の Valley Oil の口座に入金し、Esso は契

約通り 10 月 20 日にガソリンを Delta に引き渡した。先の信用状は、UCP に従うこと、

および 1987 年 11 月 15 日(実際には、15 日が日曜日であるため 16 日午前 9 時)に失効

することが条件となっていた。 
エッソは、11 月 13 日(金)午後 1 時に為替手形など、信用状に関連する必要書類を被

告銀行に提出し、支払を求めた。しかし、被告銀行は同日午後 5 時 15 分にエッソに電

話をし、支払を拒絶することを伝えた、エッソはその理由を聞いたが被告銀行は陪類の

一部に不適合が見られる。」と答えたのみで、具体的にその不適合を説明することはな

かった。被告銀行がファックス等でその説明をするのは国際銀行部長の責任とされてお

り、同部長は不在であったため、このような対応がとられたのであった「エッソは 11
月 16 日に、訂正した書類を提出したが、被告銀行は支払を拒絶した。 

1988年 1月 20日にValley Oilに対する倒産手続の中立が裁判所によって受理され、

エッソは被告銀行を相手に本件訴訟を 2 月 10 日に提起した。エッソは、信用状の金額

である 1,288,140 ドルに利息を付け、さらに 935,000 ドルの懲罰的損害賠償および訴訟

費用等の損害賠償の支払を求めた。連邦地方裁判所は、オレゴン州法では、銀行の信義

誠実・公正取引義務があるとされており、本件の銀行の対応には、不公正であると思わ

れる事実が含まれている。被告銀行が支払を拒絶したことは正当であり、エッソの信用

                                                   
223 田島裕訳・前出注（9）284 頁。 
224 田島裕訳・前出注（9）285 頁。 
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状の支払を求める訴えは、棄却される。被告銀行の不適正な対応は、銀行の内部規則に

原因があり、本件において懲罰的損害賠償を認める理由はないと判決した。 
7.3.5 中国法律における銀行拒否権 
「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」司法解釈の第5条(文

面上の一致と支払義務)規定により、発行銀行が支払、引受または信用状に定めるその

他の義務の履行を承諾するときは、書類と信用状条件、書類と書類が文面上一致する限

り、信用状に定める期限に支払の義務を履行しなければならない。人民裁判所は、第 8
条225の場合を除き、当事者が発行依頼人と受益者間の原因関係に基づいて提起する抗弁

を認めない。この規定により、実質な詐欺があれば、発行銀行が支払を拒否すべきであ

る。 
 
第 8 章 信用状独立性の例外の適用例外 
8.1 節 適用例外制度の概述 
アメリカの Sztejn 案件の結論は 1962 年のアメリカ「統一商法典」信用状編第 5-114

条第二項に立法化された(1995 年の改訂で第 5-109 条に引継ぎ)。しかし、第 5-109 条 a
項(１)に善意の第三者を信用状独立性の例外から免除する件も規定された。 
  2006 年 1 月 1 日に実施された中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若

干問題の規定」第 10 条にも、善意の第三者を免除条件として明確に規定された。 
8.1.1 独立性例外の適用例外の分類 
１、善意の受益者に対する適用の例外 

  (1)アメリカ「統一商法典」第 5-109 条 a 項(1)に基づき、たとえ信用状詐欺の事実があ

っても、発行申請人は、以下の状況で代金を支払わなければならない。 
① すでに善意的に代金を支払って、且つ信用状に関する偽造あるいは実質的詐欺の

通達が届いていない指定銀行226。  
この指定銀行は「統一商法典」第 5-102 条 a 項に発行銀行から一覧払、後日払い約束、

引き受けまたは買取を行うことを授権された銀行である。条文に基づき、指定銀行は、

発行銀行が信用状の要件により、指定あるいは授権を受け、確立された支払銀行、補償

銀行などを含む。 
② すでに善意的に代金の支払義務を履行した支払銀行。 
受益人に対して発行銀行から一覧払、後日払い約束、引き受けまたは買取を行うこと

を授権された指定銀行は、信用状独立性の例外から免除されるべきである。「統一商法

典」の第 5-102 条の解釈により、第 5-102 条 a 項に限定された指定銀行以外の銀行は、

                                                   
225 「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」司法解釈の第８条（信用状詐欺）次

に掲げる場合には、信用状詐欺があると認定しなければならない。1、受益者が書類を偽造しまたは虚偽記

載のある書類を呈示するとき。2、受益者が悪意により物品の引渡をせず、または価値のない物品の引渡を

するとき。3、真実の原因関係がないにもかかわらず、受益者、発行依頼人またはその他の第三者が共謀し

て虚偽の書類を呈示するとき。4、その他の信用状詐欺が行われるとき。 
226 三菱 UFJ サーチ&コンサルティング編、八尾晃ほか著・前出注（5）30 頁。 
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発行銀行から授権されていないので、一覧払、後日払約束、引受または買取を行っても、

信用状に基づく権利を得られず、第 5 編の規定による保護を受けられない。換言すれば、

指定銀行でない善意的に代金を支払った支払銀行は、例外の免除対象から排除されるべ

きである。  
   ③ 信用状の下で、すでに発行銀行あるいは指定銀行に支払引受を承諾された信用状

の正当な所持人。 
発行銀行あるいは指定銀行に支払引受を承諾された信用状の正当な所持人は、信用状

独立性の例外から免除すべきである。換言すれば、信用状独立性の例外から免除される

条件は、所持人が「統一商法典」第 3 編の所持人の条件を満たした上で、発行銀行ある

いは指定銀行の支払引受を行ったことである。 
(2)中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」に規定され

た善意の第三者 
アメリカ「統一商法典」と違って、司法解释(「最高人民裁判所の信用状紛争の審理

に関する若干問題の規定」)の第 10 条に具体的に独立性の例外から免除できる第三者を

明確に規定されていないのに、四つの免除条件が定められた。①発行銀行から授権され

た指定銀行・確認銀行がすでに発行銀行の指示に従って、善意的に代金を支払ったこと

である。②発行銀行或いは指定銀行・確認銀行が既に信用状の支払引受を行ったことで

ある。③補償銀行が善意的に代金の納付義務を履行したことである。④支払銀行が善意

的に代金を支払ったことである。以上の条件から免除される第三者を推量することがで

きる。 
①、②に言及した指定銀行・確認銀行は、自らおよび発行銀行の指示に従って、善意

的に代金を支払ったこと、および善意的に支払引受を行ったことが、事実上あまり差が

ない。問題になるのは司法解釈に指定銀行・確認銀行の定義を明確に規定されていない

ことである。たとえ UCP600 に適用されても、指定銀行の定義だけ定められている。

この定義によって、発行銀行から授権された指定銀行は、まだ詐欺事実を知らない状況

で、その一覧払、後日払約束、引受または買取を行う義務を履行した場合に、信用状独

立性の例外から免除できる。第４項に善意的に代金を支払った支払銀行も免除されるべ

きである。この支払銀行は事実上も指定銀行の範囲に入ると考えられる。③の善意的に

代金の納付義務を履行した補償銀行も免除される対象になれる。事実上補償銀行も指定

銀行に属すると考えられる。 
  (3)結論 
  中米信用状詐欺において、信用状独立性の例外によって、善意の第三者に対する免除

条件を比較した。司法解释の指定銀行は、「統一商法典」の被指定人と同じことである。

司法解释の支払銀行・補償銀行は、「統一商法典」の支払人の範囲より広い。すなわち、

中国司法解釈の免除範囲はアメリカ「統一商法典」より広いという結論を出すことがで

きた。 
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   「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」を公布する目的は、

最大限に人民法院の支払停止命令を下すことを制限し、国際上中国銀行界の信頼度を維

持することである。しかし、信用状独立性の例外における免除の範囲が広すぎて、弊害

を直そうとしてかえって行きすぎたので、中国銀行界が適従するところなしになりつつ

ある。 
2、正当な所持人に対する適用の例外 

UCC 第 5-114 条 d 項規定により、発行人または指定人は、信用状の売得金の譲渡に

その者の同意を与える義務も、拒絶する義務も負うものではない、もし譲受人が、当該

の信用状を占有しており、かつ、公開していて、その信用状の呈示が支払の条件である

場合には、同意が不合理に拒絶されてはならない227。すなわち、一切正当な所持人また

は善意の譲受人が信用状詐欺による独立性の例外に関する適用の影響を受けないと解

される。 
 中国「手形法」13 条の規定により、手形債務人が所持人の前主に対する抗弁理由で

所持人に対して抗弁できない。所持人がその抗弁事由を知っていながら手形を取得する

場合を除く。 
 

8.1.2 適用例外制度の理論基礎 
1、公平取引原則 

 公正取引原則(Fair-Trade)とは、取引秩序および消費者の利益を維持・保護し、公平

な競争を確保し、経済の安定性を促進するための原則である228。信用状取引において、

主に二つの表現がある。一つは、信用状取引における各当事者の地位が平等である。二

つは、信用状取引における各当事者が誠実且つ善意の方式で義務を履行すべきである。 
2、善意取得制度 

 善意取得とは、民法や有価証券法において、善意で動産や有価証券を取得したものの

取引の安全を保護するための制度であり、権利外観法理の一類型である。ここの「善意」

とは、道徳的に善であることを意味するものではなく、動産や有価証券を取得した者が

前主の無権利について知らないことをいう229。 
 
8.2 節 適用例外制度の適用条件 
 8.2.1 主体条件 
 １、すでに確認責任を履行した確認銀行 

UCP600 第 8 条(確認銀行の約束)b 項規定により、確認銀行は、信用状に自行の確認

を加えた時点で、オナー(Honor)すべき、または買い取るべき取消不能の義務を負う。c

                                                   
227 田島裕訳・前出注（9）286 頁~287 頁。 
228 范健主编『商法』9 頁（北京大学出版社、2004 年）。 
229 王利明「动产善意取得制度研究」民商法研究 1辑 259 頁（法律出版社、2001 年）。 
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項の規定により、確認銀行は、充足した呈示をオナーした(Honored)、または買い取っ

た他の指定銀行であって、且つ書類を確認銀行へ送付した指定銀行に補償することを約

束する。引受により利用可能な信用状または後日払により利用可能な信用状に基づく充

足した呈示の金額の補償は、他の指定銀行が支払期日前に前払または買入をしたか否か

を問わず、支払期日に弁済期が到来する。他の指定銀行に補償することの確認銀行の約

束は、受益者に対する確認銀行の約束からは独立している230。UCP600 の規定に基づ

き、確認銀行が発行銀行と同じ地位を持つため、一旦代金が支払われば、裁判所の支払

禁止命令を下すことができない。 
2、すでに支払を承諾された書類の正当な所持人 
正当な所持人に対して、信用状詐欺による独立性の例外を適用する条件は、以下の条

件を満たさなければならない。UCC 第 5-114 条 d 項規定により、発行人または指定人

は、信用状の売得金の譲渡にその者の同意を与える義務も、拒絶する義務も負うもので

はない、もし譲受人が、当該の信用状を占有しており、かつ、公開していて、その信用

状の呈示が支払の条件である場合には、同意が不合理に拒絶されてはならない。 
3、発行銀行または指定銀行の延期支払義務の譲受人が、すでに支払を行ったまたは

偽造あるいは実質な詐欺の通知を受け取っていない、且つ譲受が発行銀行または指定銀

行の延期支払義務をなされた後に発生したこと 
UCC 第 5-109 条 a 項(1)の(ⅳ)の規定に基づき、債務が発行人または指定人によって

引き受けられた後に価額を支払、且つ偽造もしくは実質的な詐欺を知らないで取得され

た、発行人の、または指定人の支払が延期された債務の譲受人によって請求された場合、

当該発行人は、呈示に対し支払をしなければならない231。 
8.2.2 主観的条件 
信用状取引において、信用状詐欺による独立性の例外の適用例外における主観的条件

は善意(good faith)である。法律上において、善意に対し、各国法律によって異なって

いる。 
日本民法典 192 条に基づき、取引行為によって、平穏に､かつ公然と動産の占有を始

めた者は、善意であり、かつ、過失がないときは、即時にその動産について行使する権

利を取得する。以上の場合において、譲受人が善意の取得に適用する。 
UCC 第 3-103 条(定義)の(4)「信義誠実」とは、事実上正直であり、合理的な商業上

の公正取引基準を守っていることをいう232。UCC において、善意に対する定義が比較

的に広いである。事実上の誠実を求めるのみならず、合理的な公正取引基準も求められ

ている。 
8.2.3 客観的条件 

                                                   
230 飯田勝人訳・前出注（20）24 頁。 
231 田島裕訳・前出注（9）282 頁。 
232 田島裕訳・前出注（9）152 頁。 
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適用例外制度を設定する目的は、信用状における善意の約因の義務を負う当事者を保

護することである。UCC 第 3-303 条 (価額および約因 )(b)項に基づき、約因

(Consideration)233とは、単純契約を支持するのに足りる約因を意味する。証書の振出

人または作成者は、もし当該の証書が約因なしに発行された場合、抗弁をもつ。もし履

行の約束に対し証書が発行された場合、その発行人は、約束の履行が期限切れとなり、

かつ、その約束が履行されていない限度で、抗弁をもっている。もし証書が a 項で定め

るように価額の支払と交換に発行された場合、その証書は、約因と交換に発行されたも

のである234。この約因は、英米法において契約を構成する約束に拘束力を与える根拠で

ある。英米法における契約とは「当事者間の合意から派生する契約法および他の適用さ

れるべき一切の法規範によって法的意味を付与された権利義務の総体」とされる。契約

が効力を有するためには約因が必要であり、当事者間の合意だけでは契約は成立しない

とされる。そのため、無価値の物品の売買においても、対価として 1 ドル支払う慣習が

ある。 
中国「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」司法解釈第 10

条(支払停止決定、支払拒絶判決の例外)において、約因に関する解釈を列挙した。信用

状詐欺があるときは、人民裁判所が信用状における支払の停止決定、または支払の拒絶

(終止)判決を下さなければならない。ただし、次の場合があるときは、この限りでない。

１、発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により発行銀行の指示に従って支払をし

たとき。2、発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により信用状における為替手形

の引受をしたとき。3、確認銀行が善意により支払義務を履行したとき。4、買取銀行が

善意により買取をしたとき。 
 
8.3 節 適用例外制度の司法運用 

信用状詐欺に対して、国際商業会議所が国内法にかかわる問題だと認識しているため、

UCP600 における信用状詐欺に関する規定を制定していない。信用状詐欺による独立性

の例外を制限する法律制度は、判例法から確立をし、後ほど実務上の経験を積む次第に

成文法となった。 
8.3.1 アメリカにおける適用例外制度の司法運用 
１、旧 UCC における善意の第三者に対する幅広い規定 
旧 UCC 第 5-114 条において、書類の偽造および詐欺に関係するのは、二項である。

「第 5-114 条「発行人の引き受け･支払の義務および特権、補償請求権(Issuer's Duty 
and Privilege to Honor; Right to Reimbursement)」(二項)の規定により、他に異なる

合意のない限り、書類がその文面上信用状の条件を充足していると見られるが、要求さ

                                                   
233 田中英夫編『英米法辞典』183 頁（東京大学出版会、1997 年）。Consideration は、契約を構成する

約束に拘束力を与える根拠であって、約束者に生じた権利もしくは利益、または受約ものが与え、被りも

しくは引き受けた不作為、損失もしくは責任である。 
234 田島裕訳・前出注（9）171 頁。 
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れた書類が、実際には、流通または譲渡の際になされる権原証券(Document of Title)
に関する「証券が真正であり、証券の効力を害する事実があることを知らず、証券・物

品の権原に関し、流通・譲渡が正当なものである旨の」瑕疵担保(Warranties)(第 7-507
条235)または証書付投資証券(Certificated Security)に関する「譲渡が正当であり、証券

が真正で重大な変造を受けておらず、効力を害する事実のあることを知らない旨の」瑕

疵担保(第 8-306 条236)に合致していない場合、要求書類が偽造されたものである場合、

要求書類が詐欺的なものである場合、または、取引における詐欺がある場合には、 
 (1)買取銀行またはその他の為替手形または支払請求の所持人であって、その為替手

形または支払請求を信用状に基づき、かつその者を正当所持人(第 3-302 条237)「有償で・

                                                   
235 田島裕訳・前出注（9）337 頁。７編倉庫証券および貨物証券「流通および移転」第 507 条(流通に関

する保証もしくは倉庫証券または貨物証券の移転)、次条による単なる媒介人としてではなく、人が有償で

権原証書を流通させまたは移転させる場合、別段の合意がない限り、その者は、物品の売買についてなし

た保証に加えて、直接の購入者に対してのみ、次の保証をする。(a)当該文書が本物であること。また(b)
その有効性または価値を傷つけるような事実を全く知らないこと。また(c)その者の流通または移転は、当

該文書およびそれが表示する物品に対する権原に関して権利をもち、かつ、完全に有効であること。 
236 田島裕訳・前出注（9）371 頁~372 頁。8 編投資証券、第 306 条(署名、裏書または指示の保証の効果)(a) 
証券証明書の裏書の署名を保証する者は、その署名のときに、(1)その署名は真正なものであった。(2)署名

者は裏書をする適格者であった、または、もしその署名が代理人によるものである場合、当該代理人は、

その適格者のために代理する現実の権限をもっていた。そして(3)署名者は署名する法的能力をもっていた

ということを保証する。(b)指示の開始人の署名を保証する者は、その署名のときに、(1)その署名は真正な

ものであった。(2)署名者は指示を開始する適格者であった、または、もしその署名が代理人によるもので

ある場合、当該代理人は、もしその指示に登録所有者として指定された者が、事実上、登録所有者であっ

て、その事実に関して、署名保証人が保証をしないときは、その適格者のために代理する現実の権限をも

っていた。そして(3)署名者は署名する法的能力をもっていたということを保証する。(c)指示の開始人の署

名を特別に保証する者は、(b)項による署名保副。人の保証をなし、かつ、その指示が発行人に提示された

ときに、次のようになることも保籠「する。(1)証明付証券の登録所有者として当該指示に明記された者は、

登録所有者となる。そして(2)その指示の中で要求された証明書のない証券の移転は、全部のリーエン、担

保権、制限、およびその指示に特定されたもの以外の請求権から自由にして、発行人によって登録される

(d)い)項および(b)項による保証人、または c 項による特別保証人は、その他の点で当該移転の正当性を保証

するものではない(e)証券証明書の裏書を保証する者は、(鋤項による署名保証人の保証をなし、かつまた、

全部の点に関しその移転の正当性を保証する。(f)証明書のない証券の移転を要求する指示を保証する者は、

c 項による特別署名保証人の保証をなし、かつまた、あらゆる点でその移転の正当性を保証する。(g)発行

人は、移転の登録の条件として、署名の特別保証、または指示の保証を要求してはならない。(h)本条によ

る保証は、保証を信頼して証券を取得する、または扱う者に刺してなされ、かつ、保証人は、その違反か

ら生じる損失について、その者に対して責任を負う。その者の署名、裏書または指 4t が保証された、指示

の裏書人または開始人は、保証人の保証の違反の結果として、保証人が被った損失についてその保証人に

対し責任を負う。 
237 田島裕訳・前出注（9）169 頁~170 頁。3 編流通証券第 302 条(正当保持人)(a)c 項および第 3-106 条 a
項に従い、以下の場合、「正当保持人(Holder in Due Course)」は、証券の保持人を意味する。(1)保持人に

対して発行されたか、流通されたときに、その証書には偽造または変造の明白な跡形が残っておらず、あ

るいは、別の点で、それが偽物ではないかと疑わせるほど余りにも不規則または不完全でない場合で、か

つ(2)保持人が、(I)価額を払い、(ⅱ)信義誠実に、(ⅲ）満期がすぎていることかまたは支払が拒絶されたこ

とを知らないで、もしくはそれに対する抗弁または権利を誰かがもっていることを知らないで、(ⅳ）その

証書が無権限の署名を含んでいるか、あるいはそれが変造されたことを知らないで、(ⅴ)第 3-306 条に記述

された証書に対する請求権のことを知らないで、そして、(ⅵ）ある当事者が第 3-305 条(a)に規定された減

額請求(Recoupment)について抗弁または請求権をもつことを知らないで、当該証券を取得した場合。(b)
倒産手続における免責以外の当事者の免責通知は、a 項による抗弁の通知ではないが、その免責は、免責

を知っていて正当所持人となった者に対して有効である。文書の公的登録または記録は、それ自体では、

抗弁の通知、減額請求(Recoupment)の請求、または証書に対する請求を構成するものではない。(c)譲渡人

または権利の被承継人が正当保持人として権利をもつ限度での場合を除き、(ⅰ)法的過程によってか、また
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誠実に･満期経過、拒絶、抗弁の付着等を知らずに、手形小切手等の流通証券を所定の

流通の方式により取得した者」であり、適切な場合には権原証券が正当に流通された者

(第 7-502 条238)「通常の取引･金融等の過程において、誠実に･有償で･抗弁の付着等を

知らずに・正当な流通の方式で、流通可能権原証券を取得したことにより、権原証券･

物品の権原、権原証券の発行人に対する権利等を有する者」または証書付投資証券の誠

実な有償取得者(第 8-302 条239)「有償で･誠実に･権利否認の主張を知らずに、投資証券

を所定の流通の方式により取得した者」とするような状況下で取得した者から引受け・

支払の請求がなされたときには、発行人は、その為替手形または支払請求の引受け･支

払をしなければならない。 
そして、(2)それ以外のすべてのときは、誠実に行動する発行人は、顧客から詐欺、

書類の偽造または書類の文面からは明らかではないその他の瑕疵の通知を受けたとき

であっても、顧客との関係においては、その為替手形または支払請求の引受け･支払を

行うことができるが、適切な管轄権を有する裁判所は、このような引受け･支払を差し

止めることができる。政府の解釈に基づき、書類が転売および流通において、表面上と

信用状の要求と一致することに対して、事実上においては偽造または詐欺性および他の

                                                                                                                                                     
は執行、破産、または債権者の売却もしくは類似の手続における購入によって、人は、(ⅱ）その譲渡人の

通常の営業の過程においてではなく、一括取引の一部としての購入によって、または、(ⅲ)遺産もしくはそ

の他組織の権利承継人として、取得された証書の正当保持人の権利を獲得するものではない。(ｄ)もし第 3
－303 条 a 項(1)号により、証書に対する約因である履行の約束が、一部履行された場合、その保持人は、

一部履行の価値を約束された履行の価値によって割った額に等しい当該証書により支払われる額の部分に

対してのみ、その証書の正当保持人としての権利を主張することができる。(ｃ)もし、(I)証書を強制する権

利をもつ者が、証書上の担保権だけしかもたない場合で、かつ、(ⅱ)その証書に支払う義務を負うものが抗

弁、減額請求(Recoupment)の権利、または担保権を付与した者に対して主張される当該証書に対する権利

をもつ場合、その証書を強制する権利をもつ者は、その証書を強制するときに、当該証書により支払われ

る額が、担保された未払の債務の額を超えない額についてのみ、正当保持人としての権利を主張すること

ができる。(f)有効であるためには、通知は、それに対する合理的な時宜にかなう方法で受理されなければ

ならない。(g)本条は、個別的な種類の取引における正当保持人としての地位を制限する法律に従う。 
238 田島裕訳・前出注（9）334 頁。７編倉庫証券および貨物証券「流通および移転」第 502 条(適正な取

引交渉により取得された権利)(1)次の条文に従い、また代替可能物品に関する第 205 条の規定に従い、流通

権原証書が適正に流通された相手の保持人は、それにより次のものを獲得する。(a）当該文書の権原。(b）
当該物品の権原。(c）文書が発行されたあとに受寄者に引き渡された物品に対する諸権利を含め、代理ま

たは禁反言の法律により生じる全部の権利;および(d)文書の諸条項によるか、または本編により生じるもの

は除き、発行人による抗弁または請求権から切断して、その文書の諸条項に従って物品を保持する、もし

くは引き渡す発行人の直接的義務。引渡指図の場合、その受寄者の義務は、引受のときにのみ発生し、か

つ、保持人によって獲得された義務は、当該発行人および裏書人がその受寄者の引受を行わせる、という

ことである。(2)次条に従い、かように獲得された権原および権利は、その文書によって表示された物品の

停止によって、または受寄者によるその物品の放棄によって、無効とされず、また、たとえその流通また

はそれ以前の流通が義務違反を構成したとしても、または誰かが不実表示、詐欺、事故、錯誤、脅迫、紛

失、窃盗、もしくは横領によって占有を奪われたとしても、または文書の以前の売却もしくは他の移転が

第二者に対してなされたとしても、傷つけられない。 
239 田島裕訳・前出注（9）368 頁。8 編投資証券第 302 条(購入者の権利)(a)(b)項および c 項に別段のこと

が規定された場合を除き、証明付証券または証明書なしの証券の引渡のときに、購入者は、譲渡人がもっ

ていた、あるいは譲渡する権限をもっていた、その証券に対する全部の権利を取得する。(b)制限された権

利の購入者は、購入された権利の限度でのみ権利を取得する。(c)前の保持人として反対請求権の通知を受

けた証明付証券の購入者は、保護された購入者から取得することによって、その立場を改善することはで

きない。 
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本法典の規定した担保条件に違反すれば、第 5-109 条に基づき、発行銀行の義務が書類

の審査に限られるため、信用状の独立性と書類取引性の遵守および正当な所持人に対す

る信頼が同様に重要である。したがって、書類を取得した所持人が本法典の第 3 編規定

した正当な所持人に当てはまるとすれば、あるいは 7 編の規定した書類の正当な譲受人

あるいは 8 編の規定した証明付証券の善意の買主に当てはまれば、発行銀行の支払義務

を負わなければならない。そのため、不良な受益者を選んだのが、買主であるので、買

主が受益者の詐欺行為による危険を負担しなければならない、善意あるいは無辜の第三

者または発行銀行に累を及ばない。以上によって、旧 UCC における善意の第三者に対

する規定が比較的に広いである。信用状独立性の例外の適用例外における第三者の範囲

が確認銀行、正当な所持人および善意の譲受人を含む。 
2、UCC 第 5 編における善意の第三者に対する規定 
1995 年に改正された UCC 第 5 編において、書類の偽造･詐欺について規定している

条文は「第 5-109 条 詐欺および書類の偽造(Fraud and Forgery)」となる。 
(ａ)外見上は信用状条件を厳格に充足した呈示がなされた場合であって、必要とされ

た書類が偽造されたとき、または必要とされた書類が重大な詐欺によるものであるとき、

またはその呈示に対して支払に応じることが、発行人または発行依頼人に対する受益者

による重大な詐欺を助長することになるときは、以下による。①支払が次の者により請

求されたものである場合には、発行人は、その呈示に対して支払うものとする。(ⅰ)誠
実にかつ書類の偽造または重大な詐欺を知らずに、対価を支払った、指定された者

(Nominated Person)。(ⅱ)誠実に確認の債務を履行した、確認を加えた者(Confirmer)。
(ⅲ)発行人または指定された者により引受けがなされた後に、信用状に基づく為替手形

を取得した、正当所持人(Holder in Due Course)。(ⅳ)発行人または指定された者によ

り後日支払債務(Deferred Obligation)の引受けがなされた後に、書類の偽造または重大

な詐欺を知らずに、発行人または指定された者の後日支払債務を有償で取得した、譲受

人(Assignee)。②それ以外の場合は、発行人は、誠実に行動する限り、その呈示に対し

て支払うことができ、または支払わないことができる。 
(ｂ)発行依頼人が、必要とされた書類が偽造されたこと、または必要とされた書類が

重大な詐欺によるものであること、またはその呈示に対して支払に応じることが発行人

または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになる旨を申し立

てた場合は、適切な管轄権を有する裁判所は、同裁判所が次の事項を認定するときに限

り、その呈示に対する発行人の支払を暫定的にまたは終局的に差し止めることができ、

または発行人その他の者に対抗するためのこれと類似の訴訟上の救済を与えることが

できる。 
①その訴訟上の救済が、引受済みの為替手形または発行人によって引き受けられた後

日支払債務に適用される法の下では禁止されていないこと。②不利益を受けることのあ

る受益者、発行人または指定された者が、その訴訟上の救済が与えられることにより被
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ることのある損害から十分に保護されていること。③当州の法に基づきその訴訟上の救

済を受けることができる適格者の条件を、すべて充足していること、および、④同裁判

所に提出された情報によれば、発行依頼人が、書類の偽造または重大な詐欺の申立てに

基づき、敗訴するよりも勝訴する見込みがより大きく、かつ支払を請求している者が、

ａの①に基づく保護を受ける適格性を有しないこと。」 
政府の解釈に基づき、第 5-109 条ａ項（1）は、指定された第三者をも詐欺の危険か

ら保護している。買取りまたは支払のために、ある者を指定する信用状を発行すること

により、発行人(最終的には、発行依頼人)は、その指定された者が対価を支払うよう仕

向け、かつそれにより信用状に基づき振り出された為替手形が詐欺の抗弁(Fraud 
Defense)から保護されるに値する正当所持人(Holder in Due Course)の資格と類似の資

格をもった者に譲渡されるという危険を負担するのである。したがって、修訂された

UCC において、信用状詐欺による独立性の例外の適用例外について、全面的に規定し

た、善意の第三者にも明確な規定を制定した。 
3、判例による規定 
最初に善意の第三者の利益を保護する判例が、信用状の受益者による詐欺についての

アメリカにおける画期的･指導的とされる判例は、Sztejn v. J.Henry Schroder Banking 
Corp.事件 (177 Misc.719, 31 N.Y. S.2d 631(Sup. Ct. 1941))である。これが少なくとも

イギリスやカナダの裁判所にも多大な影響を及ぼしている。 
(1)事実概要 
1914 年 1 月 7 日、原告(Charles Chester Sztejn)は、被告(Tran sea Traders, Ltd.―

在インド)から剛毛(bristle)の購入を約し、この代金の支払のために被告(J. Henry 
Schroder Banking Corp.)から被告 Tran sea を受益者とする取消不能荷為替信用状を

発行してもらった。この信用状は、インボイスと被告銀行を荷受人とする指図式船荷証

券の呈示を要件としていた。被告 Tran sea は 50 箱の物品を船積みし、書類を呈示し

たが、書類は信用状の要求どおり、剛毛を売渡物品として記載していた。訴状は、被告

Tran sea が、実際は 50 箱に牛毛やその他のガラクタを詰め込んだのにもかかわらず、

約定品を積んだように装い、為替手形を振り出し、書類を取立てのために (for 
collection)Chartered Bank に交付し、同行がその書類を発行銀行である被告 J. Henry 
Schroder Banking Corp. へ呈示して支払を求めた旨を陳述するとともに、信用状およ

び為替手形の無効を宣言する判決ならびに支払差止命令の発給を求めた。 
 これに対し、被告 Chartered Bank は、同行は書類のみに拘束されるものであると

ころ、呈示された書類は外見上信用状条件を充足しているので、原告の申立ては失当で

あるとして、訴えの棄却を求めた。シーンタッグ裁判官(Shientag, Justice)は、被告 
Chartered Bank の申請を棄却した。 

(2)判示の内容 
① 本件の申立てに関しては、［Rule of Civil Practice, rule 106, sub.5 の規定によ
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り］原告の訴状の陳述は立証されたものとみなされるので、売主 Tran sea は、無価値

のガラクタを船積みして原告に詐欺を働こうと企てたのであり、Chartered Bank は正

当所持人ではなく、売主のために手形の支払を得ようとしているにすぎない。 
② 信用状が、売主と買主との間の売買契約からは独立したものであることは確立し

た原理である。…当然のことながら、この原理が適用されるのは、為替手形に添付され

た書類が真正で、かつ信用状条件を充足していることを前提とするものである。 
③ 本件は、物品の品質に関する瑕疵担保違反(Breach of Warranty)をめぐる売主と

買主の争いではなく、訴訟法上、売主が買主から注文を受けた物品をいっさい船積みし

なかったとみなされるべきものである。……売主の瑕疵担保違反と売主側における積極

的詐欺(Active Fraud)とを区別することは、先例および条理によって支持されている。 
④ しかし、為替手形および書類が支払のために呈示される前に、売主の詐欺が発行

銀行に対して通知された場合には、信用状に基づく発行銀行の債務の独立性の原則は、

悪意の売主を保護するために適用してはならないのである。 
⑤ たとえ書類が偽造され、または詐欺的なものであっても、発行銀行が、詐欺の通

知を受ける前に為替手形を支払済みの場合には、その支払に先立ち合理的な注意を用い

たものである限り、同行が保護されるべきことは確かなことである。ところが、本件に

おいては、発行銀行が、為替手形の引受けまたは支払前に、売主 Tran sea の積極的詐

欺の通報を受けたのである。したがって、原告の主張によれば、Tran sea とせいぜい

同等の立場にしかない Chartered Bank の申請を審理すべき筋合いにはない。その理

由は、発行銀行は、詐欺的なものと信ずべき根拠のある書類を伴った為替手形の支払を

強いられることはないためである。     
⑥ 当裁判所には、原告の訴状のみがあるだけであり、Chartered Bank は正当所持

人ではなく、詐欺を働いた売主のための単なる取立代理人すぎないとの原告の主張に当

裁判所は賛成する。仮に為替手形を支払呈示する銀行が正当所持人であることが原告の

訴状面から判明していたとすれば、原因取引が詐欺で汚染されていたとしても、その銀

行の発行銀行に対する請求は、敗訴することにはならないであろう。 
(3)判例の明確した三原則 
上記の Sztejn の事件は、Henry Hadfield によれば、次の重要な三つの原則を明らか

にしたものである。 
①信用状の契約は、現実に詐欺が立証されれば、契約は無効とすることができるとい

う一般原則に従うこと。②信用状の契約は、現実に詐欺が立証された場合に限って、無

効とすることができるのであり、品質または数量に関する単なる商売上の紛争が、信用

状の契約の履行を免除させるものではないこと。③付帯する書類が偽造されたものであ

ること、または詐欺的なものであることを知らずに信用状に基づく為替手形を買い取っ

た、善意有償の所持人(Bona Fide Holder)から支払請求がなされた場合には、現実の詐

欺が存在するにもかかわらず、信用状の契約は、その条件に従って履行されなければな
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らないこと。 
(4)判例の留意点 
この Sztejn の事件は、①信用状の受益者自身が詐欺を実行したと注目された事件で

あって、受益者以外の第三者による詐欺を取り扱ったものではないこと、および②この

事件では、訴訟手続上のことではあったが、詐欺が立証されたことを前提としてのみ差

止命令が許容されると判示されたことに注意する必要がある。 
8.3.2 イギリス判例法における適用例外制度の司法運用 
3.2 節 3.2.2 に引用したイギリスの United City Merchants (Investments) Ltd v. 

Royal Bank of Canada 事件([1979]Lloyd’s Rep. 267)に関する評価 
受益者以外の第三者による書類の偽造･詐欺を争点とするイギリスの判決は、前記の

とおり、第一審判決を支持する貴族院の判決により決着し、カナダにおいても、この趣

旨を踏まえた判決がなされている。しかし、第一審判決については、信用状の受益者は、

真正かつ有効な書類を呈示する義務があり、為替手形の正当所持人とは異なり、呈示し

た船荷証券が適切なものである場合に限って、支払を受けることができるのであって、

本件におけるように、受益者以外の第三者により詐欺的に船荷証券が完成されたからと

いって、そのような船荷証券が信用状条件を充足する書類になるわけではないという批

判があり、これは、そのまま貴族院の判決に対する批判となるはずである。また、控訴

院における第二審判決を、「健全な商取引感覚(Sound Commercial Sense)を表した判

決」であるとして歓迎する見解もある。さらに、貴族院の判決について、(ⅰ)信用状の

受益者は、自己が利用する運送人、保険会社等第三者の誠実性を最もよく知りうる立場

にあり、また第三者の作成する書類が真正であることを容易に知りうる立場にあるため、

受益者が、これらの者による書類の偽造・詐欺の危険を負担すべきことが合理的である

ところ、貴族院の判決の下では、受益者は、第三者の作成した書類が外見上信用状条件

を充足していることで満足し、書類の真正性等の実体を調査して第三者の不正行為を発

見することは、受益者が書類を呈示する前にその事情を知っていたことになり、信用状

の発行銀行に書類拒絶の口実を与えることになるとして、受益者が第三者の行為に注意

を払わなくなるという事態を招き、(ⅱ)第三者による書類の偽造･詐欺がある場合は、

詐欺の抗弁を主張するためには、発行銀行(または、発行依頼人)は、受益者が書類を呈

示する前にそれを知っていたことを立証しなければならないのであるが、これは事実上

不可能であるとして、厳しく批判する意見がある。 
結論としては、貴族院のこの判決は、アメリカにおける改正前の UCC 第 5 編の関連

規定・判例・学説に反するということになると思われる。 
8.3.3 中国における適用例外制度に関する規定 
中国における適用例外制度の援用が比較的に少ないである。信用状に関する書類の問

題を理由として銀行に対外の支払の拒絶を要求し、または信用状の詐欺という口実で裁

判所に信用状における支払の停止申立をすることにより、申立を受けた裁判所が、事実
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関係を十分把握せず、安易に信用状の支払を停止することを命じる。その結果、中国銀

行界、司法界の国際的信用が失ってしまった。 
したがって、適用例外制度を援用する必要に切迫してきた。最初に適用例外制度を制

定したのが、「全国沿岸地区の外国、香港・マカオに関する経済審判工作座談会紀要」

に、信用状の支払の停止命令に対する裁判所の権利濫用を明確に規定された。 
そして、2006 年１月１日に施行した「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する

若干問題の規定」第 10 条(支払停止決定、支払拒絶判決の例外)の規定に基づき、信用

状詐欺があるときは、人民裁判所が信用状における支払の停止命令、または支払の拒絶

をくださなければならない。ただし、つぎの場合があるときは、この限りでない。１、

発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により発行銀行の指示にしたがって支払をし

たとき。2、発行銀行の指定、授権を受けたものが善意により信用状における為替手形

の引受をしたとき。3、確認銀行が善意により支払義務を履行した時。4、買取銀行が善

意により買取をしたとき。この条文が、信用状詐欺による独立性の例外の適用例外に関

する条件を明確に規定した。 
 
第 9 章 総括 

前 8 章において、信用状詐欺に関する論説、判例および各国における具体的対処方法

を検討してきたが、本章において、総括として、重要な注意点を列挙する。 
9.1 節 信用状詐欺の形態に関する総括 
 信用状詐欺の発生が、たとえ原因取引における詐欺であっても、ほとんど書類の詐

欺と切っても切れない関係があるため、主に書類の不実記載という形態で現れる。 
１、買主と運送人の合意による船荷証券の不実記載 
主に船積前の船積船荷証券と発行日繰上げの船積船荷証券という形態がある。 
Merchants Corp. of America v. Chase Manhattan Bank 事件 (N. A. 5 UCC Rep. 

Serv. (Callaghan) 196 (N. Y. Sup. Ct.1968))および Siderius, Inc. v. Wallace Company, 
Inc. and Texas Commerce Bank National 事件 (583 S. W. 2d, 852 (1979))において、

運送書類に記載された船積日に、実際には船舶が入港していなかったということが事実

として認定された。それにもかかわらず信用状条件に外観上の一致をさせ、船積日を不

実記載した書類は詐欺的であると判断された。信用状が原因取引から独立した書類取引

であることを理由に、船荷証券の船積日の不実記載は詐欺であるとした。また、Siderius, 
Inc. v. Wallace Company, Inc. and Texas Commerce Bank National 事件においては、

実際に船積された日付を知りながら、故意に虚偽的表示をしたことは、受益者の故意と

いう主観的要素が強調されている。 
船積みが行われないにもかかわらず、船荷証券が偽造され、信用状に基づき買取りが

実行された日本の事例としては、インドネシア産カツラ用人毛の韓国向け仲介貿易に関

する事件(大阪地判昭和 51・12・17 金融法務事情 817 号 34 頁(1977 年))がある。 
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2、運送人による船荷証券の不実記載 
故障があるにもかかわらず、無故障船荷証券(クリーン船荷証券) の発行という形態

がある。 
アモイ中貿輸出入有限会社の広州遠洋運輸会社に対する損害賠償事件（アモイ海事裁

判所中国海事審判 1994 年 4 期 21 頁）の判旨により、船荷証券に船積日の悪意不実記

載した運送人は、運送品の損傷が生じなくても、その不実記載によって生じたすべての

損害について賠償の責任を負わなければならない。 
3、第三者による船荷証券の不実記載 
United City Merchants (Investments) Ltd. Glass Fibers and Equipment’s Ltd. v. 

Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s Rep.267)の判旨により、イギリスにおい

ては、偽造書類または詐欺的不実記載を含む書類が受益者によって呈示された場合、銀

行は、受益者自身によって偽造または詐欺がなされたか、あるいは少なくとも受益者が

それについて悪意の場合にのみ、確約の履行を拒絶しうるということになったのである。 
 
9.2 節 信用状詐欺の認定と独立性の例外を援用する条件に関する総括 
9.2.1 UCC による認定 
１、詐欺的行為を行う者に関する認定 
UCC 第 5-109 条ａ項およびｂ項に基づき、信用状の発行人が支払を拒絶し、または

禁止命令その他類似の訴訟上の救済が発給されるための要件の一部として、（1）「必要

とされた書類が偽造されたこと」、（2）「必要とされた書類が重大な詐欺によるものであ

ること」、（3）「その呈示に対して支払に応じることが、発行人または発行依頼人に対す

る受益者による重大な詐欺を助長すること」が規定されている。 
文言上の解釈によって、詐欺的行為を行う者が受益者に限らず、第三者が、信用状の

要求する書類を偽造し、または書類を詐欺的なものとした場合にも、他のすべての要件

を具備するときは、信用状の発行人の支払拒絶または禁止命令・その他類似の訴訟上の

救済が正当化されることになる。 
これに対して、イギリスの貴族院が United City Merchants(Investments) Ltd. 

Glass Fibers and Equipment’s Ltd. v. Royal Bank of Canada 事件 ([1979] Lloyd’s 
Rep.267)で示した判旨により、信用状の確認銀行の支払拒絶は、受益者自身が書類の偽

造・詐欺を行ったときまたは、受益者が他人による書類の偽造・詐欺の事実を書類の呈

示前に知っているときに限って認められる。UCC 第 5-109 条の規定とは異なっている。 
2、独立性の例外を援用する条件 
発行人は、「外見上は信用状条件を厳格に充足した呈示がなされた場合であっても」、

二要件がすべて備わったときは、独立性の例外を援用して支払を拒絶することができる。 
（1）必要とされた書類が偽造されたとき」または「必要とされた書類が重大な詐欺

によるものであるとき」または「その呈示に対して支払に応じることが、発行人または
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発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになるとき。 
詐欺は、重大なもの(Materiality)でなければならず、重大であるかどうかは、最終的

には裁判所が決定することになる。 
また、「発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺」とは、「受益者自

身による重大な詐欺」でなければならないとされている。 
（2）支払を請求する者が、独立性の例外が適用される者であるとき。 
発行人は、書類が「詐欺の抗弁が適用されない者」から呈示されたときには、支払を

拒むことができない。そこで、発行人が支払を拒絶できるためには、この要件が不可欠

となるわけである。 
9.2.2 UCP による認定 
UCP が主として発行銀行と受益者および発行銀行と関係銀行との間の契約の枠組み

を提供することを目的としており、売買契約などの原因取引の契約当事者の権利と義務

には参与しない。詐欺は準拠法と裁判管轄の領域に属し、受益者の詐欺を根拠とする禁

止救済は、国内法を扱うべき問題であると解される。 
現行の UCP には、信用状詐欺について、UCC 第 5-109 条と類似の規定を設けてお

らず、その第 15 条において、銀行が、書類の真正性、偽造等について免責されている

ことを定めているにすぎない。結局、UCP は、詐欺の問題については、国内法に委ね

ているということになる。 
9.2.3 中国司法解釈による認定 
１、詐欺的行為を行う者に関する認定 
中国において、詐欺的行為を行う者に関する規定は、信用状紛争に関する司法解釈「規

定」240の第 8 条（信用状詐欺）に基づき、（1）受益者が書類を偽造しまたは虚偽記載

のある書類を呈示するとき。（2）受益者が悪意により物品の引渡をせず、または価値の

ない物品の引渡をするとき。（3）真実の原因関係がないにもかかわらず、受益者、発行

依頼人またはその他の第三者が共謀して虚偽の書類を呈示するとき。（4）その他の信用

状詐欺が行われるとき。すなわち、受益者である売主、発行依頼人である買主および第

三者が詐欺的行為を行う者に該当する可能があると解される。 
特に、信用状に「柔らかい条項（Soft Clause）」と「落とし穴条項（Pitfall Clause）」

を記載することを通して、銀行の融資を詐取することが、いわゆる買主が行う詐欺と主

張する学説が決して少なくない。 
2、独立性の例外を援用する条件 
最高人民裁判所民事審判第四廷編「渉外商事海事審判指導」の解釈に基づき、信用状

取引は、書類に関する取引である。実質的な詐欺が書類と関係を有する。受益者または

その他の第三者が書類を偽造し、または虚偽記載のある書類を提供することにより契約

                                                   
240 第 3 章 3.3 節 3.3.4 に掲載している「最高人民裁判所の信用状紛争の審理に関する若干問題の規定」

である。 
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の目的が達成できなくなる。発行依頼人と受益者またはその他の第三者が共謀して偽の

書類を呈示する。これらは、いずれも真実の原因関係たる取引が存在しないので、信用

状の実質的な詐欺を構成するとみとめられる。また受益者が物品の引渡をせず、あるい

は引き渡された物品は基本的に価値がない場合も原因関係たる取引と関係を有する。

「基本的に価値がない物品」は、ゴミや廃棄物が交付されたのみならず、引き渡された

物品自身はある程度の価値を有するが、発行依頼人にとって使用できるものではない場

合も含んでいる。実務において、物品に重大な品質問題がある場合を「実質的な詐欺」

とみなしてはならない241。 
上述の場合があり、かつ、これによって回復しがたい損害を生じるおそれがあるとき

は、発行依頼人、発行銀行またはその他の利害関係者が、管轄権を有する人民裁判所に

信用状における支払の停止の申立をすることができる（「規定」第 9 条信用状詐欺によ

る支払停止）。すなわち、独立性の例外が援用できると解される。 
 
9.3 節 信用状詐欺に対する司法救済に関する総括 
9.3.1 UCC による司法救済 
UCC による司法救済は、禁止命令である。その基準は、次のとおりである。 
1、禁止命令の申請は、「発行依頼人」が、「適切な管轄権を有する裁判所」に対して

行うこと。 
2、「発行依頼人」が、「必要とされた書類が偽造されたこと」または「必要とされた

書類が重大な詐欺によるものであること」または「その呈示に対して支払に応じること

が、発行人または発行依頼人に対する受益者による重大な詐欺を助長することになるこ

と」を「単なる主張によるのではなく、証拠により立証すること。」 
3、「適切な裁判管轄を有する裁判所」が、「第 5-109 条ｂ項の一号から四号までの事

項を認定すること。」 
9.3.2 中国司法解釈による司法救済 
最高人民裁判所民事審判第四廷編「渉外商事海事審判指導」の解釈に基づき、当事者

が信用状詐欺を理由に人民裁判所に信用状における支払の停止を請求するときは、人民

裁判所は真剣に審査しなければならない。申立を受理した人民裁判所は、当該事件につ

いて管轄権を有しなければならない。申立人が担保を提供する必要がある。原因関係た

る取引または信用状取引に詐欺があったことを証明するために証拠を提示しなければ

ならない。裁判所は、保全措置を取らないと申立人に回復しがたい損害をもたらすおそ

れがあるなどの要件を総合的に考慮する。具体的な保全措置は、「民事訴訟法」に基づ

いて行われる。裁判所は、審査を経て要件を満たしたと認める場合、48 時間内に決定

を下さなければならない。決定後、ただちに執行を開始する242。 

                                                   
241 清河雅孝・前出注（61）11 頁。 
242 清河雅孝・前出注（61）12 頁。 
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9.4 節 信用状独立性の例外に関する適用例外の総括 
9.4.1 UCC による適用例外 
UCC 第 5-109 条ａ項一号による詐欺の抗弁から保護される者として、次のとおりで

ある。 
1、誠実・善意・有償の指定された者。 
2、誠実･有償の確認を加えた者。 
3、発行人・指定された者により引受けがなされた為替手形の正当所持人。 
4、発行人・指定された者により後日支払債務の引受けがなされた後に、その後日支

払債務を取得した善意・有償の譲受人と定められている。 
9.4.2 中国司法解釈による適用例外 
最高人民裁判所民事審判第四廷編「渉外商事海事審判指導」の解釈に基づき、信用状

取引が比較的に複雑な履行過程を有し、過程中において、多く異なる法律関係が生じる。

信用状詐欺が成立したとしても、依然として信用状における支払を停止・拒絶できない

状況が発生する。発行銀行または発行銀行の指定するものの引受ある為替手形の善意所

持人が対価を支払った場合、発行銀行指定、授権を受けたものが詐欺を知らず発行銀行

の指図に基づいて、支払義務を履行した場合、買取銀行が善意に支払義務を履行した場

合、確認銀行が詐欺に関与せず善意に確認した場合、譲渡可能信用状の第二受益者が詐

欺を知らず善意に対価を支払った場合はいずれもこれに該当する。 
 
おわりに  
 あらゆる分野のグローバル化に伴い、国際貿易における信用状詐欺も頻繁に発生し、

信用状に関する紛争件数も増加傾向となりつつある。信用状詐欺が発生すれば、裁判所

は、妥当に信用状独立性と信用状詐欺の例外を判別し、妥当な法律を選択し、合理的な

司法救済を採用することが、各国司法界の注目が集まっている。 
実務において、裁判所が詐欺行為を判別する幅が広いので、信用状独立性の例外を濫

用するおそれがある。裁判官の過大な自由裁量権と成文法解釈に対する過小の制約によ

り、貿易業者を保護しすぎるならば、善意の第三者の合法的な利益を軽視することにな

るおそれがある。また、書類の真正性、原本性確認の可能性について、書類の原本性の

判断はもっとも銀行が外見上原本と見られるものが本当に唯一の原本であることに責

任を持つものではない。銀行においては、原本として扱われるべきものとする書類発行

人の意図が判断できるか否かによる。原本と表示され、外見上原本であることにつき疑

義がなく、原本として扱ったが、実際には原本でなかった場合には、偽造に関する法律

が適用され、UCP の適用対象とはならない。最後、書類に署名があったとしても、そ

の発行体が実在するか、署名者は有権限者か、本人か、あるいは発行後に改ざん・変造

されていないかなど、が確認できなければ、安全な取引はできない。そのような保証さ
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れた安全な国際取引環境になるのは、書類がペーパーレス化され、電子署名が行われ、

資格ある認証機構の電子証明書が添付される必要である。 
貿易取引の特性が異なる国に属する取引当事者の相互性にある。電子通関に関してい

えば輸出入双方の税関が電子データによる通関手続きを認める必要がある。貿易関連書

類と手続の電子化の基準化・統一化は、国際機関の努力にもかかわらずなお整備不十分

である。業種により異なる商慣習の転換を待たねばならない。これらの問題は、今後に

解決しなければならない課題である。 
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